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２－２－１ 国立研究開発法人理化学研究所 中長期目標期間中間評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人理化学研究所 

評価対象中長期目

標期間 

中長期目標期間中間評価 平成 30 年度～令和３年度 

中長期目標期間 平成 30 年度～令和６年度（第４期） 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 基礎・基盤研究課、西山崇志 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 研究開発戦略課評価・研究開発法人支援室、佐野多紀子 

 

３．評価の実施に関する事項 

令和４年５月 31 日 理化学研究所サイトビジット 

令和４年６月 29 日 第 25 回国立研究開発法人審議会理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング） 

令和４年７月１日 第 26 回国立研究開発法人審議会理化学研究所部会開催（理化学研究所からのヒアリング） 

令和４年７月 27 日 第 27 回国立研究開発法人審議会理化学研究所部会開催（意見聴取） 

令和４年８月４日 第 24 回国立研究開発法人審議会（意見聴取） 

 

４．その他評価に関する重要事項 

平成 30 年３月１日 第４期中長期目標策定 

平成 31 年３月１日 第４期中長期目標改正 

平成 31 年３月 29 日 第４期中長期計画改正 

令和３年３月１日 第４期中長期目標改正 

令和３年３月 29 日 第４期中長期計画改正 
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 ２－２－２ 国立研究開発法理化学研究所 中長期目標期間中間評価 総合評定 

 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，

Ｄ） 

Ａ 

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適

正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

後述のとおり、新型コロナウイルス感染症への対応において、理事長のリーダーシップの下、理事長裁量経費を用いた研究事業、感染拡大防止対策や事務業務の改革を実施し、それら

の成果は社会に大きく貢献した。 

 

２．法人全体に対する評価 

特定国立研究開発法人として、理事長の適切なガバナンスの下で実施した数々の取組が、研究所を活性化し、我が国の科学技術・イノベーション創出を牽引する世界水準の自然科学総合研究所としてふさわし

い成果を創出した。 

 

特に、以下の取組は、研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築運用として、顕著な取組である。 

・理事長のリーダーシップの下、個別センター事業に固定化されない柔軟な資源配分を行い、量子コンピュータ研究の開始やライフサイエンス系の研究をはじめとした重点的な研究支援を実施した。新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響がある中でいち早くコロナウイルス特別プロジェクトを立ち上げており、機動性と柔軟性を併せた法人運営がなされた。（p.12～参照） 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、研究活動の停滞が懸念される中、最小限にその影響を抑えるために、速やかに感染対策を取った上での研究実施体制を整えた。（p.12～参照） 

・RAC で得られた意見を研究活動へ反映する運営システムは、他の国立研究開発法人の模範となるものであり、継続的に実施され常に法人運営に反映している。（p.15～参照） 

・理研白眉制度や加藤セチプログラム、理研スチューデント・リサーチャー制度の新設など、優秀な若手研究者の育成に向け、より良い制度設計と運用を常に検討し実施している。（p.17～参照） 

・理研の研究成果の社会還元の推進に向けて、融合連携制度等の産業界との連携制度を積極的に行い、多数の成果が創出されるとともに、理研鼎業の設立等、体制や制度の見直しも継続的に実施している。（p.30

～参照） 

・データ収集、研究データ管理、情報科学研究の推進など多面的に DX を進めるとともに、NII との連携により、我が国全体のオープンサイエンス基盤の発展にも貢献している。（p.50～参照） 

 

また、国家戦略等に基づく戦略的な研究開発等を推進し、以下に代表される特に顕著な成果が創出されており、非常に高く評価する。 

・革新知能統合研究：深層学習の理論研究や再生医療・防災等社会課題の解決に資する分野で、基礎研究・社会実装の両面において社会課題解決に資する研究開発成果を創出した。（p.61～参照） 

・数理創造研究：融合研究により数理科学研究の幅が広がる中、柔軟な研究体制の下、国内外の数理科学関連機関等との学際研究を継続、拡充した。最先端の数学・数理科学を軸に、様々な分野との融合研究、

「超スマート社会」実現に向けた数理的手法による研究の成果をあげた。（p.67～参照） 
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・生命医科学研究：ヒトの生物学的理解を通し、疾患の理解と克服に貢献する研究において新たな技術の創出、社会実装へ貢献を行った他、大規模なゲノム情報を解析しデータベースを構築する等多くの特出す

べき成果を創出した。（p.73～参照） 

・生命機能科学研究：高速イメージング技術・高速データ解析技術・組織染色技術を開発し、臓器内の全細胞アトラス作製と解析ソフトの公開を行い、生命機能解明に貢献する重要な成果を創出した。（p.79～

参照） 

・量子コンピュータ研究：令和３年度に設置された量子コンピュータ研究センターは、我が国における量子分野及び量子コンピュータ開発をけん引している。誤り耐性量子計算及び NISQ での計算に必要となる

量子ビット数の削減につながる理論を提唱する等、初の国産量子コンピュータの実現性の向上に貢献した。（p.108～参照） 

・加速器科学研究：ニッケル-78原子核のガンマ線分光測定に成功し、二重魔法性の直接的証拠を発見する等により、原子核研究の進展に貢献し、今後の社会実装への発展やイノベーション創出への直結を期待さ

せる重要な知見を与えた。（p.115～参照） 

 

研究基盤の構築・運営・高度化における成果についても、以下に代表する特に顕著な成果を創出しており、非常に高く評価する。 

・計算科学研究：「富岳」においては、新型コロナウイルスに関する研究をはじめとする多くの研究成果創出に貢献した他、世界のスパコンランキングにおいては 4 期連続で 4 部門世界 1 位を獲得している。

（p.126～参照） 

・放射光科学研究：SPring-8、SACLA においては、ダウンタイムを低減しつつ、利用時間の増加を実現させ、安定的な共用を実施した。（p.136～参照） 

・バイオリソース研究：リソースの提供件数について、コロナ禍が続く中でも、目標値 44,000 件の 135％となる件数を達成し、質・量ともに世界で類のない高い水準を維持した。（p.140～参照） 

 

その他業務運営に関する重要事項として、以下のような取組を実施したことは、中長期目標期間における所期の目標を上回る取組であり、高く評価する。 

・新型コロナウイルス感染症が拡大する局面において、リモートワークへの適応、書類の電子化に対応した新しい業務スタイルへの移行等、加速度的に事務部門の業務改革を実施した。（p.169～参照） 

・施設整備においては、長期的な視点に立ち、施設整備・管理に関する専門部署を設置するとともに、「施設整備・維持とスペース活用に関する基本方針」を策定した。（p.178～参照） 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

特になし  

 

４．その他事項 

研究開発に関する審議

会の主な意見 

・理研全体の論文数が増加している一方、世界的にも論文数、特に高被引用論文数が増加していること等に伴い、理研の Top10％論文の割合が漸減している。これに関し、理研の研究力を

測る指標に Top10%論文の割合を用いることが世界水準での研究成果の創出程度を測るものとして適切かどうかを検討した上で、今後、取組、目標又は指標等の見直しが必要である。 

・研究者評価の在り方については、分野の多様性も踏まえた改善検討を期待する。 

・人文学・社会科学の在り方について検討を実施したことによる今後の成果に期待する。 

・理研、理研鼎業で分担する業務が細かく切り分けられていることで、実質的に業務が二重に実施されたり機動的でなくなったりすることが懸念される。 

・医学部付属病院で臨床医学（ヒトに係る研究）に直結した研究を行えるという点で、慶應義塾大学との連携は必須であり、継続的な連携体制の下で研究を推進していくことが必要であ
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る。 

・基盤センターには、安定性や利用者を重視した長期的な経営戦略が必要である。 

・更なる外部資金の獲得に向けて、基金の設立、毎月継続的に寄附ができる仕組み、少額でも行える仕組み、自治体と連携した「ふるさと納税」に係る指定制度の活用等の検討も一案で

ある。 

監事の主な意見 ・株式会社理研鼎業に対して、投資額が年々増加する半面、理研内の各センター等と連携した戦略的な取組がなされている状態ではないため、本事業が理研にとっての投資対象に値する

様、ビジネスモデルの早急な見直しが必要である。 

 

 

※評定区分は以下のとおりとする。（「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準（平成 27 年 6 月 30日文部科学大臣決定、平成 29 年 4 月 1日一部改定、以降「旧評価基準」とする）」p33） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成

果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、

着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の

工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見

直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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２－２－３ 国立研究開発法人理化学研究所 中長期目標期間中間評価 項目別評定総括表 

中長期目標 年度評価 中長

期目

標期

間中

間評

価 

項目別

調書№ 

備

考 

 

 中長期目標 年度評価 中長

期目

標期

間中

間評

価 

項目別

調書№ 

備

考  Ｈ

30

年

度 

Ｒ

１

年

度 

Ｒ

２

年

度 

Ｒ

３

年

度 

Ｒ

４

年

度 

Ｒ

５

年

度 

Ｒ 

６ 

年 

度 

  Ｈ

30

年

度 

Ｒ

１

年

度 

Ｒ

２

年

度 

Ｒ

３

年

度 

Ｒ

４

年

度 

Ｒ

５

年

度 

Ｒ 

６ 

年 

度 

 Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項   Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  

 １．研究開発成果を最大化

し、イノベーションを創出す

る研究所運営システムの構

築・運用 

Ａ Ａ Ｓ Ａ    Ａ 

Ⅰ－１  

  ２．国家戦略等に基づく戦略

的な研究開発の推進 

Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ    Ｓ 

Ⅰ－２  

 （１）革新知能統合研究 Ⅰ-2-(1)  

（２）数理創造研究 Ⅰ-2-(2)  

 （１）理事長のリーダー

シップによる研究所運営

を支える体制・機能の強

化 

Ⅰ-1-(1)     （３）生命医科学研究 Ⅰ-2-(3)  

（４）革新知能統合研究 Ⅰ-2-(4)  

（５）脳神経科学研究 
Ⅰ-2-(5)  

（２）世界最高水準の研

究成果を生み出すための

研究環境の整備や優秀な

研究者の育成・輩出等 

Ⅰ-1-(2)    （６）環境資源科学研究 Ⅰ-2-(6)  

（７）創発物性科学研究 Ⅰ-2-(7)  

（８）量子コンピュータ研

究 

Ⅰ-2-(8)  

（３）関係機関との連携

強化等による研究成果の

社会還元の推進 

Ⅰ-1-(3)  （９）光量子工学研究 Ⅰ-2-(9)  

（１０）加速器科学研究 Ⅰ-2-(10)  

（４）我が国の持続的なイ

ノベーション創出を支え

る新たな科学の開拓・創成 

Ⅰ-1-(4)    ３．世界最先端の研究基盤の

構築・運営・高度化 

Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ    Ｓ 

Ⅰ－３  

 （１）計算科学研究 Ⅰ-3-(1)  

（５）研究データ基盤の

構築等による情報環境の

強化 

Ⅰ-1-(5)   （２）放射光科学研究 Ⅰ-3-(2)  

（３）バイオリソース研究 Ⅰ-3-(3)  
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中長期目標 年度評価 中長

期目

標期

間中

間評

価 

項目別

調書№ 

備

考 

 

 中長期目標 年度評価 中長

期目

標期

間中

間評

価 

項目別

調書№ 

備

考 

 
 

Ｈ

30

年

度 

Ｒ

１

年

度 

Ｒ

２

年

度 

Ｒ

３

年

度 

Ｒ

４

年

度 

Ｒ

５

年

度 

Ｒ 

６ 

年 

度 

  Ｈ

30

年

度 

Ｒ

１

年

度 

Ｒ

２

年

度 

Ｒ

３

年

度 

Ｒ

４

年

度 

Ｒ

５

年

度 

Ｒ 

６ 

年 

度 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事

項 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ 

Ⅱ   Ⅳ．その他業務運営に関する重要

事項 

Ｂ Ａ Ａ Ａ    Ａ 

Ⅳ  

 

１．経費の合理化・効率化 Ⅱ-1   

２．人件費の適正化 Ⅱ-2    １．内部統制の充実・強化 Ⅳ-1  

３．調達の合理化及び契約の

適正化 

Ⅱ-3  ２．法令遵守、倫理の保持 Ⅳ-2  

  ３．業務の安全の確保 Ⅳ-3  

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ 

Ⅲ  ４．情報公開の推進 Ⅳ-4  

 １．予算（人件費見積を含

む）、収支計画、資金計画 

Ⅲ-1   ５．情報セキュリティの強化 Ⅳ-5  

  ６．施設及び設備に関する事

項 

Ⅳ-6 
 

２．外部資金の確保 Ⅲ-2  ７．人事に関する事項 Ⅳ-7  

３．短期借入金の限度額 Ⅲ-3              
 

４．不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財産に

関する計画 

Ⅲ-4  

 

    

       

 

      

 ５．重要な財産の処分・担保

の計画 

Ⅲ-5      

    

 ６．余剰金の使途 Ⅲ-6              
 

７．中長期目標を越える債務

負担 

Ⅲ-7   

 
    

       
 

  
８．積立金の使途 Ⅲ-8      
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※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 評定区分は以下のとおりとする。 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】（旧評価基準 p29～30） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な

成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認めら

れ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層

の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な

見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】（旧評価基準 p30） 

Ｓ：国立研究開発法人の活動により、中長期目標における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期目標値の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認

められる場合）。 

Ａ：国立研究開発法人の活動により、中長期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期目標値の 120％以上）。 

Ｂ：中長期目標における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期目標値の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中長期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期目標値の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中長期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期目標値の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があ

ると認めた場合）。 

 
なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定

量的に測定し難い場合には、以下の要領で上記の評定に当てはめることも可能とする。 

Ｓ：－ 

Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 

Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 

Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 

Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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２－２－４－１ 国立研究開発法人理化学研究所 中長期目標期間中間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・運用 

関連する政策・施策 政策目標７ イノベーション創出に向けたシステム改革 

施策目標７－１ 産学官における人材・知・資金の好循環システムの構

築 

政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和４年度行政事業レビューシート番号 190 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値

等 

Ｈ30 年

度 

R １ 年

度 

R ２ 年

度 

R ３ 年

度 

R ４ 年

度 

R ５ 年

度 

R ６ 年

度 

 Ｈ30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R ４ 年

度 

R ５ 年

度 

R ６ 年

度 

 

論文数 

・和文 

・欧文 

－  

39 

559 

 

54 

596 

 

46 

594 

 

50 

614 

－ － － 予算額（千円） 11,868,898 11,660,192 12,289,597 15,045,394 － － － 

決算額（千円） 12,028,930 13,956,635 12,552,231 16,834,839 － － － 

経常費用（千円） 12,500,503 13,755,696 12,563,702 15,914,673 － － － 

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

－  

318 

38 

 

330 

38 

 

303 

40 

 

285 

31 

－ － － 経常利益（千円） △248,131 34,067 △346 213,095 － － － 

行政サービス実

施コスト（千円） 

10,264,650 - - － － － － 

特許 

・出願件数 

・登録件数 

－  

76 

63 

 

85 

28 

 

118 

50 

 

93 

58 

－ － － 行政コスト（千

円） 

- 16,490,552 13,126,231 16,416,569 － － － 

従事人員数 387 376 395 442 － － － 

※「論文数」には、本評価項目で評価を行う組織間の重複が含まれ得る。  
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

（評価軸） 

理事長のリーダーシップの

下、研究開発成果を最大化

し、イノベーションを 

創出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システム 

を構築・運用できたか。 

 

【業務実績総括】 

●理事長のリーダーシップによる研究所運営を支える体制・機能の強

化に関し、以下をはじめとする顕著な取組を行った。 

・理研全体の最適化に向けて、必要な基盤的・共通的運営経費を確保し

た上で、個別センター事業予算に固定化されない柔軟な資源配分を実

施した。特に量子技術イノベーション戦略を踏まえた量子コンピュー

タ研究や、新型コロナウイルス感染症拡大下でのライフサイエンス系

研究等の強化等に取り組むとともに、より効果的な研究事業や取組に

対して重点的な資源配分を行った。理事長裁量経費では飛躍的な成果

が期待できる基礎研究や実用化に向けた研究開発の加速、業務運営の

改善・効率化に資する取組や研究所全体に裨益する取組等に措置を行

った。また、令和 2 年 4 月の緊急事態宣言発令を受け、2 週間後に新型

コロナウイルス特別プロジェクトを立ち上げるなど、社会的要請を見

据えた研究開発を迅速・機動的に推進した。 

・令和元年度に第 11 回 RAC をオンサイトで行い、そのフォローアッ

プを行うための中間 RAC を令和 3 年度にオンラインで開催した。RAC

提言を踏まえた運営や研究活動への適切な反映に向けて継続的な検討

とフォローアップを行った。 

・平成 29 年度に発足した未来戦略室は、どのような未来社会を作りた

いかというビジョンと、イノベーションデザイナー等によるシナリオ

作成や未来戦略室フォーラムを通して、研究者が産業界や社会の異な

るセクターと交流し、多様な価値観に触れる場を提供し、科学と社会と

の関係性について多角的に考える場となるよう取り組んだ。 

・エンジニアリングネットワークは、理研内の各研究分野の最先端技術

と科学的知見とを糾合し、社会課題解決に取り組む所内公募型のエン

ジニアリング研究として平成 30 年度から令和 3 年度までに 19 課題を

採択した。支援した課題から内閣府ムーンショット型研究開発事業や

JST 未来社会創造事業等の採択に至った。 

 

●世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備や優秀な

研究者の育成・輩出等に関し、以下をはじめとする顕著な取組を行っ

た。 

・理研白眉制度や加藤セチプログラムに加え「理研スチューデント・リ

サーチャー制度」を令和 3 年度に創設し、学生からポスドク、独立した

PI までの多岐にわたる若手人材育成プログラム等を運用することによ

り、次世代の研究人材を育成した。また、基礎科学特別研究員や JRA 制

度においては新型コロナウイルス感染症拡大の状況に鑑み任期延長を

認めるなど、若手研究者に安心して研究に打ち込めるための方策を実

施した。 

・「理化学研究所の国際化戦略」を着実に推進するため、平成 30 年度よ

り戦略的な研究パートナーとの国際連携事業を開始した。また、理研が

欧州と広く互恵的な関係を構築し、欧州における研究協力・人的交流の

拡大、理研のプレゼンス向上等を進めるため、平成 30 年 11 月、ブリュ

ッセルに欧州事務所を開設した。また、国際連携促進担当を配置し、研

 

●理事長のリーダーシップの下、研究所運営システム

の一層の強化に向けて左記をはじめとする取組によ

り、将来的な成果の創出等にもつながり得る顕著な実

績を挙げているため、A評定とする。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められるため。 

 

・理事長のリーダーシップの下、既存の枠組み

であった個別センター事業に固定化されな

い柔軟な資源配分を行い、量子コンピュー

タ研究センターの新規立ち上げやライフサ

イエンス系の研究をはじめとして重点的な

研究支援を行った。新型コロナウイルス感

染拡大の影響がある中でいち早くコロナウ

イルス特別プロジェクトを立ち上げたこと

は、所の研究事業の機動力が現れたもので

ある。 

 

・国際的視点からのアドバイスを得る RAC で

有機的に意見を汲み上げ、得られた意見を研

究活動へ反映する運営システムは他の国立

研究開発法人の模範となるものである。 
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究現場と海外事業所とをつなぐ活動を行った。 

・理研のブランディング活動として「科学道」を使った広報活動のひと

つ、「科学道 100 冊フェア」を平成 31 年度から毎年、全国の図書館や教

育機関等約 500 ヶ所で展開し、令和 2 年度には「2020 年度グッドデザ

イン賞」を受賞した。また、プレスリリースの解説動画の他、新型コロ

ナウイルス関連の動画を公開するなど、研究開発の理解増進に資する

活動を積極的に行い、さらに、コロナ禍においてイベントが制限される

中、オンラインでの科学講演会や一般公開を開催するなどの取組を積

極的に進めた。 

 

●関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進に関し、

以下をはじめとする顕著な取組を行った。 

・科学技術ハブ構想の下、国内の大学・研究機関との基本協定の締結や

大学等への科学技術ハブの設置により、新たな組織間連携の関係を構

築するとともに、連携により論文や大型外部資金獲得等の成果が創出

された。 

・研究開発成果の社会還元とそれによるイノベーションの創出を図る

ため令和元年 9 月に理研の全額出資により理研鼎業を設立した。理研

鼎業と連携し、知財発掘・ライセンス、ベンチャー支援、共同研究促進、

企業共創の運用を行った。 

・理研、理研鼎業、株式会社 JSOL からの出資で理研数理を設立した。

「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」の施行により

ベンチャーへの出資並びに人的および技術的援助が可能となった理研

にとって、初の事例となった。 

・創薬・医療技術基盤プログラムでは、プログラムディレクターのリー

ダーシップの下、適時に的確な戦略的判断や資源配分マネジメントが

実施できる体制になっており、個々のテーマ・プロジェクトの効果的・

効率的なマネジメントが行われた。今中長期計画において 10 件の企業

又は医療機関への導出を達成した。 

・予防医療・診断技術開発プログラムでは、「理研のシーズを医療のニ

ーズにつなげ、プロダクトを世に送り出す」をコンセプトに、理研内の

シーズ調査、医療現場・企業のニーズ調査を精力的に実施し、多数の横

断型プロジェクトを提案した。 

 

●持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成に関

し、以下をはじめとする顕著な取組を行った。 

・個々に独立した主任研究員研究室を開拓研究本部の中に組織化する

とともに、本部長裁量経費制度を設け、本部内での分野横断プロジェク

トや革新的かつ萌芽的な研究テーマによるプロジェクトを支援、推進

した。 

・分野横断プロジェクトとして、後天的なゲノム修飾制御機構の解明

（エピゲノムプロジェクト）、共生原理の理解と活用に向けた研究開発

（共生プロジェクト）等を実施した。 

・全理研の事業所を越えた研究機器の共同利用促進を目指すため、共同

利用機器運営協議会を設置し、研究所共通研究基盤の利用支援にかか

る検討を行い、全理研共通のポータルサイト SimpRent を構築、運用を

開始した。 

 

●研究データ基盤の構築等による情報環境の強化に関し、以下をはじ

めとする顕著な取組を行った。 

・オープンサイエンス、データ駆動型研究等への対応を強化・加速し、

 

・未来戦略室において、人文・社会科学の知見

を取り込む先駆的な活動を実施し、未来戦

略室フォーラムにおける研究者の分野横断

的な交流や、エンジニアリングネットワー

クにおける組織横断的な交流の下での研究

が発展している。 

 

・人事制度では、理研白眉制度や加藤セチプロ

グラム、理研スチューデント・リサーチャー

制度の新設など、優秀な若手研究者の育成

に向け、より良い制度設計と運用を常に検

討し実施している。 

 

・理研の研究成果の社会還元の推進に向けて、

融合連携制度等の産業界との連携制度を積

極的に行い、多数の成果が創出されている。

また、理研鼎業の設立等、体制や制度の見直

しを含めて、研究成果の社会還元の推進が

図られている。 

 

・開拓研究本部では、本部長裁量経費により、

卓越した基礎研究を強力に推進したこと

は、分野融合研究として新たな科学の開拓・

創生に資する取組の実施に繋がっている。 

 

・柔軟に組織を再編し、データ収集、研究デー

タ管理、情報科学研究の推進など多面的に

DX を進めるとともに、NIIとの連携により、
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最先端の情報関連の基礎研究と、情報環境強化の支援とを相乗効果を

持たせて効果的に行うべく、令和 3 年 4 月に情報システム本部を情報

統合本部に再編した。 

・基盤研究開発部門では、研究情報管理システムの開発と運用を開始す

るとともに理研内の大規模データをメタデータレベルで統合した。ま

た、メタデータも含めた研究データを一気通貫で組織的に管理・公開で

きるシステムを構築し、研究データの集約と利活用を図る理研のオー

プンサイエンスを推進した。 

・先端データサイエンスプロジェクトでは、研究センターを越えたデー

タ共有を行うための研究開発をすすめ、令和 3 年度はライフサイエン

ス分野において深層学習が心電図を理解するためのプラットフォーム

を構築した。また、このノウハウを活かし、さらに他分野へ展開してい

く土台ができた。 

・ガーディアンロボットプロジェクトでは、ヒトの解剖学と心理学の知

見に基づいたアンドロイドの頭部を開発した。ヒトのデータに基づい

て表情筋の動きを精緻に再現し、その妥当性を心理実験で証明した。 

 

●研究論文成果については以下のとおりである。 

・理研全体の各年（暦年）の査読付き論文数は、平成 30 年 2,862 報、

令和元年 2,982 報、令和 2 年 3,163 報、令和 3 年 3,280 報となった。 

 

・理研全体の論文の被引用回数 Top10%論文と Top1%論文の割合は以下

のとおりであった。 

 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 

Top10%論文 21.9％

（15.7％） 

18.6％

（15.7％） 

17.8％

（15.2％） 

Top1%論文 3.3％（2.4％） 3.2％（2.5％） 2.8％（2.1％） 

*（ ）書きは分野補正を行った場合の値。いずれも翌々年 5 月時点にお

いて Clarivate 社の InCites により算出した数値である。 

我が国全体のオープンサイエンス基盤の発

展にも貢献している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・理研全体の論文数が増加している一方、世界

的にも論文数、特に高被引用論文数が増加

していること等に伴い、理研の Top10％論文

の割合が漸減している。これに関し、理研の

研究力を測る指標に Top10%論文の割合を用

いることが世界水準での研究成果の創出程

度を測るものとして適切かどうかを検討し

た上で、今後、取組、目標又は指標等の見直

しが必要である。 

 

＜その他事項＞ 

－ 

 Ⅰ―１－(１) 研究所運営を支える体制・機能の強化 

○経営判断を支える体制・機能の強化 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 （評価軸） 

理事長のリーダーシップの

下、研究開発成果を最大化

し、イノベーションを 

 

●平成 30 年度に設置した理研戦略会議では、イノベーション事業法人

構想や、オープンサイエンスを含む情報系研究推進の方向性、量子コン

ピュータ研究等について、所内外の有識者と幅広い観点から意見交換

を実施した。会議における議論の内容は、理研鼎業の設立（令和元年 9 

●理研科学者会議と理研研究政策リトリートは、理事長

自らが所内外の様々な意見を聞く場として定着・運用

されており、理事長のリーダーシップを支えるシステ

ムとして、高く評価する。 

 

＜評定に至った理由＞ 

・理研戦略会議、理研研究政策リトリート及び

理研科学者会議の実施により、複数の諮問

体制と内部への意見具申体制を確保し、所 
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 創出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システム 

を構築・運用できたか。 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要請

の分析や、法人運営に係る

適切な評価の実施と、これ

らを踏まえた理事長のリー

ダーシップによる法人運営

の改善状況 

月）、情報統合本部及び量子コンピュータ研究センターの設立（令和 3

年 4 月）等、研究所の重要な経営判断の決定に反映した。 

 

●理研役職員と理研戦略会議委員が一堂に会する「理研研究政策リト

リート」では、ICT 戦略、研究インフラ（機器、設備、施設）、国内外連

携（科技ハブ、国際）、ダイバーシティ、若手人材育成等、研究所の運

営全般に係る議題について、活発な意見交換を行った。 

 

●理研科学者会議では、理研が推進すべき研究分野について継続的に検

討を行い、毎年 1～2 分野を研究人事協議会に答申した。その結果、「統

合データ解析」、「光を用いた量子情報科学」、「新しい科学の創出をめざ

す有機化学」、「持続可能社会のための広義の無機化学」及び「地球微生

物学」が採用され、当該研究分野における無期雇用研究管理職の公募及

び採用が順次行われた。また、独創的研究提案制度に係る新領域開拓課

題の採択審査及び中間・最終評価、並びに奨励課題の採択審査を行い、

理事長に審査結果等を答申した。毎年、新規・継続課題を合わせて、新

領域開拓課題として 8課題程度、奨励課題として 90課題程度が実施さ

れた。 

 加えて、令和 2 年度以降は、科学技術基本法等の改正を背景とした

「理研における人文学・社会科学に係る科学技術の方向性について」の

答申やそれを踏まえた理研における人文学・社会科学の在り方に関す

る検討など、全所的な視座から法人運営を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●理研科学者会議は、理研の研究開発成果の最大化をボ

トムアップから支える運営システムの一つとして活動

を活発化させており、理研の法人運営の観点から効果

的に機能したと高く評価する。これらの取組が、今後、

トップマネジメントの取組と相乗し、各センターや未

来戦略室との連携を通じて他の研究開発法人等にも波

及し、我が国の研究開発力向上に貢献することが期待

できることから、高く評価する。 

内外の有識者の意見を取り入れた適切な法

人運営が行われていることは、高く評価す

る。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・人文学・社会科学の在り方について検討を実

施したことによる今後の成果に期待する。 

 

・量子技術イノベーション戦略への対応、世界

的な研究潮流を踏まえた情報統合本部の設

置等、機動的に体制の構築・改組を実施して

いる。 

 ○経営判断に基づく運営の推進 

 （評価軸） ●資源配分方針 
●左記の取組により、国の戦略も踏まえつつ、研究現場

のニーズや課題を把握するとともに、全所的な観点で

＜評定に至った理由＞ 

・資源配分においては、一体的な運営方針の
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・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要請

の分析や、法人運営に係る

適切な評価の実施と、これ

らを踏まえた理事長のリー

ダーシップによる法人運営

の改善状況 

 

理研全体の最適化に向けて、必要な基盤的・共通的運営経費を確保す

るとともに、個々のセンター等の予算項目に固定化されない資源配分

を実現するため、各センター等の長らから役員ヒアリングを行った上

で、「予算等の資源配分方針」を各年度策定した。量子技術イノベー

ション戦略を踏まえた量子コンピュータ研究や、新型コロナウイルス

感染症感染拡大下でのライフサイエンス系研究等の強化等に取り組む

とともに、より効果的な研究事業や取組に対して重点的な資源配分を

行った。 

 

●理事長裁量経費 

飛躍的な成果が期待できる基礎研究や実用化に向けた研究開発の加

速、業務運営の改善・効率化に資する取組や研究所全体に裨益する取

組等に措置を行った。特に、新型コロナウイルス感染症拡大を踏ま

え、令和 2年 4 月の緊急事態宣言発令から 2 週間後に新型コロナウイ

ルス特別プロジェクトを立ち上げ、理事長裁量経費によって社会的要

請を見据えた研究開発を迅速・機動的に推進した。さらに、ウィズ・

コロナ、ポスト・コロナの時代を見据えたリモートワークやペーパー

レス化・電子化対応等、新しい理研スタイルの実現に向けた取組に、

機動的な措置を行った。 

 

●戦略的研究展開事業 

理事長裁量経費を活用して研究課題「白血病再発克服プロジェクト」

等を開始し、着実に推進した。 

 

●独創的研究提案制度 

分野融合により新たな研究領域の開拓等を目指す新領域開拓課題につ

いて、毎年、1～2 課題の新規課題を採択するとともに、継続課題と合

わせて 8課題程度（※）を実施した。また、若手研究者の萌芽的・独

創的な研究を支援する奨励課題については、毎年 45課題程度の新規

最適化し、効果的な資源配分を進めた。理事長裁量経費

を最大限活用して、機動的な研究推進や業務改善への

投資を適時に可能とした。特に、新型コロナウイルス感

染症拡大を踏まえて、研究所の多様な研究資源を動員

し、社会的要請を見据えた研究開発を迅速に開始する

とともに、ウィズコロナ・ポストコロナに対応する新た

な業務スタイルの実現に向けて取り組むなど、機動的

に対応した。これらにより、理事長のリーダーシップの

下、研究開発成果の最大化に向けた法人運営システム

を実現していることから、非常に高く評価する。 

下、個別センター事業に固定化されない予

算措置により、予算の最適化が図られたこ

とは、高く評価する。 

 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、

研究活動の停滞が懸念される中、速やかに

研究実施体制を整えたことは、非常に高く

評価する。 

 

・資源配分方針及び理事長裁量経費等により、

理事長のリーダーシップの下、機動性に富

む組織改編、時宜にかなった研究開発を行

っていることは、高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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課題を採択するとともに（令和 2年度より、うち 5 課題程度は寄附金

を活用し、SDGs 又は COVID-19の関連課題として採択・実施）、継続課

題と合わせて 90 課題程度を実施した。 

※新領域開拓課題のテーマ 

（平成 30 年度以降に実施又は採択した課題） 

・Integrated Lipidology（脂質の統合的理解） 

・Extreme Precisions to Explore Fundamental Physics with 

Exotic Particles（奇妙な粒子の極限測定による基礎物理学の探索） 

・Cellular Evolution: Karyogenesis and Diversification（細胞進

化） 

・Biology of Symbiosis（共生の生物学） 

・Dynamic Structural Biology by Integrated Physics, Chemistry, 

and Computational Science（動的構造生物学） 

・Chemical Probe（生命現象探索分子） 

・Fundamental Principles Underlying the Hierarchy of Matter: A 

Comprehensive Experimental Study （物質階層の原理を探求する統

合的実験研究） 

・Heterogeneity at Materials Interfaces（ヘテロ界面研究） 

・Glyco-Lpidologue Initiative（糖と脂質の構成原理(ことわり)を

読み解く先端研究） 

・Evolution of Matter in the Universe -Nuclei, Atom, and 

Molecule-（宇宙における物質進化―原子核・原子・分子・その先へ

―） 

・Prediction for Science（予測科学） 

・Biology of Intracellular Environments（細胞内環境の生物学） 

・Genome Building from TADs（ゲノム構築原理の理解に向けて） 

・Neurophysiological Mechanisms toward Input-driven Language 

Development（ヒトとマーモセットの音声学習の神経基盤の解明にむ

けて）  
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・Single Molecule Science: Creating new research fields to 

bring out the latent capability of molecules（一分子の科学：分

子の可能性を拓く新しい研究分野の創成） 

 ◯研究開発活動の運営に対する適切な評価の実施、反映 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・我が国や社会からの要請

の分析や、法人運営に係る

適切な評価の実施と、これ

らを踏まえた理事長のリー

ダーシップによる法人運営

の改善状況 

 

（モニタリング指標） 

・学術論文誌への論文掲載

数、論文の質に関する指標

（Top10%論文数等） 

●令和元年度に第 11 回 RAC をオンサイトで行うとともに、令和 3年

度に第 11回 RAC の主たる提言等のフォローアップを行うため初の中

間 RAC（Interim RAC）をオンラインで開催した。例えば、「人材育成

とダイバーシティ」など RAC委員からの提言等については、令和 2年

度開催の「理研研究政策リトリート 2021」において「Gender 

imbalanceの是正」及び「若手人材育成の充実・強化」をテーマに所

内でも活発な意見交換を行うなど、運営や研究活動への適切な反映に

向けて継続的な検討とフォローアップを行った。 

 

（研究論文成果について） 

●理研全体の各年（暦年）の査読付き論文数は、平成 30年 2,862

報、令和元年 2,982 報、令和 2 年 3,163 報、令和 3年 3,280 報となっ

た。 

 

●理研全体の論文の被引用回数 Top10%論文と Top1%論文の割合は以下

のとおりであった。 

 平成 30 年 令和元年 令和 2 年 

Top10%論文 21.9％

（15.7％） 

18.6％

（15.7％） 

17.8％

（15.2％） 

Top1%論文 3.3％

（2.4％） 

3.2％

（2.5％） 

2.8％

（2.1％） 

*（ ）書きは分野補正を行った場合の値。いずれも翌々年 5 月時点に

おいて Clarivate 社の InCites により算出した数値である。 

●外部有識者で構成される委員により国際的観点から

研究所の活動の評価・提言を行う、理研独自の仕組であ

る RAC が適切なタイミングで有効に機能していること

は、他の国立研究開発法人の模範となるような運営シ

ステムとして高く評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・国際的視点からのアドバイスを得る RAC で

有機的に意見を汲み上げ、得られた意見を

研究活動へ反映する運営システムは他の国

立研究開発法人の模範となるものであり、

非常に高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・理研全体の論文数が増加している一方、世界

的にも論文数、特に高被引用論文数が増加

していること等に伴い、理研の Top10％論文

の割合が漸減している。これに関し、理研の

研究力を測る指標に Top10%論文の割合を用

いることが世界水準での研究成果の創出程

度を測るものとして適切かどうかを検討し

た上で、今後、取組、目標又は指標等の見直

しが必要である。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・科学者会議等の内部の会議と RAC のような

外部からの意見を反映する体制の双方を継

続的に取りつつ、引き続きボトムアップと

トップダウンを組み合わせた意思決定、決
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定方針の共有を行う運営を進めていくこと

を期待する。 

・研究者評価の在り方については、分野の多様

性も踏まえた改善検討を期待する。 

 ◯イノベーションデザインの取組及びエンジニアリングネットワークの形成 

  

【イノベーションデザイン】 

●平成 29 年度に発足した未来戦略室は、どのような未来社会を作り

たいかというビジョンと、これを実現するための未来シナリオを描く

ことを担ったイノベーションデザイナー等によるシナリオ作成や未来

戦略室フォーラムを通して、研究所内の研究者が産業界や社会の異な

るセクターと交流し、多様な価値観に触れる場を提供し、科学と社会

との関係性について多角的に考える場となるよう取り組んだ。 

 

●未来戦略室フォーラムはイノベーションデザイナー等や所内関係者

でテーマ設定を行い、全 17 回開催した。なるべく参加者同士が対話

する形で進められるよう招待制をとり、省庁、ファンディングエージ

ェンシー、大学、企業、民間団体、自治体などから延べ 1000 名を超

える参加者があった。イノベーションデザイナー等はそれぞれテーマ

設定を行い、未来戦略室フォーラムでの議論等を経て、シナリオ(4

本）を完成させ、それぞれの視点から現時点での報告書取りまとめに

つなげることができた。特にそのうちの 1本は環境資源科学研究セン

ターと共同で進めたプロジェクトであり、理研内外の関係者を巻き込

みイノベーションデザイナーが牽引することで進めた。 

 

●理研科学者会議と連携して人文学・社会科学の有識者との対話の場

を運営し、理研における人文学・社会科学の在り方について引続き検

討を行った。 

 

【エンジニアリングネットワーク】 

 

●未来戦略室フォーラムにおける分野や組織を越えた

議論の場をテーマ毎に形成し、未来の価値創造に繋が

る新たなネットワークを構築した。また、人文学・社会

科学との連携や SDGs の取組を進め、社会に対して効果

的な発信を図った。これらの活動は対話等を通して、産

学官の様々なステークホルダーが共創していくための

場を提供するという目標を達成するとともに理研の成

果がより良い社会の実現に貢献することが期待できる

ことから、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・エンジニアリングネットワークの取組にお

いて研究課題が積極的に採択され、組織横

断的な交流のもと研究が発展していること

は、高く評価する。 

 

・未来戦略室において、人文・社会科学の知見

を取り込む先駆的な活動を実施するととも

に、未来戦略室フォーラムにおいて、その議

論の場を設け、研究者の分野横断的な交流

に有効な取組んだことは、高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・イノベーションデザインの取組は、人文・社

会科学の知見を取り込む先駆的な活動であ

るが、情報発信が不十分である。適切に情報

発信し、内外との情報交換をより一層促進

することが望まれる。 
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●理研内の各研究分野の最先端技術と科学的知見を糾合し、社会課題

解決に取り組む所内公募型のエンジニアリング研究として平成 30年

度から令和 3 年度までに 19 課題を採択の上、研究を推進した。ま

た、研究センターの垣根を超えた組織横断的なネットワーク形成や推

進課題の発展に向けた大学や企業等との連携構築のためのワークショ

ップ等を実施した。 

 

●平成 29 年度の採択課題である「次世代型のデザインド立体器官培

養エンジニアリング」が生命機能科学研究センターの中核的な研究課

題として発展した。このほか、支援した課題から内閣府ムーンショッ

ト型研究開発事業や JST 未来社会創造事業等の採択に至った。 

 

●令和元年度には公募型以外にプロジェクト型課題としてロボティク

スプロジェクトを立上げ、脳×AIの要素を取り入れた次世代ロボティ

クスを開始し、株式会社国際電気通信基礎技術研究所（ATR）内に研

究拠点を整備するとともに、6研究チームを設置して本格的に研究を

開始した。本格的研究の体制が構築できたことから今後の研究の方向

性を検討の上、令和 3年度より発足した情報統合本部への移管を行っ

た。 

●平成29年度から開始したエンジニアリングネットワ

ークの取組が理研内で浸透し、この枠組みにより始ま

った研究課題から、理研内に留まらず国内外の研究機

関、大学等との共同研究や外部資金の獲得へと発展し

ていく流れができたことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●ロボティクスプロジェクトを新たに立上げ、6 チーム

体制と研究拠点の整備を完了した。研究を本格的に開

始しており着実に進展していると評価する。また、情報

統合本部への移管は今後の研究の方向性を踏まえたも

のであり高く評価する。 

 Ⅰ―１－(２) 世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育成・輩出等 

２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 29 年度 
（基準値） 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 参考情報 

研究に従事する研究者
の外国人比率 

20％程度 19.5％ 19.6％ 22.9％ 20.4％ 27.1％     

指導的な地位にある女
性研究者の累計在籍者 

累計 45 名 31 名 32 名 35 名 37 名 41 名     

 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ◯若手研究人材の育成 
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（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・国内外からの研究者の受

け入れと育成・輩出の状

況、学生の受入状況 

 

（モニタリング指標） 

・国内外から受け入れた若

手研究者数、大学から受け

入れた学生数 

●大学院生リサーチ・アソシエイト（JRA）として国内大学院生を、

平成 30 年度は 147名、令和元年度は 147名、令和 2 年度は 148 名、

令和 3 年度は 174 名受け入れた。海外の大学院生を国際プログラム・

アソシエイト（IPA）として平成 30 年度は 85 名、令和元年度は 83

名、令和 2 年度は 71 名、令和 3年度は 58 名受け入れた。ただし、

IPAの新規受け入れ人数は、平成 30 年度は 38 名、令和元年度は 32名

だったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、令和 2 年度

は 14名、令和 3 年度も 17 名に留まった。また、令和 3年度から、優

秀な研究者の養成を目指し、修士課程、博士課程（将来的には学部最

終学年も含める）に在籍する学生を「パートタイマー」で雇用し、理

研の研究者と国内大学院の研究者が共同で学位取得のための研究指導

を行う「理研スチューデント・リサーチャー制度」を新設し、博士課

程に進学する学生を増やすとともに、学部～博士課程に在籍する優秀

で意欲的な学生への支援制度の充実を図った。令和 3 年度は修士課程

学生を 3名、博士課程学生を 1 名受け入れた。 

 

●基礎科学特別研究員として、平成 30年度は 153 名（うち外国人は

46 名）、令和元年度は 155 名（うち外国人は 50 名）、令和 2 年度は

157名（うち外国人は 50 名）、令和 3 年度は 179名（うち外国人は 54

名）を受け入れた。 

 

●理研白眉研究チームリーダーとして、平成 30 年度は 3 名、令和元

年度は 3名、令和 2 年度は 2名、令和 3 年度は 2名受け入れた。令和

元年度より、女性研究室主宰者プログラムとして「加藤セチプログラ

ム」の公募も行い、令和 3 年度までに 2 名を採用した。 

 

●学生の受け入れ方針や若手制度全般の在り方等、全センターの PI

会議・研究政策リトリート・センター長会議等で紹介・議論し、PIが

若手人材育成の重要性やマネジメント上の課題を再認識・改善する機

●各階層における若手人材を育成する制度を設け、理

研全所から意見を吸い上げ、理研スチューデント・リサ

ーチャーを含むより良い制度設計と運用を行ったこと

を評価する。また、独立して独自の研究を推進する理研

白眉制度を運用するとともに、同制度の下、女性限定公

募の「加藤セチプログラム」を運用するなど、既存分野

にとらわれない次世代を担う研究リーダーの育成を強

力に推進したことを評価する。 

 

●新型コロナウイルス感染症拡大の状況に鑑み、基礎

科学特別研究員と JRA は延長期間中の給与等を、延長

前と同様に支給する条件で最長 6 か月の任期延長を令

和 2 年度より認めた。同様に、IPAは個別事情も考慮し

つつ延長期間中の滞在費等を、延長前と同様に支給す

る条件で任期延長を認めるなど、早期に継続的に若手

への柔軟な方策を実施したことを高く評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・若手研究人材の育成に向けた多様な制度を

設置するとともに、「理研スチューデント・

リサーチャー制度」を新設する等、より良い

制度設計と運用を常に検討し実施していく

ことは高く評価する。 

 

・若手の優れた研究者育成のための、「理研白

眉制度」、「加藤セチプログラム」は新たな研

究領域に挑む若手研究者に独立して研究を

推進する機会を提供する独自の取組であ

り、非常に高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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会とした。また、JRA に研修生を兼務させる、JRAに遠隔地での在宅

勤務を認める等、現場の状況を考慮して制度改革を行った。 

 

 

 ◯新たな人事雇用制度 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大化

し、イノベーションを創出す

るための、他の国立研究開発

法人の模範となるような法

人運営システムを構築・運用

できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、多様で優

れた人材の登用、研究支援機

能の構築などの、研究環境の

整備状況 

 

（モニタリング指標） 

・無期雇用化した職員数 

 

●無期雇用職の登用制度の公募・選考を行い、平成 30 年度は研究系

管理職 21 名、研究系一般職 70 名、令和元年度は研究系管理職 37

名、研究系一般職 22 名、令和 2年度は研究系管理職 7名、研究系一

般職 54 名、令和 3年度は研究系管理職 20 名、研究系一般職 33 名を

登用した。また、産学連携、国際協力、社会対応、知財管理と活用、

所内連携、研究資金の獲得支援と管理、アウトリーチ、学術集会等の

開催、所内国際環境向上支援に関する業務、情報システムに係る運用

管理の技術業務等を担う職員を研究支援系職（コーディネーター、高

度研究支援専門職、研究支援専門職、アシスタント）として平成 30

年度は 120 名、令和元年度は 7 名、令和 2年度は 13名、令和 3 年度

は 8 名を登用した。 

 

●令和 4年 4月 1 日及び 6月 1 日採用に向けて公募・選考を行い、研

究系管理職 5 名、研究系一般職 36 名、研究支援系職員 15 名を内定し

た。 

 

●常勤の研究系職員及び研究支援系職員 2,963 名（令和 4 年 3月 31

日時点）のうち、長期雇用の定年制職員、無期雇用職員は 640名

(21.6%)である。 

 

●令和 4年度末までに登用目標としている研究系管理職 144 名、研究

系一般職 480 名、研究支援系職 190 名に対し、令和 4 年 3月 31 日時

点における達成度はそれぞれ 111名（77％）、183 名（38％）、148名

（78％）であり、順調に推移している。 

●研究系職員、研究支援系職員、事務系職員ともに無期

雇用職員としての登用を計画的に進めつつ、理研が中

長期的に必要とする分野に優秀な人材を厳正かつ公正

な審査を経て遅滞なく選考していることを高く評価す

る。 

＜評定に至った理由＞ 

・多様で優れた人材の登用に向けた活動が進

展している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・引き続き、理研のミッションを踏まえた適切

な人事の運用・改善を行っていく必要があ

る。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・引き続き、流動性と安定性を高いレベルで兼

ね備えた人事制度を検討し、より良い制度

が確立されることを期待する。 
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●任期制研究者による研究活動への従事期間については、その能力を

最大限に発揮して研究に従事できるよう原則 7 年として運用した。 

 

●任期制事務職員のキャリアパスとして、事務基幹職制度により、平

成 30年度は 130 名、令和元年度は 22名、令和 2 年度は 18 名、令和 3

年度は 15 名を無期雇用職として登用した。 

 ◯研究開発活動を支える体制の強化 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大化

し、イノベーションを創出す

るための、他の国立研究開発

法人の模範となるような法

人運営システムを構築・運用

できたか。 

 

（評価指標） 

・人事制度の改革、多様で優

れた人材の登用、研究支援機

能の構築などの、研究環境の

整備状況 

 

（モニタリング指標） 

・研究支援者等の数 

 

●所内公募により選考された無期雇用研究系支援職を各センターのセ

ンター長室へ配置することにより、センターの安定的な研究支援機能

を強化した。 

 

●均等・均衡待遇（同一労働・同一賃金）への対応として、給与水準

の適正化に向け、年俸(固定給及び変動給）改善、また給与基準の適

正化に向け、年俸改定の仕組みを見直した。 

 

●全所的に活躍し得る高度な研究支援業務を担う研究支援系職（コー

ディネーター、高度研究支援専門職、研究支援専門職、アシスタン

ト）として、平成 30 年度は 120名、令和元年度は 7 名、令和 2 年度

は 13名、令和 3 年度は 8名を登用した。（再掲） 

 

●令和 4年 4 月１日採用に向け公募・選考を行い、研究支援系職（高

度研究支援専門職、研究支援専門職、アシスタント）として 15 名を

内定した。（再掲） 

 

●無期雇用職員登用制度の運用にあたっては、研究現場からの要望を

踏まえ、これまで研究系、技術系、研究支援系のいずれにも位置付け

がなかった情報インフラを担う人材を、無期雇用研究支援系職員とし

て登用した。 

●無期雇用研究系職員の登用を計画的に行うととも

に、新たなキャリアパスとして上級テクニカルスタッ

フのポジション設置、また任期制職員に係る給与水準

の検証と適正化を行うなど、研究開発活動を支える研

究者及び研究支援者に係る制度基盤の強化を図ったこ

とから、高く評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・上級テクニカルスタッフや高度な研究支援

業務を担う研究支援系職の業務の範囲を検

討し、多様な人材を確保し、研究基盤を整備

していることは、高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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●任期制事務職員のキャリアパスとして、事務基幹職制度により、平

成 30年度は 130 名、令和元年度は 22名、令和 2 年度は 18 名、令和 3

年度は 15 名を無期雇用職として登用した。（再掲） 

 

●研究支援を担う研究支援系職及び事務系職の合計は、令和 4年 3月

31 日時点において 844 名である。 

 

●限られた人員において効果的な業務を遂行するため、事務部門にお

ける人員配置の見直しを行った。具体的には、虎ノ門地区において実

施していた業務の神戸地区への糾合、情報システム部署の改組、全事

業所への施設課設置により、研究支援に必要となるバックアップ体制

の強化を図った。 

 

●人材育成委員会において、アシスタントに求める職務内容や能力に

ついて整理を行い、これを踏まえて能力開発やキャリアパスの検討を

実施した。 

 

●無期雇用研究支援系職員選考委員会において、研究支援系職（無期

雇用職コーディネーター、高度研究支援専門職、研究支援専門職）に

求められる要件を確認した上で、昇格審査の機会や実施方法等につい

ての検討を行い、令和 3 年度からの運用開始を決定した。また、選考

において不合格となった職員へのフィードバックも実施した。 

 

●クロスアポイントメント制度を所内規程として整備し運用を開始し

た。平成 30年度 8件、令和元年度 13件、令和 2 年度 6 件、令和 3 年

度 7 件、累計 34 件のクロスアポイントメントを実施した。 
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●研究室やチームが実施する研究開発課題を技術的に支援するテクニ

カルスタッフのモチベ―ションアップを図るため、上級テクニカルス

タッフのポジションを新たに設置するとともに、無期雇用職へのキャ

リアパスを明示した。 

 

 ◯ダイバーシティの推進 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・研究者の外国人比率、女

性比率 

●出産・育児や介護の際及びその前後においても研究活動を継続でき

る環境整備を推進し、男女共同参画の理念に基づいた仕事と家庭の両

立を目指すための取組として「妊娠、育児又は介護中の研究系職員を

支援する者の雇用経費助成」で、平成 30 年度以降の 4 年間において

延べ 193人に助成を行った。令和 2 年度においては、外部資金雇用者

の産休中の給与についても助成対象に加えることとし、令和 3年度に

おいては助成対象経費の増額を令和 4 年度より行うことを決定した。 

 

●ワークライフバランスを支援し、研究開発成果最大化を図るため、

規程の見直しを行い、部分休業の期間を、法定を超える「中学校就学

の始期に達するまで」に延長した。 

 

●平成 28 年度、文部科学省ダイバーシティ研究環境実現イニシアテ

ィブ事業の採択を機にダイバーシティ推進室を設置し、組織横断的な

推進体制を構築した。ダイバーシティ推進の体制強化を図り、ダイバ

ーシティ研究環境整備、女性研究者の研究力向上支援、女性研究者の

採用及び上位職への積極登用のための取組を実施した。 

 

●女性研究者等の更なる活躍を促すため、出産・育児や介護の際及び

その前後においても研究開発活動を継続できるよう、研究費支援やベ

ビーシッター費用補助支援、仕事と介護の両立支援セミナー、介護の

ための個別相談会を新たに開始、継続的な支援を充実させ、ダイバー

シティに配慮した研究環境の整備を行った。  

●出産・育児や介護と研究活動を両立するための支援

制度の継続的な整備を進めたことを評価する。 

●中長期計画の中間期間において、指導的な地位にあ

る女性比率及び累計在籍者数が順調に推移しているこ

とを評価する。 

●令和 2 年度には女性研究者の増大に向けた強力な推

進策として、現場も巻き込んで新たなポジティブ・アク

ション（RIKEN Diversity Initiative）を開始したこ

とを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・ダイバーシティの推進について、目標達成に

向けた順調な進捗が図られた。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

・ダイバーシティの推進の観点でも先行的活

動を期待する。 

 

・「加藤セチプログラム」は、女性研究者を増

やすために有効な取組である。 
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●優れた女性研究リーダーの採用を促進し、中長期計画実現に向けた

取組を加速するため、平成 30 年度から「加藤セチプログラム」を開

始した。指導的な地位にある女性研究者の比率は平成 29 年度末時点

の 9.2％から令和 3 年度末時点で 9.8％に上昇、累計在籍者数も平成

29 年度末時点で 31 名であったが、令和 3年度末時点で 41名と、順調

に推移した。 

 

●令和 2年度に女性研究者の増大に向けた取組を再点検し、理事長の

リーダーシップの下、新たなポジティブ・アクションとして RIKEN 

Diversity Initiative（①女性の活躍を可視化するための指標の設

定、②女性研究者の活躍推進に係るセンターの取組助成（Diversity 

Acceleration Fund）の開始、③RIKEN Diversity Initiative の取組

を全所的に共有する RIKEN Diversity Day の開催）を開始した。セン

ターの状況に合わせた取組など、女性研究者の増大に向けた環境整備

に着手した。 

 

●専門スタッフによる所内文書の翻訳を行い、重要な所内通知文書

（特に新型コロナウイルス感染拡大に関する内容）を迅速かつ正確に

翻訳し、日本語文と同時に外国人職員への発信に貢献した。 

 

●英文所内ニュースレターRIKENETICで、ワクチン情報等、関連する

記事を掲載した。 

 

●研究者の外国人比率は概ね 20%を超えた数値を維持した。 

 

●英語ライティングワークショップを初めてオンライン形式で開催

し、好評を得た。事務系職員の英語力向上に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス関連の情報について、日本語に

加え、迅速な翻訳により英語でも、概ね同時に提供でき

たことを高く評価する。 

 

 

 

 

●各種取組により研究者の外国人比率を 20%超で維持

できていることを評価する。 
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●令和 2年 12 月 1日に横浜地区に障害者雇用を促進する業務支援室

の分室を開設し、障害者を採用するとともに、障害者の方々が安心し

て働ける環境を整備するため、同室に社会福祉士のジョブコーチ及び

サポートスタッフを配置し、定着支援を図った。また、和光地区にお

いても、より安定的に障害者の方々を雇用していくためのサポート体

制や環境整備の充実を図るとともに、更なる障害者雇用の拡充に向け

た採用活動を進め、令和 4年 4 月 1 日付で和光・横浜地区合わせて 4

名の新規採用を決定した。（業務支援室 和光地区 47 名、横浜地区 5

名 令和 4 年 4月 1 日現在） 

 ◯国際化戦略 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大化

し、イノベーションを創出す

るための、他の国立研究開発

法人の模範となるような法

人運営システムを構築・運用

できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・海外の研究機関等との連

携状況 

【研究推進】 

●平成 30 年度より、トップダウンによる戦略的な国際連携推進のた

めの「理化学研究所の国際化戦略」を着実に推進するため、戦略的な

研究パートナーとの国際連携事業を開始した。グローバル戦略委員会

による審査を経てこれまでに計 10 課題を選定し、ボトムアップとト

ップダウンのマッチングを図り、より科学的・社会的インパクトの高

い国際連携を所として推進した。 

●理研が欧州と広く互恵的な関係を構築し、欧州各国の優れたリソー

スを活用した理研の研究力強化、欧州における研究協力・人的交流の

拡大、理研のプレゼンス向上等を進めるため、平成 30 年 11 月、ブリ

ュッセルに欧州事務所を開設した。理研の複数センターとパートナー

となりうる欧州の研究機関とのマッチングを実施した他、コンソーシ

アム形成やプロジェクト参画についてセンターの活動支援を行った。 

●令和元年 7 月にルクセンブルク大学のルクセンブルク生命医科学シ

ステムセンター及びルクセンブルク健康研究所との間に研究協力に関

する覚書を締結し、理研－ルクセンブルク大学連携オープンラボを開

設した。 

【交流】 

●適切に計画を遂行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染拡大下においても新たな連

＜評定に至った理由＞ 

・計画に沿って国際連携、国際交流を行ってい

る。 

 

・終了した共同研究や国際連携拠点を廃止等

適切に対応している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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●海外トップクラスの研究所のベンチマークに基づき、理研の運営の

効率化・改善を促進するとともに事務職員間の交流を深めるため、独

マックスプランク協会と 2 回目の事務職員ラウンドテーブルディスカ

ッションを実施した。 

●新型コロナウイルス感染拡大により海外との実交流が阻害される等

の影響が出ている状況を踏まえ、停滞を最小化し国際連携活動を維

持・活性化するため、令和 3年度に、オンラインシンポジウムやワー

クショップによる研究交流を助成する事業を行った。 

【情報発信】 

●令和 2年度より、理研の最先端の研究成果を各国に情報発信するた

めに在京大使館科学技術関係者向けの国際セミナーを新たに企画し、

これまでに計 4回開催した。 

●令和 2年度より、海外事務所長が地域に根差した取組や地域の科学

技術動向等、旬な情報を所内の研究者等へ発信するため、海外事務所

ニュースレターの配信を開始した。（1～2 月に 1 回程度、所内約 600

名へ配信するほか、所内向けウェブページに掲載し、周知） 

●令和 2年度より国際連携促進担当（コーディネーター）を配置し、

研究者にヒアリングを行いニーズを把握するとともに、海外機関等の

現地情報を収集する海外事務所長と定期的な打ち合わせを行うことに

より、研究者と海外機関等のニーズに沿った国際連携等を支援した。 

携を創り出すことを目的にオンラインにて国際交流を

推進したことを評価する。 

●各国大使館への理研の研究成果の積極的な情報発信

を高く評価する。 

●研究現場と海外事務所とをつなぐ試みとして、国際

連携促進担当（コーディネーター）の配置や海外事務所

ニュースレターの配信を行ったことを高く評価する。 

 

 ◯研究開発活動の理解増進のための発信 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

●平成 30 年度に策定した第 4 期中長期計画期間における広報戦略に

基づき、広報活動を展開した。 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルスの感染拡大が始まった令和 2 年

以降も、引き続き記者向け勉強会や定例記者懇談会、各

種イベントについてオンラインで開催したほか、国内

向けプレスリリース件数はコロナ禍前よりも増えてい

る。また、新型コロナウイルスに関する研究開発及び理

研における対応に関する情報をタイムリーに発信して

いる。積極的な広報活動であり、高く評価する。 

 

＜評定に至った理由＞ 

・新型コロナウイルス感染拡大の影響がある

中、各種イベントをオンラインで実施する

など柔軟に対応した。 

 

・様々な媒体で幅広く広報活動を展開してい

る。 
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（評価指標） 

・研究成果の発信、アウト

リーチ活動の取組状況  

等 

 

（モニタリング指標） 

・アウトリーチ活動の実施

件数 

 

●理研のブランディング活動として「科学道」を使った広報活動を進

めた。具体的には、「科学道 100冊フェア」を平成 31 年から毎年、全

国の図書館や教育機関等約 500 ヶ所で展開した。令和 2年度は「2020

年度グッドデザイン賞」を受賞し、令和 3年度は小中高生の科学に対

する興味を深めるために書籍を 50 団体に寄贈した。 

 

●研究成果の報道発表に関する規程に沿って、プレスリリースを継続

して発信し、必要に応じて報道機関向けの勉強会を開催するなど、正

確で適切な報道発表に向けた取組を確実に実行した。 

 

●定例記者懇談会を 20 回開催し、記者との交流を深めるとともに成

果普及に努めた。 

 

 

 

 

●理研主導の国内向けプレスリリースを 824 件（資料配布 439件、レ

クチャー85 件、参考資料配布 300件、他機関主導の発表を含む数は

1,291 件)行い、発表したプレスリリースの約 4 割が新聞に掲載され

た。 

 

●英文プレスリリース 154 件を発表、ニュース配信サービス経由のほ

か、独自に海外在住の外国人ジャーナリストに配信した。一部はエコ

ノミスト、CNN、フォーブス誌にも取り上げられた。 

 

●「理研ニュース」（令和 2 年度まで月刊、約 8千部／月、令和 3年

度から季刊、約 3 千部／号）を発行した。 

 

●「科学道 100冊」は平成 31 年から毎年、全国の多く

の図書館や教育機関等でフェアが開催され好評を得た

ほか、「2020年度グッドデザイン賞」を受賞した。また、

新聞やＴｗｉｔｔｅｒ、ブログ等でも多数紹介された。

この活動を通して、理研の研究活動のみならず、科学へ

の関心を高めることにも貢献しており、高く評価する。 

 

●研究成果の報道発表を継続して適切で正確な報道に

つなげており、高く評価する。 

 

●定期的な記者懇談会を通じて、理研の研究成果を含

めた動向を発信でき、また、これら成果が新聞で取り上

げられ、正確で適切な報道につなげたことは高く評価

する。また、経営陣と記者との双方向のコミュニケーシ

ョンがとれたことも評価する。 

 

●国民に分かりやすく伝えるという観点からのプレス

リリース・動画の配信、広報誌（「理研ニュース」等）

や子供向け小冊子制作発行、ウェブサイト等により情

報発信、地域と連携した活動、順調に計画を遂行してい

ると評価する。また、コロナ禍においても科学講演会、

研究施設の一般公開、種々のイベントをオンラインで

実施しており、評価する。 

 

 

 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・広報の成果について、YouTube等でのチャン

ネル視聴数等のモニタリング指標の設定、

アンケート集計等、PDCA を回す仕組みの検

討が必要である。 

 

・理研における研究成果や取組をより一般国

民にも理解しやすくなるよう、戦略的な広

報の検討が必要である。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・「科学道 100冊フェア」について、研究者か

ら書籍を紹介することで、書籍を通じて科

学や理研に関心を寄せる機会を創出してい

るとも考えられるが、理研の業務として、既

刊の書籍紹介を行うべきか再考の必要があ

る。 

 

・種々の広報活動により、「富岳」を用いたシ

ミュレーションに基づく研究成果等が広く

メディア等を通じて紹介されることにな

り、社会にとってもより裨益することに繋

がったと推察される。 
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●理研全体の代表的な研究成果を紹介する「広報誌 RIKEN」（年刊）を

毎年度発行した。 

 

●外国人向け英文広報誌「RIKEN Research」について印刷媒体は年 4

回発行、WEB 版は随時記事を作成・発信し、海外メディアから問い合

わせを受けた。 

 

●英文パンフレット「At a Glance」を定期的に発行した。 

 

●小中学生及び保護者をターゲットにした「理研の博士に聞いてみよ

う!」（令和 2 年度まで年刊、令和 3 年度は「理研の博士と考えよ

う！」と改変して年 3回）を発刊し、理研ウェブサイトにも公開し

た。 

 

●参加者との双方向のコミュニケーションイベントとして「理研

DAY：研究者と話そう」（対象：小学生以上）を実施、研究者と気軽に

科学の話題を話し合う「サイエンスカフェ」」（対象：小学生以上）を

毎年度開催した。 

 

●高校生向けプログラムとして、「RIKEN 和光サイエンス合宿」、「サ

マープログラム」等を毎年度実施した。また、高校等の団体見学（オ

ンライン見学含む）を毎年度受け入れた。 

 

●理研における重要な双方向コミュニケーションの場として、各地区

で一般公開を開催した。平成 30年度、令和元年度は各地区 1回、令

和 2 年度はコロナ感染状況に応じて開催方法を工夫し、令和 3年度は

各地区オンラインで開催した。 
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●一般向けイベントとして、「科学講演会」、「オープンセミナー」、

「シンポジウム」等を毎年度開催した。 

 

●電子媒体として、メールマガジン「理研メルマガ」（日本語、月 2

回、会員数：約 11,000 名）と「RIKEN e-newsletter」(英語、毎週、

会員数：約 4,300 名) を発行した。 

 

●理研公式 Twitter（日本語アカウント）でプレスリリースやイベン

ト等の情報発信を 1,692 回行った。フォロワー数は平成 30年度から

約 2 倍に増え、令和 4年度末現在約 47,000 人である。）。英語アカウ

ントでは 625 回行った。 

 

●YouTube「理研チャンネル」（日本語アカウント）に広報室・各研究

センターが制作した動画やプレスリリース関連の動画を 190 本掲載し

た。令和 2 年以降は“スーパーコンピュータ「富岳」記者勉強会 室

内環境におけるウイルス飛沫感染の予測とその対策”等、新型コロナ

ウイルス関連の動画も含まれる。 

 

●新型コロナウイルスについて動画やアニメーションを使って解説し

た動画を日本語で 11 本作製した。英語で 7 本作製したほか、プレス

リリースの解説動画（日本語）を 9 本、研究成果紹介の動画（英語）

を 20本作製した。 

 

●SNS の活用方法や運用方針について、フォロワー数が多い国内外の

大学や理研と似た研究組織に対して、メールでのアンケートやオンラ

インでのインタビューを行い、知見を得た。Twitter で「#科学者が生

まれた日」等の新しい投稿シリーズを開始し、SNSと理研ウェブサイ

ト・YouTube 公式チャンネルとの連動を強化した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染症が蔓延する中、研究開発

の情報を積極的に発信するだけでなく、一般向けの新

型コロナウイルスの解説動画を公開したことは高く評

価する。 

 

●SNS を使った広報活動を強化しており、高く評価す

る。 
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●理研ウェブサイトのリニューアルを平成 31年 10 月に実施し、総務

省の「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に基づいたウェブアク

セシビリティ対応やレスポンシブ対応、https 化（暗号化）を進め

た。ウェブアクセシビリティを確保するための達成基準について令和

2 年度は AA、令和 3 年度は Aであった。また、ウェブアクセシビリテ

ィに関する職員研修を毎年 2回実施し、その重要性を所内に周知し

た。 

 

●理研ウェブサイトにおいて、令和 2 年に新型コロナウイルスに関す

る理研への対応や研究開発について紹介するページを新設し、新型コ

ロナウイルス関連の情報発信を日英で積極的に行った。 

 

●「理研グッズ」を販売した（合計 24,697 点）。 

 

●保存史料の修復・デジタル化等アーカイブを進めるため、フィルム

素材、映像素材、音声素材の修復・デジタル化作業を行った。 

 

●国際的な学術関連イベントでの企画提案を行った。平成 31 年と令

和 2 年の AAAS 総会でセッションを行って理研の研究成果をアピール

した。 

 

●新たな取組として、各国の在日大使館科学担当アタッシェのグルー

プ「Science and Technology Diplomatic Circle (S&TDC)」メンバー

を対象に、理研における新型コロナウイルス関連研究の取組を紹介す

るセミナーを 4回開催、国際連携の一つの糸口ともなった。 

 

●平成 30 年度～令和 2 年度に理研のことをどの程度一般の人が認知

しているのか、また、どのようなイメージを持っているのかを把握す

●体に障害がある方等、さまざまなユーザーが、ウェブ

サイトを支障なく利用できることにつながる総務省の

「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に着実に対

応していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●広報活動を国際研究協力につなげる例として、高く

評価する。 
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るためにインターネットを通じた調査を実施した。また令和 3年には

大学生・大学院生対象に同様の調査を行った。 

 Ⅰ―１－(３) 関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ◯産業界との共創機能の強化と成果活用等支援法人等への出資等 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界や

大学との連携状況と、これ

による研究成果の社会還元

等の状況 

・知的財産のマネジメン

ト、ベンチャー創出・育成

の進捗状況 

・出資等の業務を通じたイ

ノベーション創出強化に係

る取組状況  

等 

 

（モニタリング指標） 

【産業界との融合的連携研究制度】 

●平成 30 年度から令和 3 年度の 4 年間で 8 チームを新規設置し、そ

れぞれ産業界のニーズに基づいた研究開発を実施した。理研と企業の

人材で一つのチームを形成し、企業のチームリーダー主導の下で研究

開発を行うことによって、基礎研究の実用化プロセスを理解する人材

の育成がなされている。 

・「眼疾患クラウド診断融合連携研究チーム」にて、眼底検査装置か

らのマルチモダリティ画像情報を用いて、早期発見と早期治療が求め

られている緑内障を自動診断できる機械学習モデルを構築した。 

・「植物新育種技術研究チーム」にて、イネ卵細胞と精細胞を電気融

合させる「イネ in vitro受精」で作製したイネ受精卵に、新たにポ

リエチレングリコールを用いることで、ゲノム編集ツールなどの様々

な物質を高効率で導入する方法を確立し、イネ受精卵におけるゲノム

編集が育種の現場にも適用可能であることを実証した。 

・「微細藻類生産制御技術研究チーム」では、バイオ燃料や食品への

応用が期待される有用な微細藻類である Euglena gracilisを対象と

した高効率のゲノム編集方法の確立に初めて成功した。ミドリムシの

基礎研究の推進や有用株の育種に大きく貢献することが期待される。 

・「水素エネルギーストレージ技術研究チーム」では、水素充填圧力

の低圧化や偏平タイプの水素タンクを目指し、高い比表面積とともに

高い水素吸着量を持つ材料開発に取り組んだ。 

・「人工ワクチン研究チーム」では、独自技術 mMAPで未知の変異株に

も対応できる新型コロナウイルス感染症ワクチン候補を用いて設計・

 

●産業界との融合的連携研究制度において、平成 30 年

度から令和 3年度の 4年間で 8チームを新たに設置し、

それぞれ産業界のニーズに基づいた研究開発を実施し

た。理研と企業の連携による基礎と応用研究による融

合連携の好事例が複数でたことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・理研の研究成果の社会還元の推進に向けて、

融合連携制度による共同研究等、社会課題

解決に資する研究成果が複数創出されたこ

とは、高く評価する。 

 

・新株予約権の取得を可能にする所内規程の

改正は、ベンチャーの成長発展支援形態の

拡大となるものであり、高く評価する。 

 

・理研鼎業の運営、その外部連携について、ビ

ジネスモデルの見直し等が進められてい

る。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・理研鼎業の活動実績は、当初計画に比して思

わしくなく、監事からの指摘のとおり、改善

策を早急に検討し、実行していく必要があ

る。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 
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・国内外の外部の研究機関

等との連携数、連携プロジ

ェクト数 

・大型の共同研究等による

民間企業からの資金受入状

況、特許件数（出願、登

録）、10 年以上保有してい

る特許の実施化率、研究所

発ベンチャー数 

・出資等の業務を通じた民

間企業等との連携数、資金

受入状況 

 

作製した結果、変異型にも効果が期待される最終候補の選定に成功

し、大動物試験を実施した結果、同ワクチンが治療薬としても使える

Proof Of Concept を得ることができたため、早期の実用化に向けて取

組中である。 

・「バイオモノマー生産研究チーム」では、化石資源を原料に製造さ

れる合成ゴムをバイオ生産で代替することで脱化石資源に向かうため

の研究開発に取り組み、発酵槽でブタジエンを非常に高い収率で生産

するための要素技術の開発に成功した。 

 また、実用化の例として、 

・平成 23 年度から平成 25 年度まで設置された「生体反応制御材料研

究チーム」において開発された「細胞接着性を有する人工硬膜」につ

いて、特許権の許諾を受けた企業が医薬品医療機器総合機構（PMDA）

より製造販売承認を受け、平成 30年 4 月 2日に名古屋大学病院にて

臨床使用された。また、新たに心膜シートについても平成 30 年 11月

に PMDA より製造販売承認を受けた。 

・平成 28～30 年度に設置された「次世代臓器保存・蘇生システム開

発チーム」で構築に成功した基本システムを用いて、株式会社 SCREEN

ホールディングスは、移植技術をサポートする臓器潅流システムの構

築に成功した。 

 

【産業界との連携センター制度】 

●産業界との連携センター制度については、平成 30 年 7 月より革新

知能統合研究センターにおいて、富士フィルムホールディングス株式

会社との間で、「理研 AIP‐富士フィルム連携センター」を開設し

た。 

また、令和 3年 4 月発足の量子コンピュータ研究センターの研究成果

を研究と並行して即時的に実用化へ展開するため、センター設立準備

室との密接な連携のもと、本センターにおける企業導出の在り方につ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●平成 30 年度から令和 3年度の 4 年間に、2 つの連携

センターを開設した。活動中の連携センターは産業界

のニーズをもとに組織対組織の連携を強化させ、持続

的に継続・発展していることを評価する。 

 

 

 

 

・知的財産権の価値と費用対効果を検証し、特

許の保有継続を判断する取組は、継続して

実施すべき良い取組である。 

 

・「特許強化費」は、支援実績は多くはないも

のの有効な取組である。 

 

・理研、理研鼎業で分担する業務が細かく切り

分けられていることで、実質的に業務が二

重に実施されたり機動的でなくなったりす

ることが懸念される。 
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いて積極的に検討を進め、センター設立と同時となる令和 3年 4 月 1

日の「理研 RQC-富士通連携センター」を開設した。 

 

【特別研究室】 

●令和元年度まで設置された有本特別研究室で研究開発を進めていた

薬剤がスギ雄花の着花抑制に有効であると認められ、共同研究先企業

で農薬としての登録を目指すことが発表された。 

令和 2 年度まで設置された辨野特別研究室での研究成果を基に、腸内

フローラ及び腸内フローラデータベースの提供等を軸に社会実装を推

進する一般財団法人辨野腸内フローラ研究所が設置された。理研での

研究成果をもとに、組織が整備されることに繋がった。 

 

【産業界との連携活動の情報発信】 

●新たな企業連携の創出や外部資金獲得の増大、社会認知度向上を目

指して、活動を積極的に情報発信するためのホームページや SNS を立

ち上げ運用した。 

令和 3年 10月には理研バトンゾーンエキスポ 2021をオンラインにて

開催し、理研 CBS‐トヨタ連携センターや、産業界との融合連携チー

ムから 7チームが登壇し、バトンゾーンの研究活動について講演し

た。173 名が参加し、アンケートの結果からは、理研の産業連携に対

する理解増進につながったことがうかがえた。 

 

【理研鼎業との連携と産学連携を強力に推進する仕組みの強化】 

●研究開発成果の社会還元とそれによるイノベーションの創出を図る

ため、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（以下

「科技イノベ活性化法」という。）に基づいて文部科学大臣の認可を

受け、令和元年 9 月に理研の全額出資により理研鼎業を設立した。理

研鼎業と連携し、知財発掘・ライセンス、ベンチャー支援、共同研究

促進、企業共創の運用を行った。これらの活動の有機的連携を図ると

 

 

 

●特別研究室について、研究室終了後に、研究成果を基

に、社会実装につながる組織が整備されることに繋が

ったことは高く評価する。 

●各制度の一層の推進を図るために事業開発の推進、

研究成果をより効果的に社会に還元するための体制・

環境整備といったマネジメントに取り組んでいること

を高く評価する。 

 

 

 

●これからの企業連携の創出に向けて広報媒体の設立

と運用を行い、交流イベントやバトンゾ―ンエキスポ

を開催した。インタビュー記事等の公開やイベントを

通じて、今までリーチできなかった層にも活動を知っ

てもらう機会を創出し、連携先の企業からの満足度向

上に繋がったことを高く評価する。 

 

 

 

 

●理研鼎業と連携して産学連携に取り組むとともに、

それを支え推進する仕組みの整備・見直しを行ったこ

とは、時流やニーズに適う産学連携を推進する取組で

あり、評価する。 
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ともに、産学連携の取組を推進する諸制度、規程類の整備、運用、見

直しを絶えず行い、総合的に研究所の研究成果の最大化に向けた取組

を推進した。 

理研の産業連携部は、産業連携と外部連携にかかる制度の見直しや新

たな企画を行い、さらに、産学連携の共同研究組織の設置後の日常の

研究の進捗やそこで生じる課題の解決及びそこから基礎研究課題が生

まれる施策の企画、推進を役割として明確にした。 

理研鼎業においては、企業共創活動を通じた企業連携、共同研究の構

築や大型プロジェクトのマネジメント、戦略的な知財の発掘・権利化

及び導出、理研ベンチャーの創出と支援の 4 機能が一体となって対外

的な活動を行う組織として役割分担を明確化し、業務効率の向上と機

能の発揮を実現することができた。 

 

【共創機能の強化】 

●「理研-ダイキン工業連携プロジェクト」では、強固な組織対組織

の連携関係を築いてきており、企業と理研双方のトップレベルでの協

議を行ってきているが、企業側の課題意識と理研側のシーズのマッチ

ングを検討し、令和 3年度は 4 件のテーマについてフィージビリティ

スタディ段階の共同研究を行った。 

理研鼎業においては、理研と企業との組織対組織の連携を構築・強化

するための産業界との共創制度の運用を開始した。企業共創活動の開

始以降、大手企業 10 社と企業共創契約を締結した。また、中堅・中

小企業向けの共創活動として、理研と中堅・中小企業が相互に理解を

深め、継続的な交流を図ることにより、新たな社会価値の創造を目指

す共創の場の形成を狙いとした「かなえ共創」（呼称）を創設し、理

研への技術相談や共同研究の相談への機会を増やす工夫を行い、セミ

ナーを開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●組織対組織の連携を強化し、着実に実績を積み重ね

ていると評価する。具体的には、理研鼎業において、理

研と企業との組織対組織の連携を構築・強化するため

の産業界との共創会員制度を引き続き運用し、令和2年

度には契約を締結した。また、中堅・中小企業を主な対

象とした企業共創の呼称を「かなえ共創」とし、理研へ

の技術相談や共同研究の相談への機会を増やす工夫を

行い、セミナーを開始したことは、さらに多くの企業と

の共創の場の形成が期待されることから、高く評価す

る。 
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【理研ベンチャーの認定とベンチャーに対する直接出資】 

●職員の意識醸成を目的とした社会実装セミナー開催や日常的な起業

相談支援を行い、平成 30 年度から令和 3年度の 4 年間で研究所の研

究成果の実用化を担う理研ベンチャーを新たに 6社認定した。 

令和 2年 10月には、民間企業と共同で、科技イノベ活性化法成立以

降、研究所として初めて、ベンチャーに対する直接出資（研究所

25％、理研鼎業 25％、合計 50%）を行い、数理科学の社会展開による

課題解決を目指す理研数理を設立した。これにより、従来の認定・支

援の制度に加え、これからの社会構造で必須となる、数理モデルと社

会と研究現場をつなぐベンチャーを育成することを可能にした。 

理研ベンチャー認定・支援制度に関しては、理研の研究成果を活用し

た新たな事業創出やその成長発展の支援を目的として、ライセンス対

価としての新株予約権を取得することができるよう規程を改正した。  

 

【民間企業等からの資金受入状況】 

●理研ギャップファンドによるより強い特許の取得や実用化の検証支

援、共同研究の発掘・構築とそのコーディネーション活動、NEDO や

AMED 等からの競争的資金獲得支援、JST 新技術説明会や理研と未来を

創る会セミナー・交流会といったイベントや、Web・メールマガジン

による情報発信、個別企業への提案活動を強力に推進した。 

上記の結果、平成 30 年度～令和 3 年度の 4年間の平均で、民間企業

との共同研究等の受入額は約 2,556 百万円（平成 30 年度：2,928 百万

円、令和元年度：2,412百万円、令和 2 年度：2,435 百万円、令和 3

年度：2,449 百万円）、知的財産権の実施許諾契約 288 件（平成 30年

度：287 件、令和元年度：285 件、令和 2年度：290 件、令和 3年度：

290件）、実施料等収入約 661 百万円（平成 30年度：178 百万円、令

和元年度：1,232百万円、令和 2年度：226百万円、令和 3 年度：

1,009 百万円）となった。  

 

 

●職員の意識醸成を目的とした社会実装セミナーの開

催に加え、理研ベンチャー候補や認定後企業からの要

望に応じた事業計画立案・検討の相談、ベンチャーキャ

ピタル等金融機関の紹介、公的資金獲得支援、知財戦略

相談等を通じて、研究成果の事業化促進のための活動

を継続的に行ったことを評価する。また、研究所自らが

社会的価値の創出を共に目指す企業として理研数理に

出資し、設立に関与したことは、新たな研究成果の社会

実装促進の取組に挑戦したものとして高く評価する。

また、新株予約権の取得は、研究成果の事業化において

重要な担い手たるベンチャーの成長発展を支援する重

要なインセンティブとなると期待されることから、高

く評価する。 

 

●民間企業との共同研究等による資金受入額が期間年

平均約 2,500 百万円であることは、継続的に活発な産

学連携が行われている証左であり、高く評価する。 

また、ライセンス対価としての新株予約権取得により、

将来における民間資金受入額の拡大の選択肢を広げた

ことを評価する。 
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また令和 2 年には新株予約権を対価とする実施許諾契約を 2 件締結し

た。 

 

【知的財産権の確保と効率的な維持管理】 

●積極的に知的財産権を確保する一方で、その価値と費用対効果を検

証し、令和 3 年度末時点で 10 年以上保有している特許の実施化率は

平成 30 年度～令和 3 年度の 4 年間の平均で、87.6％（平成 30 年度：

86%、令和元年度：88.3%、令和 2年度：88.7%、令和 3 年度：87.3%）

を達成した。 

 

 

 

 

 

●有効性や市場性を検証し、効率的な維持管理を行い、

10 年以上保有特許の実施化率が期間中高い水準を維持

したことを評価する。 

 ○科学技術ハブ機能の形成と強化 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大化

し、イノベーションを創出す

るための、他の国立研究開発

法人の模範となるような法

人運営システムを構築・運用

できたか。 

 

（評価指標） 

・組織対組織での産業界や

大学との連携状況と、これに

よる研究成果の社会還元等

の状況 

 

（モニタリング指標） 

●「科学技術ハブ」構想の下、科学技術ハブ拠点を九州大学、広島大

学、大阪大学、京都大学及び名古屋大学に設置し、拠点を起点として

研究及びネットワークを展開した。また、科学技術ハブ理念の共有に

基づき、異分野連携及び新領域創成を目指した共同研究を推進するた

め、九州大学、広島大学、大阪大学、名古屋大学及び東北大学との間

で両機関のマッチングファンドによる科学技術ハブ共同研究プログラ

ム（共同研究プログラム）を創設し、令和元年度から令和 3 年度まで

に 71件の課題を採択した。令和 2 年度には、科学技術ハブの効果を

図るための指標として KGI（グローバルに評価される研究拠点の形

成、異分野融合に基づく新研究領域創成等）と KPI（共同研究数、論

文数、競争的資金の獲得件数等）を設定し、連携の進捗を把握した。

平成 30 年度から令和 3 年度において、共同研究 194 件、論文 143

報、競争的資金 58件の成果が得られ、若手研究者の人材育成や幅広

い研究分野での連携が可能な体制を構築した 

 

●科学技術ハブ拠点形成先の取組の発信、理研がハブとなっての連携

先大学間のネットワーク構築を目的として科学技術ハブシンポジウム

を 3 回実施した。シンポジウムを契機として理研、広島大学と沖縄科

●「科学技術ハブ」構想の下、国内の大学・研究機関と

の基本協定の締結や大学等への科学技術ハブの設置に

より、新たな組織間連携の関係を構築するとともに、連

携により論文や大型外部資金獲得等の成果が創出され

ており、高く評価する。 

 科学技術ハブの理念を共有しつつ、両組織全体で新

たな連携の芽を発掘するため、マッチングファンド形

式の共同研究プログラムを 5 大学と創設・運営したこ

とは、新しい組織間連携の取組であることから高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・国内の大学・研究機関とのハブを形成し、新

たな連携を積極的に行っていることは、高

く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

・医学部付属病院で臨床医学（ヒトに係る研

究）に直結した研究を行えるという点で、慶

應義塾大学との連携は必須であり、継続的

な連携体制の下で研究を推進していくこと

が必要である。 
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・国内外の外部の研究機関

等との連携数、連携プロジェ

クト数 

学技術大学院大学との合同シンポジウムが企画されるなどの成果に至

っている。 

 

 

●大学との科学技術ハブ機能の形成を更に促進するため、大学等の研

究戦略や動向に広く見識のある人材を科技ハブの特別顧問としてクロ

スアポイントメント制度等を利用して任命するとともに、理研内の研

究を俯瞰的に見ることのできる人材を副本部長として任命した。特別

顧問、副本部長を含めて科学技術ハブとして推進すべき研究プロジェ

クトの検討を行い、4 件の研究プロジェクトを決定・開始した。 

 

●新たな大学・研究機関との連携を、連携先候補毎に論文、共同研

究、人材交流等のデータを整理・共有の上、どの領域で連携するかの

検討を進めた。この検討に基づき、沖縄科学技術大学院大学、東京理

科大学、宇宙航空研究開発機構、東北大学及び株式会社国際電気通信

基礎技術研究所との包括的な協定の締結、慶應義塾大学との共創の推

進に向けた覚書の締結に至り、組織間連携を推進した。 

 

 

●科学技術ハブの取組を以下のとおり推進した。 

 

【九州大学】 

応用化学分野における 2 件の共同研究を中心として科学技術ハブ機能

の形成を推進し、令和元年 5月に理研-九大科学技術ハブを設置する

とともに、同年 7 月に共同研究プログラムを創設し、令和 3 年度まで

に 30課題を採択した。このような取組により、Nature 

Nanotechnology 等の質の高い論文誌への成果発表に至るとともに、

NEDO 次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレート技術開発

や JST CREST 等の外部資金の獲得に至っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●各科学技術ハブを起点として研究分野毎に以下のよ

うに外部機関とのネットワークを構築し、114 件の共同

研究、4 件のサテライト設置に発展している。 

科技ハブ機能の形成による共同研究からインパクトの

高い論文を含め、117 報の論文発表と 46 件の競争的資

金獲得に至り、その中で学生及び若い研究者も含めた

人材交流も進んでいる。また、多くの大学及び研究機関

からも科技ハブ形成の相談が寄せられるようになり、

科技ハブが目指す研究ネットワークへの理解と期待も

広がっている。これらの成果は、高く評価する。 
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平成 30 年度に大学院工学府に理研連携講座を設置し、学生を対象と

した教育研究連携を実施した。 

九州先端科学技術研究所を含む理研-九大-福岡市の 3 者連携を推進

し、地域における産学官連携促進や市民の啓蒙活動のためのシンポジ

ウム・連携フォーラムを実施した。 

 

【広島大学】 

超微細イメージング技術を核とする科学技術ハブ機能の形成を推進

し、令和元年 6月に理研－広大科学技術ハブを設置した。さらに、令

和 2 年度には共同研究プログラムを創設し、8 課題を採択した。この

科学技術ハブでの活動を起点として、SCIENCE ADVANCES 等の質の高い

論文誌への成果発表に至るとともに、科研費基盤 A 等の外部資金獲得

にも至っている。 

平成 30 年度から令和 3 年度までの間、理研の研究 PI2名がクロスア

ポイントメント制度により広島大学の教授及び特任教授を兼担して両

機関をつなぐとともに、累計 27名の学生及び研究者を理研側研究室

に受け入れて人材交流を促進した。 

酒類総合研究所、産業技術総合研究所中国センター、広島県立総合技

術研究所、県内企業との共同研究を推進し、その連携によって得られ

た研究成果の特許出願に至っている。 

 

【大阪大学】 

平成 30 年 9月に理研-阪大科学技術ハブを設置した。また、令和 2年

度に共同研究プログラムを創設し、令和 3年度までに 17 課題を採択

した。 

 

【京都大学】 

数理科学を中心とした連携を推進し、平成 30年 3 月に理研－京大科

学技術ハブを設置するとともに科学技術ハブの下に理研-京大数理科
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学研究拠点を設置した。これをハブとして九州大学／東北大学／

U.C.Berkeley／Lawrence Berkeley National Laboratoryの 4 か所に

サテライトを展開、ハイデルベルク大学（ドイツ）とも連携を展開

し、研究ネットワークを拡大した。これらの成果により、科研費基盤

S 等の外部資金獲得に至っている。さらに、全国の数理研究者と産業

界を連携させるために、理研、理研鼎業及び株式会社 JSOLの共同出

資によって理研数理を設立した。 

京都大学総合生存学館を通じて社会・経済学分野にも連携を展開し、

経済ネットワークに関する共同研究から派生して、複雑ネットワーク

を単純化する数理手法の構築に関する論文成果に至った。 

 

【けいはんな地区】 

iPS細胞創薬を中心とした連携を推進し、平成 30年 4 月に iPS 細胞創

薬基盤開発連携拠点を設置した。拠点を起点として大学や民間企業と

の共同研究を展開し、疾患特異的 iPS細胞の利活用の促進、大学や製

薬会社等における創薬研究開発のためのリソースや技術支援を提供す

る基盤として貢献している。 

 

【名古屋大学】 

植物科学分野における科学技術ハブ機能の形成を推進し、平成 31年 2

月に理研-名大科学技術ハブを設置した。両機関で開始したイネ科植

物の育種研究は、国外機関（ケニア、コロンビア）での実証研究を含

む多機関連携に展開している。このほか、植物の育成と撮像を自動で

行う非侵襲表現型解析システムの開発や植物ホルモンシグナルの自在

制御研究等も開始した。これら研究拠点の成果は、Nature 誌等の質の

高い論文誌への成果発表に至り、ムーンショット型農林水産研究開発

事業等の外部資金獲得の契機となった。また、令和 3 年度には共同研

究プログラムを創設し、5 課題を採択した。 
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令和 3 年度までに 2 名の理研研究者が名大卓越大学院プログラムに学

外連携機関メンバーとして参画するとともに、常勤研究者 1 名を理研

に受け入れて人材交流を実施した。 

 

【東北大学】 

平成 31 年 3月に基本協定を締結し、科学技術ハブ機能の形成に向け

た連携を開始している。これまでにテラヘルツ光科学、生命科学・物

質科学における計測、数理科学と量子材料等に関する研究集会を実施

し具体的な連携施策の検討を行っている。令和 2年度に共同研究プロ

グラムを創設し、11課題を採択した。さらに、クロスアポイントメン

ト制度により東北大学の特任教授を特別顧問として招聘し、東北大学

との連携の強化を進めている。 

 

【沖縄科学技術大学院大学】 

令和 2年 3 月に基本協定を締結し、シンポジウムを開催するなどし

て、連携分野、テーマの検討を行った。理研研究者が連携大学院教員

として学生を受け入れること、学際性のある博士課程カリキュラムの

特徴であるラボローテーションに理研研究室を組み込むことの合意形

成を推進した。 

 

【慶應義塾大学】 

令和 2 年度に共創に向けた連携・協力に関する覚書を締結し、同大学

信濃町キャンパスに共同研究拠点を設置した。令和 3 年度に理研の一

細胞解析技術を中心に大学病院と連携した研究を進めるとともに、脳

科学分野における連携についても検討を進めた。 

 

【株式会社国際電気通信基礎技術研究所】 
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令和 2 年度に基本協定を締結し、ロボティクス、人工知能に関する連

携を推進した。ロボティクスは理研ロボティクスプロジェクトの活動

拠点を同研究所に設置し、具体的な研究連携に発展している。 

 

【国立研究開発法人との連携】 

産業技術総合研究所（AIST）との組織的な連携研究構築（チャレンジ

研究制度）により、平成 30 年度から令和 3 年度までに 22課題を採択

した。推進している課題から、Nature 等の質の高い論文誌への成果発

表、JST 未来社会創造事業等の外部資金の獲得に発展するなど連携の

効果が出ている。 

 

水産研究・教育機構との課題マッチングによって開始した共同研究

が、内閣府ムーンショット型研究開発事業の一部として採択されるな

ど、外部資金の獲得に結び付いている。令和 3 年度には、新たな課題

マッチングを目的としてチャレンジ研究制度を創設し、4課題を採択

した。 

 

宇宙航空研究開発機構（JAXA）と令和元年度に基本協定を締結し、

JAXA が推進する月探査等における課題への技術シーズ提供や検討等を

推進した。 

 ◯産業界との連携を支える研究の取組 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大化

し、イノベーションを創出す

るための、他の国立研究開発

法人の模範となるような法

人運営システムを構築・運用

できたか。 

【創薬・医療技術基盤プログラム】 

●中長期計画を進めるにあたり、「中長期目標期間において 4件以上

を企業又は医療機関に導出する」ことを目標に掲げ、理化学研究所内

外の創薬・医療技術のシーズについて研究を推進し、令和元年には

「人工アジュバントベクター細胞（aAVC）によるがんワクチンプロジ

ェクト」が企業とのライセンス契約を締結して 1件導出した。 

 

 

●中長期計画で設定した「4件以上を企業又は医療機関

に導出する」という目標に対し、3年間で 7件の導出を

達成し、目標を大幅に上回ったことは、非常に高く評価

する 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・創薬・医療技術基盤プログラムにおいて、企

業への導出が令和元年度 1 件、令和 2 年度 3

件、令和 3 年度 3 件、医療機関への導出が

令和 2 年度 3 件と、企業又は医療機関への

導出が計 10件にのぼり、当初目標の 4 件以

上及び修正後目標の 8 件以上を中長期計画

4 年目にして達成していることは、高く評価
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（評価指標） 

・組織対組織での産業界や

大学との連携状況と、これに

よる研究成果の社会還元等

の状況 

●令和 2年度には「iPS由来 NKT細胞を用いたがん治療プロジェク

ト」、「網膜変性症治療プロジェクト」、「COVID-19 特別プロジェクト 

ナファモスタット吸入剤」の 3 件を臨床試験へ進め医療機関へ導出、

「癌遺伝子産物を標的とした抗癌剤テーマ」、「COX活性化による新規

ミトコンドリア病治療薬テーマ」、「人工アジュバントベクター細胞

（子宮頸がん）プロジェクト」の 3 件を企業へ導出し、中長期計画の

最初の 3年間で 7 件の導出となり、計画が大幅に進展した。 

 

●さらに、令和 3 年度には新たに「中長期目標期間においてさらに 4

件以上を企業又は医療機関に導出する」ことを目標に掲げ研究を推進

し、「網膜色素変性症遺伝子治療テーマ」、「難治性固形がんを標的と

したがん幹細胞治療薬テーマ」、「RdRP 阻害剤による抗 SARS-CoV-2戦

略の確立テーマ」の 3件において、企業とのライセンス契約を締結す

る段階まで進め、導出した。 

 

 

 

（特筆すべき事項） 

●「人工アジュバントベクター細胞（aAVC）によるがんワクチンプロ

ジェクト」は世界で初めて自然免疫と獲得免疫に加え記憶免疫をも誘

導するがんワクチンのプロジェクトであり、令和元年度に企業とのラ

イセンス許諾、全世界における独占的契約を締結し契約一時金として

知財収入を得た。令和 3 年度には医師主導第二相試験を開始した。こ

れにより、マイルストーンの条件を達成し、理研の知財収入実績に大

きく貢献した。 

 

●「網膜変性症治療プロジェクト」では、網膜の視細胞が変性する遺

伝性疾患である網膜色素変性症の患者に対して iPS 細胞から分化誘導

した網膜組織（視細胞）を移植する、世界初の臨床研究を、令和 2年

 

 

 

 

 

 

 

●中長期計画 4年目にして合わせて 10件を企業又は医

療機関へ導出し、当初目標の 2.5 倍と目標を大幅に超

えて進展しており、非常に高く評価する。また、令和 3

年度に新たに 4 件の目標を定め、今中長期で 8 件とし

た目標を達成したことも高く評価する。 

 

 

 

 

 

●人工アジュバントベクター細胞によるがんワクチン

のプロジェクトにおいて、本プログラムを通じたプロ

ジェクトマネジメント等により、世界初かつ理研初の

医師主導治験として順調に進捗したこと、また理研の

知財収入実績に大きく貢献したことは、非常に高く評

価する。 

 

 

●本プログラムの臨床開発支援室を通じたプロジェク

トマネジメント支援により、世界初の iPS 細胞から分

化誘導した網膜組織を移植する臨床試験開始に貢献し

たこと、疾患で失われた網膜機能を再生する治療法の

する。 

 

・令和 3 年度の「人工アジュバントベクター細

胞（aAVC）によるがんワクチンプロジェク

ト」 の医師主導治験の第二相試験の開始、

令和 2 年度の「網膜変性症治療プロジェク

ト」の臨床研究の開始、及び「iPS 由来 NKT

細胞を用いたがん治療プロジェクト」の医

師主導治験の開始は、本プログラムの支援

による医療機関との連携等による研究成果

の社会実証・還元がなされつつあることか

ら、非常に高く評価する。 

 

・本プログラムからのプロジェクトマネジメ

ント支援等を通じ、企業への成果移転に向

けて複数のテーマ・プロジェクトを着実に

進展させ、ライセンス契約締結に至ったこ

と、また理研の知財収入実績に貢献したこ

とは、高く評価する。 

 

・プログラムディレクターのリーダーシップ

の下、研究テーマの優先順位付けを行って、

適時に的確な戦略的判断や資源配分マネジ

メントが実施できる体制になっているこ

と、個々のテーマ・プロジェクトの効果的・

効率的なマネジメントが行われた結果とし

て、中長期計画の目標を上回る成果が出て

いることは、高く評価する。 
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10 月に神戸市立神戸アイセンター病院にて開始、令和 3年 2 月には 2

例目の移植を行った。その後、令和 3 年度末に 1年間の経過観察期間

を無事に終了した。 

 

●「iPS 由来 NKT細胞を用いたがん治療プロジェクト」では、世界初

の iPS-NKT 細胞を活用したがん免疫細胞療法の医師主導治験を令和 2

年 10月に千葉大学医学部附属病院にて開始した。 

 

 

 

 

●本プログラムからのプロジェクトマネジメント支援等を通じ、複数

の企業とのライセンス契約、ライセンス契約を前提としたオプション

契約、マイルストーン等により、平成 30 年度から令和 3 年度の 4年

間で 20 億円以上の知財収入を獲得し、理研全体の知財収入の大幅な

増加に大きく貢献した。 

 

 

（マネジメント・人材育成） 

●戦略的な資源配分マネジメントのため、年 6 回のプログラム推進会

議、年 2回の研究総括担当理事を委員長とする運営委員会を通じて、

研究テーマの優先順位付け、中止等、本プログラムとしての戦略的判

断が求められる事項について適時判断を行うとともに、予算執行や研

究進捗をモニタリングし、予算配分に反映した。また、効果的かつ効

率的な研究開発を進めるため、個別の研究テーマについては、テーマ

リーダー又はマネージャーを中心としたプロジェクトマネジメントシ

ステムにより適切な推進を行った。これらの適切なマネジメントの結

果、今中長期計画において 10 件の企業又は医療機関への導出を達成

している。 

確立に向けて大きく進展したことは、非常に高く評価

する。 

 

●本プログラムの臨床開発支援室を通じたプロジェク

トマネジメント支援により、iPS 由来 NKT 細胞を用いた

がん治療プロジェクトにおいて、iPS-NKT細胞を頭頸部

がん患者の腫瘍血管内に直接投与する世界初の治療法

の医師主導治験実施に貢献したことは、非常に高く評

価する。 

 

●本プログラムからのプロジェクトマネジメント支援

等を通じ、企業への成果移転に向けて複数のテーマ・プ

ロジェクトを着実に進展させ、ライセンス契約締結に

至ったこと、また理研の知財収入実績に貢献したこと

は、非常に高く評価する。 

 

 

 

●プログラムディレクターのリーダーシップの下、適

時に的確な戦略的判断や資源配分マネジメントが実施

できる体制になっていること、個々のテーマ・プロジェ

クトの効果的・効率的なマネジメントが行われた結果

として、中長期計画の目標を上回るペースで成果（企業

又は医療機関への導出 10件）が出ていることは、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

・予防医療・診断技術開発プログラムにおいて

は、新型コロナウイルスの発生に機動力高

く対応し、検査キットの実用化研究を推進

した結果、企業よりグローバルに販売され

た。理研発の技術が、新型コロナウイルス感

染の診断に国内外で貢献し、また理研のロ

イヤリティ収入にも貢献したことは、高く

評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・研究の成果を企業等における実用化やイノ

ベーションの実現をめざしてより活用する

ために、その間のプロセスを繋ぐ種々の制

度や取組が実施されている。このような研

究開発の推進には、運営側の体制の充実が

重要である。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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●プログラムディレクターの強いリーダーシップの下、新型コロナウ

イルス感染症への緊急対応として令和 2年 3 月に「COVID-19 特別プ

ロジェクト」を立ち上げ、既存薬の適応拡大と新規医薬品研究につい

て 9 テーマを推進した。その結果、1 テーマについて臨床試験開始可

能な段階へ進め医療機関へ導出、1 テーマについて最終製品を包含す

る特許の取得段階に進めた後、非臨床試験を開始、さらに 1 テーマに

ついて最終製品を包含する特許の取得段階に進めた後、企業とのライ

センス契約締結段階まで進め導出した。 

 

●センター横断型のテーマの支援に従事する研究系職員にインセンテ

ィブを与え、イノベーション創出を加速するため、横断プログラムの

実施に係る報奨金制度により、研究開発ステージの進展に特に貢献し

た者に対して報奨金及び表彰状の授与を行った。また、各センターに

おかれる創薬基盤ユニットにおいて創薬研究経験を持つ人材を育てる

ため、企業又は医療界出身の経験を積んだ人材である本プログラムの

マネージャーがテーマ・プロジェクト毎の会議や助言等を通して人材

育成を進めた。 

 

●大学等の基礎的研究成果を医薬品として実用化に導くための研究開

発を支援する取組である「創薬支援ネットワーク」の構成機関とし

て、意思決定会議体である創薬支援ネットワーク研究会議及び運営会

議に参加し、理研創薬・医療技術基盤プログラムの経験を生かして実

効性のあるネットワーク形成に貢献した。 

 

【予防医療・診断技術開発プログラム】 

（戦略的なプロジェクト開拓） 

●予防医療・診断技術開発プログラムは「理研のシーズを医療のニー

ズにつなげ、プロダクトを世に送り出す」をコンセプトに、理研の研

●プログラムディレクターの強いリーダーシップとプ

ロジェクトマネジメント支援の下、新型コロナウイル

ス感染症に迅速に対応し、特別プロジェクトを即時立

ち上げ研究を推進したこと、臨床試験や非臨床試験の

開始、企業導出といった成果をもたらしたことは、高く

評価する。 

 

 

 

 

●支援業務に従事する研究系職員へのインセンティブ

として報奨制度を行い、モチベーションの向上を図っ

たほか、テーマ・プロジェクト毎の会議や助言等を通し

て創薬開発人材の育成を図ったことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

●創薬支援ネットワークに主体的に参画し、低分子創

薬支援機関の中核として大学等の基礎的研究成果の社

会への還元に向けた取組に貢献したことを高く評価す

る。 

 

 

 

 

●理研内のシーズ調査、医療現場・企業のニーズ調査を

精力的に実施し、多数の横断型プロジェクトを提案し
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究主宰者との打合せを 69回、医療現場の医師等との打合せを 213

回、企業関係者との打合せを 784回実施し、30件の横断型プロジェク

トを提案した。 

 

●延べ 68 の医療関係研究室と連携し、医療及び研究の倫理を踏まえ

た 7 件の臨床研究実施体制を構築した。 

 

●理研内の各研究センターの持つ技術的シーズを企業や医療現場の抱

えるニーズとつなぐためのコーディネート活動を行うため、研究開発

課題を立案するとともに企業資金や競争的資金を積極的に獲得し、そ

の額は 487 百万円に上った。 

 

●中長期計画開始以降の共同研究契約は 26 件となった。 

 

 

 

（感染症診断システム） 

●理研技術を利用した性感染症診断技術システムの実用化研究をコー

ディネートし、生命医科学研究センター及び光量子工学研究センター

の研究室と理研発ベンチャーの活動を推進、支援していたところ、令

和元年末の新型コロナウイルス感染症の出現にいち早く対応し、神奈

川県の協力を得て新型コロナウイルス検査キットの実用化研究を推進

した。検査キットは企業によりグローバルに販売され、理研がロイヤ

リティを得ることに貢献した。 

 

（創薬に資するオミックスデータベース） 

●製薬会社や規制当局から創薬におけるニーズを聞き取り、理研の先

端遺伝子解析技術を活用し、核酸医薬創薬に資するオミックスデータ

ベースの構築をコーディネートした。前臨床試験動物（カニクイザ

た実績は、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●交付金予算が限られているなかで、所内外連携プロ

ジェクトをデザイン・立案して外部資金を呼び込んだ

ものであり、非常に高く評価する。 

●研究所の各センター等の様々な基礎研究の成果や研

究基盤等と、医療機関、企業等の有するニーズをマッチ

させ、臨床現場で使える予防医療・診断技術の共同研究

等の取組を推進したことを高く評価する。 

 

 

 

 

●理研発の技術が新型コロナパンデミックに対する診

断に、国内外で貢献したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●理研の最先端技術によって、企業と規制当局が薬事

申請という創薬の最前線で利用する基盤データを構築
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ル）のゲノム情報の品質は非常に高く、世界標準のポジションを獲得

した。データベースは薬事審査においても広く利用された実績を積み

重ねた。 

 

（体制、人材育成） 

●プログラムディレクターのリーダーシップの下、プロジェクトの立

案から事業化までコーディネートするために必要な専門性（医療資

源、医療情報、医事、薬事、知財）を持つ人材を登用し、プロジェク

トマネジメント組織を構築した。 

 

 

●発展著しい最先端のオミックス医科学を大学病院臨床医に普及する

ため大学院医学部の講義コースを実施した。 

 

 

することを企画し推進した意義を高く評価する。 

 

 

 

 

 

●様々な専門性を持つ人材を雇用し、プログラムディ

レクターのリーダーシップが発揮でき、かつ限られた

予算の中で適正なマネジメントができる体制になって

いると評価する。 

 

 

●がんゲノムに象徴されるようにオミックス医科学が

臨床で実用される中、先進のオミックス医科学の勉学

の機会を若手医療者に提供したことを評価する。 

 Ⅰ―１－(４) 持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ○新たな科学を創成する基礎的研究の推進 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

●個々に独立した主任研究員研究室を開拓研究本部の中に組織化する

とともに、本部長裁量経費制度を新たに設け、本部内での分野横断プ

ロジェクトを開始した。プロジェクト課題は試行的な段階でも受付け

ることとし、細胞内でのタンパク質翻訳に重力による変化の計測や理

研単独での X 線観測人工衛星開発等の革新的かつ萌芽的な研究テーマ

によるプロジェクトを数多く支援した。 

 

●これまで「物理」「化学」「生物」「工学」の各分野の分科会ごとの

交流活動のみであったが、組織を超えた連携を促進するため、海外研

究者招聘制度を創設し、若手研究員を海外から招聘することで、研究

●本部長裁量経費制度により、萌芽的又は分野融合的

な研究課題を多数支援し、新しい科学の創成を図った

ことを評価する。 

 

 

 

 

●人的交流を国際的に組織間で行うことで、研究室硬

直化を防ぐとともに、更なる活性化を図る契機を作り

出し、異分野交流を促進させたことを評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・本部長裁量経費により、卓越した基礎研究を

強力に推進したことは、分野融合研究とし

て新たな科学の開拓・創生に資する取組の

実施に繋がっており、高く評価する。 

・多数の優れた研究成果が創出されており、高

く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 
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・新たな科学の開拓・創成

の取組状況と、これによる

革新的シーズの創出等の成

果 

等 

 

（モニタリング指標） 

・新たな科学の開拓・創成

に係る、卓越した研究実績

と高い識見及び指導力を有

する研究者（主任研究員）

の活動状況 

等 

室活性化を促し、若手研究員の育成や、研究室の国際交流を支援する

仕組みを構築した。また若手主任研究員を中心に分野を超えた勉強会

を開催し、縦割り意識を排除して分野の壁を低くし、新たな科学の開

拓・創成に寄与した。 

 

●理研研究員会議を積極的に支援し、理研に所属する全ての研究者を

対象とした交流会「異分野交流の夕べ」を開催し、所属センター及び

世代を超えた所内交流の仕組みを構築した。また、更なる会員の増加

と全事業所レベルでの組織化を目的として、令和元年度には横浜事業

所で「異分野交流の夕べ」を開催（それ以降はコロナ禍によりオンラ

インイベントとして開催）するとともに、各事業所での説明会を開催

し、研究交流のみならず、ボトムアップの若手研究者の意見交換の場

として発展させた。 

 

●積極的に新規研究プロジェクトの立案を行い、令和元年度からは

「国際協調による技術革新と新しい物理学の開拓」と題して、高精度

観測技術の開発とその国際協調による研究プロジェクト化を掲げ、物

理学各分野での重点研究を行なった。これにより、ドイツ PTB・マッ

クスプランク協会との三者協定を締結し、時間・物理定数や物質と反

物質の間での差違の実証など基礎物理学の開拓を進めているほか、

NASA プロジェクトによる X線観測衛星「IXPE」への X 線検出器の提

供、国際宇宙ステーションきぼう実験棟船外施設「MAXI」による全天

X 線観測の即時データ公開等、世界の研究者へ貢献する基盤技術・観

測データの提供を行い、物理学の水準向上と新しい物理学の地平を開

いた。 

 

●革新的シーズの創出として、田中克典主任研究員らによる、合成化

学研究発の臨床試験を開始した。平成 28 年に酸化ストレスによって

細胞内で発生する物質に対する検出プローブの合成に成功するととも

 

 

 

 

 

●理研全体の異分野間交流の場を設け、事業所やセン

ターを超えて交流できるよう制度を拡大したことを評

価する。 

 

 

 

 

 

 

●研究室主宰者が卓越した基礎研究の成果をもとに所

内外の研究者や研究組織と協力して応用や実用化に向

けた研究を展開していることは、新たな科学の開拓・創

成につながる可能性がある活動であり、評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●基礎科学の成果から、社会還元につながるシーズを

見出し、長期的な支援による実用化につなげたことを

評価する。 

－ 

 

＜その他事項＞ 

・新たな科学を創成する基礎的研究の推進活

動として実施されている取組の規模に関す

る妥当性が確認でき、新たな科学研究領域

の開拓・創生状況が、客観的に分かりやすく

伝わると好ましい。 
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に、平成 30年には検出プローブががんマーカーとして活用できると

明らかにしてから、大学病院との連携を続け、令和 2 年には、より簡

易で短時間に、浸潤・非浸潤の区別も可能な乳がんの摘出組織の迅速

診断方法を開発した。また、令和 4年 1 月より大阪大学等との協力に

より、多施設臨床研究を開始した。乳がんの摘出部位をできるだけ小

さくすることができると期待され、患者の Well-being の向上に貢献

するため、医療機器メーカーとの共同研究も開始しており、体外診断

用医薬品の開発が進んでいる。 

 

●令和 2年度理事長裁量経費により新型コロナウイルス感染症対策研

究を開始するとともに、令和 3 年度も引き続き本部長裁量による重点

化支援を行った。その結果、半導体製造技術を応用したマイクロデバ

イスを開発し、新型コロナウイルス等のもつ RNAを１分子計測し、そ

の個数をデジタル計測できる技術を開発した。これにより、検体採取

から 5 分以内に RNA 検出が可能となり、早期実用化に向け、現在も臨

床検査機器メーカ−と開発を継続している。 

 

●新型コロナウイルス感染症流行の影響により、海外渡航、外部機関

への転入出等が困難となった研究員を対象に、渡航手続き費用や人件

費を支援する制度を整備した。研究員が安心して研究に取り組むこと

ができる環境を整えるとともに、国際的な人事交流を支援した。 

 

●研究員に対し、複数年ごとの組織的な中間評価等を実施するととも

に、キャリアアップの意識付け及びキャリア支援を行い、任期制研究

員から大学の助教又は准教授へ、定年制雇用の研究員から准教授又は

教授へ人材を輩出した。 

 

●主任研究員のこれまでの研究成果が認められた事例として、日本学

士院賞など著名な賞の受賞及びクラリベイト社の Highly Cited 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●基礎研究における成果のみならず、社会的課題への

機動的な対応を行い、組織だった大学、企業等との連携

により実用化に向けた研究を展開していることは、公

的研究機関としての活動として評価する。 

 

 

 

 

●研究系職員の雇用及びキャリアアップについて、組

織的な環境整備を行なっていることを評価する。 

 

 

 

  

 

 

 

 

●これら受賞は、当該主任研究員の長年の取組によっ

て得た成果であり評価する。 
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Researchers 等の優れた研究者としての選出が毎年続き、研究分野内

の第一人者としての地位を築いていることに加え、研究成果発表とし

ても評価され続けている。 

 

 ◯分野・組織横断的なプロジェクトの推進 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（モニタリング指標） 

・新たな科学の開拓・創成

に係る、組織・分野横断的

な融合研究の実施件数 

等 

●本部長の下に横断プロジェクト委員会を設置し、平成 30年から実

施した「エピゲノム操作プロジェクト」及び「共生生物学プロジェク

ト」の進捗管理や、事業実施方法の改革を実施するとともに、新たな

横断プロジェクトの可能性を追求した。 

 

●「エピゲノム操作プロジェクト」の研究成果として、開拓研究本部

眞貝細胞記憶研究室は、食事によるエピゲノムの変化が世代を超えて

遺伝することを明らかにした。父親の低タンパク質の食事が生殖細胞

でエピゲノム変化を誘導し、精子を通じてそれが子供に伝わり、子供

の肝臓における遺伝子発現変化とコレステロールなどの代謝変化を誘

導する。本成果はエピゲノム変化を介した遺伝病のメカニズム理解に

貢献した。 

 

●「共生生物学プロジェクト」の研究成果として、環境資源科学研究

センター植物共生研究チームは、マメ科植物と根粒菌の共生に関わる

重要な遺伝子を発見した。空気中の窒素をアンモニアに変え、植物に

供給する根粒菌について、窒素固定の鍵となる遺伝子を特定した。本

成果は植物と根粒菌の共生窒素固定を農業への有効利用に貢献した。 

 

●令和 2年度から 3 年度にかけて、「エピゲノム操作プロジェクト」、

「共生生物学プロジェクト」についても、プロジェクトリーダーによ

るプロジェクト参加者間での研究推進体制から、これまで実施してき

た各研究センターの有機的なつながりをネットワークとして根付かせ

発展させるため、各研究センターへ事業移管することとした。メンバ

●2件の横断プロジェクトを実施し、研究成果を生み出

していることを評価する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●事業体制の不断の見直しを行い、理研の戦略的方針

及び研究を実施する研究者に対して最適な研究プロジ

ェクト体制を構築していることを評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・計画で定められたプロジェクトの推進が着

実に実施されている。 

 

・事業体制の見直しが適切に行われている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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ーを区切らない形とし、理研に新規に来る研究者等を巻き込み研究者

のボトムアップな連携による課題推進に変更した。 

 

●引き続き組織横断的なプロジェクトの探索、立案を行い、連携促進

による新しい科学の開拓・創成を行なっている。 

 

●組織・分野横断的なプロジェクトとしては上記の他、革新量子プロ

ジェクトが創発物性科学研究の中で、老化プロジェクトが生命機能科

学研究の中で実施された。 

 

 ◯共通基盤ネットワークの機能の構築 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大化

し、イノベーションを創出す

るための、他の国立研究開発

法人の模範となるような法

人運営システムを構築・運用

できたか。 

●全理研の事業所を越えた研究機器の共同利用促進を目指す会議とし

て、本部長の下に、共同利用機器運営協議会を運営し、研究所共通研

究基盤の利用支援にかかる検討を行い、全理研共通のポータルサイト

SimpRent を構築、運用を開始した。 

 

●ポータルサイトについて所外機関との将来的な連携を目指し、慶應

義塾大学（信濃町キャンパス）と機器一覧情報を共有できるよう調整

を進めた。 

 

●現有の機器利用を超え、将来的な共同機器購入等を目指して、生命

科学系の「次世代シーケンサー」、「質量分析装置」について、利用者

部会を開催し、機器所有者及び利用者間での議論を行なった。 

 

●理研内外で開発された最新の技術の利用ニーズが高かったことか

ら、機器の利用申請に加えて、全理研共通ポータルサイトに技術支援

の申請、調整から費用の支払いまでを完結できるような改修を行なっ

た。 

●ポータルサイトの運用により共同利用機器の利用を

支援し、一層の利用促進のためのバージョンアップや、

利用者のニーズに合わせた部会開催、改善・維持管理体

制を評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・SimpRent の運用開始は、機器の利用率の向

上や経費の効率的活用といった観点で、高

く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

・大学等に比べて恵まれた研究機器等の整備

状況であることから、所内にとどまらず、大

学や他の国研等への共用の更なる促進に期

待する。 

 Ⅰ―１－(５) 研究データ基盤の構築等による情報環境の強化 
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主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

○オープンサイエンスの推進 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・情報技術（ICT）を駆使し

た研究開発成果の最大化・

イノベーション創出の促進

に係る取組状況 

等 

 

（モニタリング指標） 

・研究データの収集、管

理、利活用の状況 

等 

●平成 30年 4 月に情報システム本部が発足し、研究開発部門を中心

にオープンサイエンスの推進を開始し、令和 2 年度に生命科学、医科

学分野におけるデータ共有のためのユニットを設置した。さらにオー

プンサイエンスの中心となるデータ駆動型研究への対応の強化・加速

のため、令和 3年 4 月に情報統合本部として再編し、基盤研究開発部

門にデータ管理システム開発、データ知識化開発の情報科学の基盤に

関するユニットと各センターに所属する研究者が参加する生命科学デ

ータ共有開発、医科学データ共有開発のユニットを設置した。 

●オープンサイエンスの推進のために、オープン・アンド・クローズ

戦略の下、基盤研究開発部門にデータ管理、データ知識化の情報基盤

技術のためのユニットと、研究分野に応じた利活用促進のために生命

科学、医科学に関するデータ共有開発ユニットを整備した。さらに物

理学分野の協議会を開催し、データ共有のための研究分野の拡大を進

めている。 

 

●生命科学データ共有に関しては、筑波バイオリソースデータ、横浜

FANTOM5、メタボロームデータ、神戸 SSBD:database、電子顕微鏡デー

タ、Hi-C データ、1 細胞 RNAseq等 62のデータベースをメタデータベ

ースとして統合し、オープンデータとして公開した。また、理研内の

研究センターに協力し、マーモセットの遺伝子発現データベース、

“誕生日タグづけ”マウスの脳画像データベース「NeuroGT」など新

たなデータベースの公開を支援した。さらに、バイオイメージデータ

のメタデータ標準化、及びデータ形式標準化とデータ共有システム整

備に関する国際提言を共同で行った。 

 

●主たる研究分野に係るユニットを設置し、データ共

有の軸とするとともに、理研内の各センターとの連携

体制を構築し、さらに公募によって研究課題の拡大を

図り、オープンサイエンスの推進を戦略的に実施して

いることを高く評価する。 

 

 

 

●理研の強みであるライフサイエンス分野のデータベ

ースを、利活用しやすい形での情報を付加し、メタデー

タベースとして統合したことを高く評価する。 

●バイオイメージデータのメタデータ、データ形式、デ

ータ共有システムの整備に関して、国際的な標準化に

大きく貢献したことを高く評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・柔軟に組織を再編し、データ収集、研究デー

タ管理、情報科学研究の推進など多面的な

DX が進んでいる点は、高く評価する。 

 

・ライフサイエンス分野における複数のデー

タベースの整備の着実な進展や、メタデー

タ、データ形式等の標準化に関する国際提

言がなされていることは、高く評価する。 

 

・連携・協力協定を通じた NII との連携によ

り、全国的な研究データ基盤を推進する NII

のシステムにフィードバックする体制を構

築し、我が国全体のオープンサイエンス基

盤の発展に貢献した点は、高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・オープンサイエンスに資する学術研究分野

のインフラとして強化・発展・運営していく

こと、また他機関への波及を期待する。 
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●医科学データに関しては、倫理指針、個人情報保護法の改正も踏ま

えて、理研内での統一的なセキュア解析環境構築に向けた基本構想を

立案した。 

 

●研究データ管理基盤のうち、プロジェクト管理サービス、オンライ

ンストレージサービスを提供する理研研究情報管理システム

（R2DMS）を整備し、ユーザーごとのアクセス制御機能を含めたテス

ト運用を開始した。また、全国的に NII 研究データ基盤を構築してい

る国立情報学研究所と連携・協力協定を締結し、技術情報、利用ニー

ズなどの情報交換を行い、相互運用性に必要なシステム要件の精査を

行った。 

●研究データ利活用促進のため、研究コミュニティで共通して利用さ

れており、データ統合の軸となる遺伝子やタンパク質、トランスクリ

プトーム、論文等の理研内外の生命科学データベースを RDF 形式（デ

ータ量：11 億トリプル）に変換し、メタデータとして整備した。ま

た、標準策定活動として、光学顕微鏡イメージングの国際コンソーシ

アム（QUAREP-LiMi : Quality Assessment and Reproducibility for 

Instruments & Images in Light Microscopy）におけるイメージング

オントロジー、及び産学共同研究において工学系オントロジー（理研

ものづくり、ドローン等）の開発を行った。 

 

●オープンサイエンスを各分野の研究者と強力に推進するため、理研

内公募を通じて、物理、工学、材料、植物、脳、生命、分子など、多

岐に渡る 10件の研究課題について開始し、特にデータの作成、管理

に関わる研究者間連携を通じて研究データ管理の作業省力要件の精査

に着手した。 

・DX の研究への活用方法は、産業界も含め、

関心の高い課題であるため、可能な部分は

成果も公開し、関連分野の研究推進の一助

となることを期待する。 

◯情報科学研究の推進及び情報科学の知見を用いた組織・分野横断的な取組の推進 

（評価軸） 
●高精度の予測に基づく一人ひとりに合った予防医療と治療の実現を

目指した医科学イノベーションハブ推進プログラム（平成 28 年度～

●医科学イノベーションハブ推進プログラムで培った

ポテンシャルを活用・展開し、顕著な進展が見られ、高

＜評定に至った理由＞ 

・生命現象の記述・推論（説明・予測）データ
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・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・情報技術（ICT）を駆使し

た研究開発成果の最大化・

イノベーション創出の促進

に係る取組状況 

等 

 

（モニタリング指標） 

・研究データの収集、管

理、利活用の状況 

等 

令和 2 年度）で培った医科学分野を対象とする情報科学・データサイ

エンスや広い視点での人材の発掘登用・育成に係るポテンシャルを活

用し、健康・医療分野への新しい概念の導入及び医科学分野でのデー

タサイエンスを医科学分野から他分野へ展開させることを目指して、

令和 3 年度より情報統合本部の先端データサイエンスプロジェクトで

以下の活動を行った。 

 

●令和 3年度計画として、データ主導型生命医科学の基盤系プラット

フォームの核となる生命現象の記述・推論（説明・予測）の標準化に

着手することを目標としていたところ、一人ひとりの多様な健康と病

気を経時的に時間発展として推論することを中核として、以下のとお

り生命現象の記述・推論が急速に進捗し標準化（汎用化）が進み、中

長期計画が大幅に進展した。 

 

【時間発展現象の予測手法開発を通した「データ主導型生命医科学の

基盤系プラットフォーム」の標準化】 

●新型コロナウイルス感染症患者の予後予測モデルを発展させ、日々

の検査データに基づいて動的に予後リスク評価する手法を開発し、特

許出願を行うとともに、医療現場への実装に向けて企業との共同研究

を調整した。本成果は、機械学習を用いた時間発展予測手法の一つの

重要な突破口と位置付けられる。 

 

 

●心電図や胎児心拍陣痛図から未来の重篤なイベント（不整脈や胎児

酸素分圧低下）を予測する深層学習アルゴリズムの開発に成功した。

本成果は、深層学習を用いた時間発展予測手法の一つの重要な突破口

と位置付けられる。 

 

【拡張知性の基盤系プラットフォーム】 

く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●顕著な進展であり、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●疾患リスク評価は初診時のデータのみに基づいて行

われることがほとんどであるが、日々得られる検査デ

ータに基づく予後リスク評価は先制的個別介入に繋が

ると考えられ、さらに、研究現場の手法開発に留まらず

特許出願や医療現場への実装に結びついていることを

高く評価する。 

 

●医療時系列データからの深層学習を用いた未来予測

の基盤を構築し、領域トップ会議での採択や特許出願

に至っており、高く評価する。 

 

 

 

標準化の実施において、計画を大幅に上回

る進捗があったことは、高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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●情報科学研究成果の社会実装に向け、データサイエンスとデザイン

思考を用いたデータ駆動型サービス設計方法論の研究に着手し、介護

現場との共創により、人間中心アプローチでプロジェクトを推進する

ノウハウを抽出した。本成果は、これまでの外部観測者視点（入出力

モデル）を内部観測者視点に転換してデータ解析を行う基盤と位置付

けられる。 

 

●他者の行動と認知の多重モデリング（マインドモデリング）に基づ

く人間的なコミュニケーションの記述・推論（説明・予測）に向け

て、データ取得に必要な機材を選定調達するなど研究体制を構築し

た。本研究は、自然知能の理解を深化させることで、次世代の AIの

基盤に繋がる拡張知性を開発する基盤に位置付けられる。 

 

【プラットフォーム支援基盤】 

●データサイエンスの信頼性に対する懸念を、IEC 62853 Open 

Systems Dependabiliy 規格の実装で払拭することを可能にする支援ツ

ール（説明責任に関する分析、合意形成と維持に関するプロセス、コ

ンピュータ支援）を開発し、2報の論文としてまとめた。健康・医療

の課題解決手法の信頼性・再現性を担保するための中核技術と位置付

けられる。 

●基盤研究開発部門医科学データ共有開発ユニットと連携し、本プロ

ジェクトで整備してきた個人情報を含む医科学データの管理体制をベ

ースに、理研全体の医科学データを適切に管理・共有するための検討

を開始した。 

●データ駆動型ながら人間中心アプローチで社会提供

価値の明確化を目指す方法論研究は、成果の社会実装

の観点から重要であり、着手から短期間でデザイン思

考の初期工程のノウハウ抽出まで行った点を高く評価

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●IEC 62853 規格を実装する支援ツールの開発は世界

初であり、高く評価する。 

◯次世代ロボティクス研究の推進 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップ

の下、研究開発成果を最大

化し、イノベーションを創

●学際性を発揮しやすい研究所の環境を活かし、異分野連携によるエ

ンジニアリング研究を進めるエンジニアリングネットワークの取組の

中で開始したロボティクスプロジェクト（令和元年度～令和 2年度）

で培った次世代ロボティクス研究を更に発展させるため、令和 3 年度

●情報研究を中核とした異分野連携プロジェクトであ

る次世代ロボティクス研究を研究所の情報研究のハブ

である情報統合本部で実施する体制まで発展させたこ

とは高く評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・計画に沿って着実に実施している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策
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出するための、他の国立研

究開発法人の模範となるよ

うな法人運営システムを構

築・運用できたか。 

 

（評価指標） 

・情報技術（ICT）を駆使し

た研究開発成果の最大化・

イノベーション創出の促進

に係る取組状況 

等 

 

（モニタリング指標） 

・研究データの収集、管

理、利活用の状況 

等 

より情報統合本部のガーディアンロボットプロジェクトで以下の活動

を行った。 

 

●人がロボットに「こころ」を感じるためにはロボットが主体性を持

つことが必要であるため、その主体性を実現するための情報処理機構

に必要な機能を定めるとともに、段階的な開発計画を定めた。それに

基づいて、基本的な認識機能と自律行動生成機能を備えた初期型のシ

ステムを設計し、3 種類のロボットプラットフォーム（動作対話型

（自律移動ロボット）、表情対話型（アンドロイド）、物理支援型（外

骨格型ロボット））を整備し、初期型のシステムを実装した。表情対

話型についてはヒトのように表情表出が可能な研究プラットフォーム

の開発、物理支援型については二つのロボットの協調動作に基づいて

立ち上がり動作を支援するロボットの開発、を成果としてプレスリリ

ースを行い、国内外に広く成果をアピールした。 

 

●初期型のシステムの性能を向上させるため、ユーザーの姿勢や運動

の認識機能、周囲環境の認識機能、ロボットの内部状態の表出機能、

行動決定機能などの開発を行った。また、ロボットの表情表出のた

め、人の笑顔表出の特徴を心理学的実験から明らかにした。 

 

●主体性を持つロボットの初期型の開発を行う一方で、ロボットの知

識モデル・行動生成モデルを構築するための大規模行動データを収集

するため、プロジェクト拠点内に家庭空間を整備し、家庭空間におけ

る人の行動から、主体性を持つロボットに望まれる支援行動を分析す

る取組を開始した。さらに、実証実験を補完し、実社会に適用できる

ロボット開発の参考とするため、高齢者や子供のいる家庭でロボット

が持つべき支援機能についてアンケート及びインタビュー調査を実施

した。高齢者では手指を使う作業の支援が望まれる、子育てにおいて

 

 

 

●情報処理機構の初期型の設計やその検証・改良、ロボ

ットプラットフォームの整備については、研究領域の

異なる 6 つのチームの連携が進み、予定通り計画を達

成した。ロボットプラットフォームを用いた研究成果

がプレスリリースでの発信後、国内外の新聞や雑誌な

どに取り上げられるなど一般の関心も高かったことな

どから、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●実証実験の開始とデータの収集・解析については、予

定どおり進展した。それに加え、実証実験を補完するた

めのユーザー視点からロボットに必要となる支援機能

を抽出することが出来たことは、情報技術の高度化の

みならず、その成果をイノベーションに繋げる取組が

着実に進展していると考えらえるため高く評価する。 

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

 

－ 
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は就学直前の子供に対してロボットの支援が望まれるなど、実用的な

ロボットに必要な支援機能を明らかにした。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－２－４－１ 国立研究開発法人理化学研究所 中長期目標期間中間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 国家戦略等に基づく戦略的研究開発の推進 

関連する政策・施策 政策目標８ 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 

への対応 

施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

施策目標９－２ 環境・エネルギーに関する課題への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対 

応 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和４年度行政事業レビューシート番号 190 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値

等 

Ｈ30 年

度 

R １ 年

度 

R ２ 年

度 

R ３ 年

度 

R ４ 年

度 

R ５ 年

度 

R ６ 年

度 

 Ｈ30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R ４ 年

度 

R ５ 年

度 

R ６ 年

度 

 

論文数 

・和文 

・欧文 

－  

181 

2,184 

 

227 

2,239 

 

145 

2,456 

 

131 

2600 

－ － － 予算額（千円） 44,879,160 48,568,861 44,152,549 49,742,672 － － － 

決算額（千円） 47,829,887 46,594,186 46,067,071 52,211,671 － － － 

経常費用（千円） 46,725,144 48,591,213 46,670,958 48,322,732 － － － 

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

－  

1,170 

191 

 

1,119 

194 

 

1,182 

201 

 

1367 

221 

－ － － 経常利益（千円） 457,931 △756,908 △707,678 971,982 － － － 

行政サービス実

施コスト（千円） 

38,042,565 - - － － － － 

特許 

・出願件数 

・登録件数 

－  

322 

128 

 

318 

230 

 

302 

153 

 

382 

211 

－ － － 行政コスト（千

円） 

- 57,177,258 49,742,672 51,406,914 － － － 

従事人員数 1,823 1,853 1,828 1,849 － － － 
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価軸（評価の視

点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 主な業務実績等 自己評価 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・中

長期計画等に基づき戦略的

に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

（業務実績総括） 

【革新知能統合研究、数理創造研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、外部連携等の優

れた取組を実施した。 

・革新知能統合研究：学部生や大学院生を研究パートタイマー等とし

て延べ 553 名登用し、OJT を通じて人材育成を行うとともに、東京農

工大学との連携講座、東京工業大学との卓越大学院、OISTとの連携大

学院を通じ学生育成に貢献した。 

・数理創造研究：若手研究者の自由な発想を尊重するため、固定した

研究チームやグループを置かず、「研究セル」という緩やかな繋がりの

もとで、セル間を研究者が自由に行き来する柔軟な研究体制を推進し

た。UC バークレー校と連携して、RIKEN-Berkeley Center を UC バー

クレー校内に設立し、iTHEMS の若手研究者が滞在して、宇宙物理学や

量子情報科学の共同研究を行う環境を整えた。また理研と外部 ICT企

業の出資を得て理研数理を設立し、理研研究者と外部企業を繋ぐ体制

を構築した。 

 

●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出した。 

・革新知能統合研究：汎用基盤技術として弱い教師情報でも学習でき

るアルゴリズムを開発し、また世界的課題であった深層学習の有効性

を数学的に証明した。 

・数理創造研究：アインシュタインの重力理論と物質場の量子論を組

合せて、蒸発するブラックホール内部の量子状態の性質や、ブラック

ホールのエントロピーを担う量子状態の性質を明らかにした。A 型イ

 

●各センター等における効果的・効率的な研究マネジ

メントを図りつつ、研究開発成果の最大化に向けて、

特に顕著な成果の創出等を行ったと認め、S 評定とす

る。 

 

（マネジメント、人材育成、外部連携等） 

●センター内外の連携体制を強化するとともに海外を

含む多くの研究機関と戦略的連携体制を構築し、多く

の企業とも共同研究を推進した。また、各研究分野の

特性等を踏まえたセンター独自のプログラムや制度に

よって、若手研究者の育成やキャリアパス支援、人材

交流等を実施することで、国際的な頭脳循環における

重要な役割を担った。 

 

（研究成果の創出） 

●数理科学や情報科学分野では新たな数理モデルの提

唱や数理科学を用いた社会課題解決に結びつく成果を

創出し、ライフサイエンス分野では、ヒトの生物学的

理解及び疾患の機構解明や予防・治療法開発に貢献し

得る成果を創出した。その他にも社会的課題、学術的

課題等の解決に向けた様々な成果を創出した。 

 

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・

業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による

成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運

営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に

顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出

の期待等が認められるため。 

 

・９つの研究センター及び１つのプログラムに

おいて、世界最高水準の研究開発成果を創出し

た。センター内外の研究機関・企業との連携・

共同研究体制の強化を推進しつつ、新型コロナ

ウイルス感染症による多くの制約を乗り越え、

研究のアクティビティの維持・向上につながっ

ている。特に、数理科学・情報科学分野・ライ

フサイエンス分野における社会課題・学術的課

題の解決につながる顕著な成果創出があった。 

 

・深層学習の本質に迫る理論研究や再生医療・防

災等社会課題の解決に資する分野での研究開

発で成果を挙げるなど基礎研究・社会実装の両

面において貢献している。 
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ンフルエンザウイルスのヒト呼吸器管内での感染拡大について、その

時空間伝搬を、呼吸器管内のウイルスの拡散とウイルス移流を考慮し

た新たな数理モデルで解明した。 

 

【生命医科学研究、生命機能科学研究、脳神経科学研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、外部連携等の優

れた取組を実施した。 

・生命医科学研究：東京大学医科学研究所にバイオバンクジャパンの

ヒトゲノムデータアクセスを念頭においた拠点を形成し、さらに慶應

義塾大学医学部内に慶應理研連携拠点を設置し大学病院の患者サン

プルの一細胞解析を中心に連携した。 

・生命機能科学研究：兵庫県立こども病院と合同セミナーの開催、病

院の症例検討会への参加など臨床現場との連携を促進した。 

・脳神経科学研究：Summer School や脳科学塾、Career Development 

Program など若手研究者育成のための多様なプログラムを実施し若手

研究者のキャリアパス支援を行った。 

 

●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出した。 

・生命医科学研究：多発性硬化症のモデルマウスを用い、自己応答性

T 細胞が交差反応で小腸常在菌によって活性化され、中枢神経系の自

己免疫性炎症を悪化させることを発見した。 

・生命機能科学研究：透明化サンプルの高速イメージング技術「MOVIE」

等の開発により、透明化した臓器内の全ての細胞を解析する全細胞解

析を実現した。マウス脳の一部の神経細胞群の興奮により、通常冬眠

しない動物を冬眠に似た状態に誘導できることを発見し人工冬眠の

研究開発が大きく前進した。 

・脳神経科学研究：これまで手つかずの脳領域であった「前障」が睡

眠時に大脳皮質の神経細胞の活動を一斉に制御することを発見し、意

識の理解にも迫りうる画期的な成果をあげた。 

 

・解析的数理手法及び数値的・データ科学的方法

により、蒸発するブラックホール内部の量子状

態の性質等を明らかにした宇宙における極限

的な現象の解明を進め、アインシュタインの一

般相対性理論の精密な検証に貢献した。 

 

・ライフサイエンス分野における人工冬眠の研

究開発に資する透明化サンプルの高速イメー

ジング技術・高速データ解析技術・組織染色技

術の開発等、新たな技術の創出から社会実装に

繋がる成果等、ライフサイエンス分野の発展に

幅広く貢献した。 

 

・加速器科学研究分野における世界初となるウ

ランビーム強度 100pnA 超えの達成及びニッケ

ル-78原子核のガンマ線分光測定による二重魔

法性の直接的証拠の発見等の成果が創出され

た。これらは、基礎的研究でありながら、今後

の社会実装への発展やイノベーション創出へ

の直結を期待させるような顕著な研究成果で

ある。 

 

・令和 3年度に新たに設置された量子コンピュー

タ研究センターでは、誤り耐性量子計算及び小

中規模の誤り耐性の無い量子コンピュータ

（NISQ）での計算に必要な量子ビット数の削減

につながる理論を提唱する等、我が国における

量子分野をけん引している。 
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【環境資源科学研究、創発物性科学研究、光量子工学研究、加速器科

学研究】 

●以下をはじめとする研究マネジメント、人材育成、外部連携等の優

れた取組を実施した。 

・環境資源科学研究：産業界との融合的連携研究制度により 3チーム

を発足させ、研究成果活用・実用化に向け加速的に推進した。また次

世代を担う若手 PIの化学系研究チームを新規に 3 チーム設置した。 

・創発物性科学研究：東京大学、中国清華大学に若手研究者主宰の連

携研究室を設置し、大学・研究所間の頭脳循環を活発に行い、人材及

び研究の交流を強力に推進した。次世代の創発物性科学研究を牽引す

る人材育成を目指し、若手研究者が研究チームを主宰する統合物性科

学研究プログラムを実施した。 

・量子コンピュータ研究：大学生を対象とした量子技術に関する入門

的なサマースクールを開催し、併せて特別企画「量子技術人材におけ

るジェンダー平等」も実施した。参加学生（約 300 人）の中から実際

に量子コンピュータ研究センターの研究に参加する学生が現れるな

ど、若手人材育成に貢献した。 

・光量子工学研究：令和 2 年度に株式会社堀場製作所と技術交流会を

開催し、共同研究に発展するよう交流を推進した。理研内では、エン

ジニアリングネットワークに参画し、推進に大きく貢献したほか、年

間 500 件以上の研究工作支援を実施した。さらに開発した超解像共焦

点ライブ顕微鏡（SCLIM）を理研全体での生命科学研究に活用できるよ

う共同利用機器に登録し、共用利用の体制を整備した。 

・加速器科学研究：国際公募による利用課題選定委員会を毎年複数回

実施した。令和 3年度に登録している RIBF 外部利用者は、53 機関 188

名（うち海外 33 機関、73 名）となった。また、RIBF大強度化計画の

実現に向け、「荷電変換リング」という新しい着想を導入し、ビーム強

度を 20 倍に増強する計画を立案した。 

 

・センターの特徴に適したプログラムや制度の

設計により、優秀な研究人材の確保や研究環境

の整備が行われた。 

 

・大学や病院、理研数理といった企業との連携が

開始・強化された。 

 

・研究マネジメント、人材育成、外部連携等が適

時適切に行われ、上述のような成果の創出及び

それらの研究成果最大化に結び付いている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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●また、以下をはじめとする優れた成果を多数創出した。 

・環境資源科学研究：植物におけるキノン化合物の認識に関与する細

胞表面の新しい受容体を発見した。また、水電解等による大規模水素

製造に向け、酸性環境で駆動する非貴金属材料としては世界最高の活

性と安定性を兼ね備えた触媒「Co2MnO4」の開発に成功した。  

・創発物性科学研究：世界最高のエネルギー変換効率と、光入射角度

依存性の低減を兼ね備えた、超薄型有機太陽電池を開発し、皮膚貼付

け型センサーと集積化することで、外部電源なしに駆動する心電計測

デバイスを完成させた。 

・量子コンピュータ研究：NISQ マシン応用として有望な量子古典ハイ

ブリッド計算アルゴリズム、特に、空間対称性及びスピン・電荷対称

性を考慮した VQE 法を提案、ハバード模型等に適用し VQE 計算の精度

の向上を証明した。また、誤り耐性量子計算アーキテクチャに対して、

エラー補償法の応用により、必要となる量子ビット数を大幅に削減す

るとともに擬確率サンプリング法による大規模量子誤り訂正のシミ

ュレーション法を構築した。 

・光量子工学研究：18 桁の精度（百億年に 1 秒のずれに相当）をもつ

可搬型光格子時計を開発し、東京スカイツリーで一般相対性理論の検

証を実施した。また、眼底検査装置の光干渉断層計（OCT）で撮影した

緑内障の画像データから機械学習モデルを構築し少数の医用画像か

ら緑内障の病態を自動分類、治療方針を決めるための有用な情報を提

示することに成功した。 

・加速器科学研究：大強度ウランビーム加速のため、数々の新規開発

を行い、イオン源からのビーム強度増、加速器の通過効率と安定度の

向上が図られた結果、SRC出口でのウランビーム強度が 117pnA に向上

した。RIBF 超伝導リングサイクロトロンと国際共同研究の実験装置を

用い、ニッケル-78 原子核のガンマ線分光測定に成功し、長年未解決

であった二重魔法性の直接的証拠を発見した。また重イオンリニアッ
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クの増強計画が完成し、国際競争に先駆けて、119 番元素の探索を開

始した。超重元素の化学的性質測定・質量精密測定といった探索以外

の研究も進められ、新たな分野を切り開いている。 

 Ⅰ－２－（１）革新知能統合研究 

 

主な評価軸（評価の視

点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。

（a） 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。

（b） 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。（c） 

 

（評価指標） 

①汎用基盤技術研究 

●深層学習の汎化能力に関して、神経接核理論に基づく解析を通し

て、深層学習が浅層学習よりも優れた予測性能を持つことを理論的に

証明した(ICLR2021 Outstanding Paper Award)。また、深層学習は

関数空間の方向ごとにモデルの複雑さを自動調整できることを見出

し、次元の呪いを受けないことを理論的に証明した(NeurIPS2021 

Spotlight)。 

 

 

 

 

●スパース学習などでは微分不可能な2レベル最適化を行う必要があ

るが，列微分を用いた従来法は収束保証がなかった。今回、最適性必

要条件を導入することによって収束保証付きの解法を初めて与えた

(JMLR2021)。また、敵対的攻撃への対処など 3 レベル以上の最適化

問題を解く必要性が高まっているが、今回、漸近的理論保証付きの解

法を初めて与えることに成功した（NeurIPS2021）。 

 

 

 

 

●深層学習の汎化能力の理論解析は、世界的な研究競

争が激しく繰り広げられているレッドオーシャンの一

つであるが、本成果は機械学習のトップレベルの国際

会議において Outstanding Paper Award を受賞した

り Spotlight 講演に選ばれたりと、世界最高レベルの

評価を得ている革新的なものであることから非常に高

く評価する。（a,b の観点） 

 

 

●多レベルの最適化は、古くは 1980 年代から研究さ

れている分野であるが、理論保証を持たないアルゴリ

ズム開発が中心であった。今回、微分不可能な 2 レベ

ル最適化、および、一般の多レベルの最適化に関して

理論的な収束保証を持った最適化アルゴリズムの開発

に初めて成功し、数十年に渡る未解決問題に肯定的な

解を与えたことから非常に高く評価する。（a,bの観点） 

●教師情報付きビッグデータを容易に収集できない挑

戦的な学習問題に対して、弱い教師情報のみから強い

教師情報を用いた場合と同レベルの予測性能の達成を

＜評定に至った理由＞ 

・深層学習の理論研究や再生医療・防災等社会課

題の解決に資する分野での研究開発で成果を

挙げるなど、基礎研究・社会実装の両面におい

て貢献していることは、非常に高く評価する。

また、革新知能統合研究センター発足以後、ト

ップカンファレンスに継続的に採択されてお

り、人工知能や機械学習分野における日本の存

在感を高めたことは、非常に高く評価する。 

 

・大学、他機関との連携や海外との MOU に基づ

き国内外の学部生・大学院生をインターン等で

受け入れたほか、企業からの客員研究員をOJT

で育成するなど、AI 人材の育成に貢献したこ

とは、非常に高く評価する。また、国内外の企

業をはじめ、大学・公的研究機関の教授・准教

授等に転出させるなど優秀な人材の輩出に貢

献したことは、非常に高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
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・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組 

等 

 

 

●十分な教師ラベルを得るのが難しい状況に対処すべく、正ラベルな

し分類、正信頼度分類、類似非類似分類等、様々な弱教師付き学習問

題に適用できる汎用的な学習理論体系と汎用アルゴリズムを構築し、

その全貌をまとめた英語専門書を MIT Press より出版した。 

 

 

 

 

●機械学習分野で幅広い応用に活用されている可逆ニューラルネッ

トワーク（INN）の方法論を構築し、緩やかな条件のもとで INN が

一般的な可逆関数の集合に対して万能近似能力を持つことを初めて

証明した（NeurIPS2020 オーラル）。 

 

 

 

●隠れた要因の存在下でも、因果の全体構造を推定可能とする初めて

の手法を開発した（AISTATS2020）。 

 

 

 

 

 

 

●データ空間の幾何構造を取り込むことにより、深層学習の敵対的な

攻撃に対する耐性を劇的に向上させることのできる学習法を開発し

た（ICLR2021 オーラル）。 

 

保証する弱教師付き学習理論を国際的に普及させる取

組であり、新しい学問分野の創成に貢献する重要な成

果であることから非常に高く評価する。（a,b の観点） 

 

 

 

 

 

 

●現在注目されている可逆ニューラルネットワーク

(INN)の万能性を初めて証明した画期的な成果であ

り、今後の INN のさらなる発展や応用の促進に貢献で

きる研究成果であることから、非常に高く評価する。

（a,b の観点） 

 

 

●隠れ要因の存在下での因果推論は、実用化に向けて

不可欠な技術であるが、全く解決の糸口が見つかって

いなかった難問である。それを実用的なレベルで解決

できる初めてのアルゴリズムの提案であり、隠れ要因

が多く存在する現実世界での今後の実用化の道筋を切

り拓いた画期的な研究成果であることから、非常に高

く評価する。（a,b の観点） 

 

●深層学習の敵対的攻撃に対する脆弱性は自動運転や

医療診断等、様々な実応用での脅威とみなされており、

その実用的な解法を与えた成果である。プレプリント

公開時点で既に注目を集めているインパクトの強い研

究成果であり、非常に高く評価する。（a,b の観点） 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・国内で非常に早く立ち上がった情報科学研究

の拠点である。開発した一般的な技術に関して

は、できるだけ広く関係分野の研究者が利用で

きるような形を工夫していただきたい。 
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●深層学習の記憶効果と呼ばれる性質を活用し、半分以上のデータが

異常値の場合でも正常に学習できる実用的なアルゴリズムを開発し

た(ICML2019)。 

 

 

●確率的最適化に基づく新たな近似ベイズ推論技術を開発し、大規模

なニューラルネット・大規模なデータへの適用を初めて実現した

(NeurIPS2019)。 

 

 

②目的指向基盤技術研究 

●Deep Learning と ALS iPS 細胞を用いた疾患予測テクノロジーの

構築に成功した（Annals of Neurology）。 

 

 

●例外を発見する AI「BLOX」を開発し、AI を用いた革新材料の開

発に新たな道筋を立てた（Chemical Science）。 

 

 

●NMR 法によるタンパク質構造の精度評価法を開発した（Nature 

Communications）。 

 

 

●従来のロバスト統計学の常識を覆す性能を達成し、

深層学習の信頼性を大きく改善する画期的な研究成果

であることから、非常に高く評価する。（a,b の観点） 

●不確定性を考慮できるベイズ推論は様々な分野で活

用が進んでおり、スケーラビリティ改善による実用的

なインパクトは多大であることから、非常に高く評価

する。（a,b の観点） 

 

●iPS 細胞を用いた ALS の高精度なバイオマーカー

を実現した重要な研究成果であることから、非常に高

く評価する。（a,b の観点） 

 

 

 

●新機能を持つ材料や新たな基礎研究の端緒を開く可

能性がある重要な研究成果と言えることから、非常に

高く評価する。（a,b の観点） 

 

●創薬標的となるタンパク質の構造決定プロセスを加

速させる重要技術であることから、非常に高く評価す

る。（a,b の観点） 

 

●脳内の神経活動における行動と認知機能の関係解

明、さらには知能の基本原理解明への貢献が期待でき

ることから、高く評価する。（a,b の観点） 

 

●本技術は心臓のように動いたり変形したりする臓器

への応用等、幅広い分野での応用が期待できることか

ら、高く評価する。（a,b の観点） 
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●生物のレヴィウォークと呼ばれる行動パターンが脳等のシステム

の臨界現象から生じ、情報処理における機能的利点を持つことを発見

した（PNAS）。 

 

●動画から人間の知覚に合う動きを抽出するアルゴリズムを開発し、

数学的性質を解明した（Journal of the Optical Society of America 

A）。 

 

● 日 本 人 基 準 ゲ ノ ム 配 列 初 版 JG1 を 構 築 し た （ Nature 

Communications）。 

 

 

●日本医科大学等との連携により、医師の診断情報が付いていない前

立腺がんの病理画像から、教師無し学習により、がんに関わる知識を

AI が自力で獲得する技術を開発した（Nature Communications）。 

 

 

③社会における人工知能研究 

●AI による代替可能性が高いと言われている公認会計士の業務を公

認会計士協会との共同研究によって精密に調査・分析することで、代

替可能性が先行研究の予測より大幅に低いこと、代替可能性の低い業

務ほど人事上の評価が高いこと、さらに AI の導入によって公認会計

士の各業務の生産性が向上することを明らかにした。 

●国際標準化活動において、直接の使用者だけでなく多様なステーク

ホルダ（顧客、運用者、社会）への影響を利用時品質(Quality-in-use)

として体系的にモデル化することにより、利用状況の分析対象を広

げ、システム・ソフトウェアの提供者が考慮すべき品質をより明確化

し有効性を高めた。また、一連の国際標準化活動に対して令和 3 年度

「産業標準化事業表彰 経済産業大臣表彰」を受賞した。 

 

 

 

 

●日本人特有のがんゲノム解析等に貢献し得る重要な

研究成果であることから、非常に高く評価する。（a,b

の観点） 

 

●がんの再発の診断精度を上げる新たな特徴を見つけ

ることに世界で初めて成功した優れた研究として国内

外で多数報道されており、非常に高く評価する。（a,b

の観点） 

 

 

●AI が職業にもたらす影響について既存研究を大幅

に修正することによって労働市場の適正化に貢献する

成果であり、非常に高く評価する。（a,b の観点） 

 

 

●産業標準化事業表彰 経済産業大臣表彰の受賞が示

すように一連の国際標準化活動は日本の産業に貢献す

る独創的なものであり、非常に高く評価する。（a,b の

観点） 

 

 

 

●AI による分類の結果を AI が記号的に説明する技術

は病理診断に限らない応用の可能性を持っており、非

常に高く評価する。（a,b の観点） 
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●AI による画像分類の結果について AI が発見した記号的概念(例え

ば、E の下の線がなければ F、真ん中に線がなければ C、など)で説明

する、説明可能 AI の技術を開発した。またその応用として、AIP の

他のチームおよび大学病院と連携して自動病理診断に関する共同研

究を開始した。 

●政府の家計調査にてバイアスを修正し欠測データを補う方法を提

案し、採用された。 

 

●本人主導のパーソナルデータ活用・促進を目指し、パーソナルデー

タを本人に集約して管理する技術の実運用を実現した（埼玉県、東京

大学との共同研究）。 

 

 

●Web Rehosting の様々なセキュリティリスクを発見し体系的に分

類して対策を提案した。（NDSS2020） 

 

 

●令和 3 年度成立のデジタル改革関連法に関して、内閣官房 IT 総合

戦略室ヒアリング（全 3 回）に出席するなど、特に個人情報保護法

2,000 個問題の解消を法改正に盛り込む議論に貢献した。 

 

④人材育成 

●非常勤 PI や国内各地の大学・研究機関等との連携を通じ、学部生、

大学院生を研究パートタイマー等として延べ 553 名採用し、OJT を

通した将来分野を担う人材の育成を推進した。 

●企業との共同研究の枠組みの中で、企業の抱える課題やデータとと

もに、企業からの客員研究員を、延べ 558 名受け入れ、技術指導を行

うなど OJT を通じて人材育成を推進した。 

 

 

 

●EBPM の推進に貢献する重要な成果であることか

ら、非常に高く評価する。（a,b の観点） 

 

●パーソナルデータを本人に集約して運用する技術を

初めて実用化したことで、教育や医療への広がりが期

待されることから、非常に高く評価する。（a,b の観点） 

 

 

●Google 等がその対策を採用したことにより、実社会

でのセキュリティの向上に貢献したことから、非常に

高く評価する。（a,b の観点） 

 

●パーソナルデータの活用促進につながる多大なる貢

献であることから、非常に高く評価する。（a,b の観点） 

 

 

 

●AI 分野の人材不足の中、外部から多くの人材を受け

入れ育成するとともに、AIP の若手研究者を多数、

GAFA など国内外の企業をはじめ、大学・公的研究機

関の教授・准教授等に転出させるなど優秀な人材の輩

出に貢献したことを評価する。（c の観点） 
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●海外研究機関等とのMOUに基づいて受け入れた海外インターン学

生について、令和 2 年度以降、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り新規受入は減ったものの、累計 142 名を受け入れた。 

●先端 IT 人材育成事業の一つとして、人工知能技術に係る様々な用

途に対応し、かつ高速に解析を行うことを目的に、人工知能技術研究

用要素の計算機システム（miniRAIDEN）を整備した。そして、令和

元年度以降、科学技術振興機構（JST）と連携し、JST の AIP プロジ

ェクトを推進する若手研究者への供用を継続し、AI 研究のための環

境を提供している。 

●センター所属の研究者 12 名が大学の教授・准教授になるなど、多

くの若手研究者が大学・公的機関や国内外のトップ IT 企業をはじめ

とする民間企業に採用されており、優秀な人材の輩出に貢献した。 

 

⑤その他 

●革新知能統合研究の最新の研究動向、センターの役割の変化等を踏

まえ、推進すべき研究や組織の見直しを行った。 

●平成 30 年度以降の特許の出願件数は国内外合わせて 65 件、登録件

数は 5 件（国内 4 件、海外 1 件）であった。 

●センター発足以前は機械学習や人工知能のトップカンファレンス

に採択される論文の数は日本全体でもひと桁であったが、近年は革新

知能統合研究センターから多数の論文が採択されるようになり、日本

の存在感が高まった。またトップ数パーセントしか選定されない

NeurIPS2021 Spotlight 等にもコンスタントに採択されるなど、同セ

ンターが日本の機械学習分野の中核を担っている。 

●非常勤 PI を通じた連携体制等の活用によりし、大学・研究機関等

との連携は年々増えており、令和 3 年度においては 70 件もの共同研

究を実施した。また、4 社（NEC、東芝、富士通、富士フイルム）と

の連携センターにおける研究をはじめ、民間企業等との共同研究・技

術指導も毎年 30 件以上実施し、AI 技術の応用に貢献した。 
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●AI 研究を支える計算リソースとして、RAIDEN 計算機システムを

整備した。研究の進捗に応じて構成機器の高度化させ、令和 3 年度時

点で演算性能を 72PFLOPS（半精度）に向上させた。また目的に即し

た外部資金利用を可能とする通達の整備や、理研研究 DX 推進に向け

た利用促進を行った。 

●令和元年に政府の AI 戦略に基づき設置された人工知能研究開発ネ

ットワークの中核機関として、産業技術研究所、情報通信研究機構と

連携し HP を通じた国内外への情報発信や中核機関との講演を行っ

た。 

●海外の研究機関等と締結した MOU は延べ 49 件にのぼり、MOU を

通じ、セミナーやワークショップ等を開催して連携を深めた。 

 Ⅰ－２－（２）数理創造研究 

 

主な評価軸（評価の視

点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

数理創造プログラム（iTHEMS）では、今世紀の基礎科学の重要課題

の一つである“宇宙・物質・生命の統合的解明”のため、数学・理論

科学を軸とした異分野融合と新たな学問領域創出を目指し、諸科学を

統合的に推進し、それを通して社会における課題発掘及び解決に一貫

して取り組んできた。国際頭脳循環ネットワーク、分野横断型セミナ

ー・ワークショップ、日常的な異分野交流等を通して、ブレイクスル

ーをもたらす若手人材の育成を進める一方で、若手研究者の自由な発

想を尊重するため、固定した研究チームや研究グループ等を置かず、

「研究セル」という緩やかな繋がりのもとで、セル間を研究者が自由

自在に行き来する柔軟な研究体制（数理創造プラットフォーム）を推

進してきた。その結果、若い研究者の学際的なコミュニケーションを

育み、新しい研究分野の種を蒔いている。⼀般的で学際的な理論研究

を通じたトレーニングにより、若手科学者は、特に全く新しい解決策

●数理科学を専門とする若手研究者が、数学、物理、

宇宙、生命、情報、計算などで、分野の枠を越えて連

携し、最先端の数理科学研究の振興、新しい分野融合

領域の創出、産業界との連携による社会課題の解決等

を図る世界的にもユニークな組織であり、数理科学的

手法を様々な分野に拡大し、多くの研究成果を生み出

したことを高く評価する。 

 

●国内の大学連携を強化するとともに、海外研究機関

と共同で新たな海外拠点を構築し、国内・国外をまた

ぐ数理科学分野における頭脳循環の礎を作っているこ

とを高く評価する。 

 

●数理科学分野において多くの若手研究者をアカデミ

＜評定に至った理由＞ 

・研究セルが有効に機能し、様々な分野との融合

研究が進み研究成果創出に繋がっていること

は、非常に高く評価する。 

 

・最先端の数学・数理科学を軸に、宇宙、物質、

生命の統合的解明に関する具体性の高い成果

が幅広く出ている点、「超スマート社会」実現

に向けた取組として、数理的手法による研究の

成果が挙がっている点は、非常に高く評価す

る。 

 

・国内外の数理科学関連機関等との学際研究を

計画通り継続し、更に拡充していることは、高
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ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組 

等 

を必要とするような分野など、新規分野における問題解決能力を身に

付け、幅広いキャリアの可能性を探ることができている。 

具体的な研究成果として以下のように、宇宙物学とデータ科学、光量

子科学と数学、感染症学と数学といった分野融合の成果を数多く輩出

し、発表論文数も上昇中である。また運営面では若手研究者のみなら

ず大学学部生など将来を担う若手人材の育成、国内外でのサテライト

の拡充、大学連携が着実に進み、幅広い属性をターゲットにしたアウ

トリーチ活動、企業との共創などでも成果が上がっている。 

 

①数学と自然科学の共進化 

純粋数学の基礎研究に加えて、その自然科学や社会科学への応用に繋

がる学際的研究を進めた。 

●代数多様体のモチーフ理論を一般化した「モジュラス付きモチーフ

理論」の基礎付けを与え、従来のモチーフ理論では捉えられなかった

多くの数論幾何学的対象を扱うことを可能にした。このことで、数論

幾何学における分岐理論を、モジュラスペアの圏上の層理論の枠組み

で新しく捉えなおす研究が始まっている。 

●「ホモロジー代数」の手法を用いて、複雑なネットワークを単純化

するための新たな縮約手法を開発した。この数理手法により、複雑な

ネットワーク構造を、その重要な性質は保ちつつ、より小さなネット

ワークへと単純化し、効率的に解析することが可能になる。 

●素粒子物理学において最初に定式化されたフェルミオン重複定理

を、非エルミート系に拡張することに数学的に成功し、開放系の物質

科学におけるトポロジカル相の分類に新しい道を拓いた。 

●多様体の幾何学、特にスカラー曲率に関するトポロジーにおいて、

閉スピン多様体の高階指数とその余次元2の部分多様体の高階指数を

結び付ける定理を証明した。また、結晶対称性を持つようなトポロジ

カル相を分類する K 群に関する T-双対性の証明を進展させた。 

 

ア又は企業の研究部門に輩出し、また優秀な若手人材

を理研に引き入れることに成功しており、数理科学に

おける若手人材育成のポンプとしての機能を果たして

いることを高く評価する。 

 

●東京大学、京都大学、奈良女子大学などとの連携を

通じて数理分野おける学部学生の育成とダイバーシテ

ィ推進に貢献していることを高く評価する。 

 

●アカデミアと産業界をスムースにつなぐ新しい機能

をもつベンチャー企業として理研数理を発足させ、3

者の密接な協力のもとで、研究者と企業を繋ぐ役割に

大きく貢献していることを高く評価する。 

 

く評価する。 

 

・若手研究者をはじめとする人材育成、アウトリ

ーチ活動、企業との連携等、研究開発成果の最

大化につながる研究マネジメント活動を着実

に実施している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

・数理科学の活躍の場が広がる中、所内外の部署

や機関との共同研究を通じ、更に様々な新分野

との連携、展開を進めることを期待する。 
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②複雑化する生命機能の数理的手法による解明 

数理モデルに基づく生命・生態の恒常性に関する理論研究に加えて、

育種や交配に関する応用研究を進めた。 

●地球環境にとっても輸入木材としても重要な熱帯樹種フタバガキ

科樹木のゲノムを解読した。雨に恵まれた東アジア熱帯に生育してい

るにもかかわらず、乾燥応答遺伝子が増加していることを見出し、熱

帯では稀な乾燥の重要性を明らかにした。地球環境変動によって、熱

帯ではエルニーニョ・南方振動と関連する大規模乾燥が深刻化してお

り、持続的林業と熱帯雨林保全への応用が期待される。 

●A型インフルエンザウイルスのヒト呼吸器管内での感染拡大につい

て、その時間的及び空間的伝搬を記述するため、呼吸器管内でのウイ

ルスの拡散と呼吸器管上方へのウイルス移流を行う生理機能が同時

に考慮された新たな数理モデルを提唱した。 

●60 年以上の未解決問題である「体内時計の温度補償性」の解明に向

けて東京大等の実験グループと共同研究を行い、カルシウムに関する

シグナル経路が振幅を調整しつつ体内時計の周期を安定化すること

を発見した。 

●自然界で多様な生物種が共存し、「競争強者」が「弱者」を排除して

しまわないのはなぜかという生態学の未解決問題に対して、「ムダの

進化」によって、異種間の競争の影響が緩和され、多種の共存が促進

されうることを示す新しい数理モデルを提唱した。 

 

③数理的手法による時空と物質の起源の解明 

解析的数理手法及び数値的・データ科学的方法により、宇宙における

極限的な現象の解明を進めた。 

●ブラックホールの振動パターンのうち、最も励起されやすい振動パ

ターンの「普遍的な組み合わせ」を理論計算から明らかにした。この

結果は、ブラックホール連星の合体直後に伝搬する時空のひずみ（重
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力波）の観測データによるブラックホールの重さや回転速度の測定

や、アインシュタインの一般相対性理論の精密な検証に貢献する。 

●爆発的天体現象であるガンマ線バーストについて、372 件の事例の

詳細なデータ解析を行うことで、キロノバと同時発生する短時間ガン

マ線バーストが新しい標準光源として有効であり、宇宙の距離を測る

最長の“ものさし"となり得ることを示した。 

●スーパーコンピュータ「京」を用いた大規模数値シミュレーション

で、中性子星の内部状態の解明に重要な、ストレンジクォーク 2 個を

含むハイペロンの力を初めて決定した。この理論計算は、欧州原子核

研究機構（CERN）の大型ハドロン衝突型加速器(LHC)を用いた国際

共同実験グループにより検証された。 

●アインシュタイン重力と物質場の量子論を組み合わせて解析し、蒸

発するブラックホール内部の量子状態の性質や、ブラックホールのエ

ントロピーは励起した S 波状態が担っていることを明らかにした。 

 

④数理科学的手法による機械学習技術の探求 

量子コンピュータ、ビッグデータ、機械学習を援用して基礎科学や社

会課題の解決を目指すとともに、数理手法の発展を進めている。 

●シュウィンガー模型と呼ばれる 1 次元量子系において、電荷が反対

の粒子間に斥力が働く状況を、数値シミュレーションにより実現する

ことに成功した。これは量子計算機で用いられる量子アルゴリズムの

新たな応用で、通常の方法では解析が困難だった初期宇宙の時間発展

や、有限密度領域における初期宇宙の相構造などの重要な問題の理解

に貢献することが期待される。 

●最新のビッグデータ・ネットワーク科学を用いて、地方銀行が持つ

厳重に保護された企業間取引に関するビッグデータを用いて、資金の

流れの構造を解明することに成功した。地域経済のダイナミクスを明

らかにすることで、景気変動や経済危機の発生・伝搬の構造といった
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マクロ経済現象の理解につながり、経済の安定化に向けた政策提言に

貢献すると期待できる。 

●量子コンピュータを念頭に、シュレディンガー方程式をスピンハミ

ルトニアンで表現し、量子アニーリング法を用いて解く新しいアルゴ

リズムを提案し、その有効性を実証した。 

●大規模な最適化問題を高速かつ精密に解くための、量子古典ハイブ

リット計算手法を提案した。その産業応用を視野に入れて、特許出願

を行った。 

 

⑤分野及び階層等を越えた人材育成 

【運営】 

●国際頭脳循環ネットワーク、分野横断型セミナー・ワークショップ、

日常的な異分野交流等を通して、ブレイクスルーをもたらす若手人材

の育成を進めた。若手研究者の自由な発想を尊重するため、固定した

研究チームや研究グループ等を置かず、「研究セル」という緩やかな繋

がりのもとで、セル間を研究者が自由自在に行き来する柔軟な研究体

制（数理創造プラットフォーム）を採用している。 

【国内外サテライトオフィスの拡充】 

●カリフォルニア大学バークレー校の NSF Physics Frontier Center

と共同で、RIKEN-Berkeley Center を発足させ、数理創造プログラ

ムの居室を完成させた。 

●九州大学マス・フォア・インダストリー研究所、京都大学大学院理

学研究科、東京大学大学院数理科学研究科、東北大学材料科学高等研

究所と連携し、それぞれに SUURI-COOL と呼ぶ合同オフィスを設置

し、数理創造プログラムの研究者と各大学の研究者が情報交換や研究

討論を行える頭脳循環システムを構築した。 

【大学との連携】 

●京都大学理学研究科の MACS 教育プログラム、京都大学高等研究

院及びハイデルベルグ大学、京都大学思修館、武蔵野大学数理工学セ
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ンター、東北大学材料科学高等研究所等と連携し、数理科学、臨床医

学、物質科学、情報科学、数学の応用、経済等幅広い分野に関する講

演やワークショップ、セミナーを開催し、学部生や院生、研究者の交

流を進めた。 

●東京大学大学院数理科学研究科と連携して、東京大学教養学部にて

学術フロンティア連続講義（毎年 13 回）を数理創造プログラムの若

手研究者が平成 30 年度より継続して行った。令和 4 年度からは、東

京大学と京都大学の正式な合同授業（同じ講義をオンラインで聴講

し、それぞれの大学で単位取得可能という日本で初めてのシステム）

に拡大すべく整備を行った。 

【若手研究者育成とダイバーシティ推進】 

●若手研究者が主体的に企画するボトムアップ型連携研究活動とし

て、宇宙と AI、経済物理、ダークマター、重力波と状態方程式、非平

衡科学、数理物理などのワーキンググループ、ビッグバン、理論物理、

数学、量子物質、数理生物、情報理論などのスタディグループが発足

し、理研内外の研究者を交えて、共同研究やセミナーなどの活動を行

った。 

●バークレー拠点への若手研究者の長期派遣（数年間）又は短期派遣

（数ヶ月未満）を継続して行った。 

●副プログラムディレクターとして外国人女性研究者を採用すると

ともに、国際公募による外国人若手研究員の積極的な採用、令和 3 年

度には分野を特定しない女性限定公募行い（上級研究員 1 名を採用）、

ダイバーシティを推進した。 

●女性研究者育成に向けて、奈良女子大学と連携して、理研研究者に

よる奈良女子大学理学部 1、2 年生向けのオンライン連続講義令和 2

年度より開講し、この講義を京大 MACS 教育プログラムの聴講希望

者にもオンライン配信した。 

【アウトリーチ活動】 
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●基礎科学の重要性の周知を目的に「役に立たない科学が役に立つ」

（東大出版会）をはじめとする書籍の執筆・出版したほか、基礎科学

の普及を図るため、小中高生や大学生、社会人を対象にしたオンライ

ン市民講演会（令和 2 年度 5 件、令和 3 年度 4 件）を開催した。 

●基礎科学が拓く可能な未来を一般に知ってもらうため、広告代理店

と連携し「Useless Prototyping Srtudio」と称し、その第一号アート

作品として科学者・クリエーター・デザイナーが共同で制作した「ブ

ラックホールレコーダー」を日本科学未来館で公開展示した。 

●科学ジャーナリストと研究者をつなぐ活動「ジャーナリスト・イン・

レジデンス」を平成 30 年度より継続してサポートし、科学ジャーナ

リストの理研滞在や、合同の研究会を開催した。  

【企業との共創活動】 

●理研と ICT 企業から出資を受けて令和 2 年 10 月に理研数理を発足

させ、これを科学面で支援することで、理研研究者と外部企業を繋ぐ

活動を進めた。 

●海外企業と連携し、基礎科学分野における最先端の量子計算アルゴ

リズムの開発研究を継続して行った。 

●国内企業と連携し、最適化問題を高速で解くための、量子-古典ハイ

ブリッドアルゴリズムの開発を継続して行った。 

 Ⅰ－２－（３）生命医科学研究 

 

主な評価軸（評価の視

点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

①ゲノム機能医科学研究 

●長鎖ノンコーディング RNA（lncRNA）の大規模なトランスクリプ

トーム解析により、機能性データベースを構築した。これにより、生

物種を越えて細胞のアイデンティティーを形成する遺伝子発現パタ

ーンを発見した。また、理研が有する独自の遺伝子解析手法を応用し

 

●lncRNA はヒトゲノムの転写産物の大半を占める

が、その機能はほとんど分かっておらず、世界最大規

模の lncRNA 機能性データベースを、国際共同研究を

リードして構築・公開したことは特に顕著な成果と認

められる点で、非常に高く評価する。また、独自の世

＜評定に至った理由＞ 

・ヒトの生物学的理解を通し、疾患の理解と克服

に貢献する研究を強力に推進し、新たな技術の

創出から社会実装の貢献まで、多くの特出すべ

き成果を創出しているため、非常に高く評価す

る。 
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中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組 

等 

た「C1 CAGE 法」を開発し、細胞状態を特徴付ける遺伝子ネットワ

ークの変化を捉えることに成功した。 

 

 

 

 

●乳がんの原因とされる 11 遺伝子について、日本人の乳がん患者を

含む 1 万 8 千人以上の世界最大規模となるゲノム解析から、半数以上

が新規である 244 個の病的バリアントを同定するとともに、日本人に

特徴的な病的バリアント・遺伝子ごとの乳がんのリスク、病的バリア

ントを持つヒトの臨床的特徴を明らかにし、データベースを構築し

た。 

 

 

●日本人約 18 万人の DNA を解析し、体細胞モザイクががん化に影

響を与え、血液悪性腫瘍では発症前に変化することを明らかにした。

さらに、白血病発症に関連する日本人特有の変異を同定した。 

 

 

②ヒト免疫医科学研究 

●ヒトの免疫系を直接対象として、ゲノムの多様性とともに免疫応答

の個人差と免疫システム全体を理解する方向の研究でデータセット

完成の目途が立ったこと、ヒトの遺伝子変異に伴う免疫異常のメカニ

ズムをマウスで詳細に明らかにしたことの両方の成果を挙げること

ができた 。 

 

●健常人末梢血からの 29 サブセットでの遺伝子発現、オープンクロ

マチン測定、mRNA 転写開始点情報などのデータセットが完成に近

界最先端技術 C1 CAGE 法の開発も、非常に高く評価

する。  

 

 

 

 

●乳がんの原因とされる 11 遺伝子のバリアントを網

羅的に解析した成果は、リスクや疾病の診断に非常に

重要であるとともに、乳がん治療研究のための重要知

見を提供している点で非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●後天的 DNA 変異を表す体細胞モザイクを検出し日

本人特有のがん化機序を発見した事は、データベース

の有効活用と臨床医学への貢献として特に顕著な成果

と認められる点で、非常に高く評価する。 

 

 

●ヒトの免疫系を直接理解する方向は、新型コロナウ

イルス感染にも応用可能であり、重要な成果として非

常に高く評価する。 

 

 

 

●ヒト免疫系のゲノムと機能の多様性理解のための基

盤技術構築が進んでいることは非常に高く評価する。 

 

 

・ゲノム機能・ヒト免疫・がん免疫・疾患システ

ムのそれぞれの研究より、将来に向けて有用・

有効な研究成果が数多く上がっており、顕著な

研究成果として、高く評価する。 

 

・ゲノム機能医科学研究の白血病発症に関する

日本人特有の変異の同定に関しては、日本人約

18 万人の大規模な DNA 解析の結果得られた成

果である。我が国において大規模なゲノム情報

を用いてがん化機序を発見したことは、データ

ベースを活用した研究の成功例の一つとして、

非常に高く評価する。 

 

・ヒト免疫医科学研究では、ヒト免疫系のゲノム

と機能の多様性理解の構築が進むと共に、原発

性免疫不全患者で AIOLOS 遺伝子異常が B 細胞

欠損という疾患メカニズムを明らかにした成

果が得られており、非常に高く評価する。 

 

・疾患システムズ医科学研究では、脂質代謝メタ

ボロームに対する解析プラットフォームを構

築し、今まで解析困難であった疎水性代謝産物

研究において疾患とリンクする新たな脂質代

謝経路を見出し、本領域における新たなアプロ

ーチを可能にした成果は、非常に高く評価す

る。 

 

・がん免疫基盤研究では、二つのプロジェクトで
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く、またヘルパー型 CD4 陽性 T 細胞や単球サブセットの静止時と刺

激時での同様な測定のデータセットの構築も進んだ。 

 

 

●２型自然リンパ球（ILC2）が、肺線維症の成立や一部のがん形成に

抑制的に働いていることを明らかにした。 

 

 

●原発性免疫不全患者の解析で、AIOLOS 遺伝子の突然変異で B 細

胞が欠損することを明らかにした。 

 

③疾患システムズ医科学研究 

免疫系・神経系・内分泌系各臓器間の相互作用を介した、高次の環境

応答メカニズムを細胞・分子レベルで層別的に理解するための計測技

術・数理モデル構築等に係る技術開発を行い、以下の成果を創出した。 

●健常者の便中から感染抵抗性や抗腫瘍効果を高める腸内細菌株を

同定・単離することに成功した。さらに、マウスを用いて、この菌株

を摂取することにより、感染抵抗性や抗腫瘍免疫応答が強まり、がん

や感染症に対する予防効果が得られることを発見した。 

 

 

●脂質メタボローム（代謝物）の階層においては、解析プラットフォ

ームを完成させ、高精度な脂質アトラスを構築し、疾患とリンクする

新たな脂質代謝経路を見出した。 

 

●免疫細胞に由来する代謝産物としても産生されるガンマ-アミノ酪

酸(GABA)が内因性の抗腫瘍活性を抑制すること、GABA 酸性の抑制

により抗腫瘍活性が亢進することを見出し、新たな抗腫瘍免疫療法の

原理を明らかにした。 

 

 

 

●自然リンパ球の新しい病態形成への役割を明らかに

したことは非常に高く評価する。 

 

 

●遺伝子の突然変異と疾患のメカニズムを明らかにし

たことは、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●健常者糞便メタゲノムを用いた研究は、新たな研究

領域を切り開いたものである点で、非常に高く評価す 

る。 

 

 

 

●代謝物アトラスの構築は、これまでアクセスが困難

であった疎水性代謝産物研究に初めて大きな道筋を刻

んだものであり、非常に高く評価する。 

 

●免疫細胞の代謝物と抗腫瘍活性を結びつけたことに

より新たな悪性腫瘍治療原理の実証がなされたもので

あり、非常に高く評価する。 

 

 

の理研が開発した免疫療法を応用した、トラン

スレーショナルリサーチとして 2 件の進行が

んへの医師主導型の治験が実施された（世界

初）。さらに、人工アジェバンドベクター細胞

（aAVC）技術に関し、アステラス製薬と全世界

独占ライセンス契約締結など、疾患治療につな

がる成果が出ており、非常に高く評価する。 

 

・慶應義塾大学との包括協定のもと、拠点を設置

して臨床現場との連携を強化し、ヒトの疾患発

症のメカニズムや治療に関する研究を推進し

たことは、高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

・今後更なる他大学医学部等との多様な連携に

よるヒト研究の推進を期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・多くの課題で予定より早く研究が進捗し、特筆

する成果が出ている。 
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④がん免疫基盤研究 

一細胞オミックス解析技術等を駆使して、がん組織の解析を進め、が

んの免疫からの回避に関係する免疫原性及びがん維持に関する分子

などがんの進展機序に関する多数の分子・細胞同定に成功した。また

このようながん基礎研究に基づく免疫療法を開始した。 

●二つのプロジェクトにおいて、基礎研究として進行がんを抑制でき

る免疫療法を確立し、トランスレーショナルリサーチとして世界初の

first-in human の医師主導型治験を我が国において実施した (iPS-

NKT 治験、及び aAVC-WT1 治験)。 

 

●国際がんゲノムコンソーシアムの集大成として、次世代のがんゲノ

ム医療の解析基盤構築に貢献する全ゲノムの大規模解析を完結させ

た。 

 

 

●白血病発症に関与する標的分子と阻害剤のスクリーニングのみな

らず、高感受性薬剤の組み合わせにより白血病細胞を完全に死滅させ

ることに成功した。 

 

 

●がん免疫細胞製剤として独自に開発した人工アジュバントベクタ

ー細胞（aAVC）作製のための基盤技術を使った細胞医薬の研究開発・

商業化について、癌領域を対象に、アステラス製薬との間で全世界に

おける独占的ライセンス契約を締結した。 

 

 

【マネジメント】 

 

●理研において独自に開発した基礎研究の免疫療法を

医師主導治験に世界で初めて応用したものであり、非

常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●日本の代表機関として国際がんゲノムコンソーシア

ムに参画し、がん全ゲノム及びトランスクリプトーム

解析に貢献し、本領域の研究推進に大きく寄与した点

で、非常に高く評価する。 

 

●独自のシステムにおいて腫瘍細胞のゲノムスクリー

ニングとケミカルスクリーニングを融合することで得

られた知見であり、当該分野において顕著な成果とし

て、非常に高く評価する。 

 

●産学連携による新たながん治療法となる aAVC 技術

の開発は、産学連携による顕著な成果として非常に高

く評価する。 
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●IMS は旧統合生命医科学研究センターと旧ライフサイエンス基盤

研究センター・機能性ゲノム解析部門の統合により発足した新センタ

ーであり、旧組織の融合を円滑に進めるため、意思決定、意見交換を

目的とした公式会議として、毎月運営会議、幹事会、センター会議（す

べて英語）を開催している。2020 年からの新型コロナウイルスの感染

拡大に伴い研究部門、事務部門ともに在宅中心の勤務形態に切り替わ

る中、優先的に対応すべき業務と、緊急性を伴わない業務に整理しマ

ネジメントすることで、感染拡大を抑制し、かつ研究活動度を大きく

低下させることなく、トップレベルの成果を継続的に創出した。 

センター内の研究者の融合のための取組として以下を行った。 

・融合研究として、研究室横断プロジェクトを 12 件実施した。 

ハイレベルな研究成果を創出するための研究支援機能として以下の

事項を行った。 

・研究基盤プラットフォームの整備と運営 

IMS 内の研究の支援機能として、平成 30 年度以降、動物、ゲノム解

析、イメージング、FACS、メタボロミクス解析の支援機能を整備し、

研究活動の支援を実施した。また、既存 BSL-3 施設を改修し新型コロ

ナウイルスの取扱いが可能な施設に更新するとともに、新たに動物用

BSL-3 施設も整備し、感染症研究を推進するための環境整備を進め

た。さらにヒトサンプルの効率的な採取や被験者保護を目的とし、理

研横浜キャンパス内に主に採血を目的とした IMS 診療所を新設し、

運営した。 

・生命倫理ワーキンググループ 

オープンサイエンスにおける個人情報の取扱い、中央一括 IRB 審査

導入における問題検討等、生命医科学が直面する生命倫理課題への検

討を行った。 

・クラウドサーバ化への取組 
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大容量化するゲノム情報等のヒトデータを安全かつ低コストで保管

し、高精度に解析するための民間クラウドサーバの設計、概念実証を

実施。 

 

ヒト医科学研究推進のため、ヒト試料へのアクセスルート形成のた

め、以下の取組を行った。 

・慶應理研連携拠点の設置 

従来から東京大学医科学研究所にバイオバンクジャパンのヒトゲノ

ムデータアクセスを念頭においた拠点を形成し、東京大学との連携を

実施しているが、令和 3 年に新たに慶應義塾大学医学部内に慶應理研

連携拠点を設置し、慶應病院の患者サンプルへのアクセスを可能と

し、主に一細胞解析を中心とした慶應義塾大学との共同研究を複数開

始した。 

 

【人材育成】 

●若手融合領域リーダー育成プログラムを実施し、本中長期計画期間

中は 5 名の若手研究者(YCI)の独立型研究について、ホストラボとセ

ンター内外のアドバイザーが支援を行った。中長期計画期間中、YCI 

4 名が責任著者として論文発表した（Cell 2019, Comm Biol 2019, 

Nature Genetics 2021, Cell Metabolism 2022）。中長期計画期間中に

所属した5名のうち3名が理研チームリーダー、1名が海外大学（Head 

of Proteomics Platform）に着任した（1 名は現在も在籍）。これまで

に本プログラムを終了した全 9 名中、大学教授 2 名、准教授 2 名、理

研チームリーダー4 名、海外大学 1 名を輩出している。 

●連携大学院制度や理研 IPA プログラム等を通じて IMS に受入れて

いる学生に対し、チューターとサブチューターが定期的に相談にあた

る、チューター制度を開始した。本中長期計画期間中、延べ 184 名（令

和元年度 60 名、令和 2 年度 59 名、令和 3 年度 65 名）の学生を支援

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●YCI プログラムを設置し、若手研究リーダーを着実

に育成・輩出している点は評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●理研で研究を実施する学生は、国内外の大学等教育

機関に所属していることから、個々に状況が異なる。

個人のおかれた状況に沿って学生をサポートするチュ

ーター制度をセンターで設置・運用している点は評価

する。 
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●若手研究員のスキルアップ支援として、ネイティブの専門家による

英語プレゼン個別指導を行った。また、キャリア構築の視点を広げる

ことを目的にキャリアディベロプメントセミナーを実施した。 

 Ⅰ－２－（４）生命機能科学研究 

 

主な評価軸（評価の視

点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

①分子・細胞状態の可視化と予測・操作研究 

●超解像ライトシート顕微鏡を開発し、空間分解能 100nm 以下、撮

影時間数分以下で細胞1個まるごとの超解像３次元像取得を実現する

とともに、エピゲノム状態や代謝状態を可視化する新規蛍光プローブ

や、ウイルスや宿主細胞の内在性 RNA を配列特異的に認識し細胞内

での局在を操作するプローブを開発した。 

 

●人工知能を組み込んだ細胞内１分子イメージング完全自動化顕微

鏡システム「AiSIS」を開発するとともに、ハイスループット化の実

現、前処理等のさらなる包括的な自動化を進めると同時に、創薬の対

象となる GPCRや RTK 等の受容体解析に適用した評価手法の開発な

どにより、本システムを用いた大規模解析による新規薬剤スクリーニ

ング法を開発した。 

 

 

 

 

●光学顕微鏡で観察した細胞を１つずつ分取し、分取した細胞の遺伝

子発現状態を解析できる細胞分析システムを構築するとともに、それ

を自動化することで数千個の細胞のデータセットを取得し、そのデー

 

●当初の目標を上回る性能の３次元高速高分解能の超

解像顕微鏡を開発するとともに、細胞内の様々な状態

を可視化するプローブを開発し、さらにプローブ開発

技術を生かして新型コロナウイルス等の感染症対策に

も資する成果をあげており、非常に高く評価する。 

 

 

●様々な生命科学研究を加速させる１分子動態を自動

で大規模に解析するシステムを構築するとともに、こ

れまでに前例のない細胞内生体分子の１分子動態解析

に基づく大規模な新規薬剤スクリーニング法の開発に

至っており、抗がん剤や老化細胞除去治療薬のスクリ

ーニング等への応用も期待でき、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●１細胞観察と分取後の他の解析を融合するととも

に、大量に解析するために自動化した本プラットフォ

＜評定に至った理由＞ 

①分子・細胞状態の可視化と予測・操作研究 

・超解像顕微鏡、人工知能を組み込んだ完全自動

化顕微鏡システムなどの機器開発及び活用し

た研究推進、機器分析と AI や計算科学の手法

を活用した多くの革新的研究成果が得られて

いることは、非常に高く評価する。 

 

・分子レベルから細胞レベルまで計測だけでな

く操作を可能とする、多くの成果があがってお

り、生命機能の各種基本原理解明につながる数

多くの研究成果が創出された。更なる応用や新

たな研究への展開につながったことは、実装実

現に向けても、非常に高く評価する。 

 

②生物のライフサイクル進行の制御機構の解明

研究 

・独自性の高い、透明化技術に加え、高速イメー

ジング技術・高速データ解析技術・組織染色技

術を開発し臓器内の全細胞アトラス作製と解
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を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組 

等 

タを用いて AI により細胞画像から細胞の状態を推定するプラットフ

ォームを開発した。 

 

 

●クライオ電子顕微鏡や NMR を用いた動的生体分子構造解析によ

り、RNA ポリメラーゼⅡがヒストンに巻き付いた DNA から遺伝子

の読み取りを行う一連のステップの立体構造解析や、G タンパク質共

役型受容体のシグナル選択性をもたらす動的な構造変化過程の解明

等の成果をあげた。 

 

 

 

●水溶液中で変化し続けるタンパク質構造を解析するために、タンパ

ク質を構成する原子や周囲の水分子に働く力を計算し、コンピュータ

内でタンパク質を「動かす」手法である分子動力学（MD）のシミュ

レーション専用計算機「MDGRAPE-4A」の開発に成功するとともに、

それを用いて新型コロナウイルスのメインプロテアーゼにプロテア

ーゼ阻害剤が結合する過程のシミュレーションを高速に計算した。 

 

 

 

 

●これまで人間が行ってきた基礎研究における細胞培養の動作・判断

を、ロボットと AI に置き換え、10 日間にわたる自律細胞培養に成功

した。 

 

 

②細胞から臓器へと階層を繋ぐ臓器形成機構と臓器間連関機構の解

明 

ームの構築により、データ駆動的に同定した細胞の状

態を細胞画像から推定することが可能になったもので

あり、非常に高く評価する。 

 

 

●動的生体分子構造解析のための高度基盤技術によっ

て、巨大分子複合体の近原子レベルの構造解析を行い

生命科学上の長年の謎を解明するとともに、様々な生

理機能や疾患に関わる GPCR を標的とした医薬品の

作用機序の理解、副作用の少ない開発にもつながる成

果をあげており、非常に高く評価する。 

 

 

 

●本計算機の開発は候補分子とタンパク質とが実際に

結合するときの構造変化を探索し、より高精度な予測

を可能とし、タンパク質の「形」だけではなく「動き」

を制御する分子を開発する上でも有望であり、創薬の

可能性の拡大が期待できるとともに、新型コロナウイ

ルス感染症対策としてプロテアーゼ活性を効率よく阻

害する阻害剤の開発や候補分子のスクリーニングに貢

献する成果をあげており、非常に高く評価する。 

 

 

●生物学実験の自動化による研究効率の向上、手法の

標準化及び遠隔実験・自動実験は、コロナ時代の新研

究スタイルの確立に資するものとして高く評価する。 

 

 

析ソフトの公開を行い、生命機能解明に貢献す

る重要な成果を創出したことを、非常に高く評

価する。 

 

・ヒト膀胱オルガノイド、気管オルガノイドの作

製に成功し、技術開発だけでなく、関連する病

態理解につながる成果を上げたことは、非常に

高く評価する。 

 

・独自性の高い解析手法を構築し、毛包幹細胞の

発生起源の定説を覆す発見をした。幹細胞生物

学及び再生医療研究の新たな基盤知識となる

ことが期待できることから、非常に高く評価す

る。 

 

③生物のライフサイクル進行の制御機構の解明

研究 

・卵母細胞の老化研究に有用なリソースを提供

した。また、食餌制限と卵子の老化緩和に関す

る研究を推進し、老化スピードを制御する経路

の研究への進展が期待できる成果を得たこと

は、非常に高く評価する。 

 

・霊長類の生体内部の機能変化を測定・解析する

技術開発に成功し、霊長類の脳の非侵襲画像収

集技術において世界最高水準を達成するなど、

ヒトの疾患解析に応用可能な技術を構築した

ことは、非常に高く評価する。 
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●水溶性化合物を用いた組織透明化の化学的原理の基礎を確立した。

また、組織透明化技術「CUBIC」に適した高速イメージング技術

「MOVIE」及び高速データ解析技術、組織染色技術等の開発により、

マウス脳全細胞約 1 億個の短時間での検出・解析や成体マウス各臓器

の全細胞アトラスの完成といった透明化した臓器内の全ての細胞を

解析する全細胞解析を実現するとともに、より大きな動物であるラッ

トの全脳全細胞解析に着手した。さらに、マウス脳のクラウドベース

での解析ソフトウェア CUBIC-Cloud を開発し公表した。 

 

 

●ヒト iPS 細胞からの分化誘導により膀胱上皮細胞を 3 次元的に作

製することに成功するとともに、作製した膀胱上皮のオルガノイドを

間葉系細胞と 3 次元的に共培養することで、膀胱特有の 3 層上皮構造

を発生させることに成功した。この手法により、高度化・機能化した

膀胱オルガノイドが作製できることを示した。 

 

 

●気管、気管支の幹細胞である基底細胞が、胎児期に運命決定する際

に重要な分子として Tgfb-Id 軸を発見するとともに、この Tgfb-Id 軸

が成体マウスの呼吸器損傷再生時にも活性化することで、幹細胞の休

止期ー増殖期の移行を制御していることを発見した。さらに、ヒト

ES/iPS 細胞から気管オルガノイドを作出する技術開発を行い、胎生

期の気管細胞の誘導に成功した。 

 

 

●長期 ex vivo ライブイメージングと１細胞トランスクリプトームを

組み合わせたデータ駆動型手法により、発生期の毛包細胞の動態をこ

れまでにない精度で解析することで、毛包幹細胞が従来の定説とは異

なる細胞に由来し、既知のメカニズムとは異なる仕組みで誘導される

 

●組織透明化技術を発展させ、組織染色技術や高速・

高分解能のイメージング技術及び解析技術を組み合わ

せることで、臓器内または全身の全ての細胞を 1 細胞

も余すところなく観察、検出し、これまでの観察では

見落としていた細胞や構造などの観察、定量を可能に

する成果をあげており、非常に高く評価する。 

 

 

 

●ヒト iPS 細胞から高度化・機能化した膀胱オルガノ

イドの作製に成功するとともに、複数臓器の連結に向

け、既に作製に成功している腎臓オルガノイドとの接

続による尿路系臓器オルガノイドの一体構築の実現に

も繋がる成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

●気道上皮の組織幹細胞が組織の損傷に応答して増殖

するメカニズムの基本原理の理解を与えるものである

とともに、基底細胞の過剰な増殖によって生じる肺扁

平上皮がんの病態理解にもつながる成果であり、非常

に高く評価する。 

 

 

 

●独自のデータ駆動型手法を駆使することで成し得た

毛包幹細胞の発生起源の定説を覆す発見であり、幹細

胞生物学及び再生医療研究の新たな基盤知識となるこ

とが期待でき、非常に高く評価する。 

・ヒトの発生から老化まで細胞から個体にわた

る生命機能の基本原理に関わる研究を推進し、

着実な成果を創出したことは、非常に高く評価

する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

・今後更なる他大学医学部等との多様な連携に

よるヒト研究の推進に期待する。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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ことを明らかにするとともに、毛包を構成する細胞の区画化と幹細胞

誘導を同時に可能とする新しい形態形成モデル「テレスコープモデ

ル」を見出した。 

●脳内で発現する女性ホルモン産生酵素「アロマターゼ」の発現量が

ヒトの性格の個人差に関連することを、PET による脳画像解析で明ら

かにした。 

 

 

③生物のライフサイクル進行の制御機構の解明研究 

●老化マウスの卵母細胞について一細胞 RamDA-seq 解析を行い、ラ

イフステージ後半で顕著なトランスクリプトーム変化を見出した。ま

た、食餌制限は老化依存的なトランスクリプトーム変化をシフトさ

せ、それは染色体接着因子の老化依存的な減少の緩和を伴うことを示

した。 

 

 

●霊長類の生体内部構造・機能を高解像度で正確に観察する基盤技術

（MRI・PET データ収集・前処理解析技術）を確立し、画像データや

行動・遺伝子情報の収集を行うとともに、膨大な画像データを自動的

かつ高速で前処置解析ができる技術システムを構築した。さらに、非

侵襲 MRI 技術の高性能化・高解像度化に成功し、老化によるヒトの

生体臓器（脳）の組成・機能連絡性に大幅な変化を見出した。 

 

 

 

 

●マウス ES 細胞の分化に伴う染色体の時間的・空間的な構造変化の

実態が、トポロジカルドメイン(TAD)と呼ばれる約 1Mbp（メガベー

ス＝100万塩基対)のDNAの塊を単位とする核内配置の変化であるこ

 

 

 

●非侵襲イメージング技術によってヒトの性格・気質

を生み出す生物学的基盤を明らかにするとともに、社

会性に問題を抱える発達障害の症状改善方法の探索へ

の貢献が期待できる成果であり、高く評価する。 

 

 

●卵母細胞の老化を理解する上で基盤的となるリソー

スを提供するとともに、食餌制限により卵子の老化を

緩和できることを示唆し、老化スピードを制御する経

路の研究への進展が期待できる成果であり、非常に高

く評価する。 

 

 

●霊長類の生体内部の機能変化を高分解能・高解像度

で測定・解析する技術の開発に成功するとともに、霊

長類の脳の非侵襲画像収集技術において世界最高水準

を達成するなど、ヒトの脳画像との比較に基づく脳研

究や精神神経疾患の病態モデル研究に向けた基盤技術

として貢献すると期待でき、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●哺乳類染色体の三次元構造の構築原理に迫るもので

あり、染色体の構造変化と遺伝子発現制御の統合的な

理解、例えば、染色体の三次元構造変化から、将来の
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とを、1 細胞レベルで解明した。この核内配置の変化が、染色体上の

様々な領域で生じ、その領域の遺伝子発現の活性化とよく対応し、遺

伝子発現の活性化よりも先に起きることも明らかにした。 

 

 

●マウスの脳（視床下部）の一部に存在する神経細胞群を興奮させる

ことで、通常は冬眠しない動物に冬眠に似た状態に誘導できることを

発見し、人間でも冬眠を誘導できる可能性を示唆した。 

 

 

 

【人材育成・マネジメント等】 

●センター長のリーダーシップのもと、６つのセンター内横断プロジ

ェクトを推進し、センターミッションの実現に向けて、多様な研究分

野のメンバーが揃う生命機能科学研究センター（BDR）の強みを最大

限に発揮すべき分野の垣根を超えた連携強化を図った。 

 

●分野横断で進める BDR オルガノイドプロジェクトの戦略的パート

ナーとして、米国シンシナティ小児病院/幹細胞オルガノイドセンター

（CuSTOM）との連携を開始し、双方の技術の交換や人材交流を促進

するとともに国際シンポジウムの開催等を行い、世界における当該分

野の牽引役として、戦略的に連携を進めた。 

 

●政府関係機関移転基本方針を契機として発足した理化学研究所広

島大学共同研究拠点において、科学技術ハブの活動として、広島大学

との共同研究、相互クロスアポイントメントなどを実施、地域の活動

にも積極的に参加した。また、大阪大学、神戸大学など各地区におけ

るアカデミア機関とも研究交流を促進するとともに、神戸医療産業都

遺伝子発現変化の予測を可能にすることが期待できる

ものであり、非常に高く評価する。 

 

 

 

●冬眠のように制御された低代謝を臨床へ応用するこ

とで、外傷や疾患によって組織が受けるダメージの回

避等へつながる成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●幅広い分野を有するセンターの強みを最大限活用す

る体制構築を進め、BDR のミッション達成を強力に後

押しすることが期待でき、評価する。 

 

 

●世界初のオルガノイドに特化した研究所と継続して

連携を深めることで、BDR の持つ世界有数のオルガノ

イド研究体制を更に強化し、当該研究分野を牽引して

いくことが期待でき、高く評価する。 

 

 

●より学際的な研究を実現するとともに、地域振興に

も貢献していると評価する。 
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市にある兵庫県立こども病院と合同セミナーの開催、病院の症例検討

会への参加など臨床現場との連携も促進した。 

●PI に対し、定期的なラボ評価を行った。また、若手研究者向けに

Young Researchers Forum（研究発表や質疑応答のトレーニングの一

環ともなる所内向けの発表の場）を設け、研究能力向上を図った。さ

らに、連携大学院制度等を通じた学生の受入れ、大学生に対するレク

チャープログラム、中高生のための特別授業等を実施した。 

●科学界における女性研究者の認知度向上と次世代の女性研究者の

育成に貢献するため、最先端の研究を行っている若手をはじめ様々な

キャリアを持つライフサイエンス分野の女性研究者とその研究成果

を取り上げたセミナーシリーズ”Women and Future in Science”を

開始した。 

 

●181 報のプレスリリースの発信や、イベントでのブース出展・講演

等に加え、コロナ禍においてもオンラインでの一般公開やセミナー

等、広く一般に向けたイベントを実施した。さらに、高校生対象の生

命科学体験講座や、高校教員に向けて最先端の研究内容をレクチャ

ー、神戸、大阪、横浜、広島等からの多くの視察・見学を受け入れた。

また、大規模な国際シンポジウム「BDR シンポジウム」を開催した。 

 

●PI、次世代の研究リーダー、次世代の研究者、それ

ぞれに即した効果的な人材育成を積極的に行うことで

人材育成に大きく貢献していると評価する。 

 

 

●科学コミュニティにおける女性研究者への注目度を

高めるとともに、BDR に所属する学生や研究員を含め

た若手の女性研究者を活気づける重要な取組であり、

非常に高く評価する。 

 

 

●コロナ禍においても、積極的なアウトリーチによっ

て、研究成果を社会に還元できていると評価する。 

 Ⅰ－２－（５）脳神経科学研究 

 

主な評価軸（評価の視

点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

①ヒト脳高次認知機能解明を目指した研究 

●脳イメージング解析を用いて、自閉症当事者には特定の脳領域にお

ける情報処理の仕方に特性があることを発見し、またその特性がコミ

ュニケーションの困難さやこだわりといった自閉症の症状と関連し

ていることを見出した。 

 

 

●自閉症の新しい診断法の開発にもつながる画期的な

成果であり、高く評価する。 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・ヒト脳高次認知機能解明、動物モデルに基づい

た階層横断的研究、データ駆動型脳研究、精神・

神経疾患の診断・治療法開発までの幅広いテー

マで、年度計画に対し、顕著な成果、新たな視

点からの成果など計画を超えた多くの画期的
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中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組  

等 

●他人の利益を考慮する意思決定の脳回路を同定し、この回路の働き

方の違いが社会行動の個人差に関与することを示した。他者の行動の

予測メカニズムの解明を目標とする年度計画に対し、更にその個人差

が生じるメカニズムも解明し、計画が大幅に進展した。 

 

 

●年度計画ではヒト認知に特有な行動を可能にする各脳領域の機能

の作動原理を同定することを目標としていたが、これまで手つかずの

脳領域であった「前障」が睡眠時に大脳皮質の神経細胞の活動を一斉

に制御することを発見した。意識の理解にも迫りうる成果であり、中

長期計画が大幅に進捗した。 

 

 

●社会的な価値を推測・判断しながら自身の意思を決定するメカニズ

ムを調べる年度計画に対し、他者と自身の社会的立場を推測しながら

の複合的な意思決定下で行われる闘争行動にまで研究を展開した。闘

争行動を支える神経回路の特性が空腹という内的状態により変化す

ることを見出した上、その仕組みを分子レベルにまで深めて明らかに

し、中長期計画が大幅に進捗した。 

 

 

●各脳領域の機能の作動原理を同定する年度計画に対し、複数の脳部

位間の協調により内省意識が生み出されていることを明らかにした。

特に後部頭頂皮質が前頭前野の異なる領域で計算された種々の内省

情報を統合するという適応的な意思決定を行う上で欠かせない機能

を担っていることを発見し、計画が大幅に進捗した。 

 

 

 

●当初の中長期計画を超えて進捗しており、人間の複

雑な社会行動の脳メカニズム理解につながる顕著な成

果で、非常に高く評価する。 

 

 

 

●未踏の脳領域であった前障の機能を世界に先駆けて

解明し、意識の調節といった脳高次機能のメカニズム

理解へも端緒を開いた画期的な成果で、非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

●複雑な意思決定を伴う社会闘争に関わる神経回路の

動態が生理的状態によって変化することを初めて示

し、かつ回路の変化を分子レベルで解明した稀有な成

果であるため、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●記憶に対する適切な内省を得るためには、出来事に

対するなじみ深さや新しさの情報を柔軟に統合するこ

とが不可欠であるが、その脳機構は不明な点が多かっ

た。脳全体を対象にした活動イメージング法と局所脳

部位の薬理学的抑制法を組み合わせこの脳機構を明ら

かにした成果であり、非常に高く評価する。 

 

な成果が得られたことから、高く評価する。 

 
・若手 PI へのシームレスな世代交代を戦略的に

実施したことや、若手研究者育成のための多様

なプログラムなどを実施したことは、高く評価

する。 
 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 
・今後更なる他機関との多様な連携によるヒト

研究の推進に期待する。 

 
＜その他事項＞ 
－ 



86 

 

 

●各脳領域の機能の作動原理を同定する年度計画に対し、母親が自ら

の身の危険を冒してでも子を助ける行動に対し、内側視索前野中央部

においてカルシトニン受容体を発現する神経細胞群とそのシグナル

伝達が重要な役割を果たしていることを発見し、計画が大幅に進捗し

た。 

 

 

 

②動物モデルに基づいた階層横断的な研究 

●海馬で記憶痕跡に関わる神経細胞として知られていた場所細胞に

加え、エピソード記憶を担う細胞を見出し、これらの細胞が脳内各部

位の記憶痕跡へのインデックスとして働くことが分かった。 

 

 

 

●恐怖体験の記憶が消去される過程にドーパミンが関与し、報酬系と

前頭葉に向かう2つのドーパミン経路が正反対の役割を果たすことを

発見した。 

 

 

 

●知的障害モデルマウスの記憶障害が海馬におけるリプレイという

現象の異常によって起こることを明らかにした。 

 

 

●古い記憶を想起するメカニズムを同定し、さらに脳活動信号を機械

学習アルゴリズムで解析することで記憶の古さを判定できることを

発見した。長期記憶の想起に関わる大脳領野間の情報伝達メカニズム

 

 

●ヒトを含めた哺乳動物にとって子育ての意欲は重要

であるが、母親になることで脳がどのように変化し、

子育ての意欲が脳のどこで作られるかは不明な点が多

かった。行動観察と高度な生理学的手法を組み合わせ

子育ての意欲を支える脳機能の一端を明らかにした成

果であり、高く評価する。 

 

 

●海馬の記憶に関わる細胞として、2014 年にノーベル

賞受賞の対象となった場所細胞に加え、エピソードを

記憶する細胞を初めて特定した研究であり、非常に高

く評価する。 

 

 

●恐怖記憶の消去メカニズムを解明するとともに、行

動療法と薬物療法を組み合わせた PTSD の新たな治

療法につながる優れた成果であり、非常に高く評価す

る。 

 

 

●知的障害等の疾患発症メカニズムの解明につながる

成果で、高く評価する。 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、脳活動

を記憶の古さを客観的に示すバイオマーカーとして利

用できる可能性を示す顕著な成果で、非常に高く評価
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の同定を目標とする年度計画に対し、さらにそのメカニズムを基盤と

した機械学習アルゴリズムを用いて記憶の古さを判定することに成

功し、計画が大幅に進捗した。 

 

 

●年度計画のとおり高次な嗅覚認知のメカニズムを解明しただけで

なく、異なる個体が同じように匂いを認識できる仕組みをも明らかに

した。直接結合した二つの脳領域に属するほぼ全ての神経細胞から、

一細胞の分解能で網羅的に活動を計測する技術開発にも成功し、中長

期計画が大幅に進捗した。 

 

 

 

●局所神経回路間の連関ネットワークを解明する年度計画に対し、局

所神経回路を構成する細胞という、よりミクロな単位同士が連関する

ネットワークの存在を見出した。具体的には、動物が新しい環境や新

しい個体に遭遇する際に、それぞれの情報を視床下部乳頭上核内の異

なる細胞群が海馬の別の領域に送ることで、異なるタイプの新奇性を

認識し、行動できることを発見した。これにより中長期計画が大幅に

進捗した。 

 

 

 

 

●記憶の形成・想起に関わる大脳皮質及び皮質下のメカニズムを解明

する年度計画に対し、更に時間情報がどのように記憶の中枢である海

馬に表現されているのかを明らかにし、中長期計画が大幅に進捗し

た。 

 

する。 

 

 

 

 

●二つのつながった脳領域に属する細胞から網羅的に

活動を計測した世界初の例であり、本技術の確立によ

り集団細胞レベルでの情報処理研究が飛躍的に発展す

ることが期待されるため、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●進化的に古い脳である皮質下領域が新奇性の検出に

関与することが示唆されてきたが、具体的な回路やメ

カニズムについては不明であった。この根本的な問い

に答えるのみならず、動物は異なる種類の新奇性を別

個に認識し、その種類ごとに異なる回路が機能するこ

とを見出した本成果は大きなインパクトがあり、非常

に高く評価する。 

 

 

 

 

●時間認識の神経基盤の解明は、経験した出来事に関

する記憶であるエピソード記憶の神経基盤の理解にも

つながる成果であり、世界で熾烈な競争が繰り広げら

れる当該分野をリードするものとして非常に高く評価
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●局所神経回路間の連関ネットワークを解明する年度計画に対し、記

憶中枢の一つである海馬を構成する複数領域がどのように相互作用

するかを明らかにした。まだその機能があまり分かっていないCA2と

いう小さな領域が、記憶情報の精度を調節するという重要な役割を担

っていることを発見し、計画が大幅に進捗した。 

 

 

●感覚と運動情報の統合を支える計算の解明を進める年度計画に対

し、視覚情報と自身の動きの情報が視覚野においてどのように処理さ

れるかを明らかにしたのみならず、それら混在した情報は注意レベル

に応じて分離可能であることまで示したため、計画が大幅に進捗し

た。 

 

 

③理論・技術が先導するデータ駆動型脳研究 

●マーモセットのデジタル 3D 脳アトラス（脳地図）データベースを

作成し、公開した。 

 

 

 

 

 

●ヒトの「主体感」を定量化する新しい数理モデルを構築した。ヒト

高次認知機能の発現を可能にする脳作動理論モデルの構築を目指す

年度計画に対し、客観的観察や実験設計が非常に難しい「主体感」の

認知指標のモデル化に成功し、計画が大幅に進捗した。 

する。 

 

 

●記憶の保存と想起に関わるとされる海馬の特徴的な

神経活動は極めて時間的精度の高い現象であり、それ

を制御する機構は未解明な点が多いが、その一部を解

明した成果であり、高く評価する。 

 

 

 

●外界の変化によって起こる視覚入力と自身の運動に

よって起こる視覚入力を識別することは行動にとって

必須だが、その仕組みは不明だった。視覚野は注意に

応じて情報を分離しやすいようにしていることを発見

した成果であり、高く評価する。 

 

 

●公開されたマーモセットのデジタル３D 脳アトラ

スデータは、霊長類では世界初となる成果であり、国

内外の研究機関が霊長類の脳のコネクトミクス研究を

進める上で、必要不可欠なデータベースであることか

ら、高く評価する。 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、学習の

効率、習慣の継続、対人関係などに大きな影響を与え

る「主体感」の定量化は、これらの行動の改善を促す

プログラムの確立に貢献する顕著な成果で、高く評価

する。 
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●低侵襲性脳イメージング技術を開発する年度計画に対し、脳内に限

らずあらゆる組織に適用可能な、損傷したミトコンドリアを細胞が除

去する現象「マイトファジー」を可視化する蛍光技術の開発に成功し

た。この技術を用いて大規模ドラッグスクリーニングを敢行すること

で、パーキンソン病治療薬の候補を発見し、中長期計画が大幅に進捗

した。 

 

 

 

●将来の入力を予測するために最も有益な成分を抽出する教師なし

学習手法 PredPCA の開発に成功しただけでなく、応用として自然動

画からの特徴抽出を行った結果、この手法が動画予測に有用であるこ

とを実証し、計画が大幅に進捗した。 

 

 

 

●マーモセット in situ hybridization の結果を利用して、全脳での自

動遺伝子発現解析を可能とする機能を開発し、精神・神経疾患に関わ

る遺伝子を中心に 2,000個以上の遺伝子発現パターンをデータベース

（Marmoset Gene Atlas）に公開した。網羅的な遺伝子発現解析の結

果、精神・神経疾患に関わる遺伝子がクラスターを作って特定の脳領

域や神経細胞に発現していること発見し、計画が大幅に進捗した。 

 

 

 

 

 

 

●本研究で確立した技術や得られた成果は、パーキン

ソン病を含む神経変性疾患やミトコンドリア機能障害

が関与するあらゆる疾患の医学的研究に役立つと期待

される画期的なものであり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●予測不可能なノイズを効率的に除去しつつ、解が一

意に定まるような最適化方法によって、誤差の最小化

に成功し、従来の手法よりも大幅に精度を向上させた

成果である点を非常に高く評価する。 

 

 

 

●マーモセットを用いて、脳の広範な領域における複

数の遺伝子発現様式、特に精神・神経疾患に関わると

考えられる遺伝子を中心に調べることが可能になった

ので、ヒトの精神・神経疾患の発症メカニズムなどを

理解する手掛かりとなり、高く評価する。 

 

 

 

●世界のイメージング分野を先導する技術開発に成功
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●従来の 2 光子顕微鏡の視野を 36 倍に広げた広視野高速 2 光子顕微

鏡の開発に成功し、これを用いて、大規模皮質イメージングが可能に

なった。世界初の単一細胞レベルでのネットワーク解析を行った結

果、脳はハブ細胞を含むエコなスモールワールドネットワークである

事を発見し、計画が大幅に進捗した。 

 

 

④精神・神経疾患の診断・治療法開発及び脳機能支援・拡張を目指し

た研究 

【アルツハイマー病関連の研究成果】 

●ゲノム編集技術によるモデルマウス作成過程で得られた予想外の

結果から、アルツハイマー病の原因タンパク質蓄積を抑制する遺伝子

編集法を発見した。 

 

 

 

●アルツハイマー病の悪性化に関与するタンパク質 CAPON を同定

した。アルツハイマー病の発症に関わる新たな遺伝子、分子、神経回

路の同定を目指す年度計画に対し、アルツハイマー病の病理を加速さ

せる因子を同定したことで、計画が大幅に進捗した。 

 

 

●アルツハイマー病（AD）の原因物質 Aβを脳内で分解する機構であ

るネプリライシンの活性制御機構を解明した。同機構の活性制御化合

物ジアゾシドを同定し、ジアゾキシドが AD モデルマウスの認知機能

を回復することを見出した。分子機構の解明に基づく治療法への展開

であり、中長期計画が大幅に進捗している。 

 

 

している点、広域ネットワーク動態を細胞レベルで解

析可能にするなど新分野の開拓が期待できる点で非常

に高く評価する。 

 

 

 

●研究過程における予期せぬ結果を追求することによ

り、核酸医薬によるアルツハイマー病の新たな予防的

治療法の開発につながる画期的な成果であり、非常に

高く評価する。 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、アルツ

ハイマー病の悪化に関与する新しい標的を同定した顕

著な成果で、高く評価する。 

 

●本研究では、ネプリライシンの活性メカニズムに基

づいた新しい薬剤作用点を発見し、AD の根本的な予

防や治療法に結びつく可能性がある。特に、本研究で

同定したジアゾキシドは、高インスリン血性低血糖症

の治療薬として臨床で使用されており、ドラッグリポ

ジショニングとして臨床応用されることが期待できる

ため、高く評価する。 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、統合失

調症の病理に関与する新しい標的に加え、新たな診断

用バイオマーカー候補を同定した顕著な成果で、非常

に高く評価する。 
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【統合失調症関連の研究成果】 

●脳内の硫化水素の産生過剰が統合失調症の病理に関与することを

発見し、毛髪中に存在する硫化水素産生酵素タンパク質の一つが高感

度なバイオマーカーとなる可能性を示した。統合失調症の発症に関わ

る新たな遺伝子、分子、神経回路の同定を目指す年度計画に対し、硫

化水素という新たな分子の関与を発見しただけでなく、バイオマーカ

ーの候補も同定し、計画が大幅に進捗した。 

 

 

●天然代謝産物ベタインが統合失調症の新しい治療薬候補になりう

ることを発見した。統合失調症の発症に関わる新たな遺伝子、分子、

神経回路の同定を目指す年度計画に対し、治療薬の開発が難しい統合

失調症において天然物質が治療薬候補になり得ることを示し、計画が

大幅に進捗した。 

 

●統合失調症に関わる新たな遺伝子や診断に有効なバイオマーカー

の同定を目指す年度計画に対し、統合失調症の脳で特定の脂質（S1P）

が低下していることを発見するだけでなく、S1P シグナルに作用する

化合物が、統合失調症の新たな治療薬として有望であることを示唆す

る知見も得られ、中長期計画が大幅に進展した。 

 

 

【双極性障害関連の研究成果】 

●ミトコンドリア関連遺伝子の変異マウスでセロトニン神経活動が

亢進することを発見し、双極性障害で無関係に研究されてきた 2 つの

病態仮説を統一的に理解するメカニズムを初めて示した。 

 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、統合失

調症の新たな治療薬候補を同定した顕著な成果で、高

く評価する。 

 

 

 

 

 

●統合失調症に対する治療薬は、神経伝達物質の受容

体に作用する化合物以外にはほとんどないのが現状で

あるが、本研究成果から、S1P シグナルに作用する化

合物が新たな治療薬として有望であることが示唆され

たため、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●双極性障害の新たな診断法・治療法の開発に貢献す

る画期的な成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

●双極性障害患者におけるデノボ変異（両親からは検
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●双極性障害患者で認める先天的・後天的突然変異（デノボ変異）の

網羅的解析を世界最大規模で実施した。デノボ変異は、タンパク質機

能喪失変異など一部の変異が確かに双極性障害リスクに関与するこ

とを明らかにし、シナプス・イオンチャネル関連遺伝子が重要な役割

を果たしていることを証明した。分子診断に基づく発症機序の解明研

究が大幅に進捗している。 

 

 

 

 

【上記以外の精神・神経疾患の診断・治療法開発に関する研究成果】 

●神経変性疾患の一つ、前頭側頭葉変性症（FTLD）の精神障害の発

症機構を分子レベルで解明した。 

 

 

 

 

●精神・神経疾患等の病態の共通性と多様性の解明に向けた研究を実

施する年度計画に対し、生体内のプリオンタンパク質の特定構造が、

異種間でのプリオン感染効率の制御に関与していることを明らかに

した上、広く神経変性疾患の患者脳で生じる異なるタンパク質間での

共凝集の理解に役立つ知見が得られ、中長期計画が大幅に進捗した。 

 

 

 

 

●オートファジー機能の欠損によるタンパク質恒常性の低下が自閉

症様行動を誘導することを発見した。自閉症の発症に関わる新たな遺

伝子、分子、神経回路の同定を目指す年度計画に対し、オートファジ

出されない患者独自の変異）」としては、世界最多の

354 家系の解析を行い、双極性障害の遺伝学的構造の

一端を明らかにした。ゲノム解析の知見は病態理解に

直結し、病態理解から新たな診断・治療・予防法の開

発へと展開することが期待できるため、高く評価する。 

 

 

 

 

 

●他の神経変性疾患や精神疾患の発症機構の解明や、

これらの疾患に関する新たなバイオマーカーや治療法

の開発にもつながる画期的な成果で、高く評価する。 

 

 

 

●ウシからヒトへのプリオン病の感染がまれなよう

に、異種間でのプリオン感染性は低い。この現象は「種

の壁」として知られていたものの、その分子機序は不

明であった。本成果は、種の壁に関わるプリオンタン

パク質の特定アミノ酸配列を突き止めることに成功し

た先駆的なものであり、非常に高く評価する。 

 

 

 

●当初の中長期計画を前倒しで進捗しており、自閉症

の発症機序においてオートファジー機能という新しい

標的を同定した顕著な成果で、非常に高く評価する。 
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ー機能の関与メカニズムを明らかにしたことで新たな診断法・治療法

の開発につながる知見が得られ、計画が大幅に進捗した。 

 

 

⑤センター長のマネジメント及び人材育成の取組 

【新規 PI 採用】 

●CBS が掲げるヒト脳高次機能の理解に向けた研究を進めるため、ヒ

トを主対象とする研究を実施する卓越した若手のチームリーダーと

世界的権威のチームリーダー、及び、霊長類（マカク）を用いた脳高

次機能を解明する新進気鋭の若手チームリーダーを採用した。また、

チームリーダーの定年等による退任を見据え、階層横断研究分野、精

神・神経疾患分野の若手のチームリーダーを採用し、PI のシームレス

な世代交代に成功した。更に、AI 分野との連携、データ駆動型研究の

重要性が高まっていることから、理論分野（計算脳科学）の若手ＰＩ

を採用した。研究支援部門の拡充のため、電子顕微鏡の技術支援・開

発を行うユニットリーダーの獲得、動物資源開発支援ユニットの専従

のユニットリーダーの獲得を行った。これらの一連の戦略的な新規Ｐ

Ｉのリクルートにより、中長期計画が大幅に進展した。 

 

【連携部門の強化】 

●脳神経医科学連携部門と統合計算脳科学連携部門を立ち上げ、国内

外の臨床系・情報系との画期的な連携体制が強化された。また、ヒト

疾患研究を更に推進するため、順天堂大学医学部・医学研究科との連

携研究を行う神経変性疾患連携研究チームを脳神経医科学部門に新

たに設置し、杏林大学大学院とは連携協定を締結した。企業連携では

理研 CBS－トヨタ連携センターに社会性研究を目指した連携研究ユ

ニットの設置を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

●CBS の中長期計画に合致する新たなＰＩの採用及

び若手ＰＩへのシームレスな世代交代を戦略的に実施

し、成功したことは非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●脳神経医科学連携部門を立ち上げ、これまで理研で

は難しかった脳外科との連携により、ヒト脳の手術摘

出組織を用いた基礎研究へ応用が可能となり、従来の

基礎研究をさらに発展させた、非常に画期的な成果で

ある。また、パーキンソン病の研究で実績のある順天

堂大学医学部・医学研究科と組織間連携研究を開始し、

ヒト由来試料を用いて臨床機関との相補的な研究を行

うことにより、神経変性疾患分野のバイオタイピング

研究を加速し牽引していくことが期待でき、非常に高

く評価する。 
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【データ駆動型共同研究】 

●理論・技術が先導するデータ駆動型脳研究をさらに推進させること

が求められていたことを受け、当該分野の研究開発に携わる研究者の

育成と技術開発の加速に向けて、広く国内から共同研究の提案を募

り、令和元年度は 3 件、令和 2 年度は 8 件、令和 3 年度は 8 件の共同

研究を実施した。 

 

【超高磁場 MRI 装置等各種最先端の装置の整備】 

●センターのアドバイザリー・カウンシルでヒト高次脳機能研究の体

制・設備強化の提言があったことを受け、理事長裁量経費も活用し、

超高磁場 MRI 装置を導入するための整備を迅速に進めた。また、

CBS 研究基盤開発部門において、集束イオンビーム加工型走査電子顕

微鏡及び超薄切片の連続撮影が可能な走査電子顕微鏡、並びに日本の

アカデミアでは唯一の設置となる全自動マルチセクショニング多光

子画像収録システム（TissueCyte）を新規に導入した。 

 

 

 

 

【若手研究者の育成、キャリアパスの支援】 

●若手研究者のキャリアパス支援のため、以下の取組を実施した。い

ずれも、令和 2 年度以降のコロナ禍においては、オンラインで開催し

た。 

・Summer School, 脳科学塾 

 

 

 

 

●脳科学に関するデータベースの構築とこれを利用し

た脳科学研究といった未発達な分野を推進するため

に、共同研究体制を強化して国内連携をより強固なも

のとしたことは、高く評価する。 

 

 

 

●ヒト高次脳機能研究の設備強化に向けてセンターで

準備を進め、理事長裁量経費も活用して、本部と連携

して提言に機動的対応したことは高く評価する。また、

神経細胞微細構造の三次元再構築解析や神経ネットワ

ーク・構造異常・分子病理等の網羅的な可視化に資す

る最先端の機器を導入することで、脳構造・活動の網

羅的解析プラットフォームを CBS 研究基盤開発部門

に整備したことは高く評価する。 

 

 

 

 

●若手研究者育成のための多様なプログラムを実施

し、また、若手研究者のキャリアパス支援策について

特筆すべき取組が行われ、高く評価する。 
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令和元年度より国際脳研究機構（IBRO）との連携を開始し、４万€の

協賛金を受けた結果、インターン生の出身国の幅が広がり、参加人数

も増加した。脳科学塾では大学院生を対象とした通年講義を行った。 

・MIT exchange 

若手研究者を MIT Picower Institute のリトリートに派遣し、研究発

表や現地の研究者との交流を介した若手研究者の研究キャリアパス

教育を実施した。 

•CDP:Career Development Program 

外部ポジション獲得を目指したメンタリングを１年を通じて行い、東

京大学医学部における通年講義等教育実績を積む機会を提供した。並

行して研究論文執筆活動を支援した。 

 

●コロナ禍においても CBS リトリートや Young Investigators’ 

Seminar Series を初めて完全オンラインで行い、研究者の発表や交流

の場を設け、国際的なステージにおいても研究交流ができるよう、

UCSF とのオンラインシンポジウムシリーズ、海外を中心とした著名

な研究者による講演及び交流の機会を提供する「CBS 脳科学セミナー

シリーズ（オンライン BSS）」を立ち上げた。オンライン BSS は、月

1 回のペースで継続しており、令和 3 年度からは国内外の学術研究・

教育機関に所属する研究者にも公開した。また、機関間連携を発展さ

せるため、Monash 大学、慶應義塾大学医学部・医学研究科とそれぞ

れ、オンライン連携シンポジウムを共催した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●コロナ禍においても、センターのオンラインリトリ

ートや若手セミナーシリーズ、そして国内外の研究機

関とのオンラインシンポジウムを開催するなど、人材

交流に資するイベントを企画・運営した。リトリート

のオンラインでの実施は理研における初の試みであ

り、様々なオンラインプレゼンテーション・コミュニ

ケーションプラットフォームに関する経験や知見を蓄

積することができたため、他センターにおける今後の

イベント開催に向けてノウハウの提供を可能とした先

駆的な活動であり、また、オンライン BSS を月 1 回ペ

ースで継続して CBS 外のアカデミア研究者へ公開し

たことは、広く脳科学コミュニティに貢献するものと

して高く評価する。 

 

 

 

 

●従来は脳科学への馴染みが薄い傾向のあった小学生

から大学生の幅広い層を対象に、分かりやすく脳科学

研究を紹介する新たなアウトリーチ活動である。アン
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【アウトリーチの強化】 

●脳科学基礎研究への関心・理解増進のため、小学生向けの脳科学紹

介本の監修や、中・高・大学生向けに CBS の研究内容・成果、ＰＩを

紹介する『CBS MAGAZINE』を書店、図書館等で配布した。 

ケート等で好評を得ており、脳科学研究への一般の理

解、興味関心を高める取組として、高く評価する。 

 Ⅰ－２－（６）環境資源科学研究 

 

主な評価軸（評価の視

点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

【世界最高水準の研究開発成果の創出】 

●クラリベイト社による発表「高被引用論文著者（Highly Cited 

Researchers）」において、環境資源科学研究センター（CSRS）から

毎年多くの研究者が選出された。 

平成 30 年度：日本から 90 名が選出されたうち CSRS からは 9 名選

出（理研在籍者は 20 名） 

令和元年度 ：日本から 104 名が選出されたうち CSRS からは 7 名選

出（理研在籍者は 16 名） 

令和 2 年度 ：日本から 91 名が選出されたうち CSRS からは 14 名選

出（理研在籍者は 27 名） 

令和 3 年度 ：日本から 89 名が選出されたうち CSRS からは 12 名選

出（理研在籍者は 30 名） 

 

①革新的植物バイオ 

●乾燥ストレスに関わる低分子ペプチドである「CLE25」が根から葉

へ移動することで、乾燥ストレス耐性を高めていることを発見した。 

 

 

 

 

 

●高い影響力を持つ研究開発成果が継続的に創出され

ていることは、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●乾燥ストレス応答に関わるペプチドの発見は世界初

であり、また根から葉まで長距離を移動するペプチド

の存在の発見も世界初であり、中長期計画における「植

物の機能向上」に資する基本メカニズムの理解に大き

く貢献するため、非常に高く評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・多くの研究開発課題で予定よりも早いスケ

ジュールで成果を創出していることは、高

く評価する。また、以下の内容をはじめとし

て、世界で初めての成果や従来の概念を覆

す成果などが創出されていることは非常に

高く評価する。 

 

・植物が体内で生成した移動性ペプチドを用

いて、根と葉の間で情報をやりとりし、乾燥

ストレスを高めていることを発見したこと

は、環境ストレスに強い作物の作出や機能

性肥料の開発等への応用が期待され、開発

途上地域における食糧増産に資する重要な

成果であり、非常に高く評価する。 

 

・穀物の収穫量を減らす寄生植物に関して、宿

主植物への寄生に関与する受容体を世界で

初めて同定したことは、寄生植物の生育阻

害剤の探索や新規防除法の開発につながる
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を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組 

等 

●マメ科植物の根粒の形成過程に、植物が一般的に持つ側根形成遺伝

子が関与していることを明らかにした。 

 

 

 

●寄生のメカニズムを理解する上で極めて重要となる、植物における

キノン化合物の認識に関与する細胞表面の新しい受容体を発見した。 

 

 

 

●農作物の重要病害である紋枯病に対する抵抗性の仕組みを解明し、

免疫応答の転写調節に関わる制御因子の同定に成功した。 

 

 

 

 

●根菜類作物の生産性向上につながる環境ストレスに応じた植物の根

の伸長調節に関わる新たな制御因子を発見した。 

 

 

 

 

 

●キャッサバの東アジア由来品種としては世界で初めて、効率よく植

物に有用形質を付与する「形質転換植物作出技術」の開発に成功し

た。 

 

②代謝ゲノムエンジニアリング 

 

●根粒共生分野の研究において顕著な成果であり、ま

た中長期計画における「共生に重要な新規遺伝子の同

定」を前倒しで進捗しており、非常に高く評価する。 

 

 

●植物のキノン化合物の受容体発見は世界初であり、

また中長期計画における「耐病性に重要な新規遺伝子

の同定」を前倒しで進捗しており、寄生植物ストライガ

の撲滅に向けた極めて重要な成果で、非常に高く評価

する。 

●中長期計画における「耐病性に重要な新規遺伝子の

同定」を前倒しで進捗しており、また紋枯病に対して強

い抵抗性を示す栽培イネの品種・系統は見いだされて

いないなか、紋枯病に対する抵抗性の仕組みを解明し

た重要な成果で、非常に高く評価する。 

 

 

●植物の根の伸長調節に関わる新たな制御因子の発

見、及び形質転換植物作出技術の開発は世界初であり、

中長期計画における「作物の形質を改良する技術の確

立」を前倒しで進捗しており、食糧不足の解決に向けた

極めて重要な成果で、非常に高く評価する。 

 

 

●企業との共同研究を通じて、理研の研究開発成果で

ある「コンピューターで人工代謝反応を新規に設計す

る技術」を用いて、社会還元へと繋がっており、非常に

高く評価する。 

重要な成果であり、非常に高く評価する。 

 

・酸性環境で駆動する非貴金属材料としては

世界最高の活性と安定性を兼ね備えた水電

解触媒の開発に成功したことは、大規模水

素製造に貢献する重要な成果で、非常に高

く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・引き続き、我が国や社会からの要請に対応す

るための研究開発を実施し、人材育成や国

内外の研究機関や企業等と連携などマネジ

メント面の更なる向上も含め、研究成果の

最大化を積極的に推進することが必要であ

る。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・植物資源研究と化学資源研究を互いに身近

に感じながら実施している当センターでブ

タジエンのバイオ生産に初成功したのは、

大変意義深い。 

 

・植物バイオ、代謝ゲノムエンジニアリング、

先進触媒の分野で多くの顕著な成果を創

出。世界最高性能・水準での研究が進められ

ており、将来に向けて期待の持てる顕著な

成果創出である。 
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●横浜ゴム、日本ゼオンとの共同研究により、バイオマスから効率的

にイソプレンを生成できる世界初の新技術を開発し、世界初となる新

しい人工経路の構築と高活性酵素の作成により、優れたイソプレン生

成能を持つ細胞の創製に成功した。 

 

 

●バイオ生産に有用な遺伝子等を同定し、アルカロイドを生産しない

モデル植物であるシロイヌナズナに、アミノ酸代謝酵素の遺伝子を導

入することによってアルカロイドが生成されることを確認し、植物の

二次代謝の進化を部分的に再現した。 

 

 

●薬用資源として重要なインドールアルカロイドを標的としたメタボ

ローム解析手法を開発し、薬用植物のニチニチソウを使った実験によ

り、モノテルペンインドールアルカロイドの探索に成功した。 

 

 

 

●放線菌の二次代謝産物であるヴァーティシラクタム生合成遺伝子群

の全てを異種放線菌に導入・発現させ、ヴァーティシラクタム及びそ

の新規類縁体を生産させることに成功した。 

 

 

●低炭素社会の実現に向け、大腸菌を菌体触媒とすることで、バイオ

マス資源由来の原料から、日本の年間生産量 100 万トン以上という重

要な工業原料である 1,3-ブタジエン（ブタジエン）を発酵法により直

接生産することに初めて成功した。 

 

 

 

●中長期計画における「植物を宿主とした複雑な化合

物のバイオ生産」を前倒しで進捗しており、医薬品開発

に向けたアルカロイドの効率的な発掘に貢献する重要

な成果で、高く評価する。 

 

 

●中長期計画における「遺伝子・代謝関連情報を収集」

を前倒しで進捗しており、医薬品開発に向けた抗癌性

インドールアルカロイドの効率的な発掘やその生産に

関する遺伝子情報収集に貢献する重要な成果で、高く

評価する。 

 

●中長期計画における「微生物を宿主とした複雑な化

合物のバイオ生産」を前倒しで進捗しており、生産が不

安定な微生物の二次代謝産物をより安定的に生産させ

る重要な成果で、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●自動車のタイヤ等の原料となるブタジエンのバイオ

生産の成功は世界初であり、中長期計画における「微生

物を宿主とした複雑な化合物のバイオ生産」を前倒し

で進捗しており、バイオマス資源からの工業原料の生

産は、低炭素社会実現に向けた重要な成果で、非常に高

 

・バイオ資源の利活用を目指した研究を通し

て乾燥や寄生に対する植物の応答機構の発

見等により SDGs へ貢献した。 
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③先進触媒機能エンジニアリング 

●銅触媒を用いて、N/B Lewis ペアによる新奇な CO2 活性化を経由

するイミン類のダブル官能基化反応の開発に成功した。 

 

 

●飲料水の汚染、湖沼の富栄養化や赤潮を引き起こす原因となる硝酸

イオンを無害化するモリブデン触媒の中間体を検出し、生体酵素と類

似した立体構造を有していることを明らかにした。 

 

 

 

●水の電気分解の効率化や水電解による大規模水素製造に向け、資源

量の乏しい貴金属を使わずに、酸性環境で駆動する非貴金属材料とし

ては世界最高の活性と安定性を兼ね備えた触媒「Co2MnO4（Co：コ

バルト、Mn：マンガン、O：酸素）」の開発に成功した。 

 

 

 

●新たに設計した「ルーフ配位子」を持つイリジウム（Ir）触媒を用

いて、医農薬品や機能性分子の選択的かつ効率的な合成手法の開発に

重要な芳香族炭化水素の選択的な官能基化に成功した。 

 

 

 

 

 

④新機能性ポリマー 

く評価する。 

 

 

 

●触媒研究において顕著な成果であり、また中長期計

画における「安価で豊富な地殻資源を活かした触媒の

創製」を前倒しで進捗しており、高く評価する。 

 

●中長期計画における「水中で機能する生体模倣触媒」

を前倒しで進捗しており、水質汚染物質として規制さ

れている硝酸イオンを無害化するための新たな触媒開

発に貢献する重要な成果で、非常に高く評価する。 

 

 

●中長期計画における「水素生産につながる水分解反

応に有効な金属触媒」を前倒しで進捗しており、新たに

開発した非金属触媒は世界最高性能であり、水分解に

よる大規模水素製造に貢献する重要な成果で、非常に

高く評価する。 

 

 

●「ルーフ配位子」を持つイリジウム（Ir）触媒を用い

た芳香族炭化水素の選択的な官能基化反応の開発は、

中長期計画における「機能性分子創出のため、各種金属

の特徴を活かした触媒を創製」を前倒しで進捗してお

り、医農薬品や機能性分子の選択的かつ効率的な合成

手法の開発に貢献する重要な成果で、非常に高く評価

する。 
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●希土類金属触媒を用いることにより、アニシルプロピレン類とエチ

レンとの精密共重合を達成し、世界で初めて乾燥空気中のみならず、

水や酸、アルカリ性水溶液中でも自己修復性能や形状記憶性能を示す

新しい機能性ポリマーの創製に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●木材の主要成分であるリグニンの分解生成物であるリグニン誘導体

を原料にして、これまで石油からしか作ることのできなかったアクリ

ル樹脂の開発に成功した。 

●株式会社日本触媒との共同研究により、バイオマス由来の難重合性

モノマーの重合において、効率的に高分子量化できる重合システムを

開発し、高性能なポリマーを得ることに成功した。 

 

 

●クモ糸に含まれるタンパク質の中から、人工クモ糸材に配合するこ

とで材料の物理特性を 2 倍以上向上可能にし、人工タンパク素材開発

の促進に大きく貢献するタンパク質「SpiCE-NMa1」を発見した。 

 

⑤先端技術プラットフォーム 

●先進的なケモインフォマティクスと安定同位体標識を組み合わせた

植物メタボロームアノテーション基盤を確立した。また、実用植物に

●水や酸、アルカリ性水溶液中でも自己修復性能や形

状記憶性能を示す新しい「機能性ポリマー」の創製に成

功し、中長期計画における「新規高機能ポリマー素材の

創出」を大きく前倒しで進捗した。また、様々な用途展

開について国内外の企業から多くの問合せを受け、そ

の一部については有償 MTA を締結し、サンプルを送付

するなど実用性の高い材料であるため、非常に高く評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●中長期計画における「生物有機化合物群からのポリ

マー素材の創出」を前倒しで進捗しており、生物由来材

材料でアクリル樹脂開発に成功した重要な成果で、高

く評価する。 

●企業との共同研究を通じて、中長期計画における「革

新的な新規高機能ポリマー素材の材料化技術の創出及

び企業への移転」を前倒しで進捗しており、高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

●植物メタボロームアノテーション基盤は、様々な生
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特徴的な代謝産物を含む植物メタボロームの微量高速分析系を確立し

て、モデル植物及び実用植物の大規模メタボロームデータ取得を開始

した。 

 

 

 

●新たな解析基盤技術を開発し、植物の成長観察を全自動で行う表現

型解析システムである RIPPS（RIKEN Integrated Plant 

Phenotyping System）による解析と本格運用体制を構築した。 

 

 

 

●CSRS が開発した核酸同定アルゴリズム Ariadne（アリアドネ）を

活用し、三井情報株式会社はソフトウェア群 AQXeNA（アクジー

ナ）を開発し、提供を開始した。 

●天然化合物バンク“NPDepo”由来の化合物「NPD938」でカビを

処理することで、耐性菌にも強力な抗マラリア活性を示す化合物「ジ

ヒドロルシラクタエン」を発見した。 

 

 

（マネジメント上の向上） 

【人材育成・頭脳循環】 

●センターのアドバイザリーカウンシルにおいて研究体制について化

学系を強化するように提言を受け、平成 30 年度は、次世代を担う若

手 PI による 3 つの化学系研究チームを新規に設置した。同時に、研

究員が国立大学や私立大学の教授職に転出するなど、優秀な若手研究

者の育成・輩出を行い、人材を養成すると同時に、流動性を確保する

取組を行った。令和 3 年度には、組織の新陳代謝を図るため、戦略的

に新チームの発足、新 PI の採用を実施した。 

物に応用可能な生体内の多様なメタボロームを包括的

に解析できる基盤技術である。世界最高水準の研究開

発成果であり、また国際科学雑誌の表紙を飾るなど大

きな注目を集めたことは、非常に高く評価する。 

 

 

 

●中長期計画における「データ科学を取り入れた計測・

解析基盤技術の開発」を前倒しで進捗しており、多様な

植物種の解析を行い、また RIPPS を利⽤した大学等と

の共同研究を行っており、高く評価する。 

 

 

●研究成果の実用化に成功した事例であり、高く評価

する。 

 

 

 

●新しい強力な高マラリア化合物の発見は、毎年数十

万人の死亡者数が報告されているマラリアに対する新

たな抗マラリア薬の創出につながり、SDGs の目標 3

「すべての人に健康と福祉を」に貢献する重要な成果

であり、高く評価する。 

 

 

●政策的に重要かつ人材が不足しているデータ科学分

野において、優れた研究者・技術者の育成、活躍促進に

係る取組を行っており、高く評価する。 
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●「インフォマティクス・データ科学推進プログラム」を令和元年度

に立ち上げ、3 年間推進し、成果報告会（令和 3 年 12 月 22 日）を実

施するなど、研究 DX の強化及び人材発掘・育成を行った。 

●令和 2 年度に、200 名以上の若手研究者が参画するリトリートをオ

ンラインで開催し、異なる分野の研究者でグループを構成し、21 の研

究アイデアが発表され、審査の上、優れた発表を表彰した。また、発

表された 21 の研究アイデアをベースに次世代研究者による新規研究

プロジェクトを募集。採択した 6 つのプロジェクトに対しフィージビ

リティ・スタディとして 2 年間(令和 3～4 年度)の研究支援を実施（予

定）。 

●令和 3 年度には、若手研究者を中心としたタスクフォースにて

SDGs の 169 ターゲットに対して、CSRS としてどのような貢献がで

きるかを分析し、未来の方向性を検討し、将来計画検討会議で発表、

議論した。 

●CSRS から転出した研究者、及び現所属の研究者間の交流促進のた

めの CSRS 同窓ネットワークを設立した。 

 

【ダイバーシティ推進】 

●理研ダイバーシティ推進室による 2021 年度 Diversity Acceleration 

Fund（全 10 課題）に、CSRS から 2 課題（「女性研究室主宰者(PI)を

招聘したセミナーの開催」、「女性研究者ネットワーク構築」）が採択

された。これらの取組を、RIKEN Diversity Day のグッドプラクティ

スとして発表した（全 2 件のうちの 1 件）。 

 

【SDGs】 

●CSRS による SDGs に貢献する研究について、国際シンポジウム 

「Hope for the Future」(令和 3 年 5 月 28 日)、未来戦略室と共同で

国内フォーラム理研・未来戦略室フォーラム Vol.14「SDGs 達成と循

環型社会の実現～プラスチックごみのない暮らしを例として～-」（令

 

 

 

●自由な発想から新たな研究アイデアが多く生まれ、

それらのアイデアをもとにフィージビリティ・スタデ

ィを実施しており、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●中長期計画における「資源枯渇・気候変動・食料不足

等の地球規模の課題解決に貢献する」に向けた研究を

着実に実施し、SDGs に対する CSRS の成果と洞察を

対外的発信した点、若手研究者の人材育成・次世代のリ

ーダー候補の育成の点で、高く評価する。 
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和 3 年 10 月 27 日）を開催した。また、若手研究者を中心としたタス

クフォースを結成し CSRS として SDGs にどのような貢献ができるか

を分析・検討し、将来計画検討会議で発表・議論した。 

●人文社会系の研究者による SDGs に関するセミナー「人文社会科学

との連携について」の実施、意見交換、連携を実施した。 

●募集特定寄附金として「理研 CSRS for SDGs 寄附金」を令和 2 年

度に開設し、SDGs へ貢献する研究活動推進のための寄附金を募っ

た。 

 

【連携・広報】 

●国内外の研究機関との連携を図るため連携協定の締結を推進し、ジ

ョイントセミナー等を開催した。 

令和 2 年度締結した研究機関： 

・ベルギーの VIB（フランダースバイオテクノロジー研究所植物シス

テム生物学センター） 

・台湾国立中興大学 

・千葉大学植物分子科学研究センター及び関連する 6 部局。 

令和 3 年度締結した研究機関： 

・アメリカのテキサス工科大学 

・宇都宮大学 バイオサイエンス教育研究センター 

実施したジョイントセミナー等 

・ベルギーの VIB（フランダースバイオテクノロジー研究所植物シス

テム生物学センター）と全 7 回(令和 3 年 10 月-12 月)  

・千葉大学植物分子科学研究センターと 1 回 (令和 3 年 10 月 12 日)  

・宇都宮大学 バイオサイエンス教育研究センターと 1 回 (令和 4 年 3

月 2 日)  

●企業との共同研究を積極的に推進し、共同研究契約の締結や「バト

ンゾーン研究推進プログラム」を活用した企業との共同研究チームの

立ち上げを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国内外の研究機関との連携強化、また、企業との共同

研究を推進しており、高く評価する。 
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企業との新規締結共同研究契約件数 

・平成 30 年度：18 件 

・令和元年度：8 件 

・令和 2 年度：9 件 

・令和 3 年度：14 件 

バトンゾーン研究推進プログラムによる研究チーム 

・植物新育種技術研究チーム【第 2 期】：日本たばこ産業株式会社と

連携 

・微細藻類生産制御技術研究チーム：株式会社ユーグレナと連携 

・バイオモノマー生産研究チーム：日本ゼオン株式会社及び横浜ゴム

株式会社と連携 

 

●Web アクセシビリティ対応として総務省の「みんなの公共サイト運

用ガイドライン」達成基準 A と AA の準拠、及び研究成果発信を促進

するためホームページのリニューアルを行った。 

 Ⅰ－２－（７）創発物性科学研究 

 
主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

①エネルギー機能創発物性 

●熱電変換現象の解明に向けては、ディラック半金属物質に Zn をドー

プすることで、室温で熱電性能指数が 0.3 を超える値を観測した。 

 

 

●有機薄膜太陽電池の開発においては、有機半導体の励起状態と電荷

移動状態の間に 0.2～0.3eV のエネルギー差があるときに、最も効率的

に光を電流に変換できることを見出した。また、分子凝集状態や結晶構

造の制御により、有機物として最高レベルの高効率キャリア輸送を可

能とする材料を開発した。 

 

●ディラック半金属系において、室温で熱電性能指数

が 0.3 を超える値を観測したことは、ディラック電子

系における高性能熱電変換特性実現の可能性を示すも

ので、高く評価する。 

●有機薄膜太陽電池の高効率化に重要な電子エネルギ

ー条件の発見など有機半導体材料の設計指針に重要な

成果が創出されており、高く評価する。 

 

 

●大幅な効率向上と耐熱性、耐久性の向上を達成し、そ

＜評定に至った理由＞ 

・多くの研究開発課題で、世界で初めての成果

や従来の概念を覆す成果、世界最高水準の

成果を創出していることは、高く評価でき

る。また、以下の内容をはじめとして、予定

よりも早いスケジュールで成果を創出して

いる研究開発課題があることは、非常に高

く評価する。 

 

・世界最高のエネルギー変換効率と、光入射角

度依存性の低減を兼ね備えた「超薄型有機
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・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組  

等 

●耐熱性（120℃）と高いエネルギー変換効率（10.5%）を兼ね備えた

「超薄型有機太陽電池」の開発に成功するとともに、この電池で駆動

し、心電波形を計測する「皮膚貼付け型心電計測デバイス」の開発に成

功した。 

 

 

●新たなエネルギー変換機能材料としては、高分子側鎖の構造により

薄膜中での分子配向を制御することで、53μW/m K2 に達する高い熱

電変換特性をもつ高分子熱電変換材料を開発した。 

 

 

●高温超伝導体の開発について、従来の手法よりも計算コストが数十

倍小さくなるアルゴリズムを開発し、水素原子の原子核の量子性等を

取り入れた三元系の第一原理計算を行った。また、LaH10 に Ca をド

ープすることで室温超伝導を実現する可能性が非常に高いことを見出

した。 

 

②創発機能性ソフトマテリアル 

●超分子材料の開発については、対称性の高い分子を異方的に自己組

織化させることにより、優れた耐熱性と自己修復性を両立した多孔性

結晶材料を開発した。 

 

●1800 ℃まで加熱しても熱分解を起こさずに優れた力学物性（最大応

力 15 MPa 以上、最大ひずみ 70％以上）を保つ高強度と高耐熱性の両

立を実現したエアロゲルを開発した。 

 

●水中に分散した酸化チタンナノシートが超分子重合する性質を利用

し、温度に応じ 2 秒以内に硬さを 23 倍変える刺激応答性のヒドロゲル

を開発した。 

れらを用いて自立型センサーデバイスという新たな応

用研究へと展開したことは、非常に高く評価する。 

 

 

 

●これまでの n 型高分子半導体を基盤とする熱電材料

で最も高性能な材料を開発したことは、微小な熱エネ

ルギーを利用につながる需要な成果であり、高く評価

する。 

 

●原子核の量子性を取り込んだ超伝導の第一原理計算

は世界初の成果であり、室温超伝導を実現する可能性

を見出したことは、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●耐熱性と自己修復性とを両立した材料設計指針が開

発されたことで、産業技術分野での活用が期待される

ことは、非常に高く評価する。 

 

●新規開発されたエアロゲルにおいて実現された優れ

た力学物性は、当初目標を大きく上回る性能を示して

おり、非常に高く評価する。 

 

●環境負荷が低く生体適合性も高い原料（水 92%・酸

化チタン 8％）だけを用いて、可逆的かつ高速な強度変

化可能な材料を開発したことは、非常に高く評価する 

 

太陽電池」の開発に成功するとともに、この

電池で駆動し、心電波形を計測する「皮膚貼

付け型心電計測デバイス」の開発に成功し

たことは、次世代の自立駆動型センサーシ

ステムの実現が期待される重要な成果であ

り、非常に高く評価する。 

 

・シリコン量子ドット中の電子スピンを高速

に制御する方法を開発し、世界最高精度で

の量子ビット操作を実現したことは、今後

大規模シリコン量子コンピュータの実装に

向けた重要な成果であり、非常に高く評価

する。 

 

・インダクタをナノスケールのらせんスピン

構造で置き換え、室温動作する量子インダ

クタを世界で初めて実現したことは、電子

回路のダウンサイジングのボトルネックと

なっているインダクタの微細化への貢献が

期待される重要な成果であり、非常に高く

評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・引き続き、我が国や社会からの要請に対応す

るための研究開発を実施し、人材育成や国

内外の研究機関や企業等と連携などマネジ

メント面の更なる向上も含め、研究成果の

最大化を積極的に推進することが必要であ
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●特殊加工を施していない電極同士を、接着剤に頼らず、最小曲げ半径

0.5 mm 未満という優れた柔軟性を維持したまま、金属接合できる新技

術を開発し、別々の基板に作製した異種デバイスの相互接続に適応可

能であることを実証した。 

 

③量子情報電子技術 

●超伝導シリコン貫通ビア作製技術・3 次元マイクロ波配線用パッケー

ジ技術を開発し、2 次元量子ビット回路において、16 量子ビットチッ

プ上の量子ビットパラメータ均一性等の性能向上を実現した。 

 

●64 量子ビットチップを試作し、超伝導 1 量子ゲートの忠実度

99.926%、2 量子ビットゲートの忠実度 94.3%を達成した。 

 

 

●28Si/SiGe の 2 量子ビットゲートを高速操作することにより、従来の

ゲート忠実度（98％）を向上させ、誤り耐性閾値（99%）を超えるゲー

ト忠実度 99.5%を初めて達成した。 

 

 

●3 量子ビットによる量子もつれ状態の生成及びゲート実装し、半導体

スピン３量子ビットによる量子アルゴリズムの実証例として、確率的

なスピン分極のテレポーテーションに成功した。 

 

④トポロジカルスピントロニクス 

●マルチフェロイック結晶 CuB2O4 にレーザー光を入射することで生

じる第二次高次高調波をわずか 0.01 テスラの磁場によって反転される

 

●複数デバイスを接続するための技術が確立されたこ

とに加え、当初目標を大幅に上回る柔軟性が実現され

ていることは、非常に高く評価する。 

 

 

 

●独自方式による超伝導量子ビット 2 次元集積化、及

びマイクロ波配線の垂直実装により 16 量子ビットチ

ップの性能が向上したことは、高く評価する。 

 

 

●64 ビットチップを試作し、高い量子ゲート忠実度を

達成したことは当初の目標を上回る成果であり、非常

に高く評価する。 

 

●シリコンによる誤り耐性閾値を超える忠実度をもつ

2 量子ビットゲートの実現は、半導体が超伝導に匹敵す

る量子コンピュータになることを証明する世界初の成

果であり、非常に高く評価する。 

 

●3 量子ビットによるテレポーテーションの成功は、半

導体で初の量子アルゴリズムの実証であり、世界最先

端の成果として非常に高く評価する。 

 

 

●わずか 0.01 テスラの磁場によって反転可能で、発生

強度が 30 倍以上も変化する第二次高調波の発見は、予

想をはるかに上回る結果であり、非常に高く評価する。 

る。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・有機薄膜太陽電池、ソフトデバイス、創発機

能性ソフトマテリアル、トポロジカルスピ

ントロニクスなどで継続的に新しい展開が

ある。 

 

・本研究における全領域の分野の研究開発に

て、数多くの顕著な成果を創出した。これら

が次世代・将来に更なる高い成果を生み出

すことを期待する。 

 

・革新的ハードウエアを可能とする新しいデ

バイスの開発等により社会課題の解決に貢

献した。 

 

・理研全体が、バイオやライフサイエンス関連

に軸足を移しつつある中、物質科学・物性科

学を支える創発物性科学研究センターの存

在は極めて重要であり、我が国全体のこの

分野を支え、またリードしていく中核的研

究センターでもある。現中長期計画期間に

おいてもエネルギー機能創発物性、創発機

能性ソフトマテリアル、量子情報電子技術、

トポロジカルスピントロ二クスの各分野に

おいて、数多くの際立った成果をあげてお

り、今後も世界の成長の源泉である半導体
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ことが可能であること、第二次高調波の発生強度が 30 倍以上も変化す

ることを発見した。 

 

 

●Co9Zn9Mn2 の薄板にナノ秒のパルス電流を流すことにより、室温で

約 100 ナノメートルサイズの単一スキルミオンを生成させ、その運動

を追跡することに世界で初めて成功した。 

 

●新たに開発した超高エネルギー分解能を持つ走査型トンネル顕微鏡

を用い、トポロジカル超伝導体の量子渦において、マヨラナ粒子由来と

考えられるエネルギーがゼロの束縛状態の観測に成功した。 

 

●非常に小さな単結晶を用い、一般的に使用されるインダクタに匹敵

する大きさのインダクタンスが生じることを見出した。さらに、らせん

磁気構造を示す YMn6Sn6 を用いて、室温において、希土類化合物の

低温における値よりもさらに大きな値を示すことを発見した。 

 

 

●トポロジカル絶縁体と磁性体の積層構造を用いて、量子化異常ホー

ル効果を実現し、200 ミリテスラ程度の弱い磁場でも国家計量標準と

同じ 8 桁の精度を持つ量子抵抗標準素子を実現した。 

 

⑤人材育成 

●東京大学、中国清華大学に若手研究者主宰の連携研究室を設置し、若

手研究リーダーの人材育成を行うとともに、中国のトップ研究機関で

ある中国科学院と清華大学との 3 者で緊密な連携を確立し、合同ワー

クショップを 4 回（平成 30 年度～令和 3 年度）開催して研究交流、頭

脳循環を強力に推進した。さらに国立大学の准教授相当職への転出な

ど、優秀な若手研究者の人材育成・輩出を行った。 

 

 

 

●室温での単一スキルミオン電流駆動の実現は世界で

初めての成果であり、メモリー等への応用に向けた大

きな進歩であり、非常に高く評価する。 

 

●世界最高性能の STM を開発し、マヨラナ束縛状態の

観測に成功したことは、トポロジカル量子計算に向け

た重要な一歩であり、非常に高く評価する。 

 

 

●まったく新しい量子力学的なインダクタという原理

により、サイズを 10 万分の 1 以上小さくすることに成

功したことは画期的な成果であり、非常に高く評価す

る。 

 

 

●新原理に基づく抵抗標準の実用化へ大きな一歩とな

る成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

●センター独自の連携研究室を設置して国際的若手研

究リーダーの育成に貢献するとともに、若手研究者が

大学の准教授などの PI ポジションを得ることに成功

するなど、若手研究者の昇任・転出が複数行われている

ことは、高く評価する。 

 

技術、量子コンピュータを含む計算科学の

高度化などを支える重要な研究成果の創出

が期待される。 

 

・創発物性科学の融合分野で活躍できる若手

人材をより多く育成することを期待する。 
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●国内外の招待講演者による CEMS Topical Meeting や国内外の著名

な研究者を招いて行われる CEMS コロキウム等を開催することで、物

理、化学、量子技術の 3 分野を中心とした活発な分野間交流を進める

とともに、若手研究者に学術的会合のオーガナイザーとしての経験を

積ませることも含めて優秀な若手研究者の人材育成を推進した。 

 

 

●産業技術総合研究所との合同ワークショップを 2 回（平成 30 年度～

令和元年度）開催するとともに、ワークショップをきっかけとした共同

研究を支援するマッチンググラント「理研-産総研連携研究支援制度」

を立ち上げ、若手研究者による世界最先端の独創的共同研究を推進し

た。 

 

●若手研究者を中心に発表・討論する機会と学術会合

のオーガナイザーとしての経験を積ませる機会を継続

して設けたことは、人材育成と頭脳循環に大きく寄与

しており、順調に計画を遂行していると評価する。 

 

 

 

●特定国立研究開発法人である産総研との連携を強化

し、共同研究を推進するとともに、共同研究から量子化

異常ホール効果の画期的な成果が創出されていること

は、高く評価する。 

 Ⅰ－２－（８）量子コンピュータ研究 

 
主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

①量子コンピュータ研究開発 

●超伝導 64 量子ビットチップを回路実装して量子ゲートを動作させ、

性能評価を行った。 

 

 

 

●16 量子ビット回路上での量子誤り検出符号の実証に向けて、複数量

子ビットを用いたパリティ検出やパリティ安定化の実証を行った。 

 

 

●連続量量子テレポーテーションを実現するために必要な量子光源を

新たに開発し、現実的な装置規模（ラックサイズ）での光量子コンピュ

ータ実機開発を可能とした。 

 

●実際に動作が確認された超伝導量子回路としては、

世界トップレベルの量子ビット集積度の高さであり、

垂直配線方式の独自性と合わせて、非常に高く評価す

る。 

 

●独自に開発したマイクロ波パルス制御システムと制

御ソフトウェアを駆使して、高速多重化読み出しを行

い、その結果をもとにパリティ安定化実験に成功した

ことは、高く評価する。 

●世界で初めて、光通信波長帯で動作する高性能な量

子光源の生成に成功した成果であり、今後取り組む光

量子コンピュータの実機開発を大きく前進させること

＜評定に至った理由＞ 

・超伝導方式の 64 量子ビットチップの回路を

実装し性能評価を完了させたことは、目標

とする令和 4 年度内の量子コンピュータの

クラウド公開へ大きく前進する成果であ

り、また、垂直配線方式という理化学研究所

独自の方式は、将来の大規模化に向けた発

展が期待され、非常に高く評価する。 

 

・世界で初めて光通信波長帯で動作する高性

能な量子光源の生成に成功したことは、現

実的な装置規模での大規模な光方式の量子

コンピュータの実現に向けて大きく前進す
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ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組  

等 

 

 

●誤り耐性量子計算アーキテクチャについて、エラー補償法の応用に

よる量子ビット数の削減や、擬確率サンプリング法による大規模量子

誤り訂正のシミュレーション法の構築を行った。NISQ マシン応用とし

て有望な量子古典ハイブリッド計算アルゴリズム、特に、対称性を取り

入れた変分量子アルゴリズムや変分法を超えた冪乗法などを提案し、

ハバード模型等に適用した。 

 

 

 

●企業との連携研究センターを設置し、企業の持つ量子技術の応用知

見を、センターが進めている超伝導量子コンピュータ実機開発に取り

込んで、共同で実用的なプロトタイプ機を開発するための実験環境を

整備した。 

 

②量子情報科学基盤研究 

●MOS や Si/SiGe の現実的なプロセスで作成可能な 3×3 量子ビット

配列、大規模量子ビット配列に適した量子ビット駆動用微小磁石構造

を設計した。 

●MOS 型 2 量子ビットデバイスの評価を開始した。 

●三角格子光格子中の冷却原子に対するフロケ制御によって、サイト

間結合項の位相変調が可能なことを、実験的に確認した。 

 

 

③先駆的なイノベーションの創出に向けた取組及び国際連携ハブとし

ての役割 

●理研内において、数理科学分野や、計算機科学分野、AI 分野とそれ

ぞれオンラインワークショップを開催した（一部は海外機関も含めた

から、非常に高く評価する。 

 

●誤り耐性量子計算及び NISQ 量子計算に関して、そ

れぞれ独創性の高い理論を展開し、量子計算に必要と

なるリソースの低減策を示し、その実現可能性の向上

に大きく寄与したこと、また、世界最大級の量子コンピ

ュータシミュレーションを可能にする手法を開発した

ことは、非常に高く評価する。 

 

 

 

●企業との個別共同研究に留まらない、連携センター

という強固な体制を、センター発足と同時に構築して

企業連携を加速したことは、高く評価する。 

 

 

 

●スケーラビリティに難のあった半導体スピン量子ビ

ット回路の 2 次元集積化に向けた回路設計を行ってお

り、高く評価する。 

●フラストレーションのある系における多体量子効果

の量子シミュレーションを行うための鍵となる技術要

素を実現したことは、高く評価する。 

 

 

 

 

●計算科学研究センターと共同で理事長裁量経費に申

請し、量子コンピュータと富岳の連携研究を開始した

る成果であり、非常に高く評価する。 

 

・誤り耐性量子計算及び小中規模の誤り耐性

の無い量子コンピュータ（NISQ）での計算

に必要となる量子ビット数の削減につなが

る理論を提唱したことは、量子コンピュー

タの実現性の向上や社会実装に貢献する成

果であり、非常に高く評価する。 

 

・センター発足と同時に企業との連携センタ

ーを立ち上げ、強力な産学連携体制を構築

したことは、高く評価する。 

 

・「量子技術イノベーション戦略」（令和２年１

月統合イノベーション戦略推進会議決定）

に基づく、「量子技術イノベーション拠点」

の中核となる拠点として、拠点間連携を図

りつつ国際シンポジウム開催等を主導し、

世界に我が国の量子技術を発信したこと

や、多様性の観点も含めて人材育成に取り

組んだことは、高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・量子コンピュータは我が国にとって重要な

機微技術であることから、外国為替及び外

国貿易法による管理を超えた経済安全保障

の観点に十分留意して取組を進める必要が

ある。 
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国際ワークショップとして開催）。また、富岳との連携研究を開始し、

量子コンピュータシミュレータを富岳に移植して動作を確認した。 

●量子技術に関する入門的なサマースクールを開催するとともに、併

せて量子技術人材におけるジェンダー平等についてスペシャルセッシ

ョンを行って、量子技術分野におけるダイバーシティ向上に取り組ん

だ。 

 

 

 

●「量子技術イノベーション戦略」に基づき整備された「量子技術イノ

ベーション拠点」の発足を記念して、「量子技術イノベーション拠点発

足式典・シンポジウム」を開催した。 

 

 

 

 

●量子技術イノベーション拠点の中核拠点として、拠点推進会議を運

営するとともに、下部組織である国際連携分科会、知財・標準化分科会、

産官学連携分科会、人材育成分科会を設置し、拠点横断的な課題に取り

組んだ。また、全拠点一丸となって国際シンポジウムを開催し、量子分

野の成果を情報発信するとともに、若手人材育成に関するセッション

を実施した。 

 

 

●若手研究者をはじめとした量子分野の研究力向上に貢献すべく、超

伝導量子コンピュータ研究関連装置の外部共用を開始し、所内の共同

利用施設・機器のポータルサイトへ登録した他、所外 HP の施設利用サ

イトで案内した。 

ことは高く評価する。 

 

●人材不足が問題となっている量子分野において、サ

マースクールをきっかけに、センターの研究に参加す

る学生が現れたことは高く評価する。また、新しい研究

分野である量子技術分野のダイバーシティを高めるこ

とで分野の発展に資する取組は高く評価する。 

 

 

 

 

●式典・シンポジウムにて 8 つの量子拠点の代表者が

一堂に会し、各拠点の展望についてセッションを行っ

た後、同日のうちに拠点推進会議準備会合を設けて拠

点運営に関する 8 拠点間の意識合わせを行い、迅速な

拠点活動の開始を可能にしたことは高く評価する。 

 

 

●令和 3年 2月の量子技術イノベーション拠点発足後、

中核拠点として直ちに運営体制を整備し、拠点活動を

牽引して国際シンポジウムを成功させ、日本の量子技

術のプレゼンスを世界に示したことは、高く評価する。 

●保有する国内最先端の技術や設備に関する公開・共

用の仕組みを迅速に整えたことは高く評価する。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・令和４年度内に国産の量子コンピュータを

クラウド公開する計画を着実に実現するこ

とを期待する。 

 Ⅰ－２－（９）光量子工学研究 
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主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組 

①エクストリームフォトニクス研究 

●高出力中赤外フェムト秒光源の波長域を現状の 1.5 µm から 3.0 µm

まで拡大する計画だったが、3.6 µm まで拡大させ、さらに波長 1～2 

µm 領域でテラワット級のピークパワーを達成し、中長期計画が大幅に

進展した。 

 

 

●炭素の K 吸収端を含む”水の窓”領域でナノジュールを超える高エ

ネルギーの高次高調波の発生に成功し、”水の窓”領域において従来に

比べて 1,000 倍以上の高出力を達成した。 

 

 

●理研が独自に開発してきた高エネルギー光シンセサイザーで発生し

た単一アト秒パルスの時間波形を計測するための光電子時間分解分光

装置を構築し、より正確なパルスのキャラクタライゼーションを行い、

パルス幅 226 アト秒で世界最高強度 1.1 GW（10 億ワット）の発生を

実験的に確認することに成功した。 

 

 

●光格子時計の実用化に向けた研究では、可搬型プロトタイプ機を用

いて実験室外での運転試験を行い、一般相対性理論を高い精度で検証

することに成功した。 

 

 

②サブ波長フォトニクス研究 

●レーザー共焦点ライブ顕微鏡の超解像・高速化の開発をさらに進め、

シグナル増倍と高速高精細 CMOS カメラの利用によって、1 msec フ

 

●波長域、出力ともに当初の年度計画を大きく上回り、

高強度中赤外フェムト秒レーザーの開発に革新的進展

をもたらす研究成果であるため、非常に高く評価する。 

 

 

 

●”水の窓”領域において、従来の 1,000 倍以上の高出

力化に成功し、炭素を含む材料等の超高速構造変化の

シングルショット計測に道を拓くもので、非常に高く

評価する。 

 

●高エネルギー3 波長光シンセサイザーの安定化と制

御法の確立、及びアト秒ストリーク計測による 1GW 級

の高強度単一アト秒パルス発生の成功は、アト秒科学

に新たな展開をもたらすものであり、非常に高く評価

する。 

 

 

●光格子時計の社会実装に向けた重要な一歩であり、

新たな相対論的センシング技術として、測地学や地球

惑星科学などの進展に大きく貢献するものであり、非

常に高く評価する。 

 

 

●高速超解像ライブイメージング技術において、単一

光子計測により超解像を実現しながら 3D において完

＜評定に至った理由＞ 

・アト秒パルスレーザーの発生手法として理

化学研究所が独自に開発した高エネルギー

光シンセサイザーを用いて、世界最高出力

のアト秒レーザー発生を成功させたこと

は、アト秒レーザーを用いた超高速現象や

非線形光学現象の解明に向けた研究開発の

進展への大きな貢献が期待される成果であ

り、非常に高く評価する。 

 

・光格子時計について、可搬式プロトタイプを

用いて実験室外での運転試験を行い、高精

度な高さ計測を実証したことや、可搬性を

高めるためにサイズと重量を大幅に削減し

したことは、地殻変動や火山活動の監視等

への光格子時計の社会実装に向けた大きな

成果であり、非常に高く評価する。 

 

・新型のテラヘルツ波発振器などのテラヘル

ツ光に関するデバイス開発や生きた細胞へ

の高強度のテラヘルツ光照射等のテラヘル

ツ光の応用研究において、顕著な成果を着

実に上げており、高く評価する。 

 

・理化学研究所認定ベンチャー企業と協働し、

最先端のレーザー計測技術を駆使して、老

朽化したトンネル壁面のコンクリート状態
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等 レーム毎での単一光子計測に成功し、様々な蛍光標識試料を用いて 3D

での時間分解能 10-20 立体／秒を達成した。 

 

 

 

 

●高度な画像情報処理技術と機械学習を用いて、各 100 枚の正常画像

と対象画像のセットから、早期胃がん領域の高精度抽出手法を開発し

た。 

 

 

 

●高いアスペクト比を持つ金属ナノ構造を加工できる独自の 3 次元ナ

ノ加工技術の開発により、メタマテリアル素子を基板表面に垂直方向

に 3 次元的に配列させることで、光局在スポットの空間密度を大幅に

向上させた赤外吸収メタマテリアルデバイスを試作した。さらに、この

デバイスを用いた極微量の気体分子の赤外吸収スペクトルの高感度検

出と、試料分子同定に成功した。 

 

●フェムト秒レーザーマニピュレーション技術を高度化し、3 次元ガラ

スマイクロ流体構造中にギャップ間隔 40nm の金属ナノ周期構造の形

成に成功した。本手法によりマイクロ流体表面増強ラマン散乱(SERS)

分析チップを作製し、新たに開発した液界面支援 SERS 分析法(LI-

SERS)と組み合わせることにより、物質の超微量分析を実現した。ま

た、フェムト秒レーザーの GHz バーストパルスを生成し、Si のアブレ

ーションや 2 光子造形に応用した。 

 

 

 

全同時 3 色、20 立体／秒という時空間分解能は、世界

に冠絶する性能の達成であり、細胞生物学分野の基礎

研究を革新的に発展させるものとして、非常に高く評

価する。 

 

 

●内視鏡専門医の判断に迫る 90％近い確率で早期胃が

ん領域の高精度抽出手法を開発したことは、日本で罹

患率が高いと言われる胃がんの早期発見・早期治療に

大きく貢献する成果であり、非常に高く評価する。 

 

 

●高いアスペクト比を持つ金属ナノ構造を加工できる

技術を開発し、分子赤外スペクトルの高感度検出を実

証したことは、理研独自の世界初の成果であり、非常に

高く評価する。 

 

 

 

●フェムト秒レーザーマニピュレーション技術では、

マイクロ流体チップを用いた LI-SERS 分析によって

得られた増強度であり、かつ、検出限界濃度は SERS

分析における未踏の性能であり、細菌・ウイルス感染の

迅速・高精度検査等への応用も期待されることから、非

常に高く評価する。また、GHz バーストによる加工解

像度の改善は新しい知見であるとともに、2 光子造形の

高度化及び応用範囲の拡大に大きく貢献する成果であ

り、非常に高く評価する。 

 

計測といったインフラの保守・保全作業を

自動化する手法を開発し実証した成果を、

非常に高く評価する。 

 

・小型中性子源の可搬型プロトタイプである

RANS-Ⅱについて、稼働開始、及び床版内部

土砂化・滞水の新たな検知法開発など、可搬

型中性子源による非破壊計測の社会実装に

向けた取組を着実に進めるとともに、橋梁

点検車に搭載可能な「中性子塩分計 RANS-

μ」について、従来技術では不可能であった

橋梁現場における非破壊での内部塩分濃度

の定量計測を実証したことは、社会課題で

ある塩害落橋事故防止への貢献が期待さ

れ、非常に高く評価する。 

 

・装置や設備、研究開発内容から、必要予算規

模が大きくならざるを得ないと思われる

が、この予算規模で毎年着実に成果を上げ

ていることは、高く評価する。 

 

・光量子の基盤開発及びその利用研究におい

て多くの実績を有するセンターであり、本

中長期目標期間においても着実な成果が得

られている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・今後、世界に伍するセンターへと発展してい
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③テラヘルツ光研究 

●テラヘルツ量子カスケードレーザー(QCL)の開発において、第一原理

計算に基づく量子構造最適化により、新たな構造の QCL デバイスを設

計・作製し、80 K(-193˚C)で従来比 5 倍の出力を実現した。 

 

 

 

●高強度テラヘルツ光を用い、生きた細胞内でのアクチンタンパク質

の変化を顕微鏡観察し、細胞内での生体関連タンパク質のテラヘルツ

照射による変化を可視光像として観測するとともに、その変化を定量

的に示した。 

 

 

 

 

 

●新型テラヘルツ波発振器の研究に関して、バックワードテラヘルツ

波発振を高性能化（出力向上）を行うために、実験的に光注入効果によ

るテラヘルツ波出力を約 1,000 倍増強させることに成功した。また発

振閾値を 63%低減でき、励起光源の小型化や消費電力の低減に大きく

貢献する成果を得た。さらに、開発したモバイル型テラヘルツ波発振器

を用いて、容器内の可燃性液体のテラヘルツ波非破壊イメージングの

実証を行った。 

 

●新型テラヘルツ波発振器のテラヘルツ波出力を増強させるため、励

起光の光子を連鎖的に下方波長変換する技術（量子カスケード波長変

換）の研究開発を行った。量子カスケード波長変換は特有の物理光学的

 

 

 

●上位発光準位から高エネルギーサブバンド準位への

リーク電流を低減する設計手法を世界で初めて発見

し、高温動作性能を向上させたことは、QCL の高温・

高出力に繋がる非常に重要な成果であり、非常に高く

評価する。 

 

●生きた細胞への高強度のテラヘルツ光照射を行い細

胞内のアクチンタンパク質の変化を観測し、細胞内で

の生体関連タンパク質のテラヘルツ照射による変化を

可視光像として観測するとともに、その機構を明らか

にしたことは、テラヘルツ照射による細胞内の生体分

子構造制御の機構解明につながる重要な成果であり、

高く評価する。 

 

 

●新型テラヘルツ波発振器への光注入効果を研究し、

従来の約 1,000 倍のテラヘルツ波出力向上と 63%の低

閾値化ができたことは、テラヘルツ波非破壊検査応用

を促進させる成果であり非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●新型テラヘルツ波発振器で量子カスケード変換過程

を発見し、3 次過程まで実現できた成果は、テラヘルツ

波発振器の出力を格段に増強させるための重要な成果

くため、本分野に関わる産学官のコミュニ

ティや関係者を巻き込みながら取組を進め

ていく必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・レーザーは最先端の学術研究や材料開発・加

工、インフラ保全など、幅広い分野に適用さ

れる非常に重要な分野であり、我が国にお

いて、基盤技術開発に取り組む本センター

の意義は極めて大きい。 

 

・ハードウェア開発及び維持管理（スクラップ

を含む）と、それを使った研究のバランスを

とることが難しいセンターであり、経営戦

略、予算配分、人事などセンターとして高度

な運営が要求される。 
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な条件において成立するが、本研究では特に、バックワードテラヘルツ

波パラメトリック波長変換において量子カスケード波長変換が実現で

きる条件を発見し、これにより従来 1 過程で制限されていた波長変換

過程を第 3 次過程まで拡大することに成功した。 

 

④光量子技術基盤開発 

●用途別レーザー装置としてトンネル壁面のコンクリートの状態を計

測する車両走行型高精細レーザー表面計測技術を開発し、時速 50 km/h

で 0.2 mm の亀裂を計測することに成功した。 

 

 

●蛍光評価のためのプローブとなる、新規の中赤外波長可変レーザー

材料のための励起光源を開発し、2-7µm 帯の蛍光スペクトルが計測可

能な分光システムの構築に成功した。これにより、Cr:ZnSe、Cr:CdSe

をはじめとする中赤外レーザー材料の蛍光スペクトル計測の実現に加

え、励起光源を Cr:CdSe レーザーに変更することで、4µm 以上の中赤

外領域に蛍光スペクトルを有する Fe2+系材料の計測が可能となった。 

●蛍光スペクトル領域の異なる Cr:ZnSe と Cr:CdSe を、同一レーザー

共振器内に配置し、複合レーザー材料として発振波長の拡張試験を実

施し、2.12-2.91 µm の波長変域を得た。これは、Cr:ZnSe、Cr:CdSe を

単体でレーザー共振器内に配置した場合の波長可変領域から、波長可

変域を大きく拡張する成果である。さらに複合材料を同一共振器に利

用する技術について、非線形光学結晶を配置することにより、波長領域

を 12μm まで拡張することに成功した。 

●ゲルマニウムを用いた赤外分光素子として利用可能な回折格子の加

工を新規ナノダイヤモンドによる特殊フライカット工具により実現

し、加工ピッチ約 17μm のチッピング等の欠陥の無い表面を生成可能

な条件を見出した。 

 

であり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●理研ベンチャーと協働し、最先端のレーザー計測技

術を駆使して、社会問題となっている老朽化したトン

ネルなどのインフラの保守・保全作業を自動化する手

法を開発し、実証したことは、非常に高く評価する。 

 

●中赤外レーザー材料の評価について順調に計画が進

行していることに加え、複合材料を同一共振器内に配

置するシステムでは、2 種類のレーザー材料で 2μ帯に

おける大きな波長可変領域の拡大に成功し、さらに、非

線形光学結晶の配置によって波長領域を12μmまで拡

張できたことは、当初の想定を上回る画期的な成果で

あり、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●新規に開発した 5 軸サブナノメータ超精密加工装置

が予定通りの性能を発揮しており、硬脆材料の延性モ

ード加工を安定的に実施できることが確認され、予想

を上回る安定度を得られており、高く評価する。 
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●小型中性子源については、現行のシステムに加え、可搬型プロトタイ

プである RANS-Ⅱの実証試験を行い、稼働を開始することに成功した。

また RANS-Ⅱによるインフラ実橋梁サンプル非破壊計測技術の高度化

により、コンクリート劣化の定量評価が可能な橋梁の床版内部土砂化・

滞水の新たな検知法を開発した。さらに、中性子線源である Cf を使用

し、橋梁点検車に搭載可能な「中性子塩分計 RANS-μ」の開発を進め、

これを用いてコンクリート構造物内の腐食発生限界である塩分濃度

（1.2kg/m3）の計測に成功した。 

 

●RANS-Ⅱの稼働開始、及び床版内部土砂化・滞水の

新たな検知法開発は、可搬型中性子源による非破壊計

測の実現を大きく前進させる成果であり、非常に高く

評価する。 

●今回開発した RANS-μは、従来の構造物内部塩分濃

度計測が破壊を伴う技術しか存在しないなか、橋梁現

場において非破壊で内部塩分濃度の定量計測を可能と

する画期的な技術であり、喫緊の社会課題である塩害

落橋事故防止への貢献が期待され、非常に高く評価す

る。 

 Ⅰ－２－（１０）加速器科学研究 

 
主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・科学技術基本計画等に挙

げられた、我が国や社会か

らの要請に対応するための

研究開発を、中長期目標・

中長期計画等に基づき戦略

的に推進できているか。 

・世界最高水準の研究開発

成果が創出されているか。

また、それらの成果の社会

還元を実施できているか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

①原子核基礎研究 

●超伝導化された理研重イオン線形加速器（SRILAC）をほぼ専有

し、気体充填型反跳核分離装置（GARIS-III）を用いて、V-51 と Cm-

248 反応による 119 番新元素の長期的な本格実験を開始した。 

●超重元素の単一原子沈殿生成法（水酸化サマリウム共沈法）を世界

で初めて開発し、104 番元素ラザホージウムの沈殿生成機構を単一原

子レベルで明らかにした。また、105 番元素ドブニウムの同位体 Db-

257 の質量を精密に測定することに成功した。このような、超重元素

の化学的性質や精密質量などを測定するプログラムを開始した。 

●RIBF で現在までに測定された新同位元素は 152 核種であり、2021

年末時点での発見数ランキングは、理研が世界５位であり、人類が測

定できる核図表の拡大において重要なプレイヤーとなっている。 

●令和元年度では、フッ素及びネオン同位体の存在限界を決定し、原

子核地図の境界線を 20 年ぶりに更新することに成功した。 

 

●国際競争に先駆けて、119 番新元素の探索を本格開

始できたことを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●核図表上での測定同位体の拡大は、物質の根源的理

解や物質創成の謎の解明のための究極の原子核描像の

構築、核合成技術の確立、宇宙における元素合成過程

の解明の基礎となり、非常に高く評価する。 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・原子核基礎研究においては、被引用数Top1%

文献となった、Ni-78 の二重魔法性の発見や

SPiRIT での中性子過剰な高密度核物質の

硬さ（状態方程式）の観測といった数多くの

顕著な成果を創出しており、原子核研究の

進展に貢献し重要な知見を与えていること

から非常に高く評価する。 

 

・BNL 及び RAL との国際協力に基づく素粒

子物性研究においては、PHENIX 測定器の

アップグレード及び超低速ミュオンビーム

開発や過去データの解析が順調に進んでお

り、これらの着実な取り組みは、高く評価す

る。 
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（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、各領域にお

ける主要な研究開発課題等

を中心とした、戦略的な研

究開発の進捗状況 

・世界最高水準の研究開発

成果の創出、成果の社会還

元 

・研究開発の進捗に係るマ

ネジメントの取組  

等 

●令和元年度では、Ni-78 の二重魔法性を発見し、長年に渡る問題に

結論を与えることに成功するとともに Ni-78 を越えた中性子過剰な同

位体では魔法数 28、50 が喪失する前駆現象を見出した。 

●平成 30 年度では、Mg-40 の励起状態の観測に成功し、Mg-40 で魔

法数 28 が喪失していること、他の Mg 同位体と比べて大きく変形し

た未知の構造をもつことが明らかとなり、理論研究に大きなインパク

トを与えた。 

●令和 3 年度では、新たに開発した 3 次元時間射影型飛跡検出システ

ム「SPiRIT」を用いて、RI ビームの衝突によって生成した中性子過

剰な高密度核物質の硬さ（状態方程式）の測定に世界で初めて成功し

た。この状態方程式は従来よりも高精度であり、中性子星の内部構造

の理解にとどまらず、中性子星合体や超新星爆発における元素合成過

程の理解へつながると期待される。本成果は発表論文の引用数が

Top1%となった。 

●平成 30 年度では、中性子過剰な二重魔法数核 Sn-132 の巨大共鳴状

態の観測に成功し、中性子星内部構造などに関する理解が進んだ。 

●令和 2 年度では、多種粒子測定装置 SAMURAI を用いた実験技術

により、中性子ハローを持つリチウム-11 原子核に対し世界最高感度

での中性子分光研究に成功した。 

●平成 30 年度では、理研で開発した超高速スピン制御技術を利用し

て、Cu-75 の励起状態の磁気モーメントの測定に成功し、Cu-75 の内

部構造に関する情報を得た。 

●宇宙における元素合成プロセス解明のため、平成 30 年度から令和 3

年度までの実験において、87 種の半減期を測定し、そのうち 18 種は

新半減期の測定となった。 

●稀少 RI リングを利用した中性子過剰核の精密質量測定、国際共同

プロジェクト BRIKEN によるベータ遅発中性子放出確率など、元素

合成過程に関する大量のデータ取得に成功した。遅発中性子放出確率

では、37 種の測定に成功し、その内 17 種については初めて遅発中性

 

 

 

 

 

 

●RIBF でしか実現できない RI の観測を通じて、原

子核の構造・魔法数・状態方程式・スピン物理の解明

といった、今後の原子核物理の発展に寄与する重要な

成果を創出したことを、非常に高く評価する。 

 

 

 

●海外の新加速器施設建設が進む中で、RIBF が達成

すべき科学成果を着実に上げていることを非常に高く

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究

においては、ワムシの大型化、みかん新品種

の開発、At-211 の製造や RI の製造・頒布等

の研究成果について、産業への応用や社会

貢献として、非常に高く評価する。 

 

・RIBF の加速器施設の高度化・共用の促進に

おいては、装置の更新と改良を進め、ウラン

ビーム強度の中期計画の目標値を前倒しで

達成したことは、実験設備の着実な改良を

図り先端的研究に供しているという点で高

く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・仁科加速器科学研究センターは戦略センタ

ーの一つに位置づけられているが、大型施

設を有する基盤センター的な側面も有して

いる。これまで素粒子・原子核分野を先導

し、数多くの成果を挙げていることを踏ま

え、これまで積み上げられてきた貴重な知

見、技術、人材が雲散してしまわないよう、

RIBF の在り方や位置づけを理研全体とし

て重要課題の一つとして考えていくことが

望まれる。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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子放出測定に成功となった。さらに 3 種（最も中性子過剰な原子核）

は 2 個の中性子を連続して放出する現象を初観測した。 

●平成 30 年度では、革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）で

の特許「放射性廃棄物の処理方法」が 21 世紀発明賞を受賞した。次

世代加速器として強度１A の単胞線形加速器の概念設計を行い（特許

出願）、大強度ビーム用液体リチウム標的（特許出願）、ミュオン触媒

核融合による中性子生成といった先駆的・独創的な要素開発を基に、

核変換用加速器システムを提案した。 

●上記のシステム設計のため、現時点で RIBF においてのみ測定可能

な長寿命核種のデータ取得を進めた。令和 3 年度は長寿命核分裂生成

物核種として Tc-99 を二次ビームとして使った同位体毎断面積の測定

及びウランビームからのマイナーアクチノイド核種 Np-237 の生成断

面積の測定を行った。こうしたデータをもとに上記核変換用加速器シ

ステムの開発も進めている。 

●令和元年度では、センターの同位体・微量分析の強みを考古学に応

用し、京田遺跡の出土品から赤色顔料を分析することで、古代日本の

地域交流に関する新たな知見を得ることに成功した。 

●令和 3 年度では、低温下でアイスコアを自動でレーザー溶融し、イ

オンと同位体比の超微量分析を可能とする世界初の装置開発におい

て、これまで開発した装置に実験室大気からの汚染対策を施し、更な

る自動化を行った。南極ドームふじアイスコア中の硝酸イオン濃度の

解析から、太陽の活動周期としてよく知られる、10-100 年スケールの

3 つの周期(11 年、22 年、約 90 年)の同時検出に世界で初めて成功し

た。本成果は、センターの推進ミッションとして本件のみで大きな社

会的、分野的インパクトを持つばかりか、アイスコア研究で最終目標

としている超新星痕跡同定に向けてのマイルストーンである。 

 

②BNL 及び RAL との国際協力に基づく素粒子物性研究 

 

●科学データと知見に基づき、社会問題の解決につな

がる「放射性廃棄物の処理方法」を提案したことを非

常に高く評価する。 

●放射性廃棄物の処理システムを確立するため、

RIBF でしか行えないデータ取得のための実験を積極

的に実行していることを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

●センターの強みを生かし、人文学系の研究も行えて

いることを非常に高く評価する。 

●国の事業として最古のアイスコア掘削計画が推進さ

れている、ドームふじアイスコアの宇宙現象への応用

の価値を明確に示したことについて、高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●PHENIX 測定器のアップグレードが順調に進捗

し、過去のデータの解析も順調に進み、成果を創出し
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●理研 BNL 研究センターでは、PHENIX 測定器の大幅アップグレー

ドである sPHENIX 測定器の開発を進めた。衝突点近傍の飛跡検出器

INTT の部品製作と組み立て作業を日本、台湾、米国で並行して進め

た。東北大電子光施設のビームを用い、システム全体の最終チェック

を成功裏に完了した。 

● PHENIX 実験でこれまで取得したデータ解析を進めた。偏極陽子

衝突で生成される中性子、直接光子、荷電粒子等の偏極依存性を求め

10 編の関連論文を公表した。特に令和 3 年度では、直接光子の観測で

は陽子内グルーオンの回転運動の大きさに強い制限を与えることに成

功した。 

●RAL-超低速ミュオンビーム開発：シリカエアロゲルからのミュオ

ニウムの 1S2P 共鳴イオン化により生成される超低速ミュオンを高精

度で RFQ 加速器に入射する装置を準備した。これと併行しミュオニ

ウム 1S2S 共鳴イオン化による超低速ミュオン生成を確認し、高度化

を進めた。 

●RAL-μSR：有機超伝導体における内部磁場分布測定と、密度汎関

数法を用いた電子状態の第一原理計算を比較する新たな研究手法によ

り、非対称な超伝導ギャップの解析に成功した。 

実験実施方法の柔軟性を拡張するために確立したリモート実験のシス

テムを用いた実際の共同研究を実施した。理研・共同研究者・RAL と

3 地点間でネットワークを活用し、µＳＲ分光器制御、データの取得と

転送、および解析などの一連の作業をユーザー自身が RAL に出向く

ことなく所属機関においても実施可能であることを実証した。 

 

③重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究 

●大型変異誘発に適する条件の探索に成功し、養殖マグロ仔魚の餌で

あるシオミズツボワムシの大型化に成功した。 

 

 

たことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●超低速ミュオンビーム開発において、ビーム発生に

向けた着実な進展と新たな手法開発について、高く評

価する。 

 

 

●まだ世界のどのμSR 施設でも実施していないリモ

ート制御による実験が実施可能であることを実証し、

共同研究を効率的に推進できたことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●ワムシの大型化の成果は経済的なインパクトも大き

く、海外の経済専門誌にも紹介されたことを、非常に

高く評価する。 

 

●長期貯蔵に向く温州みかんの育成は経済的なインパ



119 

 

●静岡県と青島温州みかんより収穫期が１ヶ月遅く、長期貯蔵向き

で、3 月から 4 月に出荷できるみかん新品種「春しずか」の育成に 20

年の研究開発の末、成功した。 

 

●国内での成果をきっかけに、海外の国（インドネシア、ラオス）か

らも申入れを受け、国際共同研究を開始した。令和 3 年度では、バン

グラディッシュ・カンボジアそれぞれの国際共同研究が IAEA に採択

され、仁科センターが照射実験を担当することを IAEA から求められ

た。実験開始のため、準備を進めた。 

●FAO/IAEA より Women in Plant Mutation Breeding Award が授

与された。 

 

●RI の製造・応用に関しては、AVF サイクロトロンで製造した Zn-

65、Cu-67、Sr-85、Y-88、Cd-109、At-211 を国内の大学・研究機関

に有償頒布した。 

●AVF サイクロトロンを用いて At-211 を製造し、所内外の研究機関

と連携して新しい核医薬品の実現に向けた標識・動物実験を進めた。

また、At-211 の大規模製造・供給を実現するため、理研超伝導線形加

速器に RI 製造専用ビームラインを建設した。 

●α線核医学治療用 RI として期待される At-211 の製造技術開発を進

め、40μA の大強度αビーム照射による At-211 の製造に成功した。

所内外の研究機関と連携して新しい核医薬品の実現に向けた標識・動

物実験を進めた。また、At-211 の大規模製造・供給を実現するため、

理研超伝導線形加速器に RI 製造専用ビームラインを建設した。 

●大阪大学病院において、理研 At-211 を用いてα線核医学治療の臨

床試験を開始した。また、創薬を目指した国立がん研究センターや東

大病院との共同研究を開始した。その他の医療用 RI においても、企

業連携を含み、共同研究を推進している。 

 

クトも大きく、新聞やベンチャー企業向け HP にも紹

介されたことを、非常に高く評価する。 

 

●環太平洋アジア地域との食糧や温暖化問題解決に向

けた共同研究を促進するなど重イオンビーム照射技術

の重要性を国際的にも周知したことが非常に高く評価

され、受賞につながったことを非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●RI 有償頒布事業、短寿命 RI 供給プラットフォーム

事業ともに着実に新規利用者を開拓し、頒布実績を伸

ばしていることを高く評価する。 

 

 

 

 

●国内初となるα線核医学治療の臨床試験を開始で

き、創薬も含めた国内の RI 医療の発展を支えている

ことを非常に高く評価する。 

 

 

●特に医療分野においては、遅延・遅配が許されない

RI 頒布において、仁科センターで培われた世界最先

端の知見・技術・システムを活用して、現時点まで一

度も遅延・遅配なく予定通り RI 製造・頒布が行われ

ていることを非常に高く評価する。 
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●産業応用では、宇宙利用半導体試験企業による有償利用が急増して

おり、利用企業は中長期の初年度から 2 倍以上の増加になり令和３年

度で 11 社となった。 

 

●利用各社から照射室の利用環境の改善提案を受けて、共通備品を整

備した。新ビームもメニューに加えるなどしており、結果として、数

社がスムーズに同時利用可能となり、業界標準の照射試験場となりつ

つある。 

 

④RIBF の加速器施設の高度化・共用の推進 

●国際公募による利用課題選定委員会を毎年 4 回（平成 30 年度のみ

5 回）開催した。コロナ禍において、課題の実施にあたっては、リモ

ートで実験できる環境を提供した。 

●令和 3 年度の登録している RIBF 外部利用者は、53 機関 188 名

（うち海外 33 機関、73 名）となった。海外からの実験者数の割合

は、コロナ禍以前では、30%を超えていた。 

 

 

 

●令和２年度において、イオン源からのビーム強度増及び通過効率の

向上が図られた結果、SRC 出口でのウランビーム強度が 117pnA に向

上した。これにより、今中長期計画の目標が達成された。 

●令和３年度のビーム可用度は 98.3%であり、最高値を更新した。 

●措置された補正予算で、重イオンリニアック RILAC に超伝導 ECR

イオン源及び超伝導加速空洞を導入し、大強度ビームを加速して施設

検査に合格し、増強計画を完成した。リニアック施設において 119 番

元素合成実験を長期間行うことを可能とした。 

 

 

●宇宙利用半導体業界から、国内有数の重イオンビー

ム大気中照射施設として仁科センターが広く認知さ

れ、利用企業数も増加していることを高く評価する。 

●コロナ禍においても、国内における標準照射場とし

て、日本産業の発展に多大な貢献を果たしていること

を非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

●RIBF でのみ達成可能な実験研究プログラムが国際

共同研究体制のもと強力に推進されており、非常に高

く評価する。 

●国際的な人の往来が止まってしまった中で、海外共

同研究者に対してリモートでビームモニタリング・解

析環境を提供し、国際実験を主導、継続したことを、

非常に高く評価する。 

 

 

●基盤系部・室の連携に基づいて加速器システムの高

度化を図り、RIBF のウランビーム強度に関する中長

期目標を前倒しで達成した。リニアックにおいて超伝

導化することで強度化に成功し、119 番元素合成の長

期実験を開始した。これらを非常に高く評価する。 
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●加速器高度化計画では、荷電変換リングの設計と構成要素の試作を

行い、企業と共同で多極電磁石の特許を申請した。 

 

⑤人材育成・マネジメント 

●「仁科スクール」、外部資金による日中韓フォーサイト事業など、

国内にとどまらない若手人材育成、実験―理論連携研究の更なる推

進、国際共同研究の強化を行った。 

●実験と理論を両輪とした新たな研究成果創出のため、新理論 PI を

雇用した。RIBF の新たな理論研究を推進させる準備を進めた。 

●原子核物理学ヨーロッパ協力委員会（NuPECC）に準会員として招

聘された。欧州との共同研究の強化が推進される European 

Commission EURO-Labs に仁科センターが参加し、提案が採択され

た。 

●日本アイソトープ協会とアイソトープ・放射線に関する利用技術の

向上を図り、それらを通じて学術及び科学技術の発展に寄与すること

を目的とする協定を締結した。 

 

 

 

 

 

●コロナ禍においても国際的な人材交流・育成を行っ

ていることを高く評価する。 

●国際的なビジビリティが向上していることを、非常

に高く評価する。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－２－４－１ 国立研究開発法人理化学研究所 中長期目標期間中間評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 世界最先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

関連する政策・施策 政策目標８科学技術イノベーションの基盤的な力の強化 

施策目標８－３ 研究開発活動を支える研究基盤の戦略的強化 

政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題 

への対応 

施策目標９－３ 健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対 

応 

当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 

国立研究開発法人理化学研究所法 第十六条第一項 

特定先端大型研究施設の共用 

の促進に関する法律第五条第一項 

当該項目の重要度、難易

度 

－ 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 

令和４年度行政事業レビューシート番号 190、228、229 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値

等 

Ｈ30 年

度 

R １ 年

度 

R ２ 年

度 

R ３ 年

度 

R ４ 年

度 

R ５ 年

度 

R ６ 年

度 

 Ｈ30 年度 R１年度 R２年度 R３年度 R ４ 年

度 

R ５ 年

度 

R ６ 年

度 

 

論文数 

・和文 

・欧文 

－  

40 

334 

 

30 

424 

 

39 

435 

 

28 

444 

－ － － 予算額（千円） 57,750,773 51,511,030 71,745,937 35,668,060 － － － 

決算額（千円） 58,068,481 53,858,157 73,395,840 35,434,060 － － － 

経常費用（千円） 34,379,771 33,221,914 39,101,138 58,507,996 － － － 

連携数 

・共同研究等 

・協定等 

－  

164 

52 

 

161 

74 

 

188 

80 

 

250 

102 

－ － － 経常利益（千円） 33,610 △91,494 △148,518 196,995 － － － 

行政サービス実

施コスト（千円） 

36,046,473 - - － － － － 

特許 

・出願件数 

・登録件数 

－  

22 

8 

 

27 

10 

 

29 

9 

 

22 

8 

－ － － 行政コスト（千

円） 

- 38,136,902 42,188,439 61,382,315 － － － 

従事人員数 323 326 324 313 － － － 

※「論文数」には、本評価項目で評価を行う組織間の重複が含まれ得る。  
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

（評価軸）  

・中長期目標・中長期計画等

に基づき、研究開発基盤の運

用・共用・高度化・利活用研

究の取組を推進できている

か。 

・研究所として、高度化、利

活用のための卓越した研究

成果が創出されているか。ま

た、それらの成果の社会還元

を実施できているか。 

・研究開発基盤の外部への共

用等を通じ、科学技術や経済

社会の発展等に貢献する成

果を創出できたか。 

・研究開発成果を最大化する

ための研究開発マネジメン

トは適切に図られているか。 

（業務実績総括） 

【共用・利活用の促進】 

●世界最先端の研究基盤群の共用や利活用促進について、以下の優れ

た実績を挙げ、内外の関連する研究等の推進に大きく貢献した。 

・計算科学研究：平成 26年度より開始したスーパーコンピュータ「富

岳」の開発は、Society5.0 の構成要素となる 9 分野のアプリケーショ

ンの研究開発とハードの研究開発を協調させながら行う（コデザイン）

ことで、高い計算性能と広い応用分野を高次元で両立させ、サイエンス

の基盤はもとより Society5.0 の基盤となるポテンシャルを実現した。

このことは、国際ベンチマークにおいて、単純な速さだけでなく 4 冠

を獲得したことで実証した。当初予定を前倒し、令和 3 年 3 月 9 日よ

り共用を開始して以降、令和 3 年度には高い稼働率で政策対応枠、成

果創出加速プログラムも含めて計算資源を提供した。また、スーパーコ

ンピュータの運用にとどまらず、計算科学分野における世界的な中核

拠点として、国や地域レベルの取組に積極的に参加し、運用技術に関す

る知見の共有や共同研究、人材育成等を推進した。 

・放射光科学研究：SPring-8 については、毎年 5,200 時間以上の総運

転時間のうち、83%（約 4,300 時間）以上を放射光利用時間に充当し、

安定した運転を実現した。平成 30 年度から令和 3年度までの累計利用

者は 55,632 人であった。SACLA については、3 本のビームラインの同

時実験を可能にすることで、X 線レーザー利用時間が平成 29 年度は

5,442 時間だったところ、平成 30 年度以降は 6,100 時間以上（令和 2

年度を除く）と大幅な増加を実現した。コロナ禍においては緊急事態宣

言期間を含む一定期間、来所を伴わない形で新型コロナウイルス感染

症に関する緊急研究課題の受入れを行った。 

 

 

●極めて安定した研究基盤を構築しつつ共用・利活用

促進を図るとともに、更なる高度化の取組を通じ、研究

所内外の優れた研究開発成果の創出等に向け特に顕著

な貢献を行ったと認め、S 評定とする。 

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動

による成果、取組等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効

率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的

な特別な成果の創出の期待等が認められるた

め。 

 

・理研が保有する世界最先端の研究基盤施設

であるスーパーコンピュータ「富岳」、大型

放射光施設 SPring-8 及び SACLA、並びに

バイオリソース研究センターは、施設共用、

試料提供を通じて、我が国の科学技術・イノ

ベーションの発展の基盤となっている。こ

の基盤的役割に加え、これらの施設を所有

する３センターで更なる技術開発や研究成

果を創出していることは、非常に高く評価

する。 

 

・「京」の運用について、極めて安定的で着実

な運用を通して、多くの研究成果創出に貢

献した。 
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・バイオリソース研究：研究開発を実施する上で最も重要な 5 つのリ

ソース、(1)実験動物マウス、(2)実験植物、(3)ヒト及び動物由来の細

胞材料、(4)微生物材料、及び(5)ヒト、動物、微生物由来の遺伝子材料

に焦点を当て、それぞれのリソースについて、①社会ニーズ・研究ニー

ズに応える品揃え、②世界最高水準の品質、③国際ハブ機能、及び④利

活用研究に関して明確な目標を立て、事業を実施した。加えて情報関係

の組織を統合して統合情報開発室を設置し、情報学を駆使したバイオ

リソース関連情報データ統合や情報発信によりバイオリソースの高付

加価値化と利活用拡大を推進した。文部科学省第 4 期 NBRP事後評価で

は極めて高い評価を得た。 

 

【研究基盤の高度化】 

●以下のとおり、世界最先端の研究基盤群の一層の高度化や優れた成

果等の創出を行った。 

・計算科学研究：スーパーコンピュータに関する 4 つの性能ランキン

グにおいて令和 2 年 6 月から 4 期連続 4 冠を達成した。また、詳細か

つ定量的な COVID-19 の飛沫・エアロゾル拡散モデルを構築、感染症疫

学のデジタルトランフォーメーションに初めて成功し、ゴードン・ベル

COVID-19 研究特別賞を受賞したことや、富岳の全系規模計算を活用し

たゲリラ豪雨予報実証試験に成功し、富岳上の仮想世界と観測データ

という現実世界をリアルタイムにリンクさせる高度利用を切り拓いた

ことで、Society5.0 の基盤となろうとしていることを示した。また、

「富岳」と AI を駆使した創薬分野における基盤構築を目指す「HPC/AI

駆動型医薬プラットフォーム部門」を立ち上げ、革新的な研究開発を実

施した。 

・放射光科学研究：タンパク質結晶から自動でデータ収集する「ZOO シ

ステム」を開発し、データ測定やデータ処理に要する時間や人手の大幅

縮減を実現した。結晶が準備できれば専門的な知識がなくても構造解

析のための高品質データ収集が可能となり、放射光利用のハードルを

「富岳」は、世界のスパコンランキングにおい

て、4 つの性能ランキングで 4 期連続 4 冠

を達成した。また、当初予定より前倒しで令

和 3 年 3 月から共用が開始され、新型コロ

ナウイルス感染症に関して、飛沫感染予測

や感染の分子機構解明など、目に見える形

で成果をいち早くアピールするとともに、

長周期地震による被害予測、ゲリラ豪雨予

測、創薬 DX プラットフォームの構築など、

多くの課題に取り組んでいる。 

 

・SPring-8 においては老朽化が進む中、適切

な対策と継続的な研究開発によりダウンタ

イムを低減し、産業利用を含む多くのユー

ザーに対して高品質の X 線を安定的に供給

した。また、SACLA においてもダウンタイ

ムを低減しつつ、3 本のビームラインの同時

運転等の手法により、利用時間の大幅な増

加を実現した。 

 

・バイオリソース研究センターは、リソースの

提供件数について、コロナ禍が続く中でも、

目標値 44,000 件の 135％となる件数を達成

しており、質・量ともに高い水準を維持して

おり、国際的な研究コミュニティからの信

頼と尊敬を勝ち得ている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 
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大きく下げた。また、クライオ電子顕微鏡の測定において、機械学習を

用いて試料ステージ位置を自動で調整するシステムを開発し、高速で

かつ良質な画像データを全自動で取得可能とした。 

・バイオリソース研究：増加するマウスリソースへの対応として、簡易

で効率的なマウス胚及び精子の凍結保存・復元技術、マウス繁殖技術な

どの基盤技術を開発するとともに、様々な課題解決のために必要なバ

イオリソースの開発と利活用促進のための研究開発を実施した。また、

国際マウス表現型コンソーシアム(IMPC)の一員として国際標準表現型

解析パイプラインを用いて令和 3年度までに延べ 77系統の若齢期と加

齢期の遺伝子破壊マウスの表現型解析を完了し、IMPC の成果と合わせ

て 7,824の新しい表現型情報付きマウス系統を令和 3年度に公開した。 

●また、以下をはじめとする人材育成、外部連携等の優れた取組を行っ

た。 

・計算科学研究：海国内外の大学院生や若手研究者を対象に RIKEN 

International HPC Summer School を開催し、平成 30 年度から令和 3

年度までに延べ 93名が参加した。また、海外の大学や研究機関等と 40

件の協定を締結し、積極的に海外機関との協力関係を構築・拡大した。 

・放射光科学研究：多種多様な分野の研究者が集う放射光施設を通じた

ダイナミックな連携を進めるための「リサーチリンケージ」の形成を推

進した。更なる科学技術の進歩、新学術、新産業の創成、若手研究者育

成や社会の発展に貢献するために、学術界のみならず、産業界の研究者

や技術者等の様々な分野にわたるユーザーの科学技術的交流の場とし

て、毎年 SPring-8シンポジウムを開催した。 

・バイオリソース研究： ISO9001:2015 国際品質マネジメント認証を維

持し、認証に従い最先端の検査によりリソースの品質管理を実施した。

また、事業従事者を対象とした品質管理に関わる資格の取得、研修受講

により、人材教育・育成を推進した。 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・基盤センターには、安定性や利用者を重視し

た長期的な経営戦略が必要である。共用促

進法により富岳、Spring-8、SACLA の必要

予算の確保がある程度見通せることはメリ

ットであり、財源が運営費交付金のバイオ

リソース研究センターにおいても、理研全

体の予算状況や経営戦略によって大きく影

響を受けないような措置を考えておく必要

がある。 

 

・人事計画も、戦略センターの人事戦略とは異

なった対応が必要である。特に技術系職員

については、技術の継承やキャリアパスの

構築、優秀な人材の確保を考慮した、各セン

ターの実情に応じたフレキシブルな計画が

重要である。 

 

・2022 年 5 月に公布されたいわゆる「経済安

全保障推進法」に示されている経済安全保

障の概念や「統合イノベーション戦略 2021」

に示されている外国人研究者の受け入れ審

査の強化等は、従来の「外国為替及び外国貿

易法」による管理を超えたものであること

を十分認識し、対応体制・対応策を改めてし

っかり協議・整備し、適切な形で国際連携を
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進めていただきたい。 

 Ⅰ－３－（１）計算科学研究 

 
主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計画

等に基づき、研究開発基盤

の運用・共用・高度化・利

活用研究の取組を推進でき

ているか。 

・研究所として、高度化、

利活用のための卓越した研

究成果が創出されている

か。また、それらの成果の

社会還元を実施できている

か。 

・研究開発基盤の外部への

共用等を通じ、科学技術や

経済社会の発展等に貢献す

る成果を創出できたか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

【総括】 

●スーパーコンピュータ「京」及び「富岳」を着実かつ安定的に運用し、

計算資源を研究者等への共用に供し、「京」の運用期間に加え「富岳」

運用初年度の令和 3 年度においても革新的な成果を絶えず創出してき

た。また、スーパーコンピュータの運用にとどまらず、計算科学分野に

おける世界的な中核拠点として、国や地域レベルの取組に積極的に参

加し、運用技術に関する知見の共有や共同研究、人材育成等を推進した

ほか、研究チームが各分野における橋頭堡としての役割を果たし、スー

パーコンピュータを用いた応用研究を世界的レベルで計算科学研究セ

ンター（以下、「R-CCS」という。）がリードしてきた。 

 

 

① 「京」・「富岳」の共用と利用者拡大 

 

【「京」の共用】 

●スーパーコンピュータ「京」は、約 7 年にわたる共用期間において、

極めて安定的に運転・運用され、利用者に提供した時間の割合は 93.6％

であり、予期せぬシステムダウンは年平均 9.5 日に留まった。11,095 名

が「京」を利用し、4,541 件の研究成果（うち、査読付き論文数 1,162

件、産業利用による成果 321 件）を発表した。ACM ゴードン・ベル賞

（2 回）、TOP500 1 位（2 回）といった名だたる賞を多く受賞した。こ

 

●センター長のイニシアチブにより各種取組を積極的

に推進し、我が国のスパコンセンターとしてのミッシ

ョンを高度に果たしている点を非常に高く評価する。

世界的にも、中核拠点として認知されており、国や地域

レベルの取組に対して、R-CCS が我が国の代表の一つ

として積極的に参画し、ビジビリティを高めているこ

とは、特筆すべき点である。 

 

 

 

 

 

 

 

●利用者の拡大や「京」の高度化、運用技術の高度化に

取り組み、我が国における研究コミュニティを超並列

大規模計算へと導いたことは特筆すべき点である。シ

ミュレーション科学の発展のみならず、ディスラプテ

ィブ・イノベーションにつながる成果創出に貢献した

ことは非常に高く評価する。 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期計画及び年度計

画に定められた以上の業務の進捗が認められ

るため。 

 

・「京」の運用について、極めて安定的で着実

な運用を通して、多くの研究成果創出に貢

献した。 

 

・「富岳」の開発について、当初使用する予定

だった半導体技術において、技術の進展を

ふまえたよりチャレンジングな目標を設定

し、高性能 CPU「A64FX」を開発したこと

により、様々な分野のユーザーが使いやす

い環境を実現した。また、第 5 期科学技術基

本計画において提唱された Society5.0 の実

現に向けて、AI やデータサイエンスにおい

て活用できるシステムの実装を行った。完

成したスーパーコンピュータ「富岳」は、総

演算性能 537 ペタフロップス（京の約 47.5

倍）、総メモリバンド 163PB/s（京の約 32
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（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、主要課題を

中心とした、研究開発基盤

の運用・共用・高度化・利

活用研究の取組の進捗状況 

・高度化、利活用のための

卓越した研究開発成果の創

出、成果の社会還元 

・外部への共用等を通じた

成果創出 

・研究開発基盤の運用・共

用・高度化・利活用研究の

進捗に係るマネジメントの

取組  

等 

のような実績が評価され、情報処理学会「情報処理技術遺産」にスパコ

ンのシステムとして初めて認定された。 

 

 

【「富岳」の開発】 

●富士通株式会社と協業で進めてきた「フラッグシップ 2020 プロジェ

クト」により、「富岳」開発を予定通りに令和 2 年度に終了した。開発

過程において、目標を大幅に超える世界最高の電力性能を誇る汎用

CPU の開発に成功し、スーパーコンピュータの消費電力性能指標

Green500 において、令和元年に世界 1 位を獲得したほか、米国 HPC

に初めて採用された。また、ターゲットアプリの高度化及び「富岳」へ

のアプリケーション最適化に向けた研究開発を並行して行い、実アプ

リケーションにおいて「京」の最大 100 倍性能の達成という開発目標

に対して、最も高いもので 131 倍以上を達成する等、実質的に全ての

指標で目標を上回った。 

 

●スーパーコンピュータに関する 4 つの性能ランキング（「Top500」、

「HPCG」、「HPL-AI」「Graph500」）において、2 位と 1.4~5.5 倍近い

性能差を実現し令和 2 年 6 月から 4 期連続 4 冠を達成した。令和 3 年

11 月には、新たに AI 処理の総合性能を評価するベンチマーク ML Perf 

HPC において、深層学習モデル CosmoFlow の単位時間あたりの学習

で 2 位に約 1.8 倍の差をつけて世界最高速度を達成した。 

 

●「富岳」開発に関する功績が評価され、令和 2 年度に「2020 年日経

優秀製品・サービス賞最優秀賞」、「第 9 回技術経営・イノベーション大

賞『経済産業大臣賞』」、「第 50 回日本産業技術大賞『内閣総理大臣賞』」、

令和 3 年度に「兵庫県科学賞」の各賞を受賞した。 

 

【「富岳」の運用】 

 

 

 

 

 

●「フラッグシップ 2020 プロジェクト」を中心に、ム

ーンショット的な目標を打ち立て、産業界、大学・研究

機関の研究者・技術者ら、「富岳」の研究開発コミュニ

ティとともに一丸となって取り組み、コデザインによ

る「富岳」の開発を完遂し、国が定めた開発目標を大き

く上回る性能を達成できたことは、非常に高く評価す

る。また、「富岳」の試行的運用段階から 2 年間にわた

って、4 つの性能指標において 1 位を堅持できたこと

は特筆すべき点である。本業績は「富岳」の突出した高

性能性・汎用性の高さを改めて示すものであり、国家プ

ロジェクトとしてムーンショット的に開発推進した成

果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倍）、9 つのターゲットアプリケーションで

実効性能は最大で京の 131 倍、消費電力は

最大で 29MW となり、所期の目標を十分に

達成している。さらに、世界のスパコンラン

キングにおいては、令和 2 年 6 月から令和

3 年 11 月にかけて、4 期連続で 4 部門世界

1 位を獲得している。 

 

・「富岳」の運用について、世界的に流行が拡

大した新型コロナウイルス感染症に対応す

るため、共用開始前の令和 2 年 4 月より、

その時点で運転可能な計算資源を試行的に

運用することで、新型コロナウイルス感染

症対策関連の課題研究を積極的に進めた。

このような緊急時の機動的な対応が可能と

なったのは、システムとアプリケーション

を同時に開発する Co-design を実施した効

果であると言える。その結果、ウイルス作用

機構の解明や治療薬探索、飛沫シミュレー

ションといった様々な成果創出に成功し

た。さらに令和 3 年 3 月の本格共用開始以

降は、線状降水帯の予測に資する研究やゲ

リラ豪雨の予測、津波浸水予測等国民の安

全・安心に資する成果や基礎科学の進展に

資する成果を着実に創出している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・「富岳」の安定かつ着実な運用を通じて、産
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●令和元年 12 月より始まった「富岳」の搬入・調整作業が令和 2 年 5

月に完了し、共用開始前ながら成果創出加速課題及び新型コロナウイ

ルス対策関連研究等に対し、計算資源を提供した。また、当初予定を前

倒しし、令和 3 年 3 月 9 日より「富岳」の共用を開始した。 

 

●「富岳」本体及び施設から生成される大量の運用データや、実行され

たジョブの履歴情報を効率的に収集、格納するための基盤を構築し、デ

ータ収集を開始した。加えて、格納されたデータを分析するための環境

を整備し、運用に重要な指標については、Web で常時確認できるよう

になったほか、異常発生時の検知の精度が向上した。また、「京」の運

用経験を踏まえつつ、定期的な保守作業では継続して作業効率の改善

に努めたこと、障害発生時の対応についても、ダウンタイムの最小化を

最優先として対処したことなどから、「富岳」の通年での運用の初年度

にも関わらず、年間稼働率は目標の 90％に対し 96.2％と大きく目標を

上回った。 

 

 

 

 

 

 

【「富岳」の Society 5.0 プラットフォーム化】 

●令和 2 年度には、新型コロナウイルスの流行という国難とも言える

社会的課題の解決に向け、新型コロナウイルスに対する研究体制を構

築し、R-CCS が全体マネジメントの役割を担い、課題代表者と文部科

学省、理研の情報共有の場として 14 回の全体会合を開催したほか、研

究者の要望を踏まえた運用支援や「富岳」の高度化につながり得るアプ

リケーションの最適化等を支援した。 

 

●新型コロナウイルスの流行下においても、感染防止

に細心の注意を払うとともに、電源供給等理研側で支

援する人員体制を物理的に二つに分け、万が一感染者

が発生した場合でも作業に影響が出ないような体制を

整えたことで滞りなく作業が完了したことは高く評価

する。また、「京」時代の運用技術・ノウハウを踏まえ

つつ、「富岳」に最適化した運用技術を構築し、ジョブ

実行の最適化や省エネに資する施策を講じたことによ

り、「京」の運用初年度の稼働率 91.9%を大幅に上回っ

たほか、「富岳」運用に関わる各種指標についても運用

初年度から目標を上回ったことは高く評価する。これ

により、成果創出課題や政策課題をはじめ、「富岳」の

共用開始早期から、数多くの革新的な成果を創出する

ことを可能としたことは特筆すべき点である。 

 

●令和 2 年度に実施した新型コロナウイルスに対する

研究は、機動的な計算資源の提供や全体的なマネジメ

ントを文部科学省と連携するなど、Society 5.0 の実現

に貢献するためのグッドプラクティスと言える。本取

組を契機として、Society 5.0 実現に向けた施策をさら

に発展させるために、「富岳」Society 5.0 推進拠点を整

備・体制強化し、令和 3 年度より具体的なプロジェク

トメイキングを実施できたことは非常に高く評価す

る。 

 

 

 

 

 

業利用の促進に加えて、我が国が直面する

社会的・科学的課題の解決に資する研究成

果を創出することを期待する。 

 

・「富岳」の開発・運用を通して得られた知見

の提供等を通じて、次世代計算基盤に求め

られる性能・機能等に関する検討に必要な

貢献をすることを期待する。 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・次世代計算基盤の開発に向けて技術探索・探

索研究を開始していることは、将来の国際

競争力の強化につながることを期待する。 
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●令和 3 年度に「富岳」Society5.0 推進拠点を立ち上げ、運営に計算科

学振興財団（以下、「FOCUS」という。）、富士通株式会社の直接的な参

加や株式会社 JSOL、理研数理の新たな視点を導入すること等により、

技術的な課題を解決すべくR-CCSの研究力や運用技術力を活かすコー

ディネーター役としての機能、制度的課題を解決すべく他の担当機関

に繋がるサポート役としての機能を強化した。さらに、PI を中心とし

た理研における研究力強化を行うとともに、その知見を活かしたプロ

ジェクトメイキングを担うための体制強化を実施した。 

 

●推進拠点の運営初年度ながら、主要な案件として 10 件ものソリュー

ションモデルの創出やプロジェクトメイキングを推進した。特に、「富

岳」の政策を超えたプラットフォーム化を提言し、日本 IT 団体連盟か

ら政府への要望に反映されるなど、著しい成果を挙げた。 

 

【「富岳」のクラウド化】 

●令和 2 年度より推進してきた「富岳」のクラウド的利用の試行的取

組について、9 つのプロジェクトのうち、4 つについてサービス実証フ

ェーズに進み、利用者が計 163 名（37 社/機関うち民間企業が 35 社）、

総利用ノード時間積が約 432 万ノード・時と、大きく実証が進んだ。 

 

●さまざまな HPC システムを透過的に利用することを可能とするク

ラウド API を開発し、「富岳」向けに実装した。また、この API に基

づいたサービス開発を行い、有効性を実証した。この成果の一部は、富

士通株式会社が令和 4 年度中にサービス開始を予定している「富岳」

互換の HPC システムをベースとしたクラウドサービスに反映される

ことが見込まれている。 

 

【人材育成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●2 年間推進した「富岳」のクラウド的利用の取組を通

じて、世界のスパコンセンターに先駆けて、多くの民間

事業者とサービス利用者によるサービス実証が行わ

れ、また開発されたクラウド API が「富岳」テクノロ

ジーの普及と利用拡大に貢献したことを高く評価す

る。 
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●令和元年度を除き、平成 30 年度より継続的に RIKEN International 

HPC Summer School を開催し、令和 3 年度末までに計 93 名が参加し

た。 

 

●欧州委員会が EU-ASEAN HPC Collaboration の枠組みの中で開催

し た EU-ASEAN High-Performance Computing (HPC) Virtual 

School 2021 に我が国の代表として参加した。 

 

●連携講座（神戸大学、東北大学）や、KOBE HPC サマー/スプリング

スクール（神戸大学、兵庫県立大学）では、大学との連携により学生指

導等を行った。また、配信講義や国際シンポジウムの講演については、

e ラーニングアーカイブにて公開し、広く計算科学技術分野の学習支援

に寄与した。 

 

●令和 2 年度に、コロナ禍により中止となった「夏の電脳甲子園

/SuperCon」の本選参加チームを対象に、高校生・高専生「富岳」チャ

レンジをオンライン開催し、「富岳」を実際に体感できる機会を提供し

た。令和 3 年度には同取組を共催し、若年層の人材育成に尽力した。 

 

②計算科学コア・コンピタンスによる計算科学分野の中核拠点として

の活動 

【制度改革】 

●理研における「富岳」の高度化、利用拡大に向けた課題遂行の透明性

を図るため、新たに「「富岳」利用委員会（委員長：松岡センター長）」

を立ち上げ、課題審査の厳格化を行ったほか、外部有識者による課題内

容に対する助言、「富岳」運用に当たっての提言を行う「富岳」外部有

識者会議」を立ち上げ、定期的に理研の「富岳」利用に関する議論の場

を設けた。 

 

●スクーリングや講習会・チュートリアル、若年層への

アウトリーチといった様々な事業を通じて、中高生か

ら若手研究者や企業の技術者まで幅広い年齢層を対象

に、計算科学技術の発展に寄与する国内外の人材育成

を達成したことを高く評価する。特に、「夏の電脳甲子

園/SuperCon」等の共催により若年層の「富岳」や情報

科学に関する理解の増進につながったことは特筆すべ

き点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国際的な頭脳循環における中核拠点としての役割を

果たすためには、センター長のイニシアチブが重要で

ある。その一環として、「富岳」の高度化・利用拡大の

計算資源の利用に関して、その決定や進め方に関する

改革を図った点や、「富岳」の適切な外部利用を図るた

めに、MOU 締結に係る制度・運用を整備した点は、「富

岳」による高度化研究の推進に繋がるものであり、高く
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●「富岳」の適切な外部利用を図るために、MOU 締結に係る制度・運

用を整備した。そのうえで、外部機関の研究者を客員研究員として招聘

し、「富岳」の高度化研究を推進した。また、令和 3 年度には、連携委

員会を新設するための準備を行った。 

 

 

 

【研究及び「富岳」運用体制の整備】 

●「富岳」の高度化・利用拡大を進めるために、R-CCS が必要とする

研究分野の探索を含めた、人事選考を行う「サーチ委員会」を立ち上げ、

新たに 3 つの分野の立ち上げを進めた。その結果、AI×HPC（「富岳」）

の研究開発を促進する「高性能人工知能システム研究チーム」、「高性能

計算モデリング研究チーム」を立ち上げることとし、新たなチームリー

ダーを招聘することに成功した。また、デジタルツインを推進する研究

チームについては、チームリーダーの公募を進めた。さらに、令和 3 年

4 月には、計算科学研究における「富岳」と AI を駆使した創薬分野に

おける基盤プラットフォーム構築を目指す「HPC/AI 駆動型医薬プラッ

トフォーム部門」を立ち上げ、革新的な研究開発を進めている。 

 

●「富岳」の共用開始及び「富岳」Society5.0 推進に際して、「富岳」

の運用等に関する高度化が求められていることを踏まえ、「富岳」の運

用等を所掌する運用技術部門の機能強化を行った。具体的には、研究セ

ンターで開発等されたソフトウェアの改良に関する研究開発を行う

「チューニング技術ユニット」を、「富岳」に係るソフトウェア環境の

改善・高度化に関する研究開発を行う「ソフトウェア開発技術ユニッ

ト」に改めるとともに、所掌業務を整理し、外部計算資源等とのデータ

伝送・共用に資するデータ連携基盤及びプリポスト処理環境及びワー

クフローツールの構築・運用に関する業務を加えた。 

 

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●令和元年 7 月に開催された R-CCS のアドバイザリ

ーカウンシルにおいて、計算科学分野における世界的

な中核拠点であると評価された。「計算科学」と「計算

機科学」分野の国際的な複合中核拠点として、センター

長のイニシアチブのもと「富岳」の高度化研究等を推進

し、我が国の HPC を用いた様々な情報科学分野の橋頭

保として、研究センターのビジビリティ向上及び我が

国の研究コミュニティとの協業、成果創出に貢献する

ものであり、高く評価する。 
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【研究教育拠点（COE）形成推進事業】 

●FOCUS が運営する研究教育拠点（COE）形成推進事業の採択を受

けて、平成 30 年度から令和 3 年度に計 9 課題の研究を実施し、兵庫

県、神戸市、地元の大学・研究機関との連携等を通じて、計算科学・計

算機科学の COE 形成・振興及び研究成果の地元還元に取り組んだ。令

和 2 年度には、ポリシーを見直し、研究成果が具体的な施策へ反映さ

れることで成果を社会還元に貢献するため、①Society5.0 実現への貢

献、②ビジブルな地元貢献、③相互利益の関係の構築のため、Society5.0

プラットフォーム化へのシーズが地元発で創出されるよう、地元自治

体と協議のうえ見直しを行った。また、研究の一環として、地元での幅

広い人材育成に取り組むこととした。 

 

 

【国外研究機関との連携】 

●日米科学技術協定に基づき、米国エネルギー省傘下の各研究機関と

R-CCS を中心とした国内 HPC 研究者グループと連携し、令和 2 年度

より「富岳」での米国エクサスケール・ソフトウェアの展開・移植と評

価、米国で用いられるアプリケーション及びベンチマークを用いた性

能評価とエクサスケール計算機アーキテクチャの共同研究を開始し

た。 

 

●令和 2 年度より、スーパーコンピュータ（HPC）を用いた新型コロ

ナウイルス感染症対策に関して、米国が主導して立ち上げた国際的な

コンソーシアムに参加するなど、HPC を通じた喫緊の地球規模課題に

ついて、内外の研究者と共に取り組んだ。 

 

●令和 2 年度に、カナダ国立研究機構（NRC）から開催の提案を受け、

新型コロナウイルス感染症対策と HPC を用いた研究課題を中心に、自

然言語処理や材料科学、量子コンピューティング等を取り上げたオン

 

●兵庫県及び神戸市による財政支援による研究推進を

地元貢献の観点から見直し、両自治体と新たなポリシ

ーを合意したことは、長期的・継続的な協力関係の発展

に資するものであり、高く評価する。また、本事業にお

ける取組がさらに発展し、令和 3 年度に神戸市等と具

体的なスマートシティ構想について検討を進め、

KOBE スマートシティ推進コンソーシアムに参画する

こととなったことは特筆すべき点である。 

 

 

 

 

 

●平成 30 年度から令和 3 年度までに、海外の大学や研

究機関等と 40 件の協定を締結し、積極的に海外機関と

の協力関係を構築・拡大してきた。また、協定等に基づ

き研究集会を数多く開催し、国際共同研究の検討や客

員研究員受入等の人材交流につながる有機的連携が増

進したことは、世界的に求心力を持った計算科学・計算

機科学の中核拠点の取組として非常に高く評価する。 
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ラインワークショップを共同開催し、国内外から 86 名の参加があっ

た。ワークショップでの議論を契機として、JST-SICORP「非医療分野

における新型コロナウイルス感染症（COVID-19）関連研究」共同研究

課題（日本-カナダ二国間共同研究）に NRC、九州大学とともに、「富

岳」を使用した RISM/3D-RISM よるドラッグスクリーニングをテーマ

として提案した。 

 

●平成 27 年度より参画しているスーパーコンピュータ・高性能計算技

術分野の国際的な研究組織である JLESC において、数値計算ライブラ

リー、FPGA、計算科学アプリケーション、性能評価技術等の共同研究

を推進し、特に FPGA 等については中心的役割を果たしてきた。 

 

●平成 29 年度に締結したフランス原子力・代替エネルギー庁と理研と

の協定に基づき、プログラミング環境、システムソフトウエア、計算科

学アプリケーション等の高性能計算の様々な分野で共同研究を推進し

た。特に、「富岳」の完成を受け、高度化研究の一環として、ゴードン・

ベル賞への応募を目指して大規模プラズマシミュレーションコード

WarpX の「富岳」全系を用いた評価を実施した。さらに、令和 4 年度

以降の研究推進体制について協議し、覚書を更新した。 

 

●令和 3 年度より、理研欧州事務所を通じて、欧州委員会 DG 

CONNECT を中心に、計算科学分野に関する研究連携と人材交流を促

進し、材料科学分野のワークショップをオンライン開催し、約 80 名が

参加した。 

 

●令和元年度に、ASEAN 諸国と日本におけるシームレスなデータ共有

を行い、「富岳」をはじめとする日本の HPC の利活用を促進すること

で ASEAN 諸国の社会的課題の解決に貢献すべく、Asia-Hub 構想を立

ち上げた。令和 2 年度には、シンガポール科学技術研究庁計算資源セ
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ンター（A*CRC）、シンガポール国立スーパーコンピューティングセン

ター（NSCC）と MOU を締結した。令和 3 年度には、タイ国立電子コ

ンピュータ技術研究センター（NECTEC）と運用技術などの人材育成

を主目的とした包括的覚書を締結した。 

 

【特筆すべき研究成果】 

●「富岳」を用いて、水平 3.5km メッシュかつ 1,024 個のアンサンブ

ルという、過去に例を見ないほど大規模な全球気象シミュレーション

とデータ同化の複合計算を実現した。これは、世界の気象機関が日々行

っている気象予測のためのアンサンブルデータ同化計算と比較して、

およそ 500 倍の大きさのもので、高い総合性能を持つ「富岳」でなけ

れば達成できなかったものである。本成果は、計算科学において最も栄

誉ある賞のひとつであるゴードン・ベル賞のファイナリストに選出さ

れた。 

 

●新型コロナウイルス感染症対策に貢献する成果をいち早く創出する

ために、文部科学省と連携し、関連研究開発を公募、6 課題に計算資源

を供出し、医学的側面と社会的側面の両面から研究を実施した。共用前

の試行的利用期間中にも関わらず社会に対して非常に大きな影響を与

える以下の研究成果を創出した。 

・約 2,128 種類の既存薬から新型コロナウイルスの標的タンパク質に

高い親和性を示す治療薬候補として、数十種類が選択された。 

・新型コロナウイルスの表面に存在するスパイクタンパク質のシミュ

レーションを行い、ウイルスがヒト細胞に侵入する際に起こるスパイ

クタンパク質の構造変化において、スパイクタンパク質表面を修飾し

ている糖鎖が重要な役割を果たしていることを発見した。 

・感染者との接触を通知するコンタクトトレースアプリの有効性をシ

ミュレーションにより証明した。 

 

 

 

 

 

 

 

●これらの研究成果は、「富岳」だからこそ創出された

成果である。「富岳」の比類ない性能を活用していち早

く成果を創出し、ゴードン・ベル賞 COVID-19 研究特

別賞や文部科学大臣賞等の名誉ある賞を受賞できたこ

とを非常に高く評価する。さらに、それぞれの研究をさ

らに発展させ、大型プロジェクトに採択されるなど、ス

ーパーコンピュータを用いた各分野における応用研究

を R-CCS がリードしていることは特筆すべき点であ

る。 
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・「富岳」を用いた詳細かつ定量的な COVID-19 の飛沫・エアロゾル拡

散モデルを構築し、感染症疫学のデジタルトランスフォーメーション

に初めて成功した。50 程度のさまざまな感染シーンと 1,000 を超える

多種多様な感染条件に対して、社会が求める的確なタイミングで、感染

状況に応じた感染リスクの評価とその対策について提案した。「飛沫や

エアロゾルの飛散の様子を見える化することで、飛沫エアロゾル感染

についての理解と対策の重要性を啓発し、日本のみならず世界の人々

の行動に変化をもたらした」と評価され、令和 3 年度には、米国計算機

学会のゴードン・ベル賞の COVID-19 研究特別賞、日本 ITU 協会賞特

別賞を受賞した。 

 

●平成 21 年より開発を開始した超並列分子動力学ソフトウェア

GENESIS は、コデザインにより「富岳」に最適化され、当初目標をは

るかに上回る 125 倍以上の高速化を実現し、多くの新しい機能を備え

た新しいバージョンの GENESIS を令和 2 年にフリーソフトウェアと

して公開した。加えて、GENESIS を用いた新型コロナウイルス表面の

スパイクタンパク質の動的構造解析及び糖鎖の解析に取り組み、タン

パク質表面に存在する 3 つの糖鎖が果たす役割を解明するとともに、

不活性型から活性型への変化を予測することに成功した。 

 

●ペロブスカイト太陽電池の変換効率を予測する機械学習モデルを

「NTChem」による量子化学シミュレーションデータ等から人工知能

を活用することで構築し、その推測モデルを使って変換効率が高くな

るように正孔輸送材料の中心骨格と配位子の組合せを決定することで

新規の有機正孔輸送材料を提案した。また，「NTChem」による量子化

学シミュレーションとマテリアルズ・インフォマティクスのサイバー

技術と合成・計測のフィジカル技術を融合したポリマー設計技術を構

築し、その技術を活用することでバイオ合成可能な高耐熱ポリマー候

補を提案し、実際に合成することで実証に成功した。 
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（次世代計算基盤の開発） 

●ポストムーア時代を迎える令和 10 年に多数のアプリで平成 30 年頃

のハイエンド汎用 CPU の 100 倍の性能を達成するために、画期的な

帯域重視型 FLOPS-to-BYTES アーキテクチャを軸として、次世代の

高性能計算機の性能モデリング方式やシステム構成方式の技術的探索

を実施した。 

 

●次世代先端的計算基盤の開発に向けたコミュニティ NGACI(Next-

Generation Advanced Computing Infrastructure)による活動を主導

し、「富岳 NEXT」の開発に向けた調査研究（フィージビリティスタデ

ィ）の研究体制立ち上げに貢献した。 

 

●次世代計算基盤へ向けたアプリケーション特性調査を主な目的とし

て、各研究チームが開発するアプリケーション及びその関連アプリケ

ーションを中心に、HPL、HPCG、HPL-AI、Graph500、SPEC OMP、

SPEC HPC などの代表的な HPC ベンチマークを対象とした「富岳」

を含む HPC システム上でのベンチマーキング評価を開始した。 

 

 

●高度化研究の推進と並行して、様々な外部資金を獲

得して次世代計算基盤の開発に資する研究を実施して

いるほか、コミュニティ活動を主導したことにより、次

世代計算基盤に係るフィージビリティスタディの実施

に貢献したことは国家レベルのスパコンセンターの本

来のミッションを高度に果たしており、高く評価する。

HPC 技術の発展による我が国の国際競争力の強化等

につながり得る取組である。 

 Ⅰ－３－（２）放射光科学研究 

 
主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計画

等に基づき、研究開発基盤

の運用・共用・高度化・利

活用研究の取組を推進でき

ているか。 

・研究所として、高度化、

利活用のための卓越した研

①大型放射光施設の研究者等への安定した共用 

●SPring-8 では、平成 9 年の供用開始以来 20 年以上が経過しており、

施設の各所に老朽化が目立っているが、適切な対策を打つことにより

現在でも世界最高水準の放射光施設の地位を保ち続けている。高度な

メンテナンスにより、毎年 5,200 時間以上の総運転時間のうち、83%

（約 4,300 時間）以上をユーザーの放射光利用時間に充当し、世界でも

類を見ない安定した運転を実現した。また、世界最高品質の放射光 X 線

を国内外の多数の利用者に供給するため、光源及び光学輸送系に関し

 

●SPring-8 では、総運転時間のうち 8 割以上をユーザ

ーの放射光利用時間に充当する世界でも類を見ない安

定した運転を実現しており、不断の研究開発により、産

業利用割合も例年 20%という高い比率を維持してい

る。SACLA においても、3 本の FEL ビームラインの

同時運転の実現により、利用運転時間の大幅な増加を

達成している。世界最高品質の放射光 X 線を国内外の

＜評価に至った理由＞ 

・SPring-8 においては老朽化が進む中、適切

な対策と継続的な研究開発によりダウンタ

イムを低減し、産業利用を含む多くのユー

ザーに対して高品質の X 線を安定的に供給

した。また SACLA においてもダウンタイ

ムを低減しつつ、3 本のビームラインの同時

運転等の手法により、利用時間の大幅な増
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究成果が創出されている

か。また、それらの成果の

社会還元を実施できている

か。 

・研究開発基盤の外部への

共用等を通じ、科学技術や

経済社会の発展等に貢献す

る成果を創出できたか。 

・研究開発成果を最大化す

るための研究開発マネジメ

ントは適切に図られている

か。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画

等で設定した、主要課題を

中心とした、研究開発基盤

の運用・共用・高度化・利

活用研究の取組の進捗状況 

・高度化、利活用のための

卓越した研究開発成果の創

出、成果の社会還元 

・外部への共用等を通じた

成果創出 

・研究開発基盤の運用・共

用・高度化・利活用研究の

進捗に係るマネジメントの

取組 

等 

て不断の研究開発を進めている。さらに、産業利用割合は例年約 20%

という世界で類を見ないレベルに達している。 

●SACLA では、2 本の硬線 FEL ビームラインのパルス毎の振り分け

運転において、両ビームラインを同時に高い出力で運転することに成

功した。合わせて、軟 X 線ビームラインは専用の加速器を有するため、

3 本の FEL ビームラインで同時に利用実験を行うことが可能となり､X

線レーザー利用時間が平成 29 年度は 5,442 時間だったところを、平成

30 年度及び令和元年度は約 6,300 時間とし、中長期計画以前からの大

幅な増加を実現した。 

●新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、緊急事態宣言発令期間

を含む令和 2年 4月 6 日から 6 月 16 日に来所を伴う SPring-8/SACLA

の利用を停止した一方で、新型コロナウイルス感染症の迅速な克服に

貢献するため、上記の期間においても利用者の来所を伴わない形での

新型コロナウイルス感染症に関する緊急研究課題の受け入れを行っ

た。この期間による研究により論文成果が発表されるなど、新型コロナ

ウイルス感染症の対応に貢献した。 

●リサーチ・リンケージという、「放射光施設」を通じて、大学、企業、

国立研究開発法人等がダイナミックな連携を進めることを可能とする

仕組みの構築を行い、我が国の研究拠点としての役割を遂行する基盤

を整備した。 

●SACLA 産業利用推進プログラム、SACLA 大学院生研究支援プログ

ラムによって、産学の若手人材育成に貢献した。また、プログラム出身

者が理研の研究員として採用され、外部団体による賞を受賞している。 

●持続可能な開発目標（SDGs）や 2050 年カーボンニュートラルの実

現に向け、SPring-8・SACLA が有する世界最高性能の光を、グリーン

成長戦略に示された各分野の利用を推進し、グリーンイノベーション

に資する新分野開拓を実施するとともに、産官学利用者へのより一層

の支援を目的として、2021 年 8 月 23 日に「SPring-8・SACLA グリー

ンファシリティ宣言」を行った。 

多数の利用者に供給しており、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加を実現した。両施設において安定的な共

用を実施できたことは、高く評価する。 

 

・結晶構造解析に必要なデータをタンパク質

結晶から自動的に収集するシステム及び結

晶試料を画像解析により自動的に検出する

プログラムの開発によって放射光利用環境

を大幅に向上させたことは、非常に高く評

価する。 

 

・クライオ電子顕微鏡について、国産機の改良

により世界最高品質のデータの取得に成功

し、良質なデータを高速・全自動で取得でき

るようにしたことは、装置の普及、ひいては

生命科学・物質科学分野での研究成果創出

に資するものであり、非常に高く評価する。 

 

・施設の自動化・遠隔化の整備を進め、ビーム

ライン運転のオートメーション化、試料準

備のオートメーション化等を組み合わせた

パイロットビームラインを完成させ、共用

を開始したことは、研究の DX に資する取

組であり、非常に高く評価する。 

 

・量子科学技術研究開発機構が国の主体とし

て 整 備 す る 次 世 代 放 射 光 施 設

「NanoTerasu」への積極的協力や、同施設

に導入見込みであるコンパクト高性能電子

銃の RSC による開発及び性能実証は、我が
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●センター長は、世界最高レベルの放射光及び X 線レーザーを供給す

る SPring-8 及び SACLA という大型研究基盤を総合的にマネジメント

している。広くユーザーに提供するだけでなく、先端的利用方法開発に

も取り組み、より幅広い学術分野や産業界及びその連合体等に活用さ

れることでその成果を広く社会に還元した。 

 

②計測機器、解析装置等の開発による放射光利用環境の向上 

●X 線画像検出器における計測データの高速・高精細・多量化の実現に

向けて、次世代センサのプロトタイプを完成させるとともに、次世代セ

ンサを用いた計測に必要となる高速・大容量データの高速リアルタイ

ム処理設備の整備を進めている。 

●タンパク質結晶から自動で結晶構造解析に必要なデータを収集する

システム及び、画像解析により自動で結晶試料を検出するプログラム

の開発を行った。誰でも簡単に放射光施設を利用した高分解能データ

収集が可能になり、放射光利用環境が大幅に向上した。 

 

 

 

 

 

●国産のクライオ電子顕微鏡を基に、最適なシステム及びソフトウェ

アを開発し、世界最高品質のデータを取得することに成功した。また、

機械学習を用いることにより、高速でかつ良質な画像データを全自動

で取得できるシステムを開発し、クライオ電子顕微鏡の利用環境整備

を行った。 

●放射光と相補的な構造解析手法であるクライオ電子顕微鏡を

SPring-8 の付帯設備として共用供出し、施設の構造解析基盤としての

放射光利用環境の向上を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●タンパク質結晶から誰でも自動で高品質な結晶構造

解析に必要なデータを取得できるようにするシステム

を開発したことは、放射光利用のハードルを大きく下

げる成果であり、当該論文は「IUCr Acta Cryst D 2019-

2020 Top cited article」を受賞し、学術的なインパクト

も大きく、非常に高く評価する。 

 

 

 

●クライオ電子顕微鏡の研究開発において、国産機の

改良により世界最高品質のデータの取得に成功し、さ

らに全自動でデータを取得するシステムを整備したこ

とは、海外の１社にほぼ独占されている市場に対し、我

が国の巻き返しにつながるとともに、国産クライオ電

子顕微鏡を用いた創薬研究への応用が期待され、非常

に高く評価する。 

 

 

国全体の放射光科学の発展や生産性向上に

資する取組であることから、非常に高く評

価する。 

 

・SACLA 線形加速器から SPring-8 蓄積リン

グへの電子ビーム入射を完成させたこと

は、ビームの質向上や施設の大幅な省電力

化に資する取組であり、非常に高く評価す

る。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・SPring-8 の立地の不便を打ち消す優位性を

確保するための研究 DX の推進、リモート

アクセスの充実、データセンター構想、ひい

ては中長期的なアップグレードが課題であ

る。 

 

・共用開始から時間が経過し、産業利用を含む

裾野が広がったことから非専門家を含む幅

広い分野のユーザーへの支援が求められる

一方で、放射光を利用した最先端の研究を

標榜しており、バランスを保ちながら双方

を実現できるかが課題である。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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③X 線エネルギー分析技術の深化による実用材料ナノ評価の推進 

●2 次元非球面反射光学素子による集光光学系を完成させ、開発した集

光技術を各種計測手法に応用し、実用材料による動作下･非破壊でのイ

メージング実験を実施しており、順調に中長期計画が進捗している。 

●従来の X 線タイコグラフィと比較して、広い観察視野が得られる測

定法を実証するとともに、高空間分解能を維持しつつ、加熱条件下で試

料を計測する測定法及び 1 枚の回折強度パターンから試料の実空間像

を再構成する測定法を開発し、中長期計画が大幅に進展した。 

 

④放射光施設の高度化に向けた要素技術開発 

●SACLA 線形加速器から SPring-8 蓄積リングへの電子ビーム入射に

よるユーザー運転を 1 年間通じて実施し、入射期の完全切り替えを行

うとともに、施設の大幅な省電力化を達成した。 

●加速器やビームラインの自動化・遠隔化に対応するための整備を進

め、ビームライン運転及び試料準備のオートメーション化等を組み合

わせたパイロットビームラインを完成させ、SPring-8 ユーザーへの共

用を開始した。 

 

 

●国立研究開発法人・量子科学研究機構（QST）が整備を行っている次

世代放射光施設において、RSC が研究開発を進めてきた加速器の開発

技術を提供した。また、RSC が開発した市販の熱カソードを用いたコ

ンパクト高性能電子銃が、次世代放射光施設やニュースバル放射光施

設に導入され、我が国の放射光施設の高度化に大きく貢献し、中長期計

画が大幅に進捗した。 

 

 

 

 

●従来の測定法の課題であった熱ドリフト及び時間分

解能の低さを解消する成果であり、さまざまな実用材

料系の広視野・高分解能の環境イメージングへ応用が

期待されることから、高く評価する。 

 

 

 

●施設の自動化・遠隔化の整備を進め、新しいコンセプ

トの基にパイロットビームラインを完成させ、共用を

開始したことは、効率的な施設利用を進めることで研

究成果の創出を加速する取組であり、非常に高く評価

する。 

 

 

 

 

●軟 X 線領域に強みを持つ「次世代放射光施設」に対

して、硬 X 線領域に強みを持つ「SPring-8」が積極的

に協力することに加え、RSC が新しいコンセプトの基

に開発した電子銃が我が国の他の放射光施設に普及し

たことは、我が国全体の放射光科学の発展に寄与する

取組であり、非常に高く評価する。 
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 Ⅰ－３－（３）バイオリソース研究 

 
主な評価軸（評価の視点）、 

指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・中長期目標・中長期計画等

に基づき、研究開発基盤の運

用・共用・高度化・利活用研

究の取組を推進できている

か。 

・研究所として、高度化、利

活用のための卓越した研究

成果が創出されているか。ま

た、それらの成果の社会還元

を実施できているか。 

・研究開発基盤の外部への共

用等を通じ、科学技術や経済

社会の発展等に貢献する成

果を創出できたか。 

・研究開発成果を最大化する

ための研究開発マネジメン

トは適切に図られているか。 

 

（評価指標） 

・中長期目標・中長期計画等

で設定した、主要課題を中心

とした、研究開発基盤の運

用・共用・高度化・利活用研

究の取組の進捗状況 

●全てのリソースで保存数/提供総件数の目標を上回り、累積提供数は

59,356 件と、目標値 44，000 件を大きく超える 135%の実績を達成し

（別紙参照）、利用者による論文発表の累積数は 7,315、特許公開の累

積数は 1,746 であった。提供したリソースの約 12.3％が論文発表に、

約 2.9%が特許公開に繋がったことは、科学技術イノベーションの発展

に大きく貢献していることを示している。 

令和 2 年度はコロナ禍での活動自粛があり、年度前半の事業はかなり

制限されたにも関わらず効率的な作業体制や時間差出勤など工夫して

事業を継続したことにより、当該年度の保存・提供総件数の目標値を大

きく超えて達成した。 

また、第 4 期 NBRP 事後評価が行われたが、BRC の 5 つのリソース

はいずれも高い評価を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①バイオリソース整備事業 

●バイオリソース研究センター（BRC）は、主要な生

物研究材料である実験動物・マウスや実験植物の個体

から、ヒト・動物・植物の細胞材料、遺伝子材料、微生

物までを一機関で整備・提供する世界でも類のないバ

イオリソース機関である。各リソースが世界 3 大拠点

の一つであり、我が国が誇るべき世界最高水準の国際

的な研究基盤であることを非常に高く評価する。また、

左記の実績は、我が国のみならず、国際的な研究コミュ

ニティの支持と理解を得て、研究動向と研究ニーズに

沿った最先端のバイオリソースを積極的に収集・整備・

提供した結果であり、非常に高く評価する。 

令和 2 年度にはコロナ禍での活動自粛があり、年度前

半の事業はかなり制限されたにも関わらず効率的な作

業体制や時間差出勤など工夫して事業を継続したこと

により、保存・提供総件数の目標値を大きく超えて達成

したこと、令和 3 年度には第 4 期 NBRP 事後評価で高

い評価を得たことは、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●社会ニーズ、研究ニーズに応えた感染症、認知症、炎

＜評定に至った理由＞ 

・取り扱っている 5 種類のバイオリソースは、

いずれについても世界 1、2 位の保存数を誇

る拠点に位置付けられており、我が国が誇

るべき世界最高水準の国際的な研究基盤が

構築されていることは、高く評価する。 

 

・リソースの提供件数について、コロナ禍が続

く中でも、目標値 44,000 件の 135％となる

件数を達成しており、質・量ともに高い水準

を維持していることが認められ、非常に高

く評価する。 

 

・提供したリソースが、7,315 報の論文発表、

1,746 件の特許公開に使用されており、科学

技術イノベーションの発展に大きく貢献し

ており高く評価する。 

 

・バイオリソースの蓄積と利用数等、例のない

共用基盤提供が行われており、国際的な研

究コミュニティからの信頼と尊敬を勝ち得

ている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・設立から 20 年が経過したことを踏まえ、施
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・高度化、利活用のための卓

越した研究開発成果の創出、

成果の社会還元 

・外部への共用等を通じた成

果創出 

・研究開発基盤の運用・共用・

高度化・利活用研究の進捗に

係るマネジメントの取組  

等 

●実験動物では、社会ニーズ、研究ニーズに応えて、高次生命現象にお

けるゲノム機能解明と感染症を含むヒト疾患の診断・治療・創薬の開発

研究に有用なモデルマウスを収集、保存、提供した。 

 

 

 

 

●実験植物では、シロイヌナズナ野生株・変異体・形質転換体、ミナト

カモジグサ及び培養細胞株の増殖、品質検査、提供を行った。 

 

 

 

●細胞材料では、ヒトがん細胞株、ヒト疾患特異的 iPS 細胞株、動物

由来の細胞株等の基礎研究、医学研究、創薬研究等に有用な培養細胞株

を収集し、培養・品質検査・保存・提供を実施した。 

 

 

 

●遺伝子材料では、広範な研究分野で必要とされるゲノム及び cDNA

クローンを収集し、提供した。細胞の分化や活動の状態を可視化するた

めの遺伝子クローン並びに高効率の遺伝子導入ベクターを収集し、提

供した。 

 

 

 

●微生物材料では、様々な環境から分離された微生物や生態系の物質

循環に働く微生物、人の共生微生物、性状・ゲノムの解明がなされた付

加価値の高い新種微生物の基準株等、環境と健康の研究分野に有用な

多種の微生物を収集し、保存・品質管理・提供を実施した。 

症性疾患、代謝性疾患、指定難病、精神・神経疾患、小

児慢性特定疾患に対する創薬・治療法の開発研究に有

用なモデルマウス系統を拡充し、保存・提供総件数の目

標値を超えて達成したことを高く評価する。 

 

 

●環境応答機構の解明に貢献する実験植物リソースの

収集を重点的に行い、保存・提供総件数の目標値を超

え、社会ニーズ、研究ニーズに応えたことを高く評価す

る。 

 

●収集・保存・提供数は目標数を超える実績をあげ、特

に疾患 iPS 細胞の提供は目標を大幅に超えた。新型コ

ロナウイルス感染症研究も含めて、学術機関のみなら

ず産業界にも多数提供し、多数の成果論文・特許取得に

貢献したことは、非常に高く評価する。 

 

●細胞の分化や活動の状態を可視化する計 200 株以上

の解析リソースを収集・整備し提供開始したことは、一

つの分野で 100 株前後のまとまったリソースを収集で

きることは稀であり、関連研究の推進に貢献すること

になり評価に値する。また、社会的要請の高いウイルス

遺伝子（cDNA）リソースの取組を開始したことを高く

評価する。 

●海外からの微生物の寄託が多く、海外への提供も多

数あって、基準株の保有数も世界 2 位を維持しており、

国際的機関として最高水準の整備を実施している。整

備リソースは、地球温暖化やバイオエネルギーといっ

た環境関連の研究分野、人の免疫系に作用する常在微

設設備の現状を整理し、引き続き安定的に

バイオリソースを提供できるよう、計画的

なメンテナンスに取り組むことを期待す

る。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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●統合情報開発室の立ち上げを行なった。5 つのリソースの情報統合を

達成し、疾患名や遺伝子名を用いたリソースの横断検索を実現すると

ともに、新型コロナウイルス感染症関連リソース検索にも対応した。ホ

ームページのリニューアルを行い、動画活用、BRC 設立 20 周年記念

事業コンテンツ等を通してユーザーの利便性と情報の発信力を強化し

た。バイオリソース特性情報の充実化のために、マウスゲノム多型デー

タベースの公開を行なった。 

 

 

●ISO9001:2015 国際品質マネジメント認証を維持するとともに、認証

に従い最先端の品質検査を実施し、リソースの厳格な品質管理を行っ

た。また事業従事者を対象とした品質管理に関わる資格の取得、研修受

講の推進、内部監査員の任用等により、人材教育・育成を行った。バッ

クアップ予定リソースの調製を進め、新型コロナウイルス感染の収束

が確認された時点で迅速に播磨研究所に搬入する準備を整えた。 

国際連携としての活動では、国際マウス表現型解析コンソーシアム

（IMPC）に設立メンバーとして参画している。また、アジア研究リソ

ースセンターネットワーク（ANRRC）の会合に参加した（令和 3 年度

はオンライン参加）。令和元年度は日中韓マウスサマーコースを理研

BRC がホストとなり開催した（令和 2-令和 3 年度はコロナ禍のため開

催を見送った）。コロナ禍中は、バイオリソースの利活用を促進するた

めの技術研修の実施は見送ったが、マニュアルの公開やオンラインで

国内外にバイオリソースの取扱い等の技術移転を積極的に行った。ま

た、若手人材育成の一環として、若手職員が企画した若手 BRC 

生物や食品に付加価値を付与する微生物といった健康

関連の研究分野の数多くの研究に貢献しており、非常

に高く評価する。 

 

●バイオリソースにかかる情報統合による検索機能の

大幅な高度化、ホームページコンテンツの充実化によ

る、情報発信とユーザーの利便性の向上、大規模データ

解析による新たな情報収集と発信を推進したことで、

バイオリソースを利用した研究の推進に大きく貢献し

ており、非常に高く評価する。 

 

 

 

 

●国際的品質マネジメント規格 ISO9001 認証を 10 年

に亘って維持、運営し、BRC が提供しているバイオリ

ソースへの信頼性の確保に貢献している。また、真正な

バイオリソースを恒常的に提供することで実験の再現

性を向上させ、研究の効率化を高め、国民のライフサイ

エンスに対する信頼を得ることに大きく貢献してお

り、高く評価する。 
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Conference（WBC）を開催（令和 3 年、令和 4 年はオンライン形式）

した。この他にアウトリーチ活動として中高生向きのオンライン講座、

地元小学校へのオンライン出前授業、オンラインでのトークイベント

を行った。また、保有するバイオリソースを利活用したライフサエンス

分野での新産業創出を促進するために、理研 BRC の事業紹介並びにバ

イオリソースを利活用した成果事例を発表するセミナーをオンライン

で開催した。 

 

②基盤技術開発事業 

●マウスリソースの安定した寄託・提供及び生産のために、非凍結胚の

冷蔵温度輸送技術、特殊な手法と器具を必要としない精子の簡易凍結

技術、そして抗インヒビン血清を用いた過剰排卵法の保存困難系統へ

の応用技術を開発した。また、マウスの遺伝資源保存及び研究利用のた

めに、繁殖能の低い野性由来マウス系統の受精卵由来あるいは体細胞

（末梢血白血球）由来の ES 細胞を樹立し、マウスの胎盤幹細胞の品質

に関わるマーカー遺伝子の同定を行った。 

 

 

 

③バイオリソース関連研究開発プログラム 

●iPS 創薬基盤開発チームは、企業及びアカデミアとヒト iPS 細胞を

用いた共同研究を積極的に進め論文発表し、企業に技術指導を行った。

iPS 細胞を用いた ALS の医薬品シーズの評価、AI を用いた疾患予測テ

クノロジーを開発し論文発表した。アルツハイマー病 iPS 細胞を用い

た新たな病態の発見、血管内皮などの分化誘導法を構築した。視覚系疾

患 iPS 細胞を作製、新たな分化誘導法を論文発表し、利活用を促進し

た。iPS 細胞を用いた既存薬から新型コロナウイルス感染症治療薬の候

補を見出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●マウスの生殖補助技術の効率化及び簡易化を達成し

たことにより、マウスリソースの寄託・提供及び生産の

大幅な技術改善を達成したことを高く評価する。また、

野性由来マウス系統の ES 細胞樹立及びマウス胎盤幹

細胞の品質改善により、マウス系統の遺伝資源保存及

び研究利用促進に貢献したことを高く評価する。 

 

 

 

 

 

●これまでチームが取り組んだ難治性疾患に関する医

薬品開発につながる成果、AI を用いた疾患予測テクノ

ロジー開発、iPS 細胞からの各種組織・器官の誘導法確

立による疾患特異的 iPS 細胞の新たな利活用法、新た

な創薬基盤技術の確立は、いずれもバイオリソース関

連研究開発として重要な成果であり非常に高く評価す

る。 
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●iPS 細胞高次特性解析開発チームは、肝臓の難治性疾患であるウィル

ソン病(指定難病 171)患者由来 iPS 細胞の特性解析を実施し、脂肪肝モ

デルを開発した。さらに、この脂肪肝モデルでの異常表現型を修復する

化合物を見出した。また、4p 欠失症候群等の染色体異常関連難病の原

因細胞・関与細胞の同定等を行った。さらに、ゲノム編集技術によって

細胞の分化や未分化状態での発現を可視化できる遺伝子導入細胞株を

作製した。 

 

 

 

 

●次世代ヒト疾患モデル研究開発チームは、電気穿孔法によるゲノム

編集を行い、ヒト疾患に関わるアミノ酸変異を導入したノックインマ

ウスを作出した。さらに、標準系統マウスだけでなく亜種由来系統マウ

スに対しても変異導入を可能にするため、ゲノム編集技術を改善した。

また、疾患に関連するヒト遺伝子全長のノックインを行うため、

PhiC31 組換えシステムを運用し、ALS に関与するヒト遺伝子全長を

有するマウスを開発した。 

●マウス表現型解析開発チームは、IMPC 国際標準表現型解析パイプ

ラインを用いて、BRC が作出した 41 遺伝子破壊系統の若齢マウス及

び 44 系統の加齢マウスの表現型解析を実施した。また、国内研究者向

けに、同表現型解析パイプラインや行動解析パイプライン、イメージン

グ解析パイプライン等による82系統の遺伝子改変マウスの解析支援を

行った。これらの成果は Nature Communication 誌、Nature 

Immunology 誌、Bioinformatics 誌、Nature Genetics 誌等に 11 報を

発表した。 

 

 

 

 

●ウィルソン病患者由来 iPS 細胞を用いた病態モデル

の作製は本邦初であり、その修復法を見出したことは

iPS 細胞を用いた治療法の創出につながる成果である。

また、4p 欠失症候群特異的 iPS 細胞の特性解析と病態

モデルの研究成果は、これまで病態解明と治療法の開

発がほとんど行われていなかった 4p 欠失症候群に対

する世界初の成果である。これらのことを高く評価す

る。 

 

 

 

●ゲノム編集技術の改善と最適化を行い、疾患モデル

マウスを開発したことは、疾患変異の機能評価を大幅

に効率化するものであり、高く評価する。 

 

 

 

 

●国際連携により提供可能遺伝子改変・疾患モデルマ

ウス系統が大幅に増加した。解析支援では自閉症、脂質

代謝異常などの疾患モデル開発に成功し、マウスリソ

ースの品質向上に大きく貢献した。また、新規行動解析

法開発を進めると共に、国家戦略として掲げる「将来の

健康長寿社会の形成」関連の研究にも有用な X 線 CT

用軟骨造影剤の開発に成功しており、非常に高く評価

する。 
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●疾患ゲノム動態解析技術開発チームは、画像処理・機械学習を利用

し、画像データから細胞状態を判別する技術とシングルセル発現解析

を組み合わせた特性解析技術の開発を行ない、これを一般細胞株の品

質管理やヒト iPS 細胞の分化能検定に応用出来ることを示した。さら

にシングルセル解析技術の高度化として、多数検体の同時解析を可能

とするサンプル多重化技術を開発し（特許出願済み）、解析技術の高精

度化、低コスト化を実現した。また、シングルセル解析により、既存の

幹細胞と異なる中間的な形質を示す新たな多能性幹細胞を見出した。 

 

 

●植物-微生物-土壌が複雑に関係する農業生態系のデジタル化を通し

て、持続可能な作物生産に資する研究を進めた。新規微生物培養法及び

選抜法を開発し、農業で有用な微生物のアーバスキュラー菌根菌 109

株・植物関連細菌 1,920 株を単離した。これらリソースについてモデル

植物・有用植物の実験系を確立し、組織〜細胞レベルでの特性解析を進

めた。以上より、原著論文 29 報・総説論文 7 報を発表し、特許 2 件を

公開した。 

 

 

 

 

●画像データ、遺伝子発現データを用いて、細胞状態を

定量的に評価する技術は細胞リソースを高品質で維持

する技術開発、細胞分化特性情報を付加する技術開発

に繋がり、細胞リソースの利活用に資する技術として

高く評価する。またシングルセル解析の高度化は細胞

リソースに留まらず、広くバイオリソースの特性解析

に繋がるため高く評価する。 

 

 

 

●農業生態系デジタル化の成果及び事業化への研究開

発にて、世界文化理事会の特別顕彰及び理研栄峰賞を

受賞、またメディア取材 30 件を受けるなど評価され

た。大型外部資金獲得と共同研究実施に伴い、SPDR・

学振 PD・JRA 計 5 名の受入等、研究開発を加速する

好循環を創出できた。これらのことを高く評価する。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－２－４－２ 国立研究開発法人理化学研究所 中長期目標期間中間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和４年度行政事業レビューシート番号 190 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指

標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標

期間最終年度値

等） 

Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

【Ⅱ－１】 

一般管理費（人件

費、特殊経費及び

公租公課を除く。）

及び、業務経費（人

件費、物件費のう

ち無期雇用に係る

人件費及び特殊経

費を除く。）の合計 

前 年 度 比

1.16％以 

上の効率化 

－ 1.16％減 1.16％減 1.16％減 1.16％減    前年度比 

新規に追加されるもの、拡充

分は除外 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

＜主な定量的指標＞ 【業務実績総括】 ●左記の実績を踏まえ、着実に中長期計画が進捗して 評定 Ｂ 
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－ 

＜その他の指標＞ 

－ 

＜評価の視点＞ 

－ 

●効率的な運営体制のため不断の見直しを進めた。具体的には以下の

とおりの実績を挙げた。 

・業務見直しと併せた経費の令和 2 年度比 1.16%の合理化・効率化と、

エネルギー消費原単位の 5 年平均 1.9%減を達成した。 

・エネルギー管理のための体制整備や職員の省エネ意識醸成等、カーボ

ンニュートラル実現に向けた取組に着手した。 

・人件費の適正化については、高度人材の確保をしつつ人件費の適正化

を着実に進めた。 

・調達の合理化については、調達等合理化計画に基づく取組を着実に進

めた。 

いると判断できることから、B 評定とする。 ＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期目標における所

期の目標を達成していると認められるため。 

 

・一般管理費及び業務経費の削減目標を達成

し、エネルギー管理、人件費の効率的な執行

と適正化をはじめとする、中長期計画に沿

った適切な業務遂行により、目標の水準を

満たしているため。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 

 

 Ⅱ－１ 経費等の合理化・効率化 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・経費を合理的かつ効率的に

執行したか 

 

（モニタリング指標） 

・一般管理費、業務経費の削

減率 

 

（評価指標） 

●対象となる経費について、毎年度、前年度比 1.16％の合理化・効率

化を達成した。 

（合理化・効率化のために行った取組の例） 

・研究機器のリサイクル活用 

・特許の出願、維持管理経費の見直し 

・各種会議のオンライン化 

・空調・照明設備の高効率化 等 

●省エネルギーについての啓発活動については、ホームページや放送

での呼びかけのほか、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により在

●適切に計画を遂行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

●継続して省エネルギーの啓蒙に地道に取り組んだこ

とは評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・「富岳」が本格稼働を開始する中、エネルギ

ー消費量の、原単位で 5 年平均 1%以上減を

達成したことは、高く評価する。 

 

・新本部棟の設計・建設において、建築、電気、

機械の分野で、先進的な省エネルギーシス

テムを構築したことは、高く評価する。 
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・省エネルギー化等に対応し

た環境整備を進めることに

よる、節電要請などの状況下

にあっても継続可能な環境

の整備状況 

宅勤務する者はできる限りの節電を呼びかける取組等も追加的に実施

した。 

●エネルギー消費原単位では、5 年平均（平成 29 年度～令和 3 年度）

で 1.9％減と、1％以上減とする目標値を達成した。 

 

 

●令和元年 10 月に着工し、令和 3 年 3 月 31 日に完成引渡しを受けた

新本部棟では最新の機器の採用だけでなく、太陽光や井水等の熱利用、

照明の自動調光制御等の先進的な省エネルギーシステムを構築した。 

 

 

 

●老朽化対策による設備の更新等では、最もエネルギー消費効率の優

れた設備機器を採用した。 

 

 

●CO2 削減を通じたカーボンニュートラル実現に向けて、現場に即し

た体制とするため、エネルギー管理員を委員に加えるなど、エネルギー

管理規程及びエネルギー使用合理化推進委員会設置規程を改訂した。

加えて指定工場ごとにエネルギーの効率的な運用が図れる体制とする

と共に、各指定工場のエネルギー管理標準の見直しを順次実施した。省

エネに対する教育として、省エネルギーに関する e-ラーニングを作成

し、令和 4 年度より職員全員の受講を必修とし職員への教育活動を強

化した。 

 

 

●「富岳」が本格稼働し、エネルギー消費量が増大する

中、エネルギー消費原単位の 5 年平均 1％以上削減を

達成したことは高く評価する。 

 

 

●新本部棟の設計・建設では、建築、電気、機械の分野

で、これまでにない先進的で総合的な取組により、

CASBEE（建築環境総合性能評価システム）では埼玉

県 S クラスを達成、ZEB Ready 環境認証を取得したこ

とは高く評価する。 

 

●照明の LED 化、空調熱源には部分負荷でも高効率運

転可能なモジュールチラーを採用してするなど、徹底

した高効率機器を採用したことを評価する。 

 

●エネルギーに関する所全体の方針を地球温暖化対策

へ向け、指定工場ごとに管理する体制を整備し方向付

けを行い、また職員に向けての教育を強化するなど省

エネルギー意識の醸成から着手したことは高く評価す

る。 

・省エネルギーの観点から着実に経費の合理

化、効率化の目標を達成している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 

 Ⅱ－２ 人件費の適正化 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 （評価軸） 
【ラスパイレス指数】 ●順調に計画を遂行していると評価する。 ＜評定に至った理由＞ 

・計画に沿って適切に人件費の設定が行われ
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・人件費を合理的かつ効率

的に執行したか 

 

（参考：評価の視点） 

【給与水準】 

・給与水準の高い理由及び

講ずる措置（法人の設定す

る目標水準を含む）が、国

民に対して納得の得られる

ものとなっているか。 

・法人の給与水準自体が社

会的な理解の得られる水準

となっているか。 

・国の財政支出割合の大き

い法人及び累積欠損金のあ

る法人について、国の財政

支出規模や累積欠損の状況

を踏まえた給与水準の適切

性に関して検証されている

か。 

【諸手当・法定外福利費】 

・法人の福利厚生費につい

て、法人の事務・事業の公

共性、業務運営の効率性及

び国民の信頼確保の観点か

ら、必要な見直しが行われ

ているか。 

●適正な給与水準に向け、給与改定等を行った結果、ラスパイレス指数

は、110.8 (令和 2 年は 110.3) であった。 

 

●初任給及び期末手当支給月数については、人事院による勧告、民間給

与実態統計調査を参照し、民間企業との比較により適正な範囲となる

よう検証を行った。 

 

●短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律

及に定める不合理な待遇差、手当がないか検証し、問題の無いことを確

認した。 

 

●正規雇用職員と有期雇用職員との待遇差を改善させるため、「労働契

約法の趣旨」と「国民の理解が得られる適正な職員待遇」であることを

比較・検証し、令和 2 年度から 7 年間をかけ年収改善策を実施するこ

とを決定した。 

 

●戦略重点科学技術の推進等社会からの要請・期待に応える一方で、高

度人材の確保と人件費削減の両面に対応するために少数精鋭化を進め

ており、学歴構成は大卒・院卒以上の学歴を有する者が多く在籍するこ

とが指数に大きく影響している。 

 

●給与水準の比較対象者に占める管理職の割合がやや高い水準となっ

ているが、一部の無期雇用職員、任期制職員や派遣職員等を給与水準比

較対象外とした結果であり、これを見込めば国家公務員と遜色ない。な

お、累積欠損金は無い。 

 

●優れた研究成果を創出していくためには、優秀な研究者の確保が不

可欠であり、国際社会で活躍する卓越した研究者を確保するためにも、

ている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・優秀な人材確保のために、諸外国の研究者の

待遇に関するデータを参照しつつ、人件費

産出の根拠を出すことも一案である。 
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給与上の優遇措置を講ずることは、社会的な理解を得られる範囲にあ

る。 

 

【福利厚生費の見直し状況】 

●レクリエーション経費・食堂業務委託については国に準じて公費支

出は行っていない。 

 Ⅱ－３ 調達の合理化及び契約業務の適正化 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・契約の適正化を推進したか 

 

（評価指標） 

・契約の適正化の観点から

の、外部からの指摘等を踏ま

えた対応状況 

（参考：評価の視点） 

入札基準額以上の契約事案

に占める競争性のない随意

契約となった件数を平成 27

年度より低減させたか。 

・企画競争方式の実施件数、

効果に関するヒアリング 

・随意契約事前確認の公募を

実施した件数、効果に関する

ヒアリング 

・競争入札に占める一者応札

等の件数等を平成 27 年度実

績より低減させる。 

契約の状況については、別紙参照。 

 

 

 

●令和元年度に、当時の規程では参加資格等級に該当しない等級の業

者を入札に参加させていた事案が１件あった。 

一者応札の改善のためには、必要に応じて参加資格等級を緩和する取

組も重要なことから、競争参加者が僅少であると認められる場 

合等は、参加資格等級を緩和できるよう、関係規程を改正し、適正化を

図った。 

 

 

●3000 万円以上の随意契約については、全件契約審査委員会による事

前審査を受けた。また、3000 万円未満についても入札基準額超で競争

性のない随意契約については、全件契約審査委員会によるメールでの

事前審査を受けた。 

企画競争方式の実施件数は、平成 30 年度から令和 3 年度までで計 207

件となっており、提案内容や業務遂行能力が最も優れた者を契約相手

先として選定できた。随意契約の事前確認公募の実施件数は、平成 30

年度から令和 3 年度までで計 153 件となっており、うち 31 件におい

●順調に計画を遂行していると評価する。 ＜評定に至った理由＞ 

・計画に沿って契約の適正化が行われている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・令和元年度から令和 3 年度の間の 1 者応札

件数の割合は 80%を超えており、かつ増加

傾向であるため対策を講じる必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

・契約手続き等における ICT 活用が、今後よ

り一層、推進されることを期待する。 
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・調達情報公開の継続 

調達情報のＷｅｂ公開にお

いて、掲載しそびれた調達情

報はなかったか。配信を実施

した結果、業者等からの反応

や関心はどうであったか 

・公正性、競争性の担保 

仕様書の作成に関する注意、

啓発等の回数。会議等での発

表回数 

・入札参加要件の緩和 

入札参加の緩和を行った件

数 

 

・公告期間の確保 

業務日で 10 日以上とした入

札の回数、通常の 10 営業日

の件数、及び、緊急性等の理

由で短縮を行った件数を比

較、より長く確保したか検証

する。 

・単価契約及び一括契約の締

結促進の取り組み 

単価契約及び一括契約の契

約実績を平成 27 年度より増

やすとともに、それが事務効

率の向上につながったのか

ヒアリング等により検証 

・Web 調達の活用 

て、他者も仕様書をダウンロードし、他者の参加意思表示により入札へ

移行したものが計 3 件あった。 

 

 

 

●①入札公告及び随契公募は、掲示板への文書による公告に加えて、

Web 公開を 100％実施した。②要求元が仕様書を作成する際に、過度

な制限や一者偏重（特化）になることを避けて公正性・競争性を担保す

るために、契約部署以外の事務部門（各センターの推進室）においても

仕様書をチェックし、適正な仕様書の作成に努めた。③可能な範囲で入

札参加の要件を緩和し、入札における競争性を確保するよう努めた。④

理研の規程では、土日祝を含めた暦日で 10 日の公告期間を設ければよ

いこととなっているが、ほとんどの入札案件で業務日で 10 日超の公告

期間の確保に努めた。 

 

●新規の単価契約や一括調達については、業務効率の向上につながる

かを検討した上で拡大に努めるべく、全事業所で取り組んだ。 

 

●Web 調達については、理研全体で最も調達件数の多い 30 万円以下

の物品購入で利用できるようになっている。Web 調達は、通常の発注

に比べ発注時の見積書取得と伝票起票の手間が省かれるため、調達の

簡素化・効率化が推進された。 

●契約決裁書類の原則オンライン化により、起案者・決裁ルートの者・

決裁権者ともに、時間と場所を選ばずに起案・決裁処理ができるように

なり、在宅勤務で対応可能な業務範囲が広がるなど新しい働き方（以前

は出勤率 100％だったが 6 割程度に減少）が可能となった。また、書類

作成時に過去の契約書や稟議書を確認する場合、端末から即座に参照

でき、在宅勤務の際にも必要な資料を容易に入手することが可能とな

り、契約手続きの効率化と働き方改革への貢献に一定の効果が確認で
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少額で購入頻度の高い消耗

品等の調達の単価契約化及

び研究室による発注手続き

の効率化に資するものとし

て、近年発達してきた Web 

調達が挙げられる。和光事業

所における運用で、研究室サ

イドの手間が軽減される等

の確認ができたが、一方、事

務サイドは業務量の増加に

よる人的負担が懸念されて

いるので、効率化の方策を検

討しつつ全所的な展開準備

を行う。 

・発注権限の遵守 

理化学研究所においては原

則としてすべての発注は契

約担当部署から行っている。

緊急を要する場合等には予

め定められた「契約担当役の

代行者」が発注を行えること

としている。 

・新たな随意契約に関する内

部統制の確立 

契約審査委員会により、3000 

万円以上の随意契約希望事

案については全数を審査す

る。また、3000 万円未満のも

のについても少額随意契約

きた。一方、稟議書に添付するために書類を PDF 化したり、稟議回付

中に誤りを修正する場合に再度PDF化して差替えたりするなどの業務

が煩雑なこと、大量の資料や計算結果に基づく資料を確認する際に、書

類の突合作業や計算結果の確認などがモニタ上だけでは確認しにくい

などの課題が見えてきた。 

●会計規程等に沿った発注手続を徹底し、調達の適正化を図り、全件契

約担当部署から発注した。なお、特例在宅勤務に伴い導入した少額の情

報通信機器等の立替払いによる調達も一部可能としているが、立替払

いを希望する申請者への所属長からの返信メールの連絡先に、契約担

当役代行者（会計担当部署）を必ず含めることとしている。また、契約

担当部署（納品確認センター及び納品確認スタッフ）による納品確認を

確実に実施した。 

●平成 30 年度、令和元年度、令和 2 年度及び令和 3 年度において、例

年 3 回、監事及び外部有識者で構成される契約監視委員会を開催した。

契約監視委員会による調達等合理化計画の策定及び自己評価における

点検及び個々の契約案件について事後点検を受け、入札・契約の適正な

実施を確保した。 
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以上で競争性のない随意契

約についてはメールでの審

査を実施する。 

・契約依頼者以外の契約担当

部署による納品確認の徹底 

検収にあたっては、契約依頼

者以外の契約担当部署（納品

確認センター及び納品確認

スタッフ）による納品確認を

実施しているが、不正防止の

観点から確実に実施する必

要がある。 

・不祥事の発生の未然防止・

再発防止のための取組 

研究費の不正使用の防止及

び適切な執行を行うために、

過去の不祥事の事例を含め

て調達手続の枠組みを契約

担当部署で共有すると伴に、

研究者へ HP 等で周知徹底

する。 

【関連法人】 

・法人の特定の業務を独占的

に受託している関連法人に

ついて、当該法人と関連法人

との関係が具体的に明らか

にされているか。 
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・当該関連法人との業務委託

の妥当性についての評価が

行われているか。 

・関連法人に対する出資、出

えん、負担金等（以下「出資

等」という。）について、法人

の政策目的を踏まえた出資

等の必要性の評価が行われ

ているか。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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２－２－４－２ 国立研究開発法人理化学研究所 中長期目標期間中間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和４年度行政事業レビューシート番号  190 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標

期間最終年度値

等） 

Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 － － － － － － － － － － 

 

 

３．業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

＜主な定量的指標＞ 

－ 

＜その他の指標＞ 

－ 

＜評価の視点＞ 

－ 

【業務実績総括】 

●財源の多様化を図るとともに、予算の適切な執行に取り組んだ。具体

的には以下のとおり。 

・予算については、業務運営に支障のないよう配慮しつつ適切な執行を

行った。 

・外部資金の確保については、公募情報の効果的な周知等、増加に向け

た取組を実施した結果、獲得件数・総額ともに増加傾向となった（令和

30 年度 2,261 件・190 億円から令和 3 年度は 2,401 件・207 億円）。寄

附金については、WEB 等での募集に加え、令和 3 年度にはクラウドフ

 

●適切な業務遂行を通じて、着実に中長期計画が進捗

していると判断できることから、B 評定とする。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、中長期目標における所

期の目標を達成していると認められるため。 

 

・予算の適切な執行、複数の新たな取組の実施

による外部資金の獲得増、着実な PFI 事業

の遂行により、目標の水準を満たしている。 
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ァンディング及びリサイクル募金の体制を整備した。 

・中長期目標期間を越える債務負担となる本部・事務棟整備等に係る

PFI 事業では、令和元年 10 月の着工以降、新型コロナウイルスへの感

染予防対策を徹底し、一人の陽性者も出さずに建設工事を進め、令和 3

年 3 月 31 日に完成引渡しを受けた。費用を抑制しつつ高い品質の維持

管理が確保され、国立研究開発法人における PFI 事業のモデルケース

の 1 つとして、着実に事業を実施している。 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 

 

 Ⅲ－１ 経費等の合理化・効率化 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

・予算を適切に執行し、財

務内容の改善が図られたか 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総

損失）） 

・当期総利益（又は当期総

損失）の発生要因が明らか

にされているか。 

・また、当期総利益（又は

当期総損失）の発生要因は

法人の業務運営に問題等が

あることによるものか。 

 

（利益剰余金（又は繰越欠

損金）） 

【予算】 

【収支計画】 

【資金計画】については、別紙参照。 

 

【財務状況】 

（当期総利益（又は当期総損失）の発生要因）） 

財務諸表の作成にあたり当期総利益の発生要因（構成）について検証を

行った結果、当期総利益の発生要因（構成）は、その大部分が自己収入

により取得した固定資産の期間利益（残存簿価）であった。 

 

（利益剰余金） 

利益剰余金の構成要素は、積立金、当期総利益及び前中長期目標期間繰

越積立金の残額であり、当期総利益の発生要因からも、過大な利益とな

っていない。 

 

（運営費交付金債務の未執行率（％）と未執行の理由） 

●第 4 期中長期目標中間期間を通じて、当該年度に交付された運営費

交付金の当該年度における未執行率が特に高い年度（令和元 、2、3 年

度）については、その理由を精査の上、各年度の国立研究開発法人審議

●適切に業務を実施していると評価する。 ＜評定に至った理由＞ 

・計画に沿って適切に業務を実施している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・センター間の予算配分について、硬直化して

いる可能性があることから、改善を図る取

組の検討が必要である。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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・利益剰余金が計上されて

いる場合、国民生活及び社

会経済の安定等の公共上の

見地から実施されることが

必要な業務を遂行するとい

う法人の性格に照らし過大

な利益となっていないか。 

・繰越欠損金が計上されて

いる場合、その解消計画は

妥当か。 

※解消計画がない場合 

・当該計画が策定されてい

ない場合、未策定の理由の

妥当性について検証が行わ

れているか。さらに、当該

計画に従い解消が進んでい

るか。 

 

（運営費交付金債務） 

・当該年度に交付された運

営費交付金の当該年度にお

ける未執行率が高い場合、

運営費交付金が未執行とな

っている理由が明らかにさ

れているか。 

・運営費交付金債務（運営

費交付金の未執行）と業務

運営との関係についての分

析が行われているか。 

会理化学研究所部会において報告を行ってきたが、未執行額のうち、特

殊要因による繰り越し（著しい環境の変化の中で機動的な変革を実行

していくために確保し、繰り越す予算等）を除いた場合は、各年度とも

未執行率が 10％未満に収まっている。 

【業務運営に与える影響の分析】 

●研究開発成果の最大化、効果的・効率的な業務の実施に向けた法人

の管理機能強化や理事長の指導力により重点的かつ早急に進めること

が必要な取組については、都度対応を行ってきていることから、業務運

営に与える影響は特段ない。 

 

（溜まり金の精査の状況） 

第 4 期中長期目標中間期間において運営費交付金債務と欠損金等の相

殺により発生した溜まり金はなかった。 
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（溜まり金） 

・いわゆる溜まり金の精査

において、運営費交付金債

務と欠損金等との相殺状況

に着目した洗い出しが行わ

れているか。 

 Ⅲ－２ 外部資金の確保 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・外部資金の一層の獲得を推

進したか 

●今中長期中間期間では、以下の点を重点的に推進した。 

1）外部資金獲得に関する情報の周知及び研究者の意識向上のため、引

き続き公募情報システムを活用した所内ホームページ・電子メールで

の効果的な周知をした。 

2）外部資金獲得に向けた若手支援のため、科研費の説明会（日本語及

び英語）をオンデマンド配信にて実施した（内容は、制度の変更点に関

する説明、種目別採択率等応募・採択に関するデータ紹介、科研費の獲

得経験を豊富に有する研究者による獲得のポイント等についての講

義）。この他、主な資金等について、戦略的な獲得に向け、各制度の公

募時期や募集要項配布時期に沿って列挙した一覧を案内した。 

 

●平成 30 年度の、2,261 件・190 億円に対して、令和 3 年度は、2,401

件・207 億円を新規に獲得した。外部資金の一層の獲得を推進した結

果、平成 30 年度に比して、獲得件数、獲得総額、ともに増加し、特に

競争的資金の獲得額が増加した。 

 

●寄附金の受入れ拡大のため、WEB 等での募集に加え、クラウドファ

ンディング及びリサイクル募金の体制を整備した。 

 

●適切に計画を遂行していると評価する。 ＜評定に至った理由＞ 

・外部資金獲得に向けて多様な取組を実施し

ており、その成果として平成 30 年度に比し

て令和 3 年度の競争的資金の獲得件数、獲

得額が増加したことは、高く評価できる。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・「京」の CPU を活用したグッズを寄附の御

礼として提供した取組は特長的であり、こ

のような寄附額の増加や国民の関心を高め

る取組の企画を期待する。 

・更なる外部資金の獲得に向けて、基金の設

立、毎月継続的に寄附ができる仕組み、少額

でも行える仕組み、自治体と連携した「ふる



159 

 

【民間企業等からの資金受入状況［Ⅰ-1-(3)の再掲］】 

●理研ギャップファンドによるより強い特許の取得や実用化の検証支

援、共同研究の発掘・構築とそのコーディネーション活動、NEDO や

AMED 等からの競争的資金獲得支援、JST 新技術説明会や理研と未来

を創る会セミナー・交流会といったイベントや、Web・メールマガジン

による情報発信、個別企業への提案活動を強力に推進した。 

上記の結果、平成 30 年度～令和 3 年度の 4 年間の平均で、民間企業と

の共同研究等の受入額は約 2,556 百万円（平成 30 年度：2,928 百万円、

令和元年度：2,412 百万円、令和 2 年度：2,435 百万円、令和 3 年度：

2,449 百万円）、知的財産権の実施許諾契約 288 件（平成 30 年度：287

件、令和元年度：285 件、令和 2 年度：290 件、令和 3 年度：290 件）、

実施料等収入約 661 百万円（平成 30 年度：178 百万円、令和元年度：

1,232 百万円、令和 2 年度：226 百万円、令和 3 年度：1,009 百万円）

となった。  

 

また令和 2 年には新株予約権を対価とする実施許諾契約を 2 件締結し

た。 

さと納税」に係る指定制度の活用等の検討

も一案である。 

 Ⅲ－３ 短期借入金の限度額 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

・短期借入金は有るか。有る

場合は、その額及び必要性は

適切か。 

該当なし － － 

 Ⅲ－４ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

 ●2014 年に世界初のヒト iPS 細胞を用いた再生医療の実現に向けて

整備された施設において、理研は自家 iPS 細胞由来網膜色素上皮シー

トを用いた滲出型加齢黄斑変性の臨床研究を実現し、その後も再生医

●適切に業務を実施していると評価する。 ＜評定に至った理由＞ 

・適切に業務を実施している。 
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療実現に向けて様々の成果を創出したため、当該施設は一定の役割を

果たした。一方で、再生医療関連法の改正等の環境変化で当該施設での

理研の役割は終えたため、不要財産として決定し、再生医療の振興に当

該施設が更に活用されるよう再生医療の主体となる機関へ売却し、こ

れにより生じた収入の額の範囲内で、主務大臣が定める基準により算

定された 47,890,015 円を国庫納付した。 

●第 3 期目標期間において発生した特殊法人から独立行政法人に承継

した借上住宅敷金の解約金並びに承継資産である機械装置及び工具器

具備品の売却に伴い 2,546,334 円の溜まり金が生じたため不要財産と

して決定し、このうち政府出資分 2,413,249 円を国庫納付した。また、

第 1～2期目標期間において発生し第 3期目標期間以前に不要財産の決

定をしていた溜まり金（板橋分所売却に伴う溜まり金含む）を含めたこ

れら不要財産のうち民間等出資者へ 84,851,762 円の払戻しを行った。 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 

 Ⅲ－５ 重要な財産の処分・担保の計画 

 

・重要な財産の処分に関する

計画は有るか。ある場合は、

計画に沿って順調に処分に

向けた手続きが進められて

いるか。 

 

【実物資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・実物資産について、保有の

必要性、資産規模の適切性、

有効活用の可能性等の観点

からの法人における見直し

状況及び結果は適切か。 

・見直しの結果、処分等又は

有効活用を行うものとなっ

●1990 年に締結した研究協力協定に基づく英国ラザフォード・アップ

ルトン研究所(RAL)におけるミュオン研究は、中長期目標期間中に終了

する予定であり、平成 30 年度に、建物を RAL に無償譲渡した。 

 

【実物資産の保有状況】 

●リサイクルの推進により資産の有効活用を促進するともに、減損会

計に係る調査及び現物確認  調査を定期的に実施して資産の利用状況

把握等に努めた。 

 

①実物資産の名称と内容、規模 

●理研の実物資産には、「建物及び附属設備、構築物、土地」、及び「建

物及び附属設備、構築物、土地以外の資産」がある。「建物及び附属設

備、構築物、土地」は、各事業所等の土地、建物、宿舎等が計上されて

おり、「建物土地以外の資産」は「機械及び装置並びにその他の附属設

備」及び「工具、器具及び備品」が計上されている 

 

●資産の利用状況の把握等を適切に実施していると評

価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・計画に沿って適切に業務を実施している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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た場合は、その法人の取組状

況や進捗状況等は適切か。 

・「勧告の方向性」や「独立行

政法人の事務・事業の見直し

の基本方針」等の政府方針を

踏まえて処分等することと

された実物資産について、法

人の見直しが適時適切に実

施されているか（取組状況や

進捗状況等は適切か）。 

 

（資産の運用・管理） 

・実物資産について、利用状

況が把握され、必要性等が検

証されているか。 

・実物資産の管理の効率化及

び自己収入の向上に係る法

人の取組は適切か。 

 

【金融資産】 

（保有資産全般の見直し） 

・金融資産について、保有の

必要性、事務・事業の目的及

び内容に照らした資産規模

は適切か。 

・資産の売却や国庫納付等を

行うものとなった場合は、そ

の法人の取組状況や進捗状

況等は適切か。 

 

②保有の必要性（法人の任務・設置目的との整合性、任務を遂行する手

段としての有用性・有効性等） 

●実物資産の見直しについては、固定資産の減損に係る会計基準に基

づいて処理を行っており、減損またはその兆候の状況等を調査し、その

結果を適切に財務諸表に反映させている。このため、実物資産について

その保有の必要性が無くなっているものは存在しない。 

 

③有効活用の可能性等の多寡 

●保有の必要性、資産規模の適切性、有効活用の可能性等の観点からの

法人における見直しの結果、既に各資産について有効活用が行われて

おり、問題点はない。 

 

④基本方針において既に個別に講ずべきとされた施設等以外の建物、

土地等の資産の利用実態の把握状況 

●不動産等管理事務取扱細則の規定に基づき、毎年度、財産管理部署

（本部においては総務部、各事業所においては研究支援部）が不動産等

管理簿を作成し、資産の現況及び増減の状況を明らかにしている。利用

実態の把握等については、各研究支援部にて利用実態、入居要望等を適

宜確認し、建物利用委員会等で必要に応じたスペースの利用計画案の

策定を行っており、この計画の承認並びに全所における重要な土地・建

物利用に係る案件については、施設委員会が、利用計画の把握・調整に

加えて老朽化対策等も勘案し、総合的な視点から審議している。 

 

⑤利用実態を踏まえた保有の必要性等の検証状況 

●減損会計に係る調査及び現物確認調査を実施し、資産の利用状況の

把握等に努めた。 

 

⑥実物資産の管理の効率化及び自己収入の向上に係る法人の取組 



162 

 

 

（資産の運用・管理） 

・資金の運用状況は適切か。 

・資金の運用体制の整備状況

は適切か。 

・ 資金の性格、運用方針等の

設定主体及び規定内容を踏

まえて、法人の責任が十分に

分析されているか。 

 

（債権の管理等） 

・貸付金、未収金等の債権に

ついて、回収計画が策定され

ているか。回収計画が策定さ

れていない場合、その理由は

妥当か。 

・回収計画の実施状況は適切

か。ⅰ）貸倒懸念債権・破産

更生債権等の金額やその貸

付金等残高に占める割合が

増加している場合、ⅱ）計画

と実績に差がある場合の要

因分析が行われているか。 

・回収状況等を踏まえ回収計

画の見直しの必要性等の検

討が行われているか。 

 

 

※維持管理経費や施設利用収入等の観点、アウトソーシング等による

管理業務の効率化及び利用拡大等による自己収入の向上の観点から記

載。 

●資産については、会計システムを用いて効率的に管理を行っている。

また、理研は研究活動を目的として実物資産を取得。研究活動を通じて

自己収入を得ているところであり、自己収入を主目的とした実物資産

を有していない。 

 

【金融資産の保有状況】 

①金融資産の名称と内容、規模 

●金融資産の主なものは、現金及び預金であり、令和 3 年度末におい

て 39,114 百万円となっている。 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段としての有用性・有効性） 

●未払い金等のために保有しているものである。 

③資産の売却や国庫納付等を行うものとなった金融資産の有無 

該当なし 

④金融資産の売却や国庫納付等の取組状況／進捗状況 

該当なし 

 

 

【資金運用の実績】 

●金利政策の影響により定期預金を組むことができなかった。 

 

【資金運用の基本的方針（具体的な投資行動の意志決定主体、運用に係

る主務大臣・法人・運用委託先間の責任分担の考え方等）の有無とその

内容】 

●特に定めていない 

 

【資産構成及び運用実績を評価するための基準の有無とその内容】 
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●特に定めていない 

 

【資金の運用体制の整備状況】 

●該当なし 

 

【資金の運用に関する法人の責任の分析状況】 

●該当なし 

 

【貸付金・未収金等の債券と回収の実績】 

●該当なし 

 

【回収計画の有無とその内容（無い場合は、その理由）】 

●該当なし 

 

【回収計画の実施状況】 

●該当なし 

 

【貸付の審査及び回収率の向上に向けた取組】 

●該当なし 

 

【貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額／貸付金等残高に占める割合】 

●該当なし 

 

【回収計画の見直しの必要性等の検討の有無とその内容】 

●該当なし 

 Ⅲ－６ 剰余金の使途 

 

・利益剰余金は有るか。有る

場合はその要因は適切か。 

 

該当なし － － 
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 Ⅲ－７ 中長期目標期間を越える債務負担 

 

・中長期目標期間を超える債

務負担は有るか。有る場合

は、その理由は適切か。 

本事業の範囲は、①本部・事務棟の建設、及び、②本部・事務棟、既存

施設等の維持管理であり、民間企業の持つノウハウを最大限に活用で

きるＰＦＩ事業では、約 15 年間に亘る長期契約により費用を抑制し、

高い品質を確保する。 

 

●令和元年 10 月 15 日に着工した建設工事を、新型コロナウイルスへ

の感染予防対策等、安全衛生管理に留意の上、一人の感染者を出すこと

なく実施し、令和 3 年 3 月 31 日に完成引渡しを受けた。 

 

●新しい働き方の実現に向け策定した什器レイアウトプランを元に、

什器購入・転用計画を策定。調達に結びつけた。 

 

●令和 3 年 4 月 1 日より、本部・事務棟（正式名称：本部棟、以下「本

部棟」という。）の維持管理業務、及び既存施設等の維持管理業務を開

始し、要求水準書及び受注者からの提案書を踏まえて策定された業務

計画書に従って、受注者によるセルフモニタリング、理研によるモニタ

リングを着実に実施し、課題の把握を適時適格に行うとともに、定期協

議によりその共有を行い、確実に事業を実施した。 

●ＰＦＩ事業の特性である民間企業のノウハウを最大

限に活用するため、既存施設等の維持管理を事業に含

め、長期契約により費用を抑制し、高い品質を確保でき

ることを高く評価する。 

●国が推進している PFI 手法の導入を実施し、民間資

金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する

法律（PFI 法）に則り、予定どおりに事業を実施してい

ることから、順調に計画を遂行していると高く評価す

る。 

●特に、新型コロナウイルスが蔓延する中、一人の感染

者も出さず、予定通り施設建設を完了できたことを高

く評価する。 

●十分な準備を整えた上で、維持管理業務を開始し、確

実に業務を履行できたことを評価する。 

●国立研究開発法人における PFI 事業の実績が数少な

いことから、今回の事業が国立研究開発法人における

PFI 事業のモデルケースになることが想定されること

を高く評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・PFI 事業による本部棟建設・管理及び既存施

設等の維持管理業務は妥当な計画であり、

適切に遂行している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 

 Ⅲ－８ 積立金の使途 

 

(評価軸) 

・積立金を適正に充当したか 

 

（評価の視点） 

【積立金の使途】 

・積立金の支出は有るか。有

る場合は、その使途は中長期

計画と整合しているか。 

●前中長期目標期間から繰り越した積立金については、平成 30 年度に

おいて、中長期計画の剰余金の使途に規定されている重点的に実施す

べき研究開発に係る経費として、以下の使途に充当した。 

・人工アジュバントベクター研究加速(125 百万円) 

・超高磁場 NMR 開発に向けた基盤技術開発(300 百万円） 

積立金が適正に充当されたと評価する。 ＜評定に至った理由＞ 

・計画に沿って適切に業務を実施している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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４．その他参考情報 

特になし 
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２－２－４－２ 国立研究開発法人理化学研究所 中長期目標期間中間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易度 － 関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 

令和４年度行政事業レビューシート番号 190 191 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる

指標 

達成目標 基準値等 

（前中長期目標

期間最終年度値

等） 

Ｈ30 年度 Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

 － － － － － － － － － － 

 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中長期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標、中長期計画 

主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

＜主な定量的指標＞ 

－ 

 

＜その他の指標＞ 

－ 

 

＜評価の視点＞ 

－ 

【業務実績総括】 

●研究開発法人の運営において重要な業務を着実に進めた。具体的に

は、以下のとおり。 

（新たな事務業務スタイルの検討・実施、事務業務改革の推進） 

・コロナ禍でも業務を遂行できるよう令和 2 年 7 月より開始した、新

しい理研スタイル WG での検討は、可能なものから実施につなげた。 

・新しい理研スタイル WG の活動は、研究開発成果の最大化に貢献す

る事務部門確立のため令和 3 年 6 月より開始した事務業務改革 WG の

活動に発展し、「事務業務改革基本計画」を取りまとめた。 

 

 

●以下のような優れた取組を含め、全体として業務運

営の改善・効率化等に向けて顕著な業務遂行がなされ

た。これらを総合的に勘案し、A 評定とする。 

・令和 2 年度に引き続き事務部門における業務改革を

更に進め、基本計画を取りまとめたこと。 

・新型コロナウイルス感染症の蔓延状況に適時適切に

対応し、With コロナの所の運営体制を構築できている

こと。 

・コロナ禍にありながら、研究活動・業務活動全般を支

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の活

動により、中長期目標における所期の目標を

上回る成果が得られていると認められるた

め。 

 

・新型コロナウイルス感染症が拡大する局面

において、リモートワークへの適応、書類の

電子化に対応した新しい業務スタイルへの
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（新型コロナウイルス感染症対応） 

・感染動向、政府の対応等を注視し、迅速な対応を実施した。時宜に理

事長メッセージを発信するとともに、幅広く職員からの意見・要望を聴

取し、対策等に反映した。感染防止マニュアルの改訂を随時行い、感染

者発生時の正確かつ速やかな情報集約を行った。 

・感染防御と研究成果最大化の両立のため、外国人研究者等の入国支援

や、目的限定型フレックスタイム制の導入等、人事・職員待遇上の特例

措置を講じた。新型コロナウイルス感染症の蔓延状況に応じて改定さ

れる政府の水際規制に適切に対応し、外国人研究者等の受入を実施し

た。なお、誓約違反は無かった。 

 

（その他の業務） 

・コロナ禍にありながら、中長期 ICT 戦略に基づいた具体的なサービ

ス導入を進め、全理研を対象とした研究活動・業務活動全般を支援する

ICT 環境を堅実に整備した。情報セキュリティ実施手順を改定すると

ともに、記載内容を簡明化したガイドブックの作成を行うなど、情報セ

キュリティレベルの維持・改善を継続的に実施した。 

・本部組織として施設部を設置するともに、各事業所に研究支援部施設

課を設置し、全所的観点から施設の維持整備を戦略的・計画的に進める

体制を構築した。また、「施設整備・維持とスペース活用に関する基本

方針」（令和 3 年 3 月）及びそれに基づく「施設整備・維持とスペース

活用に関する実施方針」（令和 4 年 3 月）を、所の基本方針として策定

した。長期修繕計画の作成を着実に進めつつ、脳科学中央研究棟の大規

模改修工事（全体で 5 期 5 年、約 100 億円の計画）のうちⅠ～Ⅱ期工

事を実施するなど、既存施設・設備の有効活用・長寿命化を実現した。 

・工事業者に適切な感染防止策をとらせ、PFI 方式による新本部・事務

棟を、一人の陽性者も出さずに予定通りの工期で竣工した。 

・頻繁に医療情報を扱う生命医科学研究センターに、研究計画の段階か

ら生命倫理の専門家が相談に応じる体制を令和元年度に構築した。 

援する ICT 環境を堅実に整備するとともに、情報セキ

ュリティに関する一連の文書を改定・充実させるなど、

情報セキュリティの一層の強化を図ったこと。 

・施設を資金、人材と並ぶ所の重要資源と位置付け、所

の方針を示すとともに組織体制の強化を図ったこと。

また、長期的視点から、既存施設の有効活用や長寿命化

につながる改修工事を、研究への影響に最大限配慮し

つつ着実に実施していること。 

・PFI 方式による新本部・事務棟を、新型コロナウイル

ス感染症陽性者を一人も出さずに予定通りの工期で竣

工したこと。 

等 

移行等、加速度的に事務部門の業務改革を

実施したことは、非常に高く評価する。 

 

・施設整備・管理に関する専門部署を設置する

とともに、「施設整備・維持とスペース活用

に関する基本方針」を策定するなど、従来の

業務計画に加えて長期修繕計画プラットフ

ォームの下、計画を長期的に見据える仕組

みの構築、計画の遂行がなされている。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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・このほか、内部監査、監事監査や、研究不正等の防止の取組、優秀な

人材の確保や研修による育成等の取組を着実に実施した。 

 Ⅳ－１ 内部統制の充実・強化 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（参考：評価の視点） 

【監事監査】 

・監事監査において、法人の

長のマネジメントについ

て留意しているか。 

・監事監査において把握した

改善点等について、必要に

応じ、法人の長、関係役員

に対し報告しているか。そ

の改善事項に対するその

後の対応状況は適切か。 

【内部統制について】 

●内部統制の推進に関する業務に関しては、業務方法書及び所内規程

に従い、内部統制推進統括責任者及び各部門に推進責任者を任命し、

毎年度各部門から内部統制の推進状況等に関する報告、特に現場に

おいて認識される制度上の不備や欠陥、ヒヤリ・ハット事案について

の報告を受けることにより、中長期目標に基づき、法令等を遵守しつ

つ業務を行い、研究所のミッションを有効かつ効率的に果たすため

の研究所の組織内の仕組みが適切に整備・運用されていることを確

認した。さらに、上記の定期的な報告に加えて研究所内に、重大な不

備若しくは欠陥又は違反事実が発生した場合は、速やかに報告を受

け、必要に応じて是正措置、再発防止に取り組んだ。 

 

●研究所の業務目的の達成を阻害する要因等であるリスクに対する対

応計画を毎年策定し、各部署から計画の実施報告を受けた。各年度の

リスク対応計画は、研究所として対応すべき全所横断リスクと各部

署で設定、自己点検をする個別リスクで構成され、これらの計画の実

施結果を分析・評価することにより、顕在化又は内在化しているリス

クの回避、軽減につなげる対策に計画的に取組むことができた。 

 

●内部統制及びリスク管理業務の推進のため、所内に内部統制委員会

及びリスク管理委員会を設置し、年 2 回開催した。委員会では、内部

 

●規程等に従い、内部統制の推進体制を構築し、進捗状

況等に関する報告を受けることにより、必要に応じた

是正措置や再発防止に取り組んだ。また、リスク対応計

画を策定、実施し、さらにその結果を分析・評価するこ

とにより、リスクの回避・軽減につなげる対策に取り組

んだことから、中長期計画を適切に実施していると評

価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・内部統制、内部監査及び監事監査を適切に実

施している。 

 

・新型コロナウイルス感染症が拡大する局面

において機動的に対応したことは、非常に

高く評価する。 

 

・リモートワークへの適応、書類の電子化に対

応した新しい業務スタイルへの移行等、加

速度的に事務部門の業務改革を実施したこ

とは、非常に高く評価する。 

 

・新しい理研スタイル WG では出勤率 50％に

抑えても通常業務を遂行する高い目標を達成

するとともに、所内リモートワークの浸透に

繋げた。事務業務改革 WG において「事務業

務改革基本計画」を取りまとめる等、業務運営

の改善・効率化等に向けて顕著な業務遂行が

なされた上、活動に大幅な進捗があったこと

は、非常に高く評価する。 
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統制業務の推進状況やリスク管理計画の実施状況の報告を受け、顕

在化している重要度の高いリスクや社会情勢を踏まえた観点からリ

スクを選定することができた。特に、令和 2 年度のコロナ感染対策

下においては、速やかに全所横断リスクとして「大規模に発生した感

染症等に職員等が感染するリスク及び研究所の事業が継続できなく

なるリスク」を設定し、非常事態対策本部が中心となりリスク回避に

取組む計画を策定し、実施した。さらに、内部統制推進進捗状況の報

告項目に、コロナ感染対策下の在宅勤務を中心とした業務体制にお

ける取組項目を追加することにより、各部門の現場におけるポジテ

ィブな取組等を研究所内で共有することができた。 

 

【内部監査について】 

●中長期計画期間中における内部監査計画に基づき平成 30 年度、令和

元年度、令和 2 年度及び令和 3 年度内部監査計画を作成し、監査を

実施した。 

毎年の契約・経理等会計部門に加えて、センター毎あるいはテーマ毎等

の内部監査を書面監査、実地監査等より効率的・効果的に実施すると

ともに過年度に改善措置要請した事項のフォローアップを行い、対

応状況の確認を行った。 

また、改善措置要請の該当部署だけでなく関連部署やその統括部署の

本部組織に横展開を図るなど、PDCA サイクルを踏まえた継続的な

業務改善に資するように着実に実施した。 

具体的な事例として、令和元年度の内部監査において、研究成果の登録

方法が複数あり研究者が共通化を望んでいるという結果を受け、所

管部署に対して共通化を要請し、令和 2 年度にもフォローアップを

行った結果、令和 3 年 7 月から web インターフェイスによる新しい

業績システムを公開し運用中。 

 

【監事監査の補助について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●内部監査は、年度計画どおりに行われ、改善措置要請

により業務の適正かつ能率的な運営の確保に寄与して

いると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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●監事は、理事会議をはじめとした重要会議への出席を通じて理事長

の運営方針を十分に把握しつつ、リスクアプローチに従って年間の

監事監査計画を策定し、平成 30 年度、令和元年度、令和 2 年度及び

令和 3 年度の期中監査及び期末監査を実施した。期中監査で認識し

た課題については、期末監査で改善に向けた進捗状況を確実にフォ

ローアップするとともに、担当理事と面談して課題や進捗状況につ

いて問題意識の共有を図った。 

期中監査及び期末監査の結果については、理事長に報告して意見交換

を行うとともに、当該年度の監査報告書にまとめて理事長・理事に報

告した。 

以上のとおり機動的かつ専門性の高い監事監査に対する補助業務を実

施し、効率的・効果的な監事監査の実施を確保した。 

 

【新たな事務業務スタイルの検討・実施、事務業務改革の推進】 

●事務部門の出勤率を全体で 50％に抑えても業務を欠くことなく遂行

できることを目指し、令和 2 年 7 月より、新しい理研スタイル WG

を立ち上げ、その下に若手職員（研究系職員も含む）約 60 名から構

成される次の 6 つの事項に関する TF を立ち上げ、新しい理研スタ

イルの検討を開始した。 

①リモートワーク対応の業務・服務管理、評価制度、②人事業務の在宅

化、③調達・経理業務の在宅化、④電子帳簿法対応のシステム構築、

⑤押印廃止、Box 等活用による各種承認プロセスの電子化、⑥リモー

トワークしやすい環境整備・支援 

その結果、チャットツールやクラウド上でファイル保管・共有・令和 3

年度からの勤怠管理システムの入力負荷軽減、給与明細の電子化、所

内便を電子で提出できる「電子総合窓口」の設置、給与明細の電子交

付や、人材育成に係る戦略立案等を担う部署の設置等が完了した。新

しい理研スタイル WG の活動については、所管する部署に引き継ぎ、

令和 3 年 6 月に解散したが、同時に、新たに研究開発成果の最大化

●監事監査の補助業務は、機動的かつ専門性の高い監

事監査の実現を支援し、監事機能の強化に資するもの

であると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●事務業務改革の実行に向け着実に取組を進めてお

り、高く評価する。 
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に事務部門としてより良く貢献できるよう、事務業務改革 WG を立

ち上げた。(1)研究開発成果の最大化に事務部門が果たす貢献と KPI

の設定（2）人事制度改革（3）業務実施体制の最適化（4）業務シス

テムの見直し（5）組織カルチャー改革、の 5 つの TF を立ち上げ、

それぞれのテーマで議論・検討を行い「事務業務改革基本計画」を取

りまとめた。 

 

【新型コロナウイルス感染症対応】 

●全職員へ所の対応方針や理事長メッセージを配信し周知した。時事

に即して感染防止マニュアルの改訂を随時行い、全職員へ周知した。

感染者が発生したときの正確で速やかな情報集約のための手段を確

保した。 

●人事部門では、以下の取組を行った。 

・目的限定型フレックスタイム制を新たに導入した。 

・終日在宅勤務者を確認するため、勤怠管理システムへ終日在宅勤務の

チェックボックスを新設した。 

・役職員向けに新型コロナウイルス感染防止マニュアルを作成した。 

・感染拡大防止を目的とした人事上の特例措置規程を制定し、特例在宅

勤務、時差通勤の実施を促した。 

・学校等の臨時休校に対応するため、特別休暇を取得できる措置を講じ

た。 

・昼休み時間の一斉休憩について、適用を除外して対応した。 

・新型コロナウイルスワクチン接種に対応するため、特別休暇を取得で

きる措置を講じた。 

・基礎科学特別研究員、JRA、IPA の任期延長を実施した。（Ⅰ-１-(2)

の再掲） 

・新型コロナウイルス感染症の蔓延状況に応じて改定される水際規制

に適切に対応し、外国人研究者等の受入れを実施した。なお、誓約違

反は無かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染症対応を適時適切に進めて

おり、高く評価する。 
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 Ⅳ－２ 法令遵守、倫理の保持 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価軸） 

・理事長のリーダーシップの

もと、効果的かつ効率的な

業務運営体制及び迅速か

つ柔軟な運営・管理するこ

とが可能な資金執行体制

を確保し、戦略的な法人運

営を行うことができたか。 

・我が国の研究開発の中核的

な担い手として、また多額

の公的な資金が投入され

ている組織として、社会の

中での存在意義・価値を高

めることができたか 

・特定国立研究開発法人によ

る研究開発等の促進に関

する特別措置法（平成 28 

年法律第 43 号）第 7 条に

基づく主務大臣による措

置要求に適切に対応でき

たか 

（該当事例があった場合の

み）。 

 

（評価指標） 

研究活動等における不正行為及び研究費の不正防止については、国の

ガイドライン等の順守、研究所の再発防止のための研究所のアクショ

ンプラン、規程類に準じて、健全な研究活動の確保に向けた適切な研究

倫理教育推進のスキームの構築、研究倫理教育や啓発活動を実施し、研

究不正等に係る研究者等の研究倫理に対する意識の向上を図った。具

体的な業務実績は下記の通り。 

 

●各研究部門で任命された研究倫理教育責任者による研究室主宰者等

の各研究室における研究倫理教育の取組状況等の点検及び点検結果の

研究倫理教育統括責任者への報告並びに研究倫理教育責任者連絡会議

を開催することにより、各研究部門における研究不正防止に向けた取

組等の情報を共有することができ、研究所全体の研究倫理への意識の

向上を図った。 

●外部講師による研究倫理セミナーを毎年開催した。（コロナ感染対策

下においては、研究倫理教育責任者を対象としたオンラインセミナー

として対応） 

●職員を対象とした e ラーニング（研究倫理（eL CoRE）及び公的研

究費の適切な使用）を提供し、受講を強く推進した。 

●職員等の研究コンプライアンスに対する意識の醸成を図るため、研

究所が独自に作成した「研究リーダーのためのコンプライアンスブッ

ク」の配付や「理研で働く人のためのコンプライアンスブック」を所内

ホームページに掲載した。 

さらに、研究不正等の相談や告発があった場合は、国のガイドラインや

規程に基づいて適切に対応した。 

 

●国のガイドライン、規程等に準じて、研究活動等にお

ける不正行為及び研究費の不正防止のための取組、

適切な教育、論文の信頼性を確保する仕組み、ハラス

メント等を起こさないための教育、通報窓口の設置

による職員等からの通報、相談への適切な対応を着

実に実施したことから、中長期計画を適切に実施し

ていると評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・計画に沿って、法令順守、倫理の保持につい

て概ね適切に対応している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・輸出貿易管理に係る法令違反に対する経済

産業省の口頭注意を踏まえた再発防止措置

体制を継続し、法令遵守を徹底することが

必要である。 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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・研究不正、研究費不正、倫

理の保持、法令遵守等につ

いての対応状況 

 

また、論文の信頼性を確保するための下記の仕組みを下記のとおり適

切に運用した。 

 

●無断引用防止対策として、発表論文等における引用表記の誤りや見

落とし防止するために、論文類似度検索ツール「iThenticate」をホー

ムページ上で提供した。 

●毎年、研究倫理教育責任者により、無作為に抽出した研究室から発表

された論文に対する研究記録の適切な保管についての調査を実施し

た。その結果、対象論文に関する実験データ等が適切に保管管理されて

いること等が認められた。 

 

また、公的研究費の適切な執行については、不正使用の防止を推進する

ための不正防止計画を制定し、各地区に任命された研究費適正使用責

任者から、研究費不正防止計画の対応状況の報告を受け、防止計画が適

切に実施されていることを確認した。さらに、令和 3 年度には、職員の

不正防止への意識を更に高めるために、理事長が最高管理責任者とし

て、不正防止、教育プログラムの受講を所内周知した。 

 

健全な職場環境の確保のため、ハラスメント等を起こさないための教

育の実施、相談を受ける窓口を所内外に設置する等により職員等から

の通報、相談に対して迅速かつ適正に対応した。具体的な業務実績は下

記のとおり。 

 

●ハラスメント防止教育として、外部専門家による所内研修を管理職、

一般職、研究部門、外国人等対象者を分類することにより効果的かつ計

画的に実施した。新型コロナウイルス感染防止対策下においては、オン

ラインを利用して研修を継続した。 

●令和 2 年度には、パワーハラスメントの法制化に伴い、「ハラスメン

ト防止規程」を適切に改正するとともに、ハラスメント防止 e ラーニ
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ングの改訂を行い、所内に受講を周知した。さらに、所内 HP 上で、ハ

ラスメント防止動画（日・英）を配信し、ハラスメントに対する意識の

向上を図った。 

●職員等からの通報、相談に対する窓口を研究所内外に複数設置し（外

部弁護士による職場の悩み相談窓口、外部業者の産業カウンセラー等

によるハラスメント相談窓口、研究コンプライアンス本部）、相談者が

相談しやすい相談窓口を選択できる体制を構築した。新型コロナウイ

ルス感染対策下においては、オンライン対応等を取り入れることによ

り、在宅勤務が推進される職場環境の変化に迅速かつ適正に対応した。 

●新規職員等に研究倫理等の研修リスト（e ラーニング、冊子等の URL

情報を含む）をメール送信、及び通報・告発・相談窓口及び理研の「行

動規範」の周知のため、名刺サイズのカード（日・英）を配布した。 

 

国立研究開発法人協議会コンプライアンス専門部会のメンバーとな

り、他法人等のコンプライアンスを維持するための取組等に関する情

報収集、提供される研修等への参加、コンプライアンス週間への取組等

を積極的に行った。 

 

●産学官連携活動、ヒト由来の試料や情報を取り扱う研究、被験者を対

象とする研究、AMED 事業等における研究に関する利益相反審査を随

時実施した。審議内容に応じ、対象となる活動等を行う役職員の外部に

おける活動と、研究所における責任等の切り分け及び疑義の解消を求

め、適切に利益相反マネジメントを行った。 

 

●バイオリソース研究センターにおいて平成 31 年 1 月から令和 3 年 1

月にかけて海外の 7 大学に提供した水疱性口内炎ウイルス由来である

VSV-G 遺伝子のプラスミドクローンに輸出に関して平成 31 年 1 月の

輸出貿易管理令及び貨物等省令の改正により新たに経済産業大臣によ

る許可を得て提供すべき対象となっていたところ、これを得ずに輸出

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●適切に実施していると評価する。 

 

 

 

 

 

●法令違反が発生した後、適切に所要の対応を行った

ことは評価する。 
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していたことが判明した。本件については経済産業省へ報告を行い、令

和 3 年 11 月 30 日に同省より理化学研究所に対して口頭注意が行われ

た。これを踏まえ、関連規定等を改正し、該非判定の際には、該非判定

実施者に加え、当該貨物等に対する専門的な知識を持つもう 1 名の確

認を必須とする体制へ変更を行い、該非判定の検証の強化を図った。 

 Ⅳ－３ 業務の安全の確保 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

・業務の安全確保に務めたか 

 

●法令改正等に遺漏なく対応していくため、関係省庁等主催の安全管

理や生命倫理に係る委員会や説明会等に参加し必要な情報を収集する

ことで、放射線やゲノム編集に係る新たな規制に対応するため規程類

を整備するとともに、国の倫理指針の統合が行われた人を対象とする

研究に対しても倫理規程等の改正を行うことで、研究現場でのさらな

る安全確保や倫理の保持へと繋げた。 

 

●コロナ禍において業務スタイルの変革が求められた中、安全管理部

と各事業所の安全管理室が協力することで所掌分野毎に WG を作り、

法令改正への対応や現行業務の改善点等の洗い出し等を行った。これ

により、逐次業務の見直しが図られ、すでにペーパーレス化されていた

独自申請システムの改修による手続き上の利便性の向上、押印の廃止、

一部規定の廃止や各種資料の電子化などを進めた。 

 

●事業所ごとにオンサイトで実施していた安全教育を、遠隔地の拠点

やコロナ禍における在宅勤務等での安全教育にも柔軟に対応できるよ

う再構築を進め、全所共通の初期安全教育用 e ラーニングコンテンツ

として、安全管理が所掌する全ての分野を網羅する形で動画又はスラ

イド形式の教材を作製した。併せて e ラーニング用講習会システムも

整備し、それを再教育にも利活用することで、法令遵守や事故防止、安

全意識の向上等に努めた。 

●国の新たな規制に対し必要となる情報を積極的に収

集し、それを所内の規程類の制定・改正に適時性を持

って反映させたことを評価する。 

 

 

 

 

●安全管理に係る改善点等の洗い出しを自発的に行

い、システムの発展的な改修による申請手続き等の

見直しや業務の効率化を進め、研究活動の支援の向

上に繋げたことを評価する。 

 

 

 

●オンサイトでの安全教育を e ラーニングに切り替え

たことは、研究者に対してより柔軟な形での受講を

可能とするものであり、安全管理の徹底や法令遵守

に寄与するものであると評価する。 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・安全管理業務を計画通り適切に行い、コロナ

禍においても業務の安全を確保した。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

（部会からの意見） 

・安全確保の継続のために、常にリマインドす

るような教育訓練や点検の実施が重要であ

る。 
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●安全管理又は生命倫理に関連する学会・協議会・協会等が主催する集

会・講習会・セミナー等への参加や他の学術研究機関との交流、また各

地区での安全管理業務遂行上必要となる国家資格等の取得を進めるこ

とで、各業務担当の室員一人ひとりの資質向上と安全管理体制の強化

を図った。 

 

●医療情報を頻度高く取り扱う生命医科学研究センターでは、同セン

ター内に研究計画の段階から生命倫理に対して相談に応じる体制構

築が進められているが、これに協力するため、センターから人員を受

け入れ、人を対象とする研究に関する倫理業務に協同して対応した。 

 

●安全管理担当者一人ひとりの資質向上を継続して図

っていくことは、安全な研究環境の維持及び管理体

制の強化に必要不可欠なものとして評価する。 

 

 

 

●生命倫理を重視して人対象研究を進めることは所と

しても重要なことであり、倫理体制強化のために寄

与しているものと評価する。 

 Ⅳ－４ 情報公開の推進 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

（評価指標） 

・積極的な情報提供に向けた

取組状況 

●情報公開法に基づき情報公開を行った。法人文書の開示請求につい

ては、オンライン申請ができるようにした。 

 

●契約業務及び関連法人に関しての情報公開を行った。 

●オンライン申請を可能にするなど、適切に業務を実

施していると評価する。 

●適切に業務を実施していると評価する。 

＜評定に至った理由＞ 

・計画通り、適切に業務を実施している。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

－ 

 Ⅳ－５ 情報セキュリティの強化 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

・情報化を推進する等、資源

活用の効率化を図ったか 

 

●情報化推進のための会議運営 

情報化統括責任者のもと、研究所の情報化戦略、情報システム基盤（ネ

ットワーク、サーバ、スーパーコンピュータ及び業務システム等）の基

●コロナ禍にありながら、中長期 ICT 戦略に基づいた

具体的なサービス導入が進み、全理研を対象とした研

究活動・業務活動全般を支援する ICT 環境が堅実に整

＜評定に至った理由＞ 

・中長期 ICT 戦略に基づいた ICT 環境整備が

順調に進展している。 
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（評価指標） 

・情報セキュリティ対策を推

進し、研究活動を支えるＩ

Ｔ環境を整備したか 

 

盤整備・運営及びそれらを利用したサービス並びにデータポリシーそ

の他情報環境に関する事項を審議する情報化統合戦略会議、及びその

下部組織として理研内の多くの意見を踏まえて審議する ICT 基盤整

備・サービス連携委員会を運営し研究所の ICT 化を促進した。2021 年、

新たに会議の諮問機関として（中長期）研究情報環境戦略委員会を設置

し、ICT 基盤整備・サービス連携委員会を情報化統合戦略会議に統合

した。 

 

●情報セキュリティ確保のための会議運営 

最高情報セキュリティ責任者のもと、情報セキュリティに関する重要

事項の検討・審議を行い、政府方針を踏まえた ICT 環境の安心・安全

な利用を目的とした情報セキュリティ委員会、及びその下部組織とし

て委員会の命を受け必要な事項の検討、審議を行う情報セキュリティ

部会を運営し研究所の情報セキュリティ確保を行った。 

 

●情報の分類、格付けと統合認証基盤による人的リソースの管理、ロー

ルマネジメント 

情報の分類・格付け基準を明確化、規定を整備すると共に、ICT 戦略に

基づき導入した統合認証基盤、及びそれに連携するオンラインストレ

ージサービスで利用者権限や役割に応じたデータアクセス管理を行

い、外部からの攻撃や内部からの情報漏えいの防止に対する組織をあ

げた対応能力の強化を図った。 

 

●セキュリティ・バイ・デザインによるサービス構築・運営 

統合認証基盤を中核としたセキュリティ・バイ・デザインの基にデータ

科学基盤等の研究系を含む各種 ICT サービス基盤の構築や運営を行

い、研究所の利用者に利便性の高い ICT サービスを提供し、その提供

のためのセキュアで安定した ICT サービス基盤の運営を行った。 

 

備されていることを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

●研究データを含む情報の分類及び格付によるデータ

保存場所を定義したこと、オープンサイエンスを支

えるデータ科学基盤システムを含む各種 ICT サービ

ス基盤をセキュアに構築・運営したことを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・令和 3 年度中長期目標変更に伴い、今後、情

報システムの整備についても、適切に対応

する必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

－ 



178 

 

●情報セキュリティによる役職員の ICT リテラシー向上 

情報技術の進化や情報セキュリティリスクの増大に対応し、情報セキ

ュリティ教材を更新、教材受講と理解度テスト実施を役職員必須とし、

所属長、担当部署による教育受講状況等の管理をしっかり行うことで、

法令遵守や倫理に対する意識を高め、社会の中での信頼確保に努め、研

究所のミッション遂行の阻害要因となるリスクの評価や分析、適切な

対応することで外部からの攻撃や内部からの情報漏えいの防止に対す

る組織をあげた対応能力の強化を図った。令和 3 年度末までに直接雇

用者の 91.5%が受講を完了した。 

 

●情報セキュリティ関連文書の改定 

「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群（令和 3

年度版）に準拠するため、情報セキュリティ対策規程及び対策基準を改

定し、情報セキュリティ実施手順は新たに 1 編を加え全 15 編とし、う

ち 4 編を改定した。 

記載内容を簡明化したガイドブックの作成を行い、広範でありながら

業務実態との比較や ICT の技術革新、情報セキュリティの最新動向把

握を容易にする工夫を凝らし、情報セキュリティレベルの維持・改善を

継続的に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●現状に留まらずさらなる情報セキュリティ向上を目

指した情報セキュリティ対策推進計画や対策規程及

び基準、そして、情勢に合わせて、研究所の情報を安

全に利用・管理するための具体的な注意事項及び対

策手順をそれぞれ定めた情報セキュリティ実施手順

を合わせて改定したことや情報セキュリティ関連文

書の記載内容を簡明化したガイドブックを作成する

等、情報セキュリティ強化を着実に進めている点に

ついて評価する。 

 Ⅳ－６ 施設及び設備に関する計画 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

(評価軸) 

・施設・設備の有効活用を図

るとともに、適切な改修・

老朽化対策を実施したか 

 

（評価の視点） 

【施設及び設備に関する計

●これまで施設組織は和光事業所研究支援部施設課のみで、他事業所

は総務課に施設担当者を配置しているだけだったが、施設を資金、人

材と並ぶ研究所の重要資源と位置づけ、全所的観点で施設の維持整

備を戦略的・計画的に進めるため、本部組織として施設部を設置する

と共に、各事業所に研究支援部施設課を設置した。 

 

●これまでなかった本部に施設部を設置し、事業所で

は総務課担当者だった施設組織を総務課から分離さ

せ、施設専門部署として独立させたことを高く評価す

る。 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・組織体制を改組し、円滑に業務を行えるよう

専門部署を設置するなど、体制を構築・強化

したことは、高く評価する。 

 

・「施設整備・維持とスペース活用に関する基

本方針」を策定、長期修繕計画プラットフォ
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画】 

・施設及び設備に関する計画

は有るか。有る場合は、当

該計画の進捗は順調か 

 

●従来各事業所のスペース配分等を審議していた建物利用委員会等に

ついては、設置目的、名称が統一されていなかったものを、施設委員

会の下部機構として再編成し、全体最適化を可能にした。 

 

 

●事業所ごとの建物利用委員会等を施設委員会の部会として統一的に

位置づけ、施設委員会による全体最適機能の強化を図ったことによ

り、施設の維持管理、老朽化対策、スペース有効活用について、全所

共通の価値観を共有する道筋をつけた。 

 

●施設の整備・維持を戦略的に進めるための「施設整備・維持とスペー

ス活用に関する基本方針」を、所の経営方針の一環として、理事会決

定文書として策定した。また本基本方針を受けて「施設整備・維持と

スペース活用に関する実施方針」を策定し、より詳細な方向付けを行

った。 

 

●令和元年度から開始した長期修繕計画については、データの入力等、

精度向上に向けた取組を行った。 

 

 

 

●事務部門が入居していた研究本館の改修工事（全体で 2 期、約 8.5 億

円の計画）では、理研科学者会議にも意見を求め、コモンスペースを

取り入れるなどして計画を取りまとめ、令和 3 年度までに 3～4F 改

修工事を実施した。5F、6 F についても、予算を確保して予定通り改

修工事を実施する目途をつけた。 

 

 

●これまで建物を作る組織とスペースを管理する組織

が別々であったところを本部施設部として集約、建設

からスペース活用までを一元管理可能としたことを高

く評価する。 

 

●各事業所のスペース管理を行う会議体を施設委員会

の下一元化し、局所最適から全体最適を志向する施設

委員会部会として統一したことを高く評価する。 

 

 

●これまで存在しなかった施設整備やスペース活用に

関する全所的な理念を、研究所の基本方針として理事

会決定したことを高く評価する。 

 

 

 

●これまで全所的な長期修繕計画は存在しなかった

が、各事業所老朽化の状況を把握し、施設委員会で老朽

化対策費配分の根拠となる長期修繕計画作成を着実に

進めたことを高く評価する。 

 

●竣工後 50 年を経過した研究本館の利用計画につい

て研究者の意見を取り入れて有効活用する計画を進

め、工事を実施した。また周辺建物の解体計画を進める

など、長期的視点に基づいて着実に計画を進めたこと

を高く評価する。 

 

 

ームを構築し、着実な実施を行っているこ

とは、高く評価する。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

・研究の潮流の変化に伴い、研究を支える施設

の整備の在り方も変化することから、「施設

整備・維持とスペース活用に関する基本方

針」の適時適切な見直し等も図ることが必

要である。 

 

 

＜その他事項＞ 

－ 
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●脳科学中央研究棟の大規模改修工事（全体で 5 期 5 年、約 100 億円

の計画）のうちⅠ～Ⅱ期工事を着実に実施した。また 3 期以降の工

事についても予算を獲得し、既存施設・設備の有効活用を実現した。 

 

 

●PFI 方式による本部棟の建設を、コロナ禍の中にあっても、工事業者

に適切な感染防止策をとらせ、一人の新型コロナウイルス感染症陽

性者をも出すことなく予定通りの工期で竣工した。また支払いを前

倒しすることで、事業費全体で計約 70 百万円を縮減させた。 

 

 

●このプロジェクトを単なるリニューアルではなく、

次の大規模改修工事を見据えて更新しやすい計画を重

点目標として取り組み、建物の長寿命化を可能とした

ことを高く評価する。 

 

●PFI 事業で取り組んだ本部棟建設工事はコロナ禍の

中、約 18 ヶ月に及ぶ工期において施工業者に一人の新

型コロナウイルス感染症陽性者も出すことなく無事に

竣工を迎えたことに加え、事業費として初回の支払金

額の見直し等で計約 70 百万円の予算縮減を実現した

ことを高く評価する。 

 Ⅳ－７ 人事に関する計画 

 主な評価指標等 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

(評価軸) 

・優秀な人材の確保、職員の

能力向上、インセンティブ

向上、任期付研究者等の積

極的活用が図れているか 

 

（評価の視点） 

【人事に関する計画】 

・人事に関する計画は有る

か。有る場合は、当該計画

の進捗は順調か。 

・人事管理は適切に行われて

いるか。 

 

●常勤職員の採用は公募を原則とするとともに、海外の優秀な研究者

の採用を目指し、メーリングリスト、理研ホームページ、JREC-IN、

Nature 等主要な雑誌等に広告を掲載し、国際的に優れた研究者を募集

する等、研究開発環境の活性化を図った。 

 

●無期雇用職の登用制度の公募・選考を行い、平成 30 年度は研究系管

理職 21 名、研究系一般職 70 名、令和元年度は研究系管理職 37 名、研

究系一般職 22 名、令和 2 年度は研究系管理職 7 名、研究系一般職 54

名、令和 3 年度は研究系管理職 20 名、研究系一般職 33 名を登用した。

また、産学連携、国際協力、社会対応、知財管理と活用、所内連携、研

究資金の獲得支援と管理、アウトリーチ、学術集会等の開催、所内国際

環境向上支援に関する業務、情報システムに係る運用管理の技術業務

等を担う職員を研究支援系職（高度研究支援専門職、研究支援専門職）

として平成 30 年度は 120 名、令和元年度は 7 名、令和 2 年度は 13 名、

●優秀な人材、専門的知識を有する人材を確保するた

め、幅広く公募による採用活動を行うとともに、クロス

アポイントメント制度を規程化して活用した。職員の

能力向上に向けた取組としては、管理職・一般職ともに

全ての職制を対象に研修を実施した。また、顕著な業績

等をあげた若手研究者及び技術者を表彰するなど、イ

ンセンティブの向上に向けた取組も継続的に実施して

おり、順調に計画を遂行していると評価する。 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

・幅広い採用活動、職員への多様な研修の実施

等、計画に沿って適切に業務を実施してい

る。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策

＞ 

－ 

 

＜その他事項＞ 

・職員の資格取得、外部研修等の再教育の機会

により、資質向上の取組を継続的に実施す

る必要がある。 
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令和 3 年度は 8 名を登用した。 （【Ⅰ－1－(2)】新たな人事雇用制度

より再掲） 

 

●任期制事務職員のキャリアパスとして、事務基幹職制度により、平成

30 年度は 130 名、令和元年度は 22 名、令和 2 年度は 18 名、令和 3 年

度は 15 名を無期雇用職に登用した。（【Ⅰ－1－(2)】新たな人事雇用制

度より再掲） 

 

●任期制職員のうち、5 年の雇用上限が設定されている職員への雇用上

限の適用除外を運用するとともに、無期転換の申込みがあった場合は、

従事する業務が存在する範囲において雇用を継続する「限定無期雇用

職」の制度を導入した。 

 

●クロスアポイントメント制度を活用し、期間中は研究系職員延べ 158

名のクロスアポイントを行った。 

 

●中長期計画期間の事務職員の平均残業時間は 16.6 時間/月であった。 

 

●研修取組方針に従い、各種研修を着実に実施した。 

1)マネジメント基礎講座の充実 

●若手研究員等を対象とし、将来、研究室主宰者を目指す者にリーダー

シップ研修を継続的に実施した。 

●全管理職向けにマネジメントの基本を網羅した管理職 e ラーニング

講座（倫理、労務管理、財務、知財、安全管理、個人情報保護等）の受

講徹底を図り、令和 3 年度末までに 98.7％が全科目を受講し、確認テ

ストに合格した。 

●初めて研究室を主宰する者（61 名）を対象とし、1 名に対してメン

ターを各 2 名、計 122 名を配置した。 

2)メンタルヘルスの充実化 
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●全管理職向けにメンタルヘルスの研修をオンラインで実施、100 名

が受講した。 

●優れた国内外の研究者・技術者をサポートする事務部門人材の資質

向上を図るため、研究不正やハラスメントの防止、服務等の法令順守に

関する研修、メンタルヘルスに関する研修等を実施した。 

3)ＯＪＴ型語学研修としてオンラインによる実務英語研修の導入 

●平成 30 年度及び令和元年度において、事務系職員の語学力向上、異

文化理解を促進することにより研究所のグローバル化を目的に海外語

学研修を実施し、16 名が参加した。その後、令和 2 年度より、長期、

短期を問わず、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い中止とした。こ

れに代わる研修として、日常業務を英語で文章化し、それを聞いて話す

オンライン実務英語研修を実施し、8 名が受講した。 

4)ＩＴスキル、ビジネス、英語論文の書き方等のｅラーニング講座の継

続的充実化 

●職員からのニーズを踏まえ、研究者のための PowerPoint 活用法（応

用編）、効率的な PowerPoint スライド作成、ポスターレイアウトスキ

ルアップ、研究者のための Python プログラミング入門、テクニカルイ

ラストレーション、タイムマネジメント、社会人としてのビジネスマナ

ー、民法基礎～改正民法対応、クレーム対応の基本ルール、ワンランク

上のブレーンストーミングの進め方、「OODA ループ」新たな問題解決

手法、職場を活性化！アンガーマネジメント、アサーティブコミュニケ

ーション、Job Aids わかりやすいマニュアルづくり、在宅勤務下にお

けるファシリテーション、シェアドリーダーシップ、ストレスコーピン

グ、研究論文の書き方 Title & Abstruct 編、研究論文の書き方

Introduction & Methods and Materials 編に関する e ラーニング講座、

英語論文の書き方 Acknowledgments に関する e ラーニング講座を開

設した。 

5)ｅラーニングの多様化、語学学習プログラムの継続による非常勤職

員、派遣職員の研修参加機会の拡大 
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●オンライン語学学習講座の受講対象者を常勤職員限定から非常勤職

員にも拡大し、平成 30 年度は 967 人（非常勤職員は 385 名）、令和元

年度は 1,151 人（非常勤職員は 397 名）、令和２年度は 1,230 人（非常

勤職員は約 440 名）、令和 3 年度 1,117 名（非常勤職員は約 415 名）が

受講した。また、オンライン英会話学習講座の受講対象者を事務系職員

からアシスタントにも拡大した。 

6)その他 

●夜間大学院での修学を支援し、事務部門から 5 名が修学した。 

 

●顕著な業績等を上げた若手研究者及び技術者を表彰する理研奨励賞

（桜舞賞）の推薦・審査を行い、受賞者に 5 万円を支給した。内訳は、

平成 30 年度は研究部門 36 名、技術部門 5 名、産業連携部門 4 名の計

45 名、令和元年度は研究部門 35、技術部門 2、産業連携部門 3 の計 40

名、令和 2 年度は研究部門 27、技術部門 1、産業連携部門 1 の計 29

名、令和 3 年度は研究部門 35、技術部門 1,,産業連携部門 3 の計 39 名、

総計 153 名であった。 

 

●自己理解の促進及びキャリア支援の内容紹介を目的として、オンラ

インでの適性・適職診断を実施し、結果のフィードバックを個別に行っ

た。 

 

●キャリアサポート担当における支援内容紹介、キャリアデザインの

重要性を示すマニュアル類の紹介、キャリアサポート利用者の声等を

まとめた入所オリエンテーション用資料の掲載を各事業所 HP に展開

した。また、啓蒙パンフレットや事例集を配布し、入所者が入所時から

自らのキャリアパスを意識するよう、各事業所と連携し啓発を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●オンラインツールを積極的に活用し、勤務地にとら

われない全所的なキャリア支援をスムーズかつ効果的

に行ったことは評価する。 
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●キャリアのメールマガジン（毎月 2 回配信）では、所に寄せられる求

人以外に、特に理研の人材の専門性・特性に合う求人やキャリア関連イ

ベントの情報を検索・収集して発信した。 

 

●転出先の選択肢を広げるため、製薬企業における MSL(メディカルサ

イエンスリエゾン)を紹介し、アカデミア研究職から MSL に転身した

登壇者との座談会形式のセミナーを実施した。 

 

●人材紹介会社担当者とリモート面談でき、かつ外国人も参加可能な

イベントを新規に実施した。 

 

●民間企業向け、アカデミア向けともに、応募書類の添削や面接及び模

擬授業のリハーサル、想定問答の添削アドバイス等を実施して、実践的

な転身活動支援に努めた。 

 

●入所時期、転出時期等それぞれに合わせた就職支援セミナーをオン

ラインで実施した。特に、令和 4 年度末に通算雇用上限を迎える研究

員等が多くいることから、センターとの連携を図り、イベントを開催し

た。 

 

●zoom ウェビナーを利用した昼休みに気軽に参加できるリモートイ

ベントで、キャリアに関する疑問や気掛かりなことを参加者とカウン

セラーが一緒に考える”Career FAQ Hot 100”を 2 回開催した。 

 

【新型コロナウイルス感染症対応［Ⅳ-1 の再掲］】 

●人事部門として、以下の取組を行った。 

・目的限定型フレックスタイム制を新たに導入した。 

・終日在宅勤務者を確認するため、勤怠管理システムへ終日在宅勤務の

チェックボックスを新設した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新型コロナウイルス感染症対応を適時適切に進めて

おり、高く評価する。 
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・役職員向けに新型コロナウイルス感染防止マニュアルを作成した。 

・感染拡大防止を目的とした人事上の特例措置規程を制定し、特例在宅

勤務、時差通勤の実施を促した。 

・学校等の臨時休校に対応するため、特別休暇を取得できる措置を講じ

た。 

・昼休み時間の一斉休憩について、適用を除外して対応した。 

・コロナウイルスワクチン接種に対応するため、特別休暇を取得できる

措置を講じた。 

・基礎科学特別研究員、JRA、IPA の任期延長を実施した。（Ⅰ-１-(2)

の再掲） 

・新型コロナウイルス感染症の蔓延状況に応じて改定される水際規制

に適切に対応し、外国人研究者等の受入れを実施した。なお、制約違反

は無かった。 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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（別紙 バイオリソース研究関係） 

 

令和３年度までのバイオリソースの保存数及び提供総件数 
 

目標と実績 
保存数（累計） 提供総件数（累計） 

計画 実績 計画 実績 

実験動物 9,100 系統 9,512 系統 10,000 件 10,673 件 

実験植物 837,304 系統 844,599 系統 4,800 件 6,307 件 

細胞材料 13,900 系統 17,463 系統 13,200 件 18,318 件 

iPS 細胞（内数） 3,510 系統 5,137 系統 320 件 1,876 件 

微生物材料 28,800 系統 30,650 系統 12,000 件 19,328 件 

遺伝子材料 3,809,150 系統 3,814,494 系統 4,000 件 4,730 件 

合計   44,000 件 59,356 件 
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（別紙 調達の合理化及び契約業務の適正化関係） 

 

1 平成 30 年度から令和３年度までの理化学研究所の調達全体像 

                                                               （単位：億円） 

        

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）競争入札等には、競争入札を実施したが落札に至らず、交渉の結果随意契約としたものを含む。 

 

  
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
2,328  556  2,095  344  2,217  405  2,479  400  

(  75.5％) (  37.3％) (  72.7％) (  75.8％) (  73.3％) (  74.2％) (   74.1％) (  72.3％) 

企画競争・公募 
60  8  66  5  41  4  40  5  

(    1.9％) (    0.5％) (    2.3％) (    1.1％) (    1.4％) (    0.7％) (  1.2％) (   0.9％) 

特例随意契約 
- - - - - - - - 

(      - ) (      - ) (      - ) (     - ) (      - ) (      - ) (     - ) (     - ) 

競争性のある契約 

（小計） 

2,388  564  2,161  349  2,258  409  2,519  405  

(  77.4％) (  37.8％) (  75.0％) (  76.9％) (  74.6％) (  74.9％) (  75.3％) (   73.2％) 

競争性のない随意契約 
696  930  722  105  768  137  828  148  

(  22.6％) (  62.2％) (  25.0％) (  23.1％) (  25.4％) (  25.1％) (  24.7％) (  26.8％) 

合計 
3,084  1,494  2,883  454  3,026  546  3.347  553  

(  100％) (  100％) (  100％) (  100％) (  100％) (  100％) (  100％) (  100％) 
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2 平成 30 年度から令和 3 年度までの理化学研究所の一者応札・応募状況 

 （単位:億円） 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

  

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

２者以上 

件数 
487  396  404  424  

(  21.0％) (  18.5％) (  18.1％) ( 16.9％) 

金額 
118  120  146  111  

(   24.5％) (   34.7％) (   37.6％) ( 29.4％) 

１者以下 

件数 
1,835  1,744  1,826  2,078  

(  79.0％) (  81.5％) (  81.9％) ( 83.1％) 

金額 
364  226  242  267  

(  75.5％) (  65.3％) (  62.4％) ( 70.6％) 

合計 

件数 
2,322  2,140  2,230  2,502  

( 100％) ( 100％) ( 100％) ( 100％) 

金額 
482  346  388  378  

(   100％) (   100％) (   100％) (   100％) 



189 

 

（別紙 予算、収支計画、資金計画関係） 
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（別添）中長期目標・中長期計画 

項目別調書 No. 中長期目標 中長期計画 

Ⅰ―１ 

１．研究開発成果を最大化

し、イノベーションを創出

する研究所運営システムの

構築・運用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）理事長のリーダーシ

ップによる研究所運営を支

える体制・機能の強化 

 

 

 

 

 

 

３．１ 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・運

用 

特定国立研究開発法人として、理事長のリーダーシップのもと、他の研究機関の模範となるよ

うな研究所運営システムの構築や強化に必要な制度を整備・運用するため、以下に示す取組を

行い、研究開発成果を最大化させ、イノベーションを創出する中核機関としての力を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）理事長のリーダーシップによる研究所運営を支える体制・機能の強化 

理事長のリーダーシップによりイノベーション創出のための自律的な法人運営がなされるよ

う、研究所は、理事長の研究所運営判断を支える体制・機能を強化し、運用する。 

具体的には、研究所の有する研究・経営資源等を踏まえ、国家戦略及び将来のあるべき社会像

を分析し、研究所が向かうべき方向性をビジョンとしてとりまとめ、具体的な研究開発を企画・

立案・推進する機能を強化する。また、法人運営にあたって、海外の著名な研究者を含む外部

有識者等による研究開発活動及び法人経営への提言や評価を受けるとともに、研究所内の中核

的な研究者による科学的見地から新たな研究分野の開拓等を目指した研究開発の方向性や戦

略等の助言を得ることで、研究所内外の幅広い視点からの研究開発や法人運営の課題抽出・課

Ⅰ. 研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するために

とるべき措置 

1 研究開発成果を最大化し、イノベーションを創出する研究所運営システムの構築・

運用 

 

特定国立研究開発法人として理化学研究所（以下、「研究所」という。）は、世界最高

水準の幅広い科学の総合研究所として我が国のイノベーションを強力に牽引する中

核機関となることが期待されている。そのため、研究所は至高の科学力で世界トップ

レベルの研究開発成果を生み出すとともに、圧倒的な基礎研究における成果を輩出す

ることで他の国立研究開発法人のモデルとなることを目指す。 

また、世界の冠たる研究機関となることを目指し、「科学力展開プラン」として、1.

研究開発成果を最大化する研究運営システムを開拓・モデル化する、2.至高の科学力

で世界に先んじて新たな研究開発成果を創出する、3.イノベーションを生み出す「科

学技術ハブ」機能を形成する、4.国際頭脳循環の一極を担う、5.世界的研究リーダー

を育成することを中長期計画の柱とする。 

科学力展開プランを踏まえ、新たな科学を創成するとともに、研究所が中核となり、

社会と共創することにより、革新的なイノベーションの創出を目指す。  

 

(1)研究所運営を支える体制・機能の強化 

研究所は、特定国立研究開発法人として、科学技術イノベーションの基となる世界最

高水準の研究開発成果を生み出すことに加え、我が国のイノベーションシステムを強

力に牽引する中核機関となることが求められている。このため、常に世界トップレベ

ルの研究開発機関として、新たな研究分野を切り開くとともに、イノベーション創出

に向けて、理事長のリーダーシップの下、研究所のマネジメント機能を強化し、他の

研究開発法人のモデルとなる優れた研究環境や先進的な研究システムを整備する。 

◯経営判断を支える体制・機能の強化 

我が国のイノベーション創出に向けた研究開発の中核的な担い手として、科学技術基
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題解決につなげる等の取組を行う。さらに、これら研究所の業務の改善を進める上で、理事長

の裁量による研究費等の機動的な措置や、最適な予算の配分など、理事長のリーダーシップと

それを支える機能のもと、最適な研究所運営が可能となるよう取り組む。その際、イノベーシ

ョン創出を促す組織横断的かつ柔軟な研究体制やネットワーク構築を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画等の科学技術イノベーション政策を踏まえ、政策課題の達成に向け明確な使命

の下で組織的に研究開発に取組むとともに、社会からの様々な要請に対応した戦略

的・重点的に研究開発を推進する。さらに、科学技術に関する革新的な知見が発見さ

れた場合や、その他の科学技術に関する内外の情勢に著しい変化が生じた場合におい

て、当該知見に関する研究開発その他の対応が必要になった際は、文部科学大臣と十

分な意志疎通を図りつつ、迅速な対応を行う。 

研究所内外の専門的な有識者により構成され、研究所の経営、推進すべき研究等に関

して議論する理研戦略会議や、研究所の中核的な研究者が科学的見地から研究所が推

進すべき研究開発の方向性等を議論する科学者会議を開催し、得られた適切な助言を

研究所の運営に反映する。 

◯経営判断に基づく運営の推進 

研究所全体を適切に運営するため、研究所全体の研究計画の実施状況を把握し、必要

性、緊急性等を踏まえた理事長の経営方針に基づき、理事長のリーダーシップの下、

熟議を踏まえた経営判断を行い、予算、人員等の資源を適切に配分する。 

また、国家戦略、社会的ニーズの観点から緊急に着手すべき研究や早期に加速するこ

とにより成果創出が期待される研究等に必要な経費を経営判断に基づき理事長裁量

経費として機動的に措置する。 

さらに、戦略的研究展開事業を推進する。戦略的、政策的に重要なテーマを設定し研

究開発成果の創出を目指すとともに、独創的研究提案制度により将来新たな研究分野

へ発展する可能性のある挑戦的・独創的な課題を選定・実施し、新たな事業に発展さ

せることを目指す。 

◯研究開発活動の運営に対する適切な評価の実施、反映 

研究所の運営や実施する研究課題に関しては、世界的に評価の高い外部専門家等によ

る国際的水準の評価を実施する。研究所全体の運営の評価を行うために「理化学研究

所アドバイザリー・カウンシル」（RAC）を定期的に開催するとともに、研究センター

等毎にアドバイザリー・カウンシル(AC)を開催する。 

 RAC 等の評価結果を、研究室等の改廃等の見直しを含めた予算・人材等の資源配分

に反映させるとともに、独立行政法人評価の結果への適切な対応を行い、研究開発活

動を強化する方策の検討等に積極的に活用する。なお、原則として、評価結果はウェ
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（２）世界最高水準の研究

成果を生み出すための研究

環境の整備や優秀な研究者

の育成・輩出等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備や優秀な研究者の育成・輩出

等 

世界トップレベルの研究開発機関として発展するために、若手、女性、外国人を含め、多様な

優れた研究者を積極的に登用し、活気ある研究環境を整備する。 

特に、若手をはじめとする研究者等が、中長期的視点を持って研究に専念出来るよう、研究者

等の任期の長期化や一部の無期雇用化を含む、人事制度の改革・運用を行う。この際、様々な

特色ある発想・知見を持った研究者を受け入れ、また輩出する機能が、研究所の活性化や科学

ブサイト等に掲載し公開する。 

研究所で実施する研究等については、社会的・政策的要請の変化や長期的視点に基づ

く研究所の研究戦略の変更等に応じた経営判断に基づき、終了する、もしくは発展・

拡充して重点的に推進する等柔軟に再編を行い、研究所の研究活動を最適化する。 

◯イノベーションデザインの取組とエンジニアリングネットワークの形成 

社会と科学技術との関係を俯瞰的に捉え、どのような未来社会を作りたいかというビ

ジョンと、これを実現するための未来シナリオを描く。研究所はこの担い手となるイ

ノベーションデザイナーを第一線の研究者との対話等を通して育成するとともに、イ

ノベーションデザイナーが策定する未来シナリオを活用して、研究所内の研究者や組

織が、産業界や社会と連携した未来志向の研究開発に取組む。こうしたイノベーショ

ンデザインの活動を通じて研究所の研究活動に新たな価値基準を与え、研究所の有す

る研究・経営資源等を踏まえつつ、未来社会の実現に向けた研究の推進を可能とする

研究所運営システムを確立する。また、イノベーションデザイナーは、未来シナリオ

の策定に係る対話等を通して、産学官の様々なステークホルダーが共創していくため

の場を提供する。 

さらに、少子高齢化や気候変動等、複雑化・流動化する社会課題が、細分化された科

学だけで解決するのが困難となっていることを踏まえ、学際性を発揮しやすい研究所

の環境を活かし、研究所内の、個々の研究分野で世界最先端を行く科学者・技術者が、

分野を超え柔軟に連携できる組織横断的なネットワークを形成する。イノベーション

デザインの取組とも連携しつつ、社会課題の解決に向け、そのネットワークを活用し、

基礎から実用化へつなげるエンジニアリング研究を推進する。 

 

(2)世界最高水準の研究成果を生み出すための研究環境の整備と優秀な研究者の育

成・輩出等 

◯若手研究人材の育成 

国内外の大学との連携を図りつつ、大学院生リサーチ・アソシエイト、国際プログラ

ム・アソシエイト及び基礎科学特別研究員等の制度を活用して、独立性や自律性を含

めた資質の向上を図るべく、学生から若手研究者まで人材育成に取組む。また、未開

拓の研究領域等、野心的な研究に挑戦しようとする若手研究者を研究室主宰者として
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界全体の発展に重要であることに鑑み、人材の流動性と安定性のバランスには十分配慮すると

ともに、無期雇用となった研究者等については、自らの研究の推進のみならず、より広範な研

究分野での貢献等、研究所全体の発展に向けた取組への参画を促すこととする。 

また、研究者が自らの研究開発活動を効果的・効率的に行うとともに成果の最大化を図り、研

究所としてその得られた成果の社会還元を進めるために、研究系事務職員や研究補助者といっ

た研究支援者、研究所内外の連携を進めるためのコーディネート人材等の配置や、そのための

適切な事務体制の構築等、研究開発活動を事務・技術で強力に支える機能・体制を構築する。 

さらに、世界に開かれた国際頭脳循環のハブとして研究所が機能することにより、科学技術の

水準の向上と国内の若手研究者の育成等を推進するため、大学との研究協力及び優れた人材の

育成の観点から組織的な連携を進め、国内外の優秀な研究者の受入れとその育成・輩出、大学

からの学生の積極的な受入れに取り組むとともに、海外の研究機関との共同研究・人事交流等

の連携や、海外の研究拠点の形成・運営などを、戦略的に推進する。 

これらを進める上で、女性や外国人研究者等が円滑に研究活動に従事できるよう、ダイバーシ

ティの計画的な推進に配慮した環境の整備に努める。 

加えて、我が国を代表する研究機関として、自らの活動を科学界のみならず広く一般社会に発

信し、その意義や価値について、幅広く理解され、支持を得ることが重要である。このため、

論文発表、シンポジウム、広報誌や施設公開等において、引き続き、研究活動や研究成果の分

かりやすい発表・紹介に取り組むとともに、あわせて、当該研究によって期待される社会還元

の内容等について情報発信を行い、国内外の各層から幅広く理解・支持されるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

任命する制度（理研白眉制度）を活用し、次世代の研究人材を育成する。 

◯新たな人事雇用制度 

優れた研究者を惹きつけ、より安定的に研究に取組むため、研究所が中長期的に進め

るべき分野等を考慮し、公正かつ厳正な評価を行ったうえで、無期雇用職として任期

の設定がなく研究に従事できる環境を提供することとし、対象となる研究者の割合を

4 割程度まで拡充する。また、任期制研究者についても、研究に従事できる期間を原

則 7 年とする等、安定的な研究環境を提供し、研究センター等で柔軟かつ機動的に人

材を活用するとともに、国内外の大学・研究機関等で活躍する人材として輩出するこ

とを目指す。 

加えて、全所的に活躍し得る高度な研究支援業務を担うコーディネーター（リサーチ

アドミニストレーター）等についても人材確保に努める。 

◯研究開発活動を支える体制の強化 

研究開発活動を支える研究支援機能を強化するため、事業所毎にセンター等研究組織

の研究推進を担う運営業務と、管理系業務を効果的に配置する。加えて、研究センタ

ー等研究組織においてもアウトリーチ活動、研究資金獲得支援、学術集会等開催、研

究所内外の大学、研究機関等との連携研究の支援等を行うコーディネーター、高度支

援専門職等の研究経歴を有する研究支援人材等を配置することにより、多層の研究推

進・支援体制を整備し、研究者が研究に専念できる研究環境を構築する。また、適正

に業務を見直し、あるいは不要な業務は廃止する等により、適宜業務の改善を図る。 

◯ダイバーシティの推進 

より多様な人材を確保するための先導的な研究環境の構築等の取組を引き続き推進

する。 

女性研究者等のさらなる活躍を促すため、出産・育児や介護の際及びその前後におい

ても研究開発活動を継続できるよう男女共同参画の理念に基づいた仕事と家庭の両

立のための取組等を実施し、研究環境を整備する。 

外国人研究者への様々な支援を含めて、国際的な環境を整備するため事務部門におけ

る外国語対応をさらに強化する。また、既に導入されている各種の取組についても利

便性を高めるための見直しや改善を図る。 

加えて、研究所全体で、障害者雇用の支援等に取組む。 



205 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）関係機関との連携強

化等による研究成果の社会

還元の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進 

イノベーション創出のために、研究所が有する革新的研究シーズの社会還元を加速する。この

ため、産業界や大学といった外部機関との連携を強化し、分野や業種を超えて結びつく場とし

て、研究所の研究成果の実用化や、関係機関による新たな価値の共創のためのオープンイノベ

ーションの推進や、そのための企画・立案機能の強化及び体制整備、知的財産の戦略的な取得・

管理・活用等の取組を推進する。また、それらの取組を通じ、自己収入の増加を含め外部資金

の獲得・活用に努める。 

特に、外部機関との連携にあたっては、個々の研究者同士の共同研究を実施するだけではなく、

指導的な地位にある女性研究者については、その比率（第 3 期中長期計画目標「少な

くとも 10％程度」）の維持向上及び輩出に努め、当該中長期計画期間における指導的

な地位にある女性研究者の累計在籍者数 45 名を目指す。また、外国人研究者の比率

の維持（第 3 期中長期計画目標 20％程度）等多様性の確保を図る。  

◯国際化戦略 

国際的な科学技術ハブとして、国際連携を通じた世界最高水準の研究成果の創出や国

際頭脳好循環を実現するため、互恵的な国際協力関係を構築する取組を国際化戦略に

基づき推進する。具体的には、海外研究機関・大学等との覚書や研究協力協定の締結、

国際共同研究の実施、人材の派遣や受入れを通じた国際交流等に取組み、アジア、米

国、ヨーロッパ等に国際連携拠点を形成する。また、取組状況を適宜精査し、終了し

た共同研究や国際連携拠点は速やかに廃止する等適切に対応する。  

◯研究開発活動の理解増進のための発信 

国民の理解増進を図るため、優れた研究開発成果や期待される社会還元の内容につい

てプレス発表、広報誌、ウェブサイト、SNS、施設公開、各地で開催する科学講演会

やメディアとの懇談会等において情報発信を積極的に行う。 

プレス発表や広報誌では、平易な用語や映像を用いて国民にわかりやすい形で情報提

供する。また、施設公開や各種講演会に加え、セミナーや出張レクチャー等の機会を

通じて、国内外の各層から幅広く理解・支持されるよう努める。 

海外との連携強化や国際人材の確保を目的として、海外メディアを対象としたプレス

リリースや RIKEN Research 等により海外への情報発信を行う。 

 

(3)関係機関との連携強化等による、研究成果の社会還元の推進 

科学技術イノベーションの創出に向け、研究所が創出した世界最先端の革新的研究シ

ーズを効果的かつ速やかに社会的価値に変換し、産業界、大学、国立研究開発法人、

自治体等との共創機能を強化する。具体的には、産業界、大学、国立研究開発法人、

自治体等との緊密な連携の下、国内外の将来動向、社会的ニーズ、事業ニーズ及びそ

れらを解決する技術に関して知の共有を図るとともにイノベーションデザイン活動

と連携する。 

また、研究所の研究成果について、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する
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組織対組織の連携を強化し、研究所内外の知識や技術を融合・活用することでオープンイノベ

ーションの推進に資する。 

産業界との連携にあたっては、組織的かつ大型の共同研究等の取組を強化することで、外部資

金を獲得・活用しつつ、自らの研究シーズの社会還元を行う。その際、イノベーション創出を

促進し先導する観点から、「科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律」（平成 20 年

法律第 63 号）に基づき、研究所の研究成果について、事業活動において活用等する者並びに

民間事業者への移転及び共同研究のあっせん等により活用を促進する者に対する出資並びに

人的及び技術的援助（以下「出資等」という。）の業務等を行うことにより、研究所の知的財産

の管理・活用、法人発ベンチャーの育成・支援のための組織的な取組を強化する。 

大学との連携にあたっては、複数の分野の研究者が流動性を持ちながら、組織的に連携するハ

ブとしての機能を研究所が中心となって構築し、それぞれの強みを活かしつつ組織や分野の壁

を越えた融合研究を展開する場を構築することで、研究所及び連携先の大学による新たな革新

的研究シーズの創出につなげるとともに、当該ハブ機能を中核として地方自治体や地域産業と

の連携を強化し、成果の社会還元につなげる。 

また、オールジャパンでの研究成果の実用化に向けた橋渡しへの貢献として、健康・医療分野

においても、研究所の有する研究基盤を横断的に活用することで、内外の革新的シーズを実用

化するために必要な支援を行うなど、政府の関係機関等と連携しながら、革新的な創薬や医療

技術の創出につなげる取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律（平成 20 年法律第 63 号）等の定めるところにより、民間事業者への移転や共同

研究の企画・あっせん等によりその活用を促進する者及び事業活動において活用等す

る者（以下「成果活用等支援法人等」という。）に対して、出資並びに人的及び技術

的援助を行う。 

 

◯産業界との共創機能の強化と成果活用等支援法人等への出資等 

研究成果の最大化及び社会的課題解決のため、ニーズ探索、新技術開発テーマ創出か

ら事業化に向けて、諸外国での取組状況等も踏まえ、オープンイノベーションを推進

し、組織対組織の連携による産業界との共創機能を強化する。そのため、学際・業際

等の領域を跨がる連携チームを構成した戦略的な共創テーマを創出し、産業界と研究

所の複数の研究チームより構成される連携センター、産業界と研究所が協働して研究

計画の立案から成果創出までを一体的に担う連携プログラム、産業界の先導による課

題解決に取組む融合的連携研究等を推進し、大型共同研究に結実させる。また、それ

らの共同研究の実施に当たって、その着実な進捗と成果の社会実装に向けた組織的な

プロジェクトマネージメントを行う。 

研究成果を基にした研究所発ベンチャーの設立を強力に支援するため、技術の優位性

判断、市場調査等を進め、外部ベンチャーキャピタル等の協力を得ながら事業計画の

立案、経営支援及び資金調達支援を一体的に推進する。 

産業界が活用し得る質の高い知的財産権の確保のため、基礎研究段階の研究成果を実

証段階の成果まで高める研究開発や知的財産権を強化するための研究開発を推進す

る。さらに、複数の特許技術のパッケージ化、バリューチェーン化等により、知的財

産権のライセンス活動を強力に推進する。 

上記の実施に当たっては、成果活用等支援法人等への出資等を通じて、基礎研究の成

果のいち早い社会的価値への還元を図るとともに、多様な収入源の確保による新たな

研究資金の確保や、産業界との組織対組織の連携促進に資することを目指す。出資等

に際しては、これらの業務の推進に関する担当部署の必要な組織体制や、外部有識者

の委員会による審議体制を構築し、出資等に係る専門性・客観性を確保する。また、

出資後においては、定期的に出資先の事業計画の進捗状況や経営状況等の把握を行

い、これらを踏まえた必要な対応を適時に行う。 
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◯科学技術ハブ機能の形成と強化 

大学、研究機関や産業界と協働し、研究所が科学技術におけるハブの役割を担い、研

究開発のネットワークを形成及び強化することにより我が国の科学力の充実を図る

とともに、イノベーションの創出を推進する。このため、従来型の研究者間の個別の

共同研究によるつながりにとどまることなく、高い研究開発力や産学連携能力等を有

する大学等と組織対組織で協働できる体制を形成するとともに、それぞれの組織の強

みを生かした組織や分野の壁を越えた融合研究を実施することで、革新的な研究成果

や新たな基礎研究のシーズを創出する。また、クロスアポイントメント制度等を活用

し、大学等の研究所外とのネットワークを形成することで、頭脳循環を図るとともに、

若手研究者や学生等の人材育成を図る。さらに、創出した研究成果の社会導出等を図

るため、産業界、自治体及び関連団体等との連携により、連携フォーラムやシンポジ

ウムを開催するとともに、産学官の協働による新たな共同研究の実施を通じて創出し

た研究成果の社会導出等を促進し、地域産業の活性化に資することを目指す。 

なお、「政府関係機関移転基本方針」（平成 28年 3 月 22 日まち・ひと・しごと創生本

部決定）への対応については、平成 29年 4 月公表の年次プランに基づき推進する。 

◯産業界との連携を支える研究の取組 

健康長寿社会の実現に資する連携を促進するため、創薬・医療技術基盤プログラム及

び予防医療・診断技術開発プログラムを実施するとともに、健康・医療データプラッ

トフォームの構築を行う。 

創薬・医療技術基盤プログラムでは、各研究センターや大学等で行われている様々な

基礎疾患研究から見いだされる創薬標的（疾患関連タンパク質）を対象に、医薬品の

候補となる低分子化合物、抗体、核酸等の新規物質や細胞医薬品の候補を創成し有効

な知的財産権の取得を目指すとともに、非臨床、臨床段階のトランスレーショナルリ

サーチを推進し、これらを適切な段階で企業や医療機関等に導出する。このため、本

プログラムにマネジメントオフィスを置き、適切な専門人材を配置し、各センター等

に設置する創薬に関する基盤ユニットを連携させ、リソースの重点化や進捗管理を効

果的・効率的に実施する。また、府省が連携してアカデミア等の創薬研究を支援する

取組等を通じて、大学や医療機関との連携強化や先端的技術を創薬研究に展開するた

めの企画・調整を行う。 
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（４）我が国の持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

科学技術イノベーションの実現のためには、新たな研究領域を開拓・創成し、インパクトのあ

る新しい革新的研究シーズを創出していくことが重要である。 

このため、研究分野を問わず、卓越した研究実績と高い識見及び指導力を有する研究者による、

豊かな知見・想像力を活かした研究開発や、研究所内の組織・分野横断的な融合研究を実施し、

新たな研究領域の開拓・創成につなげる。 

この取組を進めるにあたっては、研究者の分野を超えた取組を強化し、各研究開発の目標設定

と進捗管理をそれぞれの課題の科学的・社会的意義等に照らし厳格に行い、諸情勢に鑑み対応

の重要性・必要性が生じた課題に対して機動的かつ重点的に取り組むとともに、必要性・重要

性が低下したものは廃止を含めた見直しを行うなど、不断の改善に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

予防医療・診断技術開発プログラムでは、研究所の各センター等の様々な基礎研究の

成果や研究基盤等と、医療機関、企業等の有するニーズをマッチさせ、臨床現場で使

える予防医療・診断技術の共同研究等の取組を推進する。 

加えて、高度個別化医療を実現するため、革新知能統合研究センターと連携して、研

究所や連携する医療機関から集めたデータ及び新たに取得したマルチオミックスの

データ、製薬企業等が保有する創薬関連のデータを統合した健康・医療データプラッ

トフォームを構築する。機械学習や数理・理論科学の手法を活用して、個人の疾患形

態や将来の変化を予測する推論モデル（疾患予測推論モデル）や創薬プロセスの高効

率化、新規医薬品等の創製に資する機械学習とシミュレーションを用いたハイブリッ

ド創薬プロセス提案システムを開発する。さらに、医療や創薬の高度化を目指して、

疾患予測推論モデルを基盤としたアルゴリズムや創薬プロセスの提案を高度化する

最適化方法論を開発する。 

 

(4)持続的なイノベーション創出を支える新たな科学の開拓・創成 

研究所の長期的戦略に基づいて、科学技術の飛躍的進歩をもたらし，持続的なイノベ

ーション創出を支えるために、未踏・未知の科学研究領域の開拓・創成を目指す開拓

研究本部を設置する。開拓研究本部では、様々な分野を代表する研究者が研究を推進

するとともに、分野、組織横断的な研究を推進する。 

 

◯新たな科学を創成する基礎的研究の推進 

開拓研究本部では、様々な分野で卓越した研究実績と高い指導力を持つ研究者が研究

室を主宰する。喫緊の課題や短期的なミッションにとらわれることなく、研究分野の

違いや組織の壁等の制約なく互いに影響を与えながら、所内外の研究者・研究組織と

協力して研究を行うことにより、抜きん出た基礎研究成果を生み出すとともに、新し

い研究領域や課題を見出すことにより新たな科学を創成することを目指す。そこには

社会の中での科学の在り方や基礎研究の成果を応用に活かす長期的展開も視点に入

れる。 

◯分野・組織横断的なプロジェクトの推進 

国家的、社会的要請に応える戦略的研究開発の候補となり得る融合的かつ横断的な研
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（５）研究データ基盤の構築等による情報環境の強化 

優れた研究成果やイノベーションの創出に向け、知識をオープンにし、研究の加速や新たな知

識の創造を促すオープンサイエンスの動きが活発化し、研究データ基盤の構築及び研究データ

の適切な管理・利活用の促進が求められている。 

このため、研究データの適切な管理と利活用を可能とする研究データ基盤の構築を進めるとと

もに、情報科学研究の推進及び情報科学の知見を用いた研究所内の組織・分野横断的な取組を

推進する 

究開発課題を、研究所内外の優秀な研究者を糾合して経営戦略に基づき実施する。研

究開発課題毎に研究の評価を適時行い、国際的な研究開発の動向も含めて厳格に見直

し、新たな研究領域の開拓を行う。 

◯共通基盤ネットワークの機能の構築 

研究所内の共通研究基盤施設・機器等の存在や利用方法等を可視化し、研究所の研究

資源利用の効率化を図る。研究所には国家的、社会的要請にこたえる戦略的研究開発

の推進において整備された共通研究基盤となる施設・機器等があることに鑑み、本来

の事業に支障なく所内での利用が可能となるシステムを構築する。  

 

（５）情報統合本部を設置することで、研究所が策定する情報通信技術戦略（ICT戦

略）に基づいて、ICTを駆使した研究開発成果の最大化とともにイノベーション創出

を促進する。具体的には、研究所内での研究データの適切な管理、及び研究所内外で

研究データの利活用を可能とする研究データ基盤を構築し、オープンサイエンスを推

進するとともに、デジタル・トランスフォーメーションの実現に向けて情報科学研究

の推進及び情報科学の知見を用いた組織・分野横断的な取組、次世代ロボティクス研

究を推進する。 

◯オープンサイエンスの推進 

データサイエンスによるイノベーション創出等に向けて、研究データを戦略的に収

集、管理、利活用するための環境を整備する。研究方法の変革に対応可能な研究デー

タ基盤の構築・運用を行うとともに、研究所内のデータの収集・管理機能を強化する。

また、国内外の関係機関と連携し、メタデータ形式の標準策定に向けた研究開発を推

進する。 

◯情報科学研究の推進及び情報科学の知見を用いた組織・分野横断的な取組の推進 

情報科学研究を推進するとともに、研究所におけるデータ科学のハブとして、情報科

学の知見を用いて組織・分野横断的で、最先端かつ独自の研究を推進する。 

◯次世代ロボティクス研究の推進 

人間中心の「超スマート社会」の実現に向け、人間の認知機能を中心とするこころの

メカニズムを計算論的に解明し、ロボット実装を通じて構成論的に実証する次世代ロ

ボティクス研究を推進する。 
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（１）革新知能統合研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）数理創造研究 

３．２ 国家戦略等に基づく戦略的な研究開発の推進 

我が国の科学技術イノベーション政策の中核的な研究機関として、科学技術基本計画をはじめ

とする国家戦略等に挙げられた国家的・社会的な要請に対応し、以下に示す研究開発領域にお

いて、戦略的な研究開発を行い、優れた研究開発成果の創出及びその最大化を目指す。 

各領域において定める目標を達成するために、研究所は、国家戦略等を踏まえ、新たな知見の

創出から研究成果の最終的な社会への波及までを見据えた主要な研究開発課題を領域毎に設

定し、その進め方及び進捗に応じて見込まれる成果等について、中長期計画及び年度計画にお

いて定めることとする。 

これらをもとに、各領域において、３．１に示した研究所全体の運営システムのもとで、年度

ごとに各研究開発の進捗管理・評価とそれらを踏まえた改善・見直しの実施、研究所内の組織

横断的な連携の活用等の取組を行うとともに、各領域に応じた個別の研究開発マネジメントを

実施し、研究開発成果の最大化を目指す。 

 

（１）革新的知能統合研究 

ICT の発展に伴い、IoT や人工知能技術の利活用が進む中、我が国が世界に先駆けて「超スマ

ート社会」を実現し、ビッグデータ等から付加価値を生み出していくことが求められている。

このため、深層学習の原理の解明に向けた理論の構築や、現在の人工知能技術では対応できな

い高度に複雑・不完全なデータ等に適用可能な基盤技術の実現に向けた研究を推進するととも

に、これらの基盤技術も活用し、再生医療等の我が国が強みを有する分野の科学研究の更なる

強化及び防災等の国内の社会課題の解決に資する研究成果を創出する。また、人工知能技術等

の利活用にあたっての倫理的、法的、社会的問題について研究・発信する。これらを通じて、

高度な研究開発人材等の育成を行う。その際、関係省庁、機関及び民間企業と緊密に連携し、

世界的な動向を踏まえながら、これらの取組を着実に進める。 

 

 

 

 

 

（２）数理創造研究 

2 国家的、社会的要請に応える戦略的研究開発の推進 

我が国の科学技術イノベーション政策の中核的な研究機関として、研究所全体の運営

システムの下、科学技術基本計画等において掲げられた国が取組むべき課題等につい

て、その達成に向けた戦略的かつ重点的に研究開発を推進するとともに、国内外の大

学、研究機関等との密接な連携の下、以下の研究開発を実施する。 

各研究についての詳細は別紙に記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

(1)革新知能統合研究  

ICTの利活用による「超スマート社会」の実現のため、政府がとりまとめた「人工知

能技術戦略」に基づき、関係府省、機関及び民間企業と連携しながら、グローバルな

研究体制の下、①汎用基盤技術研究として、革新的な人工知能等の基盤技術の構築に

向けた研究開発を推進するとともに、②目的指向基盤技術研究として、これらの基盤

技術も活用することにより、我が国が強みを持つ科学技術分野の強化及び社会的課題

の解決を図る。 

また並行して、技術の進展が社会にもたらす影響や人工知能と人との関係についての

洞察を深めることも重要であり、③社会における人工知能研究として、人工知能技術

等の利活用に当たっての倫理的、法的、社会的問題について、世界的な動向を踏まえ

ながら研究及び情報発信を行う。 

加えて、ICTに係る知見や技術を理解し、課題解決に結びつける人材の育成も不可欠

であり、④人材育成として、優れたリーダーの下、必要に応じて幅広い分野の多様な

スキルを有する人材が集う柔軟な研究体制、研究環境を整備する。 

 

(2)数理創造研究 
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（３）生命医科学研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）生命機能科学研究 

 

 

 

 

 

 

自然科学や社会科学における学際研究の重要性が益々高まりつつある中、各分野で個別に進化

してきた科学的方法の共有と結合、大規模データからの情報抽出や高度に複雑なシステムの制

御に必要な数理科学的手法の開発が求められている。このため、数学・数理科学を軸として、

物理学、化学、生物学等における理論科学や計算科学等を融合し、数理科学の視点から自然科

学における基本問題（宇宙や生命の起源等）や、国家的・社会的ニーズに応えるための諸課題

（自然現象や社会現象の数理モデリング技術の進展等）の解決に向けた取組を推進する。また、

それらの分野や階層を横断的に見ることで解明可能な社会課題の発掘と、これらの推進を行う

人材の育成を行う。 

 

 

（３）生命医科学研究 

がんや生活習慣病の克服のために革新的な免疫療法をはじめとした治療法が開発されている

が、薬効の個人差や副作用がその普及に向けた課題であり、遺伝子レベルでの層別化や発症メ

カニズムの包括的解明による個人に最適な治療選択が必要である。このため、ヒト免疫系基本

原理の解明やヒト化マウス等の基盤技術開発、疾患関連遺伝子の網羅的同定、一細胞技術を活

用した機能性ゲノム解析研究等の成果を発展・融合させ、がん免疫治療等における個別化医療・

予防医療の実現に向けた研究を推進する。 

 

 

 

 

 

（４）生命機能科学研究 

超高齢社会である我が国においては健康寿命の延伸が求められており、ヒトの健康状態の維持

と老化メカニズムの解明が急務となっている。この課題の解決に向け、細胞状態の診断と評価

手法の確立を目指した非侵襲による可視化技術と予測・操作手法の開発、次世代の再生医療を

目指した臓器の立体形成機構とその制御原理の解明、および健康・正常状態を測定するための

非・低侵襲の計測技術の開発を行う。またこれらの技術等を用いて、発生から成長・発達・老

化までの分子レベルから個体レベルに至る生命機能維持の仕組みを解明し、加齢に伴う機能不

今世紀の基礎科学の重要課題の一つである“宇宙・物質・生命の統合的解明”のため、

数学・理論科学を軸とした異分野融合と新たな学問領域創出を目指し、諸科学を統合

的に推進し、それを通して社会における課題発掘及び解決に取組む。具体的には、①

新しい幾何学の創成をはじめとする数学と自然科学の共進化、②複雑化する生命機能

の数理的手法による解明、③数理的手法による時空と物質の起源の解明、④数理科学

的手法による機械学習技術の探求を行う。さらに、国内・国際連携のネットワークを

構築し、⑤既存学問分野の枠を越えて活躍できる人材育成を行い、頭脳還流の活性化

を図るとともに数学・理論科学を活用し、科学界のみならず産業界に対するイノベー

ションの創出への貢献を図る。 

 

(3)生命医科学研究 

ゲノムや環境による個人毎の違いを踏まえた正確で効率的な予防や治療を可能とす

るため、生命の高次機能の理解や機能の破綻による人間の疾患発症機構の解明を目指

した生命医科学研究を推進する。 

具体的には、①ゲノムを解析して機能・疾患を理解するゲノム機能医科学研究、②ヒ

ト免疫系による恒常性維持・破綻のプロセスを解明するヒト免疫医科学研究、③ヒト

の環境応答についてデータ収集・計測・モデリングを行う疾患システムズ医科学研究、

さらに④これらを融合したヒト免疫システムの解明から個別化がん治療等への応用

を行うがん免疫基盤研究を実施し、画期的な治療法の社会実装への橋渡しに向けた研

究を推進する。また、生命医科学研究における新たな研究領域を開拓できるリーダー

の育成を行う。 

 

(4)生命機能科学研究  

健康長寿社会の実現に貢献するために、本研究では、ヒトの発生から成長、老化、生

命の終わりまでの時間軸を貫く生命機能維持の原理解明を目指して、分子、細胞から

個体までの多階層にわたる以下の研究を推進する。そのため、①分子・細胞状態の可

視化及び非侵襲での臓器機能計測技術から得られる情報を元に、細胞状態の予測と細

胞操作を可能とする技術を開発し、健康状態の予測と医療等への応用を図る。②周辺

環境との相互作用による影響を考慮した発生・再生原理や臓器形成機構の解明ととも
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（５）脳神経科学研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）環境資源科学研究 

 

 

 

 

全の克服に向けた研究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

（５）脳神経科学研究 

超高齢社会である我が国においては、精神・神経疾患の発症メカニズム解析及び診断・治療法

の開発や、人工知能の高度化等に向け、ヒト脳の高次機能の解明が求められている。このため、

これまでの知見をもとに、脳高次認知機能のイメージング研究、脳の遺伝子レベルから表現型

レベルまでの全階層を対象にした横断的研究、高次認知機能などに関わる脳の計算原理の研

究、データ駆動型脳研究、精神・神経疾患の診断・治療法開発研究等の、ヒト脳の構造と機能

の理解に向けた研究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）環境資源科学研究 

資源枯渇・気候変動・食料不足等の地球規模の課題を解決するためには、食料、バイオマス、

医薬品・化学工業原料等を少ない環境負荷で効率的に生産する革新的な技術の開発が求められ

ている。このため、植物科学、微生物学、化学等を融合し、ゲノム情報や、環境データ等を活

用したデータ科学を取り入れ、植物の形質改良、植物や微生物からの有用物質の合成、地球資

に、移植等の医療応用を見据えた次世代再生医療の基盤を構築する。また、非・低侵

襲での計測技術を用いた健康診断技術の開発を行う。③上記の研究を基盤として、生

物のライフサイクル進行を制御する機構を解明することにより、ヒトの健全な成長・

発達・成熟・老化を維持する仕組みの解明を目指す。 

さらに、生命機能科学研究における総合力を活かし、当分野の発展に貢献する、社会

課題解決を見据えた広範な視野を持った人材を育成する。 

 

(5)脳神経科学研究 

本研究では、①脳イメージング解析やオミックス解析を駆使し、ヒトをヒトたらしめ

る推論や内省、互恵性等のヒト脳高次認知機能解明を目指した研究、②分子、遺伝子、

細胞、回路、システム、個体、社会性という脳の多階層をまたぐ、動物モデルに基づ

いた階層横断的な研究、③脳計測技術、ビッグデータ解析技術の開発やそれを活用し

たデータの蓄積を通した脳の計算原理の解明、脳型 AI アルゴリズムの開発等、理論・

技術が先導するデータ駆動型脳研究、④精神・神経疾患の診断・治療法開発及び脳機

能支援・拡張を目指した研究を実施することにより、ヒト脳に特徴的な高次認知機能

を司る領域や構造を網羅的に解析・同定し、そこで働く新しい分子機構や作動原理等

を解明するとともに、多種脳計測データ解析法の開発や脳の理論モデル構築、精神・

神経疾患診断のためのバイオマーカー等の開発を行う。これにより、精神・神経疾患

の克服による健康寿命の延伸等、超高齢社会等に対応する持続可能な社会の実現に貢

献する。 

また、我が国の脳神経科学の中核拠点として、国内外の研究機関、大学、産業界等と

も協力し、世界トップレベルの研究を展開するとともに、次世代の脳神経科学を担う

人材の育成や研究成果の社会展開・還元のための取組を推進する。 

 

(6)環境資源科学研究  

本研究では、植物科学、微生物学、化学、データ科学等を融合し、環境負荷の少ない

バイオ資源や化学資源等の創生と利活用を目指した異分野融合研究を推進すること

により、資源枯渇・気候変動・食料不足等の地球規模の課題解決に貢献する。 

具体的には、①持続的な食料、バイオマス生産のための植物の機能向上を目指す革新
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（７）創発物性科学研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）量子コンピュータ研

究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

源を利用する高機能資源化触媒の開発、有用機能を持つ高分子素材の開発等を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

（７）創発物性科学研究 

環境調和型の持続可能な社会の実現に向けて、超低消費電力デバイス等の環境・省エネルギー

関連技術の研究開発が求められている。このため、これまでの研究開発を融合・加速させ、エ

ネルギー機能創発物性、創発機能性ソフトマテリアル、量子情報電子技術、トポロジカルスピ

ントロニクスの４つの研究テーマに取り組み、環境中の熱や光を高効率で収集しエネルギーに

変換する新物質の開発や超高速・超効率的な情報処理技術、超低消費エネルギー技術などの、

革新的なハードウェアの創製を可能にする新しい学理の構築と概念実証デバイスの開発を推

進する。 

 

 

（８）量子コンピュータ研究 

 量子力学の基本原理を適用することにより、情報処理・通信・計測への変革をもたらす量子情

報科学研究を一層推し進めると同時に、その成果に基づいて、様々な応用に供する量子情報処

理技術を確立する。 

このため、量子コンピュータ研究開発及び量子情報科学の基盤となる量子制御・観測技術の性

能の追求、量子技術の新たな応用への開拓、社会課題解決のための量子計算プラットフォーム

構築への貢献及び新たな学術分野の形成を図るとともに、量子コンピュータの研究開発領域に

おいて国際的に主導的な役割を果たしていくための若手人材の育成及び国内外の大学・研究機

関・企業との先駆的なイノベーションの創出に向けた取組を行う。 

また、国際連携ハブとしての役割を果たしていくため、他の量子技術関連の研究開発を推進す

る国内外の大学・研究機関・企業等と協力し、科学的・社会的課題の解決に向けた研究成果の

的植物バイオ研究、②植物や微生物を用いた有用物質の生産を目指す代謝ゲノムエン

ジニアリング研究、③地球資源を利用する高機能資源化触媒に関する先進触媒機能エ

ンジニアリング研究、④有用機能を持つ高分子素材の合成等に関する新機能性ポリマ

ー研究を推進するとともに、⑤それらの研究開発を支える先端技術プラットフォーム

の開発を行う。さらに、環境資源分野における優れた研究人材を育成し、科学技術力

の底上げに努める。 

 

(7)創発物性科学研究  

本研究では、創発物性科学の概念に基づき、これまで展開してきた強相関物理･超分

子機能化学･量子情報エレクトロニクスの 3 部門の融合を加速させ、①革新的なエネ

ルギーの創成・輸送機能の実現を目指すエネルギー機能創発物性研究、②人との親和

性に優れたソフトロボティクス等への貢献を目指す創発機能性ソフトマテリアル研

究、③低消費電力で超高速・高効率情報処理を行う量子計算技術や物性予測の実現に

貢献する量子情報電子技術、④省エネルギーエレクトロニクスの実現に貢献するトポ

ロジカルスピントロニクス研究に取組み、革新的なハードウェアの創製を可能にする

新しい学理の構築と概念実証デバイスの開発を行うことで、環境調和型の持続可能な

社会の実現に貢献するとともに若手人材の育成を推進する。 

 

(８)量子コンピュータ研究 

本研究では、量子力学の基本原理を物理レイヤーのみならず計算・通信・計測といっ

た情報レイヤーにも適用する量子情報科学研究を一層推し進め、量子情報処理技術を

確立し、社会課題解決のために必要とされる量子計算プラットフォーム構築へ貢献す

るため、①量子計算を実現するための量子コンピュータ研究開発、②量子情報科学の

基盤となる量子制御・観測技術の極限な性能を追求し、それらの技術の新たな応用の

開拓や新たな学術分野の形成に取り組む。 

さらに、③量子コンピュータの研究開発領域において国際的に主導的な役割を果たし

ていくため、若手人材の育成を図るとともに、国内外の大学・研究機関や企業からの

参画等を得て研究開発を行う先駆的なイノベーションの創出に向けた取組や、他の量

子技術関連の研究開発を推進する国内外の大学・研究機関・企業等と協力し、科学的・
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（９）光量子工学研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）加速器科学研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

共有や普及等を促進する。 

 

 

（９）光量子工学研究 

光・量子技術は、「超スマート社会」の実現に資する我が国が強みを有する基盤技術であり、革

新的な計測技術、情報・エネルギー伝達技術、加工技術の強化等が求められている。このため、

超高速の物理現象の解明や生体の超解像イメージング等の最先端の学術研究に加え、革新的な

材料開発、インフラ構造物の保全等、社会的にも重要な課題の解決に向けて、これまで得られ

た知見を活用しつつ、極短パルスレーザーの発生・計測技術、超高精度レーザーの制御技術、

非破壊検査技術といった最先端の光・量子の発生、制御、計測による新たな光量子技術の研究

開発を推進する。 

 

 

 

（１０）加速器科学研究 

物質の根源的理解や物質創成の謎の解明を進めるとともに、その成果を応用することにより、

食料・健康・環境・エネルギー・資源問題の解決に資することが求められている。このため、

研究基盤である RI ビームファクトリーの加速器施設の高度化を進め、元素合成過程の解明等

の原子核基礎研究を幅広く展開するとともに、重イオンビームによる農業・工業・RI医薬等の

産業応用を推進する。さらに、原子番号 119 番以上の新元素合成に挑み、原子核の寿命が極

めて長くなると予想されている「安定原子核の島」への到達に向けた核合成技術の確立を目指

す。 

社会的課題の解決に向けた研究成果の共有や普及等を促進し、国際連携ハブとしての

役割を果たしていくことを目指す。 

 

(９)光量子工学研究  

本研究では、最先端の光・量子技術の研究として、①超高精度レーザーや極短パルス

レーザーの発生、制御、計測技術を追究し、物質・材料科学や測地学への応用展開を

目指すエクストリームフォトニクス研究、②顕微計測技術とレーザー加工技術を融合

し、精密加工・極微光計測技術の工学・生物医科学応用を目指すサブ波長フォトニク

ス研究、③独自のテラヘルツ光発振技術、計測技術を発展させ、テラヘルツ光による

機能制御・物質創成等を目指すテラヘルツ光研究、④非破壊インフラ計測技術、レー

ザー計測技術、特殊光学素子の開発等、最先端の光・量子技術の社会への活用を目指

す光量子技術基盤開発を推進することで、社会的に重要な課題の解決に貢献する。さ

らに、次世代の光量子科学研究を担う人材を育成し、科学技術力の底上げに努める。 

 

(10)加速器科学研究  

加速器研究基盤である RIビームファクトリー（RIBF）、並びに国際協力に基づく米国

ブルックヘブン国立研究所（BNL）及び英国ラザフォード・アップルトン研究所（RAL）

において、原子核や素粒子を支配する物理法則の学理を究める。そのために、①原子

核基礎研究では、究極の原子核像の構築、核合成技術の確立、宇宙における元素合成

過程の解明等を目指す、並びに②BNL及び RAL との国際協力に基づく素粒子物性研究

に取組む。また、③重イオン・RI ビームを用いた学際応用研究を進める。さらに④

RIBF の加速器施設の高度化・共用、国内外の研究機関とその研究者との連携を推進

し、これらにより原子核・素粒子物理分野を進展させ、学際応用研究を含めた優れた

研究人材の育成に資する。なお、RAL施設の運営は中長期目標期間中に終了する。 

３．世界最先端の研究基盤

の構築・運営・高度化 

 

 

 

３ 世界最先端の研究基盤の構築・運営・高度化 

世界トップレベルの研究機関として、以下の通り、超高速電子計算機、バイオリソース基盤、

大型放射光施設等の最先端の研究基盤を着実に整備し、共用に供するとともに、高度化・利活

用研究を進めることで、研究所内外での優れた研究開発成果の創出及びその最大化を目指す。 

各研究基盤の領域において定める目標を達成するために、研究所は、研究所内外における研究

3 世界最高水準の研究基盤の開発・整備・共用・利活用研究の推進   

特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成 6 年法律第 78 号）第 5 条に

規定する業務（登録施設利用促進機関が行う利用促進業務を除く。）の下、研究所全

体の運営システムのなかで、世界最高水準の大型研究施設をはじめとする研究基盤の

整備並びに研究基盤を支える基盤技術の開発を着実に進めるとともに、国内外の研究
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（１）計算科学研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）放射光科学研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発成果の創出を見据えつつ、研究基盤の運用・高度化・利活用研究に関して取り組むべき具

体的に課題を領域毎に設定し、その進め方及び進捗に応じて見込まれる成果等について、中長

期計画及び年度計画において定めることとする。また、これらをもとに、各研究開発基盤の領

域において、３．１に示した研究所全体の運営システムのもとで、年度毎にそれぞれの取組の

進捗管理・評価とそれらを踏まえた改善・見直しの実施、研究所内の組織横断的な連携の活用

等の取組を行うとともに、各領域に応じた個別の研究開発マネジメントを実施し、研究開発成

果の最大化を目指す。 

 

（１）計算科学研究 

スーパーコンピュータ「京」について、特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平

成６年法律第 78 号）（以下「共用法」という。）に基づき、これまでの極めて安定した運用実績

等を踏まえ、研究者等への共用を着実に推進する。また、その後継となるポスト「京」につい

て、早期に運用開始することを目指し、その開発を実施するとともに、「京」からポスト「京」

への移行を円滑に実施し、必要な計算資源を研究者等への共用に供する。さらに、「京」及びポ

スト「京」で得られた計算科学及び計算機科学の知見を発展させ、社会的・科学的課題の解決

に資するよう、成果創出や普及を促進する。 

 

 

 

（２）放射光科学研究 

学術利用から産業応用まで幅広く利用される大型放射光施設（SPring-8）及び X線自由電子レ

ーザー施設（SACLA）について、共用法に基づき、安定的な運転により利用者への着実な共用を

進めるとともに、データ処理技術の高速・大容量化等の利用技術の高度化、利用者支援体制の

拡充、施設性能の強化等を図り、学術利用のみならず産業利用についても、その促進を図る。

また、これまでに得られた知見を活かし、SPring-8 及び SACLAと相補的な構造解析に資する基

盤技術開発を進める。 

 

 

 

者等に共用・提供を行うことで、外部機関等との相補的な連携の促進を図る。またラ

イフサイエンス分野に共通して必要となる生物遺伝資源（バイオリソース）の収集・

保存・提供にかかる基盤の整備を行うととともに、バイオリソースの利活用に資する

研究を行う。 

各研究についての詳細は別紙に記載する。 

 

 

 

(1)計算科学研究  

我が国の計算科学及び計算機科学の先導的研究開発機関として、スーパーコンピュー

タ「京」を効果的に運用するとともに、ポスト「京」の開発を実施する。「京」から

ポスト「京」への移行を円滑に実施し、研究者等への共用に供する（①「京」・ポス

ト「京」の共用と利用者拡大）。また、国際的な計算科学分野の中核拠点として、こ

れまでに培ってきたテクノロジー及びソフトウェアを「サイエンスを駆動する計算科

学コア・コンピタンス」と位置付け、それらの発展、国内外での普及、成果の創出を

推進する（②計算科学コア・コンピタンスによる計算科学分野の中核拠点としての活

動）。さらに、研究所内の計算科学研究を推進する体制を構築するとともに、研究所

内の計算資源を効果的に活用する方策について検討を進める。 

 

(2)放射光科学研究 

大型放射光施設（SPring-8）及び X 線自由電子レーザー施設（SACLA）の安定した共

用運転を行う（①大型放射光施設の研究者等への安定した共用）。加えて、高度化を

着実に進め、それぞれ単体の施設として世界トップクラスの性能を維持するととも

に、両施設の相乗効果を生かした研究開発を推進する。そのために、②計測機器、解

析装置等の開発による放射光利用環境の向上、③高性能 NMR 等の要素技術開発、④X

線エネルギー分析技術の深化による実用材料ナノ評価の推進、⑤放射光施設の高度化

に向けた要素技術開発に取組む。このことにより、広範な分野の研究開発の進展に貢

献し、その整備や利用を通じて産学官の幅広い共用や利用体制構築を実現、また多種

多様な人材の交流により人材育成に資することで、科学技術イノベーションの持続的
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（３）バイオリソース研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）バイオリソース研究 

基礎基盤研究から社会的課題を解決する開発研究までの幅広い研究に対して、社会的ニーズ・

研究ニーズを捉えながら、利用価値、付随情報、品質等について世界最高水準のバイオリソー

スを戦略的に整備し、提供する。また、効果的・効率的なバイオリソース整備を実施するため

に、保存・利用技術等の基盤技術開発を実施する。さらに、研究動向を的確に把握し、整備し

たバイオリソースの利活用に資する研究開発を推進する。加えて、バイオリソース事業に関わ

る人材の育成、研究コミュニティへの技術移転のための技術研修や普及活動を行う。 

創出や加速に寄与する。 

 

(3)バイオリソース研究  

バイオリソースは、幅広い分野のライフサイエンス研究や産業活動に必要不可欠な研

究材料であり、科学技術イノベーションの推進における重要な知的基盤として、戦略

的・体系的に整備する必要がある。 

本研究では、我が国の中核的拠点として、研究動向を的確に把握し、社会的ニーズ・

研究ニーズに応え、①世界最高水準のバイオリソース整備事業を実施する。また、バ

イオリソース整備事業を効果的・効率的に実施するために、②保存・利用技術等の開

発を行う基盤技術開発事業を実施する。さらに、研究動向及びニーズに的確に対応す

るため、③バイオリソース関連研究開発プログラムを実施する。加えて、バイオリソ

ース事業に関わる人材の育成、研究コミュニティへの技術移転のための技術研修や普

及活動を行う。 

 

 上記の研究開発の総合的な取組により、研究所として、中長期目標期間中、毎年度

2,300 報程度の学術論文発表数を維持することを目指す。また、高水準の研究開発成

果の創出により、中長期目標期間中、被引用数の順位で上位 10％以内に入る研究所

の学術論文の比率について 27％程度を維持することを目指す。 

Ⅱ．業務運営の改善及び効

率化に関する事項 

 

 

 

１．経費の合理化・効率化 

 

 

 

 

 

４．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 研究所が行う業務の運営について、以下に示す取組を行うとともに、法人独自の創意工夫を

加えつつ、その改善に取り組む。 

 

 

４．１ 経費の合理化・効率化 

組織の見直し、調達の合理化、効率的な運営体制の確保等に引き続き取り組むことにより、経

費の合理化・効率化を図る。 

 運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分は除外した上で、一般

管理費（人件費、特殊経費及び公租公課を除く。）及び業務経費（人件費、物件費のうち無期雇

用に係る人件費及び特殊経費を除く。）の合計について、毎年度平均で前年度比 1.16%以上の効

Ⅱ. 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

研究所は、必要な事業の見直し、調達の合理化、効率的な運営体制の整備に取組、引

き続き経費の合理化・効率化を図るとともに、独自の創意工夫を加えつつ業務運営の

改善に取組む。 

 

1 経費等の合理化・効率化 

運営費交付金を充当して行う事業は、新規に追加されるもの、拡充分は除外した上で、

一般管理費（人件費、特殊経費及び公租公課を除く。）及び、業務経費（人件費、物

件費のうち無期雇用に係る人件費及び特殊経費を除く。）の合計について、毎事業年

度に平均で前年度比 1.16％以上の効率化を図る。新規に追加されるもの及び拡充さ

れる分については、翌年度からの同様の効率化を図る。また、毎年の運営費交付金額



217 

 

 

 

 

 

 

 

２．人件費の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．調達の合理化及び契約

の適正化 

 

 

 

 

率化を図る。なお、新規に追加されるもの及び拡充される分は、翌年度から同様の効率化を図

る。 

 

 

 

 

４．２ 人件費の適正化 

適切な人件費の確保に努めることにより優れた研究者及び研究支援者を育成・確保するべく、

政府の方針に従い、必要な措置を講じる。給与水準については、国家公務員の給与水準を考慮

し、手当を含め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、研究所の業務の特殊性を踏

まえた適正な水準を維持するとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

 なお、国際的に卓越した能力を有する人材の確保のために、必要に応じて弾力的な給与を設

定できるものとし、その際には、国民に対して納得が得られる説明に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

４．３ 調達の合理化及び契約の適正化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣

決定）に基づく取組を着実に実施し、契約の公正性、透明性の確保等を推進し、業務運営の効

率化を図る。 

 また、監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施について徹底的な

チェックを行う。 

の算定に向けては、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意する。 

恒常的な省エネルギー化を進め、光熱水使用量の節約及び二酸化炭素の排出抑制に取

組み、節電要請などの状況下にあっても継続可能な環境を整備する。また、研究所全

体で研究スペースの配分等を調整する体制により、限られた研究スペースをより有効

に活用する等資源活用の効率化を図る。 

 

2 人件費の適正化 

「特定国立研究開発法人による研究開発等を促進するための基本的な方針」(平成 28

年 6 月 28 日閣議決定)等の政府の方針を踏まえ、特定国立研究開発法人として世界最

高水準の専門的な知識及び経験を活用して遂行することが特に必要とされる業務に

従事する者について、国際的に卓越した能力を有する人材を確保する。  

給与水準(事務・技術職員)については、研究所の業務を遂行する上で必要となる事務・

技術職員の資質、人員配置、年齢構成等を十分に考慮し、国家公務員における組織区

分、人員構成、役職区分、在職地域、学歴等の比較及び類似の業務を行っている民間

企業との比較を行う等厳しく検証する。自らの給与水準が国民の理解を得られるか検

討を行った上で、これを維持する合理的な理由がない場合には必要な措置を講ずると

ともに、その検証やこれらの取組状況について公表していく。 

なお、適切な人材の確保のために必要に応じて弾力的な給与を設定できるものとし、

その際には、国民に対して納得が得られる説明に努めるものとする。  

      

3 調達の合理化及び契約業務の適正化  

研究開発が国際的な競争の中で行われることを踏まえ、契約を迅速かつ効果的に行う

とともに、適切に実施するために必要な体制を整備する。契約については、一般競争

入札等競争性のある契約方式を原則としつつ、「独立行政法人における調達等の合理

化の取組の推進について」（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）に基づく取組を着実

に実施し、公正性、透明性を十分に確保するとともに、随意契約によらざるを得ない

場合は、事前に審査した上で実施し、その理由等を公表する。また、調達に当たって

は要求性能を確保した上で、研究開発の特性に合わせた効率的・効果的な契約方法に

より、質と価格の適正なバランスに配慮した調達を実施する。同時に、上記の取組が
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適正に行われるよう周知徹底を図るとともに、取組状況の検証を行い、必要な措置を

とる。 

また、監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施について徹

底的なチェックを行う。 

Ⅲ．財務内容の改善に関す

る事項 

１．予算（人件費見積を含

む）、収支計画、資金計画 

２．外部資金の確保 

 

 

 

 

３．短期借入金の限度額 

 

 

 

 

 

４．不要財産又は不要財産

となることが見込まれる財

産に関する計画 

 

５．重要な財産の処分・担保

の計画 

 

６．剰余金の使途 

 

 

５．財務内容の改善に関する事項 

研究所は、予算の効率的な執行による経費の削減に努めるとともに、受益者負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的に、施設使用料、寄付金、特許実施料等の自己収入や競争的資金等の外部

資金の確保や増加、活用等に努める。 

 独立行政法人会計基準の改訂等により、運営費交付金の会計処理として、業務達成基準によ

る収益化が原則とされたことを踏まえ、引き続き、 収益化単位の業務ごとに予算と実績を管

理する。 

また、運営費交付金の債務残高についても勘案しつつ予算を計画的に執行する。必要性がなく

なったと認められる保有資産については適切に処分するとともに、重要な財産を譲渡する場合

は計画的に進める。 

Ⅲ. 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

1 予算（人件費見積を含む）、収支計画、資金計画 

別紙に記載する。 

2 外部資金の確保  

外部資金の獲得は、研究所の研究者に新しいアイデアや研究の目をもたらすととも

に、大学や企業等と連携して重要な社会・産業の課題解決に向けた研究開発を行うこ

とで、我が国のイノベーション創出や世界規模の課題の解決に貢献することにつなが

る。外部資金を積極的に獲得するため、科学技術イノベーション政策や産業の動向把

握に努めるとともに、省庁や公的研究機関、企業や団体との意見交換等を通じて、今

後重点化すべき取組や新たな事業の提案を行う等、一層の資金確保に努める。 

3 短期借入金の限度額  

短期借入金は 240 億円を限度とする。 

想定される理由:  

・運営費交付金の受入の遅延 

・受託業務に係る経費の暫時立替等 

4不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産に関する計画不要財産又は不要

財産となることが見込まれる財産に関する計画はない。 

 

5 重要な財産の処分・担保の計画 

1990 年に締結した研究協力協定に基づく RAL におけるミュオン研究は、中長期目標

期間中に終了する予定であり、建物を RALに無償譲渡する。 

   

6 剰余金の使途 

決算において剰余金が生じた場合の使途は、以下の通りとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に係る経費 
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７．中長期目標期間を越え

る債務負担 

 

 

 

 

 

８．積立金の使途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・エネルギー対策に係る経費 

・知的財産管理、技術移転、新株予約権の権利行使に係る経費 

・成果活用等支援法人等への出資に係る経費 

 ※成果活用等支援法人等への出資に係る経費については、自己収入を原資とするこ

とを基本とする。 

・職員の資質の向上に係る経費 

・研究環境の整備に係る経費 

・広報に係る経費 

 

7 中長期目標期間を越える債務負担  

中長期目標期間を超える債務負担については、研究基盤の整備等が中長期目標期間を

越える場合で、当該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘案し合理的と判

断されるものについて行う。 

ＰＦＩ事業として下記を実施する。 

（ＰＦＩ事業） 

・本部・事務棟整備等事業 

 

8 積立金の使途  

前期中長期目標期間の最終年度において、独立行政法人通則法第 44 条の処理を行っ

てなお積立金があるときは、その額に相当する金額のうち主務大臣の承認を受けた金

額について、以下のものに充てる。（国立研究開発法人理化学研究所法に定める業務

の財源に充てる。） 

・中長期計画の剰余金の使途に規定されている重点的に実施すべき研究開発に係る

経費、エネルギー対策に係る経費、知的財産管理・技術移転・新株予約権の権利行使

に係る経費、成果活用等の支援法人等への出資に係る経費、職員の資質の向上に係る

経費、研究環境の整備に係る経費、広報に係る経費 

 ※成果活用等支援法人等への出資に係る経費については、自己収入を原資とするこ

とを基本とする。 

・自己収入により取得した固定資産の未償却残高相当額等に係る会計処理 
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・前期中長期目標期間に還付を受けた消費税のうち、中長期目標期間中に発生する消

費税の支払  

Ⅳ．その他業務運営に関す

る重要事項 

 

１．内部統制の充実・強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．法令遵守、倫理の保持 

 

 

 

 

 

 

 

６．その他業務運営に関する重要事項 

 

 

６．１ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」（平成 26 年

11 月 28 日付け総務省行政管理局長通知）等を踏まえ、理事長のリーダーシップのもと、コン

プライアンス体制の実効性を高めるとともに、中長期的な視点での監査計画に基づき、監事と

の緊密な連携を図り、組織的かつ効率的な内部監査の着実な実施、監査結果の効果的な活用等

により、内部統制を充実・強化する。 

 特に、研究活動等における不正行為及び研究費の不正使用の防止を含めた、研究所のミッシ

ョン遂行の阻害要因となるリスクの評価や分析、適切な対応等を着実に進める。 

 

 

 

 

６．２ 法令遵守、倫理の保持 

研究開発成果の社会還元というミッションの実現にあたり、法令遵守や倫理に対する意識を高

め、社会の中での信頼の確保に努める。 

 特に、研究活動等における不正行為及び研究費の不正使用の防止について、国が示した「研

究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平成 26 年８月 26 日文部科学大

臣決定）等の遵守を徹底するとともに、再発防止のために研究所が策定し実施したアクション

プラン等を踏まえつつ、引き続き適切な対応を行う。さらに、研究不正等に係る研究者等の意

識の向上や、研究不正等の防止に向けた取組の社会への発信等を通じて、他の研究機関の模範

Ⅳ. その他業務運営に関する重要事項  

 

 

 

1 内部統制の充実・強化  

内部統制の推進に関する業務に関しては、各組織からの内部統制の推進状況等に関す

る報告を受け、必要に応じ是正措置や再発防止に取組む。また、研究所の業務目的の

達成を阻害する要因等であるリスクに対する対応計画を策定してこれを実施し、その

結果を分析・評価してリスク管理を行う。 

内部監査については、中期的な観点での監査計画に基づき、毎年の契約・経理等会計

部門に加えて、センター毎あるいはテーマ毎等の内部監査を効率的・効果的に実施す

る。その他、監事の実効性を確保するための事務体制を維持するとともに、機動的か

つ専門性の高い監事監査を実施できるよう補助することにより、監事機能の強化を図

る。 

     

2 法令遵守、倫理の保持 

研究活動等における不正行為及び研究費の不正使用の防止については、国のガイドラ

イン等の遵守を図るべく、再発防止のためのアクションプラン等を踏まえつつ、健全

な研究活動の確保に向けた適切な教育を実施し、研究不正等に係る研究者等の意識の

向上を図る。また、論文の信頼性を確保する仕組みを適切に運用する等の取組の着実

な実施を進める。さらに、研究不正等の防止に向けた取組等の社会への発信等を行う。 

また、健全な職場環境を確保するため、ハラスメント等を起こさないための教育を実

施する。さらに通報、相談を受ける窓口を研究所内外に設置して職員等からの通報、
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３．業務の安全の確保 

 

 

 

 

４．情報公開の推進 

 

 

 

５．情報セキュリティの強

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．施設及び設備に関する

事項 

 

 

 

 

となる取組を進める。 

  

 

 

６．３ 業務の安全の確保 

業務の遂行にあたっては、安全の確保に十分留意して行うこととし、業務の遂行に伴う事故の

発生を事前に防止し業務を安全かつ円滑に推進できるよう、法令等に基づき、労働安全衛生管

理を徹底する。 

 

６．４ 情報公開の推進 

適正な業務運営及び国民からの信頼を確保するため、「独立行政法人等の保有する情報の公開

に関する法律」（平成 13 年法律第 140号）に基づき、適切かつ積極的に情報の公開を行う。 

 

６．５ 情報セキュリティの強化 

サイバーセキュリティ基本法（平成 26 年法律第 104 号）に基づき策定された「政府機関等の

情報セキュリティ対策のための統一基準群」（平成 28 年８月 31 日サイバーセキュリティ戦略

本部決定）を踏まえ、適切な対策を講じるための体制を強化するとともに、これに基づき情報

セキュリティ対策を講じ、情報システムに対するサイバー攻撃への防御力を高めるなど、外部

からの攻撃や内部からの情報漏えいの防止に対する組織をあげた対応能力の強化に取り組む。 

それらの対策の実施状況を毎年度把握するとともに、サイバーセキュリティ対策本部が実施す

る監査において指摘される課題にも着実に対応し、PDCA サイクルにより情報セキュリティ対

策の不断の改善を図る。 

 

６．６ 施設及び設備に関する事項 

将来の研究の発展と需要の長期的展望に基づき、良好な研究環境を維持するため、研究所は、

既存の研究施設及び中長期目標期間中に整備される施設の有効活用を進めるとともに、高経年

化対策を含め、施設・設備の改修・更新・整備を計画的に実施する。 

 

 

相談に対して迅速かつ適正に対応する。 

加えて、産学官連携活動等の推進環境確保のため、役職員の外部における活動と、理

研における責任との利益相反を審査し、適切な利益相反マネジメントを行う。 

 

3 業務の安全の確保 

業務の遂行に当たっては、法令を遵守し、安全の確保に十分に留意する。 

 

 

 

4 情報公開の推進  

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成 13 年法律第 140 号）に基

づき、情報の一層の公開を図る。 

 

5 情報セキュリティの強化 

情報セキュリティ強化（特にサイバーセキュリティ対策）の要請に応えるため、研究

部門と事務部門の情報セキュリティの確保及び情報倫理の教育や遵守に向けた活動

を包括的に対応する組織を運営する。さらに、サイバーセキュリティ対策等について

最新の技術に対応しながら、セキュアな情報システム基盤・情報環境を継続的に運営

し、研究所の情報セキュリティを抜本的に強化する。 

 

 

 

 

6 施設及び設備に関する計画  

研究所における研究開発業務の水準の向上と世界トップレベルの研究開発拠点とし

ての発展を図るため、常に良好な研究環境を整備、維持していくことが必要である。

そのため、既存の研究施設及び中長期目標期間中に整備される施設・設備の有効活用

を進めるとともに、老朽化対策を含め、施設・設備の改修・更新・整備を重点的・計

画的に実施する。なお、中長期目標を達成するために必要な研究開発もしくは老朽化
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７．人事に関する事項 

 

 

 

 

 

 

６．７ 人事に関する事項 

研究開発成果の最大化及び効果的かつ効率的な業務の実施のため、任期付職員の任期の見直し

や無期雇用職の導入に係る人事制度改革を、流動性と安定性のバランスに配慮しつつ、着実に

進める。また、クロスアポイント等も活用しつつ、多様で優秀な人材を確保するとともに、職

員の能力向上、適切な評価・処遇による職員の職務に対するインセンティブ向上に努める。 

により必要になる安全対策等に対応した整備・改修・更新が追加されることがあり得

る。  

 

7 人事に関する計画  

業務運営の効率的・効果的推進を図るため、優秀な人材の確保、専門的知識を有する

人材の確保、適切な職員の配置、職員の資質の向上を図る。任期制職員の活用やクロ

スアポイントの活用により研究者の流動性の向上を図り、研究の活性化と効率的な推

進に努める。    

 

 

 

 


